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序章研究課題と方法
第1節問題の所在
1.はじめに
2002年 3月20日、アメリカ政府は国内の鉄鋼産業を保護するために、 14品目の輸入鉄
鍋産品を対象に最高税率 30%に達する厳しい緊急輸入制限措置1の発動に踏み切った。こ
れを受けて、日本、 EU、ブラジノレ及び、中国など主要鉄鋼生産国を巻き込んだ大規模な貿
易摩擦が発生しているえ現荘、鉄鋼産品の毘際貿易は険悪な局面に直面しているだけでは
なく、鉄鋼紛争によって、羽TTOのもとで行われている貿易自由化交渉が難航する危険性
さえ懸念されている。
ところで、ブッシュ政権による鉄鍛産品をターゲットとした今回のセーフガードの発動
は、 1970年代から世界の鉄鋼生産と貿易が抱えてきた紛糾と混乱の一端の露呈に過ぎず、
実は鉄鋼貿易摩擦の歴史的根源と直結している厄介な紛争が 10年以上続いているにもか
かわらず、現在もその実態が完全に解明されていなし 10
1980年代の初期から、欧州の資本主義諸国が先行するかたちで固有企業の民営化政策が
台頭した。 80年代の後半から 90年代には民営化の潮流は急速に勢いを拡大し、現在では
世界的な規模で民営化が展開されている。この中でも、基幹産業とされてきた鉄鋼分野に
おける国有企業の畏営化は、 GATI.WT03の問題領域と交錯するかたちで数多くの貿易
1 GATI. WTOは、加盟国の関税譲許など義務履行の結果、輸入の増加によって国内産
業が重大な損害を蒙った場合、かかる加盟国が関税譲許など国際法上の義務から一時的に
逸脱して、関税の引き上げなど国内産業の保護措置をとることを容認している。こうした
法的に容認された一時的、緊急避難的な保護措置を緊急輸入制限措童、またはセーフガー
ドとしづ。参照、国際法学会 (1995)、186頁。
2 2002年3月 29日、アメりカの緊急輸入制限措霞に対抗して、 EUは却座に輸入鉄鋼産
品に対する暫定的セーフガードを発動し、 5月 24日、中国も国内鉄鋼産業を保護するため
の暫定的セーフガードに踏み切ったo EU、日本、中国、ブラジル、韓国などは、補償を
要求する交渉をしながら米患のセーフガードを羽庁Oに提訴している。と向時に、 EU、日
本、中国はアメリカに対する報復措置を準備している。参照、『日本経済新聞13月 29日、
5 j 8担、 5月 15日、 5月 18目、 5月24日、 6月 3自。
3 本論文では、 1948年から 1995年の WTOが発足するまでの国際貿易体制を GATTと
表現する。1948年のGATT発足以降現在までの国際貿易体制をGATT.WTOと表現する。
1995年以降の国際貿易体制を WTOと表現する。国際貿易体制という用語を、自由貿易協
I 
紛争を誘発した。 GATT.WTOの規律対象4はきわめて広範にわたるが、鉄鋼産業の民営
化と絡む貿易紛争は、主に補助金・相殺関税という領域において生じている。
1990年代の初期から今日に至るまで、アメリカの相殺関税当局(商務省と国際貿易委員
会)は、主に EC諸国とブラジル、メキシコなど一部の開発途上国を標的に、民営化以前
に国有企業に交付された補助金(以下、原補助金と略記する)が国有企業の民営化後も依
然として民営化企業に残留していると強く主張して、民営化企業の対米輸出鉄鋼産品を対
象に連続的に相殺関税を賦課してきた。
1989年のメキシコ石灰産品相殺関税事件で、国有企業の民営化と交錯する相殺関税問題
が初めて表面化した。 1992年に、アメリカの商務省(以下、商務省と略記する)は民営化
企業を対象とした相殺関税調査を大幅に強化し、1993年から鉄鋼分野の民営化企業に賦課
する相殺関税を本格化させたD これに対して、 EC諸国を中心とした桔殺関税を賦課され
る側は、原補助金の民営化企業内の残留を否定して商務省の相殺関税の適法性を厳しく追
及し、アメリカの国内司法機関5及びGATT.WTOの紛争処理機関による法的救済を求め
てきた。現在も WTOの場で民営化企業に賦課する相殺関税の適法性をめぐる紛争処理が
行われている60
民営化企業に賦課する相殺関税の是非をめぐる貿易紛争が謬着状態に焔り、その解決に
予想以上の待問が費やされているにもかかわらず、この問題は研究課題として注目されて
定、並びに協定の解釈適用をめぐる紛争処理等、協定の円滑な実施を図る国際組織の諸活
動を含めた包括的な意味で理解する。 1947年 GA'ITというとき、『関税及び貿易に関する
一般協定 (1947年 10月 30日署名)jを意味する。ウルグ、アイ・ラウンドにおいて、 1947
年GATIを修正、充実した上で作成された法的文書は1994年GATIと呼ばれている01994
年 GATIもWTO協定の附属警の一つで、あるoWTO協定というとき、『世界貿易機関を設
立するマラケッシュ協定j(附属書一、二、三、四を含めて)を意味する。
4 国際的相互依存関係の発展に伴い、 GA'IT.WTOの規律内容が主権国家の国境措置を
超えて、国内の経済体制と政策領域のほうに浸透し、拡大してきているoGATI. WTOの
伝統的任務で、あった関税削減の大幅な達成の結果、 1970年代後期から貿易の技術的障害な
ど非関税障壁の削減問題が表面化した。ウルグァイ・ラウンドのときから、金融・保険な
どサービス産業の市場開放と規制緩和、貿易関連知的所有権の保護、貿易に関連する投資
措置の規制、農産品の自由化など GATT'WTOの新しい領域が注目されるようになったD
5 国際貿易裁判所 (CIT)と連邦巡回区控訴裁判所 (CFAC)0
6 2002年 7月 31目、 ECの民営化企業が輸出する鉄鋼産品 (14品目)を対象にアメリ
カが継続して賦課している相殺関税 (12件)の適法性を審査した WTOの紛争処理小委員
会の報告が発表されたが、アメリカは小委員会報告を上級委員会に申立てることは確実で
ある。 2000年 12月 21日、ブラジルは、民営化企業の輸出する鉄鋼産品に賦課する相殺
関税の是非を追及し、アメリカとの協議が行われている。参照、不公正貿易報告書 (2002)
〈図表資II-4)rWTO発足後の紛争案件」、 581頁、案件番号212、2180
2 
こなかった。例えば、国有企業の民営化と補助金・相殺関税の法的問題が交錯する背景と
原因、民営化企業に賦課する相殺関税の複雑性と適法性、さらに問題となる相殺関税の適
法性を究明するための最適なアプローチなど、これまで、これら一連の問題はほとんど系
統的に研究されてこなかったに
本論文では、民営化企業に賦課する相殺関税をめぐる貿易紛争の発生から今日に至る全
過程を視野に収めた系統的な研究の必要性を実感し、この複雑な紛争の実態を解明する作
業を行った上で、今後、類似の問題の法的解決にとって有益な提案を示すことを巨標とし
ているD まず、研究課題を明確にする上で必要なキ一概念となる補助金、相殺関税及び、民
営化と畏営化企業について概観しておこう口
2.補助金・相殺関税の国際的規律
GATI. WTOにおいて、補助金8・棺殺関税の国際的規律の問題は重要な位置付けがな
されている。 1947年GATT9は、補助金・相殺関税を国際的に規律する初めての多国間通
高協定である。 GATTのもとで、補助金・相殺関税を国際的に規律するノレールの改善と強
化が図られ、 1979年の東京ラウンドのとき『関税及び貿易に関する一般協定第 6条、第
16条及び第 23条の解釈及び適用に関する協定JI(以下、 1979年補助金協定と略記する)
7 以下の 4本の論文は、現時点で検索できる民営化企業に賦課する相殺関税の問題を研究
した僅少な業績である。 Cornell(l994)，pp.1309-1334 ; Codevilla (1995)， pp. 435・472; 
Rushford (1999)， pp.485・511; Dunne (2001)， pp.79・130.
8 補助金とは、一般的に、政府が様々な社会的経済的目標を達成する政策手段として、意
図的に他の主体(個人、企業、研究教育機関等)に配分した利益のことをしづ。補助金は、
政府の市場介入を行う政策的手段であり、市場メカニズムによる資源配分と対照的に、資
源配分を誘導する機能をもっ政治的権威によって再配分された資源(利益)と理解できょ
う。補助金の被交付主体としては、企業、錨人、研究機関、教育機関、社会福祉団体や文
化施設等があるD 補助金の形態から見ると、贈与(通常の補助金)、税の減免措置、低利j融
資、出資等がその主流である。補助金の交付自的は、輸出振興補助金、国内産品優先{吏用
補助金、産業構造調整補助金、環境保護補助金、地域開発補助金、技術開発補助金、文化
教育と科学研究事業振興補助金等に分類されるD 補助金の受益者の範囲に着目した場合、
特定性のない補助金(交付を受ける主体を限定しない一般的なもの)、特定性のある祷尽力金
(特定の主体しか交付されないもの)と分類できる。補助金の交付方法から見れば、定期
的かっ規則的に一定の金額が交付される反復的 (recurring)補助金もあれば、不定期的、
非規則的に交付される非反復的 (non-recurring)補助金もある。参照、不公正貿易報告書
(2000)、111頁。
9 1947年GATTの第6条は相殺関税を規律する法的要件を規定し、第 16条は補助金の
交付をめぐる権利義務を規定しているD
3 
が策定された100
1995年 1月、ウノレグァイ・ラウンド貿易自由化交渉の成果の一環として、補助金・相
殺関税の国際的規律をさらに厳密化した『補助金及び相殺措置に関する協定』
(Agreement on Subsidies and Counter吋，ailingMeasures) (以下、 SCM協定と略記す
る)が成立した110
(1) 補助金と思際貿易
G~γr.WTO による補助金・相殺関税の国際的規律の必要性と理由について、補助金の
国際貿易に与える悪影響に着目して論じる学説が最も有力である 120 補助金が国際貿易に
もたらす悪影響として、輸出の促進と輸入の抑止(制限または代替)を挙げることはでき
る130 輸出の促進と輸入の抑止とを可能にする具体的なメカニズムとして、まず、補助金
被交付企業が、補助金を一部の生産費用の節約にあてることによって、補助金がない場合
における産品の正常価格以下の価格で販売活動を行うことが考えられる 14。次に、補助金
による市場の需要を無視した過剰投資と過剰生産の結果、供給過剰が発生し、同種産品全
体の市場価格の下落、あるいは競合産品の市場価格上昇の抑止等の現象を生ずることが意
識されている150
GATT. WTOによる関税と非関税貿易障壁の撤廃の結果、国際市場(補助金交付国内市
場、輸入国内市場と第三国市場)において、補助金被交付企業と直接競争する他の企業が、
競争相手の低価格叛売と過剰生産の影響を受けて損害を蒙ることは現実的になる。補助金
被交付企業が同種の産品(特に鉄鋼のようなブランドを罰われない産品)を正常価格より
低価格で販売することによって、輸入競合企業の市場占有率が奪われることはその一例で
ある。輸出補助金のようなもっぱら海外市場で、の販売拡大を狙って交付されるものは強力
な輸出促進効果を発揮するため、その国際貿易に与える悪影響も最も大きいと認識されて
10 東京ラウンド研究会 (1980)、165-185頁0
11 外務省経済局(1996)、387-438頁。
12 いわゆるTrade-ImpactStandardに関する詳細な検討として、参照、 Hufbauerand 
Erb (1984) ，pp.19-44. 
13 Jackson (1997)， pp. 280・281.
14 スティグリッツは、環境構助金を例に、補助金被交付企業は補助金の費用節約効果を
利用して環境改善のために費用を増加させても生産量を減少させなくて済むと論じている。
参照、スティグリッツ(1997)、652-654頁。他に参照、小島 (1994)、172-174真。
小寺 (1994)、8真。
15 参照、補助金の有する悪影響を規定する SCM協定第 6条 3項と、補助金付き輸入の
輸入競合企業に与える損害に関する第 15条 2項の規定。
4 
いる 160 国内産品の優先使用を自的とする園内補助金は、補助金交付国内に輸入される産
品の販売を制限する効果(輸入代替)を発揮する。特に輸出促進と補助金交付国内の輸入
代替とを目的に交付されなかった国内補助金も、補助金交付国においては輸入代替を、輸
入国と第三国においてはそれぞれ輸出促進と輸入代替効果を発揮する170
矯助金被交付企業と競争する他の企業は、また、場合によってはその企業の本国政府も、
補助金付き産品を敵視する D 補助金交付行為及び補助金付き産品の輪出は国際貿易を歪曲
化する「不公正貿易j と非難され、補助金をめぐる貿易紛争は頻繁に発生してきた180
(2) 補助金の国際的規律
GATT. WTO の研究者はいつも「不公正貿易」としづ暖昧不明な概念のもとで、ダンピ
ングとアンチダンピング税 補助金と相殺関税の法的問題を研究している19が、しかしな
がら、ダンピングと補助金交付は本質的に異なる。前者は企業の行為であるのに対して、
後者は政府の政策的行為である。したがって、 GATT.¥寸Oの加盟国は補助金を問題にす
るときには、常に相手国政府の補助金政策と向かい合うことになる200
1948年 1A GATT発足当時から補助金に関する権利義務関係を明確化し、補助金紛争
が発生した場合(輸入国内における損害、補助金交付国内における輸入代替、第三国にお
ける輪入代替)、 GATI'.WTOの紛争解決制度を利用して問題を解決する(補助金交付の
停止、既に交付された補助金の返却など)という護接的規律、あるいは救済制度の構築が
意図されてきた210
しかし、補助金の複雑な性格(国内政策手段としての有用性と国際貿易を歪曲する有害
16 Barcelo (1980)， pp.282・285.
17 Jackson (1997)， pp.280 -281. 
18 GATT. WTOの歴史において補助金・相殺関税をめぐる紛争の数はかなり高い比例を
占める。 GATT時代の補助金・相殺関税紛争について、参照、岩沢 (1995)の「資料7紛
争処理事例目録j、291頁o WTO発足後の補助金・相殺関税紛争の統計について、参照、
不公正貿易報告書 (2002)、〈図表資 n-4) rWTO発足後の紛争案件J、562-585頁。
GATT'羽TTOの紛争解決に付託された補助金・相殺関税紛争の特徴として、 GATT時代は
農産品の補助金紛争がほとんどで、あったのと対照的に、 WTO発足後は工業産品の補助金
紛争が多発している。また、 GATT時代は相殺関税紛争がほとんどであったこととは対照
的に、 WTOのもとでは補助金紛争が多発している。
19 例えば、参照、柳 (1990)、35 45頁、 39-52頁。 Jackson(1997)， pp.247・248; 
Rowbotham(1993)，pp.145・173 ; Barcelo II(1980)，pp.257-287_ 
20 Jackson (1997)， pp.280. 
21 参照、 1947年 GA'IT第 16条、 1979年補助金協定第2部、 SCM協定第 1、第 2、第
3、第4部。
5 
性)をめぐって各国の認識と意見が激しく対立し、補助金交付に関する明確な権利義務関
係の構築は難航してきた。 GATTの歴史を通して、法概念としての補助金の定義、並びに
範囲の確定作業は極めて困難なもので、あった220 また、 GATT.羽TTOの紛争解決制度自体
の欠陥により問題解決の有効性も制限されてきた230 GATT. WTOは、補助金の直接的規
律制度の構築と同時に、補助金付き産品に対する輸入居の一方的な相殺関税の賦課を容認
してきた240
(3) 相殺関税の局限性
本自殺関税とは、輸出国の補助金被交付企業が生産、輸出する産品を対象に、輸入留が補
助金を相殺する25目的で賦課する特別関税26のことをしづ 270 1947年 GATT、1979年補助
金協定、 SCM協定のいずれも輸入国の棺殺関税を容認している。本自殺関税の狙いと効果
は、補助金付き輪入産品の輸入価格に補助金に相当する関税を上乗せして、産品の輸入価
格を補助金が交付されない場合の正常価格まで引き上げ、結果的に国内産業を保護するこ
とにある280 つまり、補助金付き産品の輸入価格の上に補助金によって安くなった分を加
算し、補助金の発揮する人為的競争優位を棺殺するとしづ発想である。
相殺関税は、あくまでも補助金付き産品が輪入国の領域に輸入された時始めて保護機能
を発揮する対応策である。補助金付き産品が第三国市場に輸出されている場合、第三国に
同種の産品を輸出する企業が、当補助金付き産品と競争して損害を蒙ったとしても、その
本国政府が相殺関税を賦課することは不可能であるD また、補助金交付匿の国内市場にお
いて補助金付き産品による輸入代替が発生した場合も、相殺関税は同じく無力な手段であ
る。かかる場合、 GATT.WTOに用意された直接的救済制度がなければ、被害を蒙った企
業の本国政府としては、自国企業にも補助金を交付する(補助金戦争)以外は対抗策がな
22 GATT. WTOの規律対象となる補助金の法的定義に関して加盟国関にコンセンサスが
得られにくい原因について、参照、、 Jackson(1997)，pp.293・294.
23 例えば、 GATTの紛争処理制度のもとでは、意思決定 (/J¥委員会の設置、 IJ、委員会決
定の採択など)のコンセンサス方式は、不利な法的判断を受ける紛争当事者に事実上拒否
権を与えていた。参照、岩沢 (1995)、127-133真由
24 参照、 1947年 GATT第6条、 1979年補助金協定第 1部、 SCM協定第5部。
25 相殺とは、棺殺関税調査の対象産品に配賦された補助金額(補助金率)以内に相殺関
税を抑えることを意味する。参照、 WTO(1995)， pp. 239-241. 
26 特別関税とは、関税譲許表に約束した関税率を違反して改めて課される関税のことを
意味する。参照、 WTO(1995)， pp. 239・241.
27 国際法学会 (1995)、507頁。 Hufbauerand Erb (1984) pp.l11・112; Schott (1990)， 
pp.222・223.
6 
し1290
相殺関税は、補助金付き産品に対する輸入国の自助的対抗措置として位置付けられる反
面、その一方的性格による濫用の弊害も危倶されてきた。相殺関税は関税と全く同様な貿
易障壁であり、国内産業の政治的圧力のもとで保護主義の偽装手段になりかねない危険な
側面を有する300 ちなみに、アメリカは棺殺関税の最大の利用国であるが、対照的に、 EC
と日本の賦課した相殺関税はわずかしかない310
以上の理由によって、補助金の国際的規律と同時に、相殺関税そのものを国際的規律の
下に置く必要性が生じた。補助金付き輸入をめぐって紛争が生じた場合、 WTO加盟国は
相殺関税ではなく、直接的救済制度を優先的に使用して問題解決に臨む義務を負っていな
いため、補助金付き輸入問題に相殺関税で対応するかどうかは輸入居の裁量による D 逆に
輪入国が相殺関税の賦課ではなく、協議と紛争処理機関への提訴など直接的救済制度を選
択する場合には、相殺関税の適法性の議論は不要である D
補助金政策の是非をめぐる対立と同じく、補助金付き輪入に賦課する相殺関税の妥当性
についても理論的に大きな争いが存在するD 例えば、厚生経済学の立場からは、低価格輸
入を対象とする相殺関税は輸入国の全体的厚生を減少させるため、輪入国が補助金付き輸
入産品に対して相殺関税を賦課することは愚かな政策であり、低廉な祷助金付き産品を、
fお土産j として歓迎し、相殺関税は廃止されるべきである、とし1う議論もある320 しか
28 東条 (1998)、92-93頁。
29 Jackson (1997)， p.280. 
30 柳 (1990)、36頁。 Green(1981)， pp.1-20. 
31 1984年から 1994年までの主要国の相殺関税調査件数を見ると、アメリカだけで工業
産品 201件と農産品 22件の相殺関税調査を開始したのに対して、ECの相殺関税調査は工
業産品の 2件にとどまる。日本は 1999年6月までの持点で相殺関税調査開始件数Oを守
っている。また、賦課継続件数から見ると、 1985年 1月から 1999年 6月にかけて、アメ
リカは 53件で、あったのに対して、 ECのそれは7件にとどまる。参照、不公正貿易報告書
(2000)、123頁。
32 例えば参照、佐竹 (1991)、1-3頁。小宮他(1972)、127克他に、Sykes(1989)， p.199 ; 
Sykes (1997)， p.107; Trebilcock (1990)， p.723 ; Dixit(1987)， pp.16-68 and pp.245・282.
公共選択論は、GA'IT.WTOによる相殺関税の容認と相殺関税の牽制の必要性について、
最も有力な説明を示している。それによれば、自由貿易と毘際競争による産業構造の再編
成と市場撤退から生じるコストを、生産者側が負担することになっている。外患からの輪
入と競争する圏内の生産者側が国内消費者より遥かに強し1政治力を結集するネットワーク
と政府に保護を求めるインセンティブを有するため、自由貿易制度を自主的に維持しよ.う
とする政府側にも国内の政治的圧カに対応する緩衝材料が必要となる。また、国内政治力
に利用されやすい相殺関税に一定のはどめをかけることも自然に必要となり、祁殺関税の
容認と同時にこれを牽制するメカニズ、ムも工夫された。参照、 Sykes(1997)， pp.114明 116
7 
し、 GATT.WTOは、相殺関税を廃止するのではなく、これを厳密に規律する方向に向け
て努力してきたD
(4) 相殺関税の国際的規律
相殺関税の一方的性格及び保護主義に陥る危険性が認識されたため、 GATT発足当時か
ら相殺関税を容認すると同時にこれを牽制する法的規定が必要で、あった。相殺関税を国際
的に規律する主要な方法として、相殺関税の法的要件を厳密に規定することが模索されて
きた。理論的に相殺関税の法的要件は手続的要件と実体的要件とから構成されるD まず、
補助金の存否、徳助金付き輸入産品と競合する園内産業の実質的損害の発生、補助金付き
輸入と国内産業の蒙る実質的損害両者間の因果関係の成立を、相殺関税を賦課する輸入国
が立証することを要求される。つまり、相殺関税を賦課する側が補助金の「存在J、損害の
「発生J、因果関係の「成立jについて立証義務を負う330 これを手続的要件という。
手続的要件だけでは相殺関税の法的要件は成り立たない。相殺関税調査当局が手続的義
務を履行して「補助金jの存否、「損害」の発生と「因果関係jの成立を立証するとき、さ
らに立証活動を拘束する要件が必要となる。これは、立証対象となる補助金、損害と因果
関係とし1う概念、の法的定義によって解決されるので実体的要件という c
相殺関税の実体的要件の中で、先決的に重要なのは、補助金存否の判断基準となる補助
金の定義である。補助金が存在しなければ、論理的に損害の発生と因果関係の成立はあり
得ないし、補助金の存在を立証できなければ、他の要件を取り上げる必要はない。補助金
存否の判断基準となる補助金の法的定義は、相殺関税の実体的要件の核心を構成するため、
相殺関税を規律する上で決定的に重要であることがわかる。
ところで、前述したとおり、 GATT.'"庁Oにおける補助金・相殺関税の国際的規律をめ
くやって、国際貿易の歪由化など補助金の有する悪影響を是正したい国(典型はアメリカ)
は、補助金の厳格な国際的規律を要求するのに対して、補助金の政策的有用性を主張する
ECと開発途上国は、補助金の規律の問題より、補助金付き産品を対象とする相殺関税の
濫用防止に力点をおくべきであるとし、両者は対峠してきた34D
この意見の対立は、必然的に相殺関税の法的要件の構築作業に反映され、補助金の法的
and pp.118・119.
33 参照、 1947年GATT第6条 6項(a)、1979年補助金協定第2条、 SCM協定第 19条 1
項。
34 阿部 (1997)、2-3頁o Trebilcock and Howse (1999)， pp.190・191.
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定義の成立を困難にしたもっとも大きな原因で、あった。具体的に、補助金の定義をめぐる
論争として受益者利益説と財政負担説との対立は焦点として注目されてきた350
本論文で検討する民営化企業に賦課する拐殺関税の適法性の問題は、一般的に以上の文
脈において理解される。しかし、民営化現象と無縁な相殺関税の法的問題と異なって、国
有企業の民営化とし、う特定の事情と絡んで発生する相殺関税の問題はそれなりの複雑性及
び特殊性を抱えている。以下では問題の特殊性を決定するいくつかのキ一概念について触
れておこう。
3.富有企業の民営化と民営化企業
(1) 国有企業
国有企業は、民営化と民営化企業という二つの概念を理解するための基本である360 民
間企業は私的資本家によって所有・経営されるのに対して、国有企業は国家(政府)によ
って所有・経営される。国有企業の抱える致命的な問題は、公的所有と経営制度のもとに
おける構造的経営悪化である。これは国有企業が民営化されるための主な原因である。民
営化企業に賦課する相殺関税の対象となる補助金は国有企業に交付されたものである。
(2) 民営化
国有企業の抱える経営悪化問題に対処するために、赤字補填など莫大な補助金が投入さ
れてきた。また、経営能率改善のために様々な国有企業の内部改革(経営形態の改革)も試
みられたが、成功した例は稀であった。 1980年代の初期から、民営化は国有企業の経営悪
化問題の解決策として有力視されてきた。
民営化とは、「国有国営jの縮小と廃止、「私有民営j経営体制の導入過程でもある370
民営化企業に賦課する相殺関税の適法性をめぐる紛争において、民営化は原補助金の行方
(残留か返却)を決定する主な要因として位置付けられているD
(3) 民営化企業
国有企業の民営化の結果、民間の資本参加と経営・支配が優位を占める企業、いわゆる
民営化企業が誕生する38。民営化企業として、国有企業の生産施設など財産を吸収してい
35 Jackson (1997)， p.294 -296.外務省経済局 (1996)、390-391頁。
36 国有企業に関する詳細な検討は第 1章に譲ることにする。
37 民営化に関する詳細な検討も第 l章において展開される。
38 民営化企業の詳細な検討も同じく第 1章を参照。
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るものもあれば、国有企業の所有権が民間に売却されたものもある。この意味で、民営化
企業は、国有企業の民営化と全く無関係な他の民間企業と向一視できない側面を持ってい
?
民営化企業は、市場原理を重視し過剰人員の削減など徹底的な合理化対策を展際する結
果、国際的競争力が著しく増強する390 1990年代以来、欧米関で発生した鉄鋼分野におけ
る相殺関税紛争の多くが民営化問題と絡んでいる。特に鉄鋼産業の場合、歴史的に欧州諸
患と開発途上国は大福な市場介入を行い、市場の需要を無視して莫大な補助金を国有企業
に交付してきたことは、今日の鉄鋼産業が深刻な生産過剰状態に陥った主要原因である、
とアメリカ政府と鉄鋼業界が指摘している400 これは、鉄鋼分野の民営化企業に対する米
国鉄鋼業界の不満及び保護主義的要求を刺激した歴史的要因であった410
(4) 原補助金 (pre-privatizationsubsidy) 
基幹産業の国有化を広範に実施した欧州諸国は、国有鉄鋼企業の民営化を実施する直前
までに、さまざまな方法で莫大な補助金を交付してきた420 欽州諸国の鉄鏑産業は、国有
企業の経営体制の下で生産効率が悪化し、政府の補助金に頼って辛うじて価格競争力を維
持していた。国有鉄鎖産業の矯助金問題は、アメリカと ECとが対立してきた戦後の貿易
紛争の中でも厄介な課題で、あった430固有企業の民営化後、 EC諸国の政府は鉄鋼産業に対
する補助金の交付を大幅に打ち切ったため、民営化企業の対米輸出産品に相殺関税を賦課
しようとする際、補助金の新規交付を正当な理由にすることは難しくなった440
欧州諸国の国有企業に交付された補助金にも様々な形態、があり、全てが問題を引き起こ
しているわけではない。原補助金のうち、特に問題となっているのは、いわゆる untied，非
反復的 (non-recurring)補助金である。 Untied補助金については、明確な定義がないが、
本論文では交付される時に用途が具体的に制限されていない補助金と定義する。非反復的
39 例えば、イギリスの国有鉄鏑企業BSCは、民営化後欧州ーの競争力ある企業といわれ
ている。参照、中村 (1996)、7頁0
40 McDonough (1993)， pp. 822・823.
41 特に 1980年代後半から本格化された欧州諸国の鉄鋼産業の大規模な民営化の結果、
90年代初頭から顕在化した民営化企業による鉄鋼産品の対米輸出の顕著な増強は、アメリ
カの鉄鋼産業のような輸入競争産業を強く刺激した。鉄鋼、半導体、木材産業などは、ア
メリカ議会、並びに腐務省等相殺関税当局に働きをかけて保護を求めてきた。参照、、野林
(1996)、27-62頁。
42 欧州諸国の鉄鋼産業に交付した補助金の問題を第 1章において詳述するD
43 野林 (1996)、220真。野林 (1988)、227頁。 McDonough(1993)， pp. 822 -8250 
44 Dunne (2002)， p.81. 
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(non-recu口ing)補助金についても明確な定義はないが、本論文では、会計年度を時間的
単位とした税金免除のような毎年規則的に交付されるものではなく、不規則的に様々なか
たちで莫大の資金を企業に投下するものと定義する。本論文で取り上げる判例において、
問題となる原補助金の多くが1970年代後半から 1990年代の初期にかけて交付されたもの
であるD それでは、なぜ補助金交付後 10年以上経過した現在も、アメリカは原補助金の
問題を追及しうるのかD 非反復的 (non-recurring)補助金で具体化された毘定資産の特徴
を説明する必要があるD
鉄鍛産業の有する製鉄・製鋼施設など国定資産の耐用年数(生産施設の導入から廃棄ま
での消耗過程)が長期化する (15年から 18年)ため、固定資産の減価償却期間も耐用年数
に相応して長期化する450 固定資産とは、工場設備、機械のような耐久資本財を指し、単
位期間(12ヶ月を単位とする会計年度)を超えて何期間にもわたって生産に使用されなが
ら、その価値が徐々に生産物に移転してし、く財産のことをいうべ固定資産は使用または
時の経過とともに次第にその価値が減少してし1く過程を減価という 470
減価償却とは、決算期間ごとに、留定資産の減価した額(消耗された分)を費用として
計上することを指す480 経済学(特に会計学)のしづ通常の減価償却の場合、生産に投入
された国定資本の生産過程における減価の分が、産品の販売価格によって、原材料、人件
費など他の費用と一緒に回収される490
非反復的 (non-recurring)補助金は製鉄施設のような固定資産(生産施設)によって具
体化されるため、園定資産の減価償却に必要な耐用年数に伴って、当資産で生産した産品
に対する相殺関税の賦課可能な期間も長期化する500 これは、補助金残留問題、並びに民
45 坂本・安関 (1995)、248伽 350、354頁。
46 固定資産と対照的に、流動資産とは、 1田あるいは数回の生産によって単位期間中に
その価値が完全に生産物に移転してし1く原材料のような投入物をいう。参照、高橋・増田
(1990)、346頁。
47 佐藤 (1985)、ト 4頁。
48 坂本・安問 (1995)、3伊 4頁。
49 通常の減価償却と補助金で導入した国定資産の f減価償却j との本質的な相違点は、
後者の場合、生産過程に貢献し生産費用として計上されながら産品の価格によって回収さ
れないところにある。被交付企業は補助金を産品の販売価格を通して回収する必要がない
(無代価、返却義務の不在)。また回収が不要であるからこそ、補助金で導入した生産施設
で生産した産品の価格を低く設定するか、あるいは費用を無視して生産を拡大することが
可能となる。
50 国有企業が民営化される時点で、補助金で具体化された宙定資産の耐用年数が切れた
(完全に減価償却された)場合は、相殺関税の問題は発生しないであろう D
1 
営化企業に賦課する相殺関税の問題が発生しうる客観的な原因である
例えば、 1986年に untied，非反復的 (non-recurring) 補助金(1.5億ドノレ)が国有鉄
鋼企業に交付され、当固有企業は補助金で製鉄炉など生産施設を導入したと仮定する。鉄
鋼産業の生産施設の耐用年数が少なくとも 15年にわたるため、 1986年から 2001年にか
けて各年度に割り振られた補助金額 (1000万ドル)を根拠に、当鉄鋼企業の輸出産品に相
殺関税を賦課することが可能となる。
耐用年数が切れてしまった生産施設はもはや売却の対象にならないため、当然のことで
はあるが、鉄鋼生産施設の耐用年数の期限が到来する前に民営化(売却)が実施されなけ
ればならない。
例えば 1995年に、民営化が実施され、その結果補助金を交付された国有企業が消滅す
る(企業法人として消滅するが、補助金で具体化された製鉄工場など生産施設が民営化企
業に吸収される)か、あるいは企業の所有権が民間に売却された場合、国有企業の輸出産
品に賦課されるはずだ、った相殺関税の対象となる補助金 (1995年から 2001年までの残り
6年分の 6000千万ドル)は引き続き相殺可能なのであろうか。すなわち、補助金付き産
品を生産していた国有企業は民営化の結果、固有企業として消滅し、輸出活動を停止する
が、民営化企業が国有企業の生産施設を利用して同じ産品を生産して輸出をする場合、輸
入国は民営化企業の輸出産品に棺殺関税を賦課することが法的に許されるかどうか、とい
う問題である。
非反復的 (non-recurring)補助金を被交付産業の生産施設の耐用年数に割り振って(期
間配賦)賦課可能な相殺関税を計算する方法は、高務省の長期的な慣行で、あった。この慣
行自体については明確な思際法規定がないにもかかわらず、 GATT・羽TTOの加盟国は原則
的に認めてきた510 したがって、原補助金が民営化企業に残留すると主張して、民営化企
業の輸出産品に相殺関税を賦課することは妥当である、とアメリカは問題提起するのは自
然なことである。しかし問題なのは、要するに何を根拠に原補助金の残留を主張できるの
か、そして賦課される相殺関税が法的要件に適合するかどうかである。
51 松井 (1994)、53-87頁。
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第 2節研究課題
以上、本論文の研究課題を説明する上で必要な、補助金・相殺関税と民営化・民営化企
業、並びに原補助金といった基本概念について概観したD 本論文は単に民営化を研究する
ものではないし、民営化と無縁な補助金・相殺関税の問題も研究対象に入れない。国有企
業の民営化としづ特定な事'清を背景に、民営化企業に賦課する相殺関税の法的問題を考察
するD したがって、民営化企業に産接交付された補助金を根拠とする相殺関税の問題も本
論文の研究対象から除外される。また、補助金を交付されなかった国有企業の民営化も本
論文の課題と無関係である。そもそも原補助金が存在しないため、民営化企業に補助金が
残留するとしづ事態が発生しない。したがって、民営化企業に原補助金が残留するという
根拠をあげて相殺関税を賦課するとし¥う法的問題も発生する理由はない。
補助金は交付されたが民営化されなかった国有企業に直接賦課される通常の棺殺関税も
本論文の考察範屈ではない口しかし、民営化企業に賦課する相殺関税の法的問題を研究す
る上で重要な比較の基準を提供する。研究課題を明らかにする上で、この比較の基準を参
照して、補助金を交付された国有企業が民営化された場合の民営化企業に賦課する棺殺関
税の構造的特徴を検証する作業が必要である。本論文では、補助金被交付企業と相殺関税
の関係に着陸して、具体的に比較の基準を、補助金被交付企業一相殺関税被調査企業-相
殺関税、と設定する520
相殺関税の法的要件の立証内容は補助金の存否、実質的損害の発生、因果関係の成立と
いう三つの要素で構成されるが、上記の比較の基準には損害・因果関係要件が含まれてい
ないことは明らかである D 本論文では、相殺関税の実体的要件の検討を補助金の存否に限
定して行い、実質的損害と因果関係の問題を省略する。
その理由は、先にも言及したとおり、まず、理論的に見て、相殺関税の法的要件の中で
補助金の存否の問題が先決的であるからである。民営化企業に補助金が存在するか否かに
ついて立証と決定が欠如している状況下では、損害・因果関係の立証は無意味といえる。
補助金は存在しないと決定された場合、立証された損害因・果関係要件も覆される結果と
なる。次に、本論文で研究する判例において、民営化企業内の原補助金の残留をめぐる論
52 この比較の基準は、補助金被交付企業を相殺関税の調査対象とし、調査対象とされた
企業の輸出産品に相殺関税を賦課することを意味する。つまり、補助金被交付企業と相殺
関税の直接的連結を強調している。
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争は補助金の存否の問題に制限されて展開され、損害・因果関係要件は問題にされていな
。、•• 】?
1.通常の相殺関税
具体的例をあげて見ることにするo B国政府が国有鉄鋼企業Cに補助金を交付した事実
があるとする。 Cが民営化されることなく、 AOOに鉄鋼産品を輸出した場合には、 A国政
府はCを柁殺関税調査の対象としてCの生産した産品に相殺関税を賦課する事態が発生す
る。
栂殺関税の手続的要件として、 A国の相殺関税当局が Cを対象に相殺関税務査を行い、
B国政府が Cに補助金を交付したか否かについて確認することが必要である。つまり、 A
がCについて補助金の存否を立証する義務を負う。他方、実体的要件から見て、 A国の相
殺関税当局が行った補助金の存否に関する決定が正確であったかどうかは補助金の定義に
基づいて判断される。補助金が存在すると正確に決定された場合、 BOO政府の補助金を受
けた Cの輸出産品に相殺関税が賦課されることになる口つまり、補助金被交付企業と相殺
関税被調査企業及び相殺関税を賦課される企業は、同じ Cである口
補助金を交付された国有企業が民営化されない通常の状況下では、国有企業が棺殺関税
調査の対象となり、輪入国が被調査固有企業の産品に相殺関税を賦課することは明らかで
ある。つまり、補助金被交付包有企業一棺殺関税被調査固有企業一相殺関税としづ構造で
ある。これは民営化企業に賦課する相殺関税問題が発生するまで、の標準的な構造で、あったD
2. 民営化企業に賦課する相殺関税
以下では、補助金被交付企業-相殺関税被調査企業一相殺関税という比較の基準に即し
て、補助金を交付された国有企業が民営化されたとしづ状況における、民営化企業に賦課
する相殺関税の特徴を説明する。
例えば、 B国政府が、固有鉄鋼企業 Cに非反復的 (non-recurring)補助金を交付し、
その後補助金で導入した生産施設の有効耐用年数が到来する前に Cを民営化したとする。
さらに、民営化の結果、民営化企業Dが設立されたものとする。 cは補助金付き輸出産品
の生産を停止し、代わりに、 DがCから吸収した生産施設(原補助金で具体化されたもの)
を利用して向種の産品を生産してA国に輸出した場合、 A国の相殺関税当局は、 Cに交付
された過去の原補助金がDに残留しているとして、 Dを相殺関税調査の対象に、その産品
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に相殺関税を賦課するとし、う事態が発生する。
Cに補助金が交付されたが民営化されなかったという通常の状況と大きく異なるのは、
Cの民営化の結果、補助金を交付されなかった民営化企業Dが相殺関税の調査と賦課の対
象にされる点である。相殺関税の法的要件から見て、 Cについて補助金の存否を立証し、
Cの産品に相殺関税を賦言果するという標準的な構造よりも問題は複雑化している。相殺関
税調査当局はCが補助金を受けたことを立証するだけで、Cに交付された原補助金がDに
残留すると推定して、 Dの輪出産品に相殺関税を賦課しでもよいのか。それとも、相殺関
税当局が D について補功金が存在するか否かを立証して初めて相殺関税の賦課が可能と
なるのであろうか。 A閣の相殺関税当局は、し1かなる手続的、実体的根拠に基づいて、 C
の原補助金が D に残留したと論証するのか。
通常の場合と異なる最ブてのポイントは、国有企業に補助金が交付された後、民営化とい
う現象が発生した結果、ネ南助金被交付企業(国有企業)が相殺関税の対象とされるのでは
なく、民営化企業(補助金を交付されなかったのに)が相殺関税の賦課対象とされる点に
ある。
国有企業に対する通常の棺殺関税の場合に見られた、補助金被交付毘有企業一本自殺関税
被調査国有企業一相殺関税措置としづ単純な構造が破壊され、民営化と民営化企業が挟ま
れるかたちで、補助金被交付国有企業一国有企業の民営化-相殺関税被調査民営化企業一
相殺関税のように複雑化している。
3. 問題の焦点
以上のとおり、民営化企業に賦課する相殺関税の場合、相殺関税被調査国有企業という
一つの要素の代わりに、国有企業の民営化及び相殺関税被調査民営化企業といった捜数の
要素が加わることによって相殺関税の標準的な構造が複雑化されたことが明らかにされた。
富有企業に交付された補助金と民営化企業の関係を処理する上で、民営化という中間要素
の原補助金にもたらす影響(残留か返却)に関する評価が避けられなくなり、この点につ
いてどのような立場をとるかが問題の焦点となる。
(1) 補助金残留論
アメリカは、民営化とし¥う客観的な事実を最初から無視するか、あるいは、民営化が原
補助金の返却効果を有することを否定し、民営化企業について補助金存否の立証もせずに
原補助金が民営化企業に残留すると推定するだけで民営化企業に賦課する相殺関税を原補
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助金の残留部分を相殺するものであると正当化している。本論文では、アメリカのこの立
場を補助金残留論と名づけるD 補助金残留論も好余曲折な変遷過程を経て、原補助金残留
を論証するために提示された根拠によって、部分残留論と実体問一論と大男lJされるが、本
論文ではこれらの区別を特に意識しない場合、一般的に補助金残留論と呼ぶことにするD
この点についての詳細な議論は第 2章に譲る。
(2) 完全返却論
ECと一部の開発途上国は、民営化は原補助金の政府への完全返却効果を発揮すると主
張して、原補助金が民営化企業に残留することを否定する。民営化の客観的に事実に基づ
いて民営化企業の補助金存否を立証せずに補助金の残留を反証不可能と推定して柁殺関税
を賦課することは違法である、とし1う立場をとっている。この立場を完全返却論と名づけ
る。
4. 主要な法的論点
以上の補助金残留論と完全返却論の対立はあくまでも結論的な分岐であり、問題は、ど
のような事実的根拠と法的議論のプロセスを経てそれぞれの結論が得られるのかというこ
とである。以下、事実的側面からは民営化の方法と内容、法的側面からは相殺関税の法的
要件に着目して、補助金残留論と完全返却論がそれぞれ展開した主要な論拠を概観するD
(1) 民営化の達成方法と内容
(a) 民営化の達成方法
完全返却論は民営化の有する補助金返却効果を条件付で主張する。つまり、問題となる
民営化が独立当事者間取引53(訂正slength transaction)で達成され、取引対象物(国有
企業の生産施設など財産、国有企業自体)の市場価格54(arm'slength price)を民営化企業
の投資家が支払ったとしづ事実を、民営化が補助金返却効果を発揮すると論証する上で決
53 対等取引とも言われる。一般的に、両当事者がそれぞれ自己の利益に基づき交渉した
結果成立する取引を指す。問中(1991)から直接引用。詳細は参照、田中(1991)、arm's
length transaction (arms -length transaction) という項目、 63頁D
54 売手と翼手が棺互に株式所有、役員兼任などによって関係しておらず、また他の形態
で支配、従属ないし連携関係にない場合に、両者間の取引によって形成された価格。独立
当事者間でないもの相互間の価格は人為的に設定で、きるものであるので、市場において形
成された価格とはいえないが、独立当事者間の価格は当事者が相互に結合したり、支配従
属の関係にないので、このような価格は市場価格の一環として晃ることができる。田中
(1991)から直接引用。参照、田中(1991)、arm'slength priceと言う項臣、 63頁。
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定的証拠として位置づけているG
しかし、補助金残留論は、原補助金の行方(残留か返却)を論じる上で民営化を無関係
な要素と見て、民営化が独立当事者間取引で達成されても、補助金は残留すると主張する。
(b) 民営化の内容
本論文では民営化の内容を民営化取引の対象物として把握する。つまり、政府と国有企
業は何を売却したのか、言い換えれば、民営化に参加した民間投資家は政府と国有企業の
手から何を譲り受けたのかに着目している。民営化と原補助金との関係を論じるとき、補
助金残留論と完全返却論のいずれも民営化の内容(例えば企業財産の売却か、それとも企
業所有権の売却か)を明確に意識して分析することなく、各自の立場に確執している。
(2) 相殺関税の法的要件
補助金残留論と完全返却論とがそれぞれ展開した法的論拠を説明する前に、民営化企業
に賦課する相殺関税問題の大前提を説明しておく必要がある。補助金被交付国有企業一国
有企業の民営化一相殺関税被調査民営化企業-相殺関税としづ構造に関して、補助金残留
論と完全返却論との潤には重要なコンセンサスが存在する D それは、原補助金の存在をア
メジカの相殺関税当局が正確に立証したことを完全返却論者 (ECと一部の発展途上国)
が認めるというコンセンサスである。アメリカは補助金残留論を展開するとき、原補助金
の存在に関する正確な立託結果から出発している。
(a) 補助金残留論の論拠
補助金残留論は、民営化企業に賦課する相殺関税の被調査対象は当然民営化企業である
にもかかわらず、民営化企業は国有企業より完全に独立した存在であることを否定すると
同時に、民営化の客観的事実を分析して原補助金が民営化企業に残留したかどうかを立証
することを拒否し、原補助金が民営化企業に残留すると推定する。特に、補助金残留論を
長期的に支えた部分残留論は、原補助金の存在と民営化企業内原補助金の残留という推定
の結果を直接結び付けるために工夫されている。主な論拠が以下のとおりである。
第 lに、非反復的 (non-recurring)補助金の時間的配分論:補助金の存在が正確に立証
された後、企業の生産施設の有効耐用年数に期間配賦されて相殺される、という論旨であ
? ? ?
第2に、補助金決定後の後発事項無視論:相殺関税の法的要件として、原補助金の存在
が決定された後に発生した民営化のような後発的事項を検討する義務を負わない、という
論旨である。
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第 3に、補助金決定後の補助金影響(効果)無視論:原補助金の存在を正確に決定した
あと、かかる補助金が民営化企業に競争優位を与えたか否かのような加重要件の立証義務
を負う必要がない、という論旨である。
第 4に、補助金存在決定の時間的標準論:政府による補助金の交付持聞を標準に補助金
の存百を決定し、原始的決定時点で補助金の額は固定され、後発的事項となる民営化が発
生した時点で、原補助金の額について再度評価する義務を負わない、という論旨である。
第 5に、補助金受益対象企業生産(生産施設)論:相殺関税の相殺対象となる補助金は
企業の受けた利益ではなく、企業の生産活動に与えられた利益であり、原補助金で具体化
された国有企業の生産施設を吸収して同じ生産活動を展開する民営化企業の輸出する産品
に相殺関税を賦課することは当然である、という論旨である。
アメリカは、以上の部分残留論のために提示した様々な論拠以外に実体同一論を展開し
ている。
第 6に、国有企業と民営化企業実体問一論:これは固有企業と民営化企業の生産活動が
本質的に罰ーであるとしづ論拠から発展したものである。その主旨は民営化の達成が認め
られたとしても、国有企業と民営化企業は本質的に同じ企業であるという。この論拠が成
立すれば、原補助金の存在を正確に立証した商務省にとっては、民営化企業を国存企業と
区別して扱う必要性がなくなり、民営化が全く発生しなかったかのように、原補助金の存
在の立証結果をそのまま民営化企業に適用することが理論的に可能となるD
(b) 完全返却論の論拠
完全返却論は、民営化の結果設立された民営化企業は国有企業から完全に独立した企業
(法人)であると主張し、棺殺関税調査の対象となるのは民営化企業であるため、民営化
企業が原補助金を受けているかどうかを相殺関税調査当局が立証する義務を当然負うべき
である、と主張している。
完全返却論は、相殺関税調査当局が民営化企業について補助金の存否を立証する義務を
負うと主張した上で、商務省に民営化の客観的事実に基づいて原補助金の行方(残留か返
却)を立証することを要求し、相殺関税の実体的要件である補助金の法的定義を根拠に補
助金存否の立証作業の適法性を判断することを終始一貫して主張した。
完全返却論は、補助金の存否は補助金の源となる政府の行為となる f資金面で、の貢献J
を市場スタンダードで判断し、「資金面で、の貢献jが市場条件を超える「利益Jを企業にも
たらしていない限り、補助金の存在(残留)は認められないとしづ補助金の定義(受益者
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利益説)に関する解釈論を展開した。この解釈論に基づいて、民営化が独立当事者間取引
によって達成された結果、民営化企業の出資者が民営化取引の対象たる国有企業並びに財
産の市場価格を政府に支払ったことは、原補助金で具体化された財産の価値も取引価格に
含まれるかたちで政府に返却されて、民営化企業に原補助金が残留することはありえない、
と主張したのである。法律的問題として、完全返却論の確立にとって補助金の法的定義の
解釈論が決定的機能を果すことになる。
本論文は、以上概観した補助金残留論と完全返却論とが展開した様々な論拠を、判例研
究の方法で分析し、それぞれのメリットと欠点を発見することによって、補助金残留論と
完全返却論との論争が長期的修着状態を脱出できない原因を解明し、さらに問題解決の方
向を明確に示すことを目標としている。
5.研究課題設定の意義
民営化企業に賦課する相殺関税はほとんど鉄鋼産業をターゲットに発動されているが、
その背後には鉄鋼産業の特別な事情が隠れている550 1970年代以降今日に至るまで、世界
の鉄鏑生産と貿易の混乱状況が続く中、鉄鋼産業の生産過剰開題は一層深刻化し、今日で
は、その規模は3億トンに達した560
資本主義諸国の鉄鋼産業が苦境に焔っているのとは対照的にロシア、中国、ウクライナ、
インドといった国々は着々と鉄鋼産業の振興を進めている。今後の世界鉄鋼市場における
競争の織烈化が十分予想され、自由競争の中で非効率的な企業は市場撤退を余儀なくされ
ることは明らかであるが、鉄鋼産業の構造的再編成に伴う苦痛を避けたくないという国は
ないだろう。各国は必死に鉄鋼の輸出振興を図ると同時に自国市場の保護に没頭している。
2001年 6丹、アメリカは「秩序ある市場撤退」を呼びかけ、 OECDの場を利用して、
鉄鋼産業の操業率の協調的削減を、主要鉄鋼生産国に働きかけてきた57。協調的行動と同
55 戦後の世界鉄鋼貿易の混乱状態を物語る主な出来事は次のとおりである。 1968年から
1974年までの欧州と日本の鉄鋼輪出自主規制問題、 1978年から 1982年までのトリガ一
価格制度、 1982年から 1992年までの鉄鋼産品の輸入割当問題、 1992年管理貿易制度終
鷲以降のアメリカ国内の大規模なアンチダンピング、相殺関税提訴、 1998年のアメリカに
おける鉄鋼危機と今回の鉄鏑産品セーフガードの発動となる。参照、野林(1996)、7-8 
頁。 Hufbauer(2001). 
56 世界鉄鋼市場の現状について、 http://www.oecd tokyo. org/news/2000 1205steel.h tml 
を参照。
57 世界鉄鋼産業の過剰生産問題を解決するために、 2001年 12月 17日から 18日にかけ
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時にセーフガードの調査も進められていた。今回のセーフガードの発動によって、 OECD
の場で進められていた鉄鋼減産の国際的協調行動の行方は不透明になったと言える。
鉄鋼生産能力の協調的削減交渉と緊急輸入制限措置の準備以外で、ブッシュ政権の着手
した作業は鉄鋼分野の貿易ルールの整備と強化であり、それらの中核をなすものは市場歪
曲的補助金の厳密な国際的規律を鉄鋼生産国間で約束し合うことで、あった580アメリカは、
市場需要と資源配分の効率性を無視した各国政府の補助金こそ世界の鉄鋼生産と貿易の長
期的混乱の根源であると根強く主張してきた590
EC諸国と多くの開発途上国の補助金政策は国有化及び国有企業の直接経営といった政
府介入と不可分の関係にある。特に鉄鋼産業のような政府介入が最も深刻で、あった産業領
域では、補助金がほとんど思有企業に交付されてきたことは事実である600
鉄鋼のような基幹産業の国有化を大規模に実施したEC諸国や開発途上国においては、
国有企業の構造的経営悪化とこれに対する救済対策として莫大な補助金交付が繰り返され
たとしづ悪循環的現象を考慮すれば、民営化こそ補助金政策の国際的協調と補助金に対す
る毘際的規律のコンセンサスを醸成するための重要な政策的決断と評価されるべきである。
民営化は政府の過度な市場介入に対する反省に立脚した改革過程であり、貿易自由化と市
場経済を促進する GATT.明寸Oの目標と一致する動きである。
ところで、民営化企業の国際市場への進出を阻害するような相殺関税の存在は、民営化
て、鉄鋼生産国40カ国が参加した第2回OECD鉄鋼ハイレベノレ会議が開催された。この
会議で、今後の 10年間、粗鋼生産能力を 1億トン弱減産することについて大筋の合意が
得られていた。日本など主要鉄鋼生産国は、過剰生産施設の削減についての自国業界の自
発的な削減見通しをそれぞれ表明し、その数字を合計すると、 (1)202'"'-'3年末までに少
なくとも 6100'"'-'6500万トン、 (2)2005年末までに更に 950万トン、 (3)2010年までに更
に2300万トン、となる。主要鉄鋼生産国の減産自標として、アメリカは 1700万トンから
2000万トン、 EUは 1800万トン、日本等は 2300万トンをそれぞれ受け入れていた。ブ
ラジル、ロシア、中国などは協調的減産に難色を示して小額の減産目標しか受け入れなか
った。参照、、 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oecd/2_tekko.html
58 SCM協定の補助金規律の内容に不満を持つアメリカは、 1995年 WTO発足以降も、
1989年からすでに模索されていた補助金の厳密な規律を骨子とする鉄鏑貿易のノレールの
強化を狙った多国間鉄鋼レジームの構築に苦心してきたが、 1997年に多国間鉄鋼協定
(MSA)の交渉は挫折した。 2001年 6月、アメリカの提唱した鉄鋼貿易のルーノレの強化
は 1997年挫折した MSA交渉を復活させるものであったかどうかについて研究する必要
がある。特に、今回の緊急輸入制限措置の発動はアメリカの提唱した鉄鋼貿易のルールを
強化する交渉とどういう関係にあるのかについてほとんど研究されていない。
59 野林 (1996)、220-225頁、 260-263頁 H ufba uer(200 1). 
60 国有企業と補助金の関係について第 1章で詳細に検討する。
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企業にとって大きな負担となり、民営化そのものを後退させかねない。特に公正な市場価
格を払って国有企業の民営化に参加した民間投資家にとっては、相殺関税は大きな打撃と
なる。
今まで民営化と絡む補助金・相殺関税紛争はほとんどアメリカと ECの間で生じてきた
が、開発途上国と市場経済移行毘 (WTO加盟を果たした中国及び加盟交渉を進めている
ロシアとベトナムなど)も国有企業に莫大な補助金を交付してきた事実を考慮すれば、今
後の紛争はアメリカ対開発途上国(ブラジルとメキシコは既に紛争に巻き込まれているが)、
アメリカ対市場経済移行国という構図に発展する可能性が十分ある。今後の民営化の円滑
な遂行を考慮すれば、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を究明する課題は非常に重
要である。
第 3節研究方法
1.判例研究の重要性
現在、本論文で設定した研究課題に関する内外の包括的な先行研究は皆無と言える状況
にある。僅少な先行研究61も、ほとんど 1995年 SCM協定発効以前のアメリカの国内判例
の断片的考察にとどまっている。 1995年のWTOの発足を境に、補助金・相殺関税を規律
する法規定が大幅に修正され、また SCM協定を実施するアメリカ通商法の相殺関税法規
定も大きな修正を迫られた口この問、いくつかの重要な判例が生まれているc アメリカの
補助金残留論を、 SCM協定を根拠にその適法性を争った 1999年特殊鏑椅殺関税事件と
2002年欧州鉄鋼産品相殺関税事件、 CAFCが2000年 2月に部分残留論を否定した判例、
その後行の CITによる司法審査の判例である。これらの最新動向を視野に入れた研究はほ
とんど行われていない620
国際的、国内的判例は、民営化と交錯する相殺関税に関して、商務省、EC、民営化企業、
61 Cornell(1994)， pp.1309-1334 ; Codevilla (1995)， pp. 435・472; Rushford (1999)， 
pp.485・511 ; Dunne (2001)， pp.79・130.
民営化と関連する補助金・棺殺関税問題をいち早く注目して経済理論的に触れたのは、
Diamond (1989)，pp.76チ812.特にTheRelationship Between CountervむlingDu ty and 
Sales of Corporate Control or Asset Transfers，pp .808・811を参照。これは補助金残留問題
に関する詳細な研究ではなく、しかも法的議論を展開していなし 1D
62 Dunne(2001)は、本論文で取上げる重要な判例を視野に入れているが、詳細な法的分
析を行っていない。
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米国内司法機関 (CITとCAFC)、¥VTOの紛争処理機関など各主体がそれぞれ展開した議
論を把握する上で、最適な研究資料である。鉄鋼産業の民営化と交錯する棺殺関税を扱っ
た判例において展開された法律論自体は一般的な法解釈論であるため、民営化と無縁な相
殺関税の適法性の問題にとっても先例的価値を有すると思われる。
2. 主要研究対象
本論文の研究対象は、 1989年から 2002年7月までの 10数年の間に発生した数多くの
国内判例と国際判例である。主要なものは以下のとおりである。
第 1~こ、アメリカ商務省の行政決定を研究しなければならない。民営化企業に賦課する
棺殺関税問題が始めて表面化した 1989年のメキシコ石灰産品の相殺関税事件以降現在に
至るまで、商務省が民営化企業の輪出産品に相殺関税を賦課した案件はかなりの数に上っ
ている。高務省の補助金残留論の展開と適用可能な法規定に関する解釈は、民営化企業に
賦課する棺殺関税の仮決定、最終決定、行政見直し、国際貿易裁判所 (CIT)の事件の差
戻し命令を受けた後作成した差戻し決定等に示されている。補助金残留論をめぐる商務省
の立場は終始一貫したものではなく、提示された様々な理論の変遷過程を明らかにする必
要がある。 完全残留論を主張する米国鉄鍛業界と完全返却論を主張する民営化企業(各
国の政府と ECも含めて)との議論もアメリカ商務省の各種の決定に反映されている。そ
れぞれの主張の根拠も検討しなければならない。
第 2に、アメリカの司法審査の判例を研究する。民営化企業とその政府が、場合によっ
ては相殺関税の賦課を求めるアメリカの鉄鋼業界は、民営化企業に相殺関税を賦課する商
務省の決定を CITに提訴してきた。また、 CITの判決を CAFCに上訴した判例もかなり
蓄積されている oCIT及びCAFCが、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を審査する
にあたって、民営化をめぐる事実をどのように評価し、アメリカの相殺関税法規定をし功ユ
に解釈適用してきたのかを、考察する必要がある。
第 3に、民営化企業に賦課する相殺関税に関する GATT.WTOの紛争解決機関の判例
を研究する。国際法の判例として三つのものが重要である。一つがGATTの単IJfjiJ63であり、
二つが WTOの判例64である D いずれも、民営化企業に賦課する相殺関税の法的問題を専
63 GATT Panel Report (SCM 185)、1994年特殊鋼相殺関税事件。
64 v¥寸oPanel Report (DS130)、WTOAB Report (DS130)、1999年特殊鋼相殺関税事。
件;WTO Panel Report (DS212)、EC諸国の鉄鋼産品相殺関税事件。
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内的に処理した半Jj例である。
第4に、相殺関税の実体的要件の核心的課題である補助金の法的定義の解釈論を専門的
に取り上げたカナダ航空機補助金事件65は研究すべき重要な判例である。
第4節論文の構成
次章以下の構成は次のとおりである。
第 1章では、本論文の研究課題を事実的側面から特徴付けた民営化に焦点を当てる。国
有企業の民営化が相殺関税問題と交錯する原因、欧米関の公企業政策の差異及び補助金政
策の対立など歴史的背景を考察する。民営化前国有企業の具体的経営形態に踏込んで、民
営化後補助金の行方(返却か残留)の問題と直接関連性を有する民営化の具体的内容を特
定する作業を行う。
第 2章では、商務省の民営化と錯綜する相殺関税に対する初期の対応方法の変遷過程を
追跡し、民営化問題の基本的対策として位置付けられた部分残寵論の主要論拠を説明する。
第 3章では、部分残留論の適法性を審査したアメリカ国内向法機関の主要半IJ例を系統的
に研究する。補助金の法的定義の受益者利益説による解釈論の確立は、 CITとCAFCが一
致して部分残留論を退ける前提条件であることを確認し、部分残留論消滅以降登場した実
体罰一論の論拠の限界を究明した上で、完全返却論による独立当事者取引の証拠力の絶対
化も問題解決を妨げる一因であったことを確認する。
第 4章では、民営化企業に賦課する相殺関税問題に関する GATTの唯一の判例 (1994
年特殊鋼相殺関税事件)を研究する。 1947年 GATTと1979年補助金協定に明確な補助金
の定義が欠如していたことによって、 GATTのもとで、補助金残留問題の解決は不可能で、あ
ったことを明らかにする。
第5章では、 1995年WTO発足後、補助金の定義を始めて法典化したSCM協定のもと
で、補助金存否の判断基準を専門的に論争した判例(カナダ航空機補助金事件)を取り上
げて、補助金の定義に関する解釈論として受益者利益説が確立する過程を考察するo
第 6章では、まず、 WTOの紛争解決機関が SCM協定に基づいて部分残留論の適法性
を審査した初めての判例 (1999年特殊鋼相殺関税事件)を取り上げる。部分残留論と完全
65 "^'司、oPanel Report (DS70); WTO AB Report (DS70) 
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返却論とがそれぞれ提示した論拠の SCM協定適合性を分析し、問題となる民営化が国有
企業の財産の売却である場合、補助金の定義の受益者利益説による解釈論と独立当事者間
取引の証拠が提示されれば、完全返却論が成立つことを確認する。次に、問題となる民営
化が単なる財産の売却ではなく、複雑な国有企業の所有権の売却(政府保有株式の売却)
である場合、完全返却論を論証する上でECが重視する独立当事者間取引の証拠力に限界
があること、また、アメリカの提示した実体同一論の根拠 (4要素理論と会社と所有者相
異論)も補助金残留を説得的に論証できないことを発見する。
終章では、法解釈論と証拠論を国有企業の経営形態と民営化の具体的内容にあてはめて、
完全返却論が成立する根拠と補助金残留論が成立つ根拠を明確化した上で、補助金残留論
と完全返却論が互いに棺手の立場を完全無視する無謀な戦略を批判し、今後の類似の紛争
の再発防止及び問題解決の方向を示すことを試みる。
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第 1章民営化の分析
序章で述べたとおり、通常の相殺関税と異なり、民営化企業に賦課する相殺関税の背景
には国有企業の民営化という複雑な事情が錯綜している。アメリカの園内号法審査と
GATT.WTOの紛争解決の場で、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を論争するとき、
補助金残留論は民営化を無視するのに対して、完全返却論は民営化を積極的に評価してい
るが、しかし、いずれも民営化の説明を要求される。本章では民営化について理論的に検
討し、国有企業の民営化が相殺関税問題と交錯する原因を明らかにする。
民営化の研究は様々なアプローチから行われているが、民営化と国際貿易の関わり合い、
特に民営化が補助金・相殺関税の法的問題と交錯していることを明確に意識した民営化研
究は、ほとんど見られないo GAIT. WTO研究のほうから見て、補助金・相殺関税の研究
はかなり蓄積されているlが、しかし、固有企業の民営化と錯綜する補助金・相殺関税問題
に焦点を当てた研究はわずかしかないのが現状であるに
本章で行う民営化の分析は、民営化企業に賦課する棺殺関税の法的議論と関連性を有す
る民営化の範囲に制限される。具体的に、次の二つの問題を明確にする。第 1に、民営化
の背景及び民営化が補助金・相殺関税問題と交錯する原因を説明するD 第2に、研究課題
と関連性を有する民営化の内容及び範囲を確定する D
第一節公企業と補助金
1.民営化潮流の起源と現状
現在、世界的範囲で進行している民営化潮流の発端は、 1970年代末期のイギリスから始
まったo 1979年 5月に誕生したサッチャ一保守党政権は、市場原理の尊重と政府統制の
1 1990年以降の補助金・相殺関税の法学的、政治経済学的研究として、主に以下を参照。
Diamond (1990)，pp.507・607; Cass(1990)，pp.609・661; Eskridge(l990)，pp.663-698 ; 
Behboodi (1994) ; Behboodi(l994) ; Pearson (1995)，pp.368・396;Sy孟es(1997)，pp.80-125; 
Jackson(1997)，pp.278・303; Wilcox(1998)，pp.129-163; Stewart and Dwyer(l998) ; 
Benitah (2001). 
2 Cornell (1994) ; Codevilla(1995) ; Rushford(1999) ; Dunne(2001). 
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排除による経済再生、及び、小さな政府の実現の政策を打ち出した30 1980年代の初期、イ
ギリスは率先して国有企業の民営化に本格的に乗り出した。 1980年代末になると、民営化
の政策は迅速にイタリア、フランス、西ドイツ、ベルギ一、スペインなどの欧州諸国4、オ
ーストラリア、ニューウジランドなど欧州以外の資本主義国に広がり、さらに日本人アメ
リカ6など公企業部門の小さい資本主義国にまで波及した。
民営化の潮流は資本主義国家の範屈にとどまることはなかった。 1980年代の後半から開
発途上密、社会主義諸国(市場経済移行国家)も民営化の波に席捲された。現在、ロシア、
東欧諸国7からラテンアメリカ諸国8まで、アフリカの開発途上国9から改革開放を進めるベ
トナム]0、中国11も含めて、世界的な規模で民営化が行われている。資本主義、社会主義と
いった経済体制の枠を超えて、また、先進工業国、開発途上国といった経済発展段階とは
無関係に、国有企業の経営悪化に悩む多くの国が、民営化政策を展開している。
このような世界的な現象とも言える民営化の実態をより的確に把握するために、民営化
としづ実践的活動の問題解決の対象、つまり、公企業政策と公企業について説明する必要
がある。民営化が補助金・棺殺関税問題と交錯する原因を理解する上でも、公企業の考察
は非常に重要である。
3 遠山 (1987)、2頁。野村 (1993)、99-113頁。中村 (1996)、1-7頁。 1980年代か
らのイギリスの市場革命に関する優れた説明として、参照、山間 (1998)、149-211頁。
4 西欧諸国の民営化について、参照、尾上 (1987)、中村 (1991)、百済 (1993)、野村
(1993)、玉村 (1994)、山本 (1995)、中村(1996)、玉村 (1997)0 
5 日本の民営化について、参照、遠山(1987)、300-397頁、中村 (1996)。
6 参照、 Birch (2000) 0 
7 ロシアと東欧諸国の民営化について、参照、溝端(1995)、ロシア・東欧・中留経済研究
会 (1992)、渡辺 (1995年)、龍谷大学 (1994)、森 (1998)、Major(1999)、Simoneti
(1999)、Dininio(1999)、Broadman(1998)、Appel(1998)。
8 堀坂 (1998)、吉岡 (1995)、日本貿易振興会(1986)、自本貿易振興会米州科(1986)、
草野 (1990)、Manzetti(2000)。
9 田中 (1998)、Celasun(2001)、明Thite(1998)。
10 参照、 Polevoy(1998)、Kagami(2000)。
日 興味深いことは、社会主義国家の中国が国有企業の弊害を痛感して改革開放政策に着
手し始めた時期も、資本主義国家イギリスにおける民営化政策の台頭した時期 (1970年代
末期)と微妙に一致している点である口例えば、中国の改革開放への路線転換は有名な 1978
年 12月の第十一回三中全会からタートしている。中国の国有企業の改造(民営化も含め
て)について、参照、劉(1998)、董(1997)、林 (1999)、許 (1999)、棟 (1999)、Nellis
(1999)、Chen(2000)。
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2.公企業政策の欧米関相違
民営化の改造対象となる公企業を説明する前に、経済領域において公企業を具体的に実
施・運用する政策、つまり公企業政策について若干述べておこう D
資本主義国家の経済全体に占める公企業の割合の問題はともかくとして、現実の資本主
義経済はいわゆる混合経済12(修正資本主義、福祉国家)であった130本論文の研究課題に
とっては、混合経済そのものより、公企業政策をめぐるアメリカ・欧州諸国の立場の対立
と具体的政策展開の相違とが更に注目すべき視点となる。
経済的、政治的、社会的諸原因によって、資本主義諸国の中でも、公企業政策の展開に
大きな相違が見られる。遠山教授は、公企業政策の国際的比較を行うとき、ヨーロッパ型
公企業政策、アメリカ型公企業政策、日本型公企業政策、開発途上国型公企業政策と類型
化して分析している 140 公企業政策の相違は、公企業制度が導入される産業領域、利用程
度及び利用方法の面で具体的に現れる。ここでヨーロジパ型公企業政策とアメリカ型公企
業政策の相違を取り上げることにする。
(1) 欧州諸国の公企業政策
資本主義の発達が最も早かった欧州諸国では、その初期段階における資本主義の育成と
発達はもっぱら私企業によって担われ、公企業は補助者としての地位と補完的役割を与え
られていたにすぎなかった只ところが、それまでは例外的・補助的存在であった公企業
(政策)は、資本主義の成熟段階に入ると、特に第二次世界大戦以降は経済全体において
大きな地位を占めるようになった。その典型はイギリスとフランスである。イタリアも、
公企業政策重視の資本主義国家として英、仏両国と共通点を有する。
これらの国は、資本主義諸国のなかで最も公企業を重視し、しかも大規模にこれを展開
し、活用してきた国家である。その特徴は、国民経済に占める公企業の比重16、及び第二
次大戦後の公企業政策の一般産業分野、特に鉄鋼、造船など基幹産業分野への拡大に現れ
12 欧州の混合経済を理解する手掛かりとして、参照、山岡(1998)、19“ 67頁。
13 遠山(1987)、1-2頁。
14 向上、 128-131頁D
15 向上、 129頁。
16 イギリス、フランス、イタリア三カ国における公企業の重要度を示す指標 (1970年代
の平均値)として、国内総生産の 10/0 -8% (イギリスが最も高し¥)、垣内総投資の 35%)
-200/0 (フランスが特に高し¥)、全労働力人口の 1-8% (イタリアが最も高し、)となって
いた。参照、遠山 (1987)、129頁D
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ている 170
(2)アメリカの公企業政策
アメリカは、一貫して経済的自由主義、私企業万能主義を堅持してきた典型的、代表的
な資本主義国家であり、その経済は理念、型としての資本主義に最も近く、公企業への依存
度は過去も現在も、資本主義諸国の中で最も低位にとどまっている 18。その背景には、政
府が積極的に経済活動を営むことに終始一貫して敵意を抱いてきたアメリカの世論がある
と指摘されている 190
言うまでもなく、アメリカにおいても私企業がカバーしえない公共サービスの分野にお
いて公企業政策が実施され、それなりの役割を果たしてきた。しかし、アメリカの公企業
政策はヨーロッパ型と比較して見ると、以下のような大きな相違点と特徴を有していた200
第 1に、アメリカの公企業の利用は戦時や異常事態下の緊急的、一時的な利用を常とし、
公企業の多くは偶発的、消極的、かっ短命で、あった。
第 2に、公企業は業種別には、利益や投下資本の観点から民間では対応しがたい社会公
共的ニーズを充足する事業に狭く限られ、民間がなしうると考えられた分野(例えば鉄鋼、
自動車、航空機など製造業)に公企業が進出する(国存化)ケースはまずない。
第3に、政府介入は所有面よりも統制面で見られ(所有なき統制)、私的企業としてこれ
を規制するとしづ伝統的産業政策の堅持が挙げられる。次の表は、主に資本主義諸国を含
めた各国の公企業政策をまとめたものである。
各国産業における公的所有の割合本 (1978年現在一1987年 3月現在)
産業 郵便
題名
イギリス 100 
フランス 100 
イタリア 100 
西ドイツ 100 
ベルギー 100 
オアンダ 100 
才一ストりア 100 
スイス 100 
17 向上。
18 向上、 113頁。
19 向上。
20 向上、 120頁。
電信・ 電力 ガス
電話
100 100 100 
100 100 100 
100 75 100 
100 75 50 
100 25 25 
100 75 75 
100 100 100 
100 100 100 
石油 石炭 鉄道 航空 自動
車
25 100 100 75 50 
100 100 75 50 
100 100 25 
25 50 100 100 25 
民間 100 100 民間
一 100 75 50 
100 100 100 100 100 
一 100 25 民間
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鉄鋼 造船
75 100 
75 民間
75 75 
民間 25 
50 民間
25 民間
100 
民間
スウェーデン 100 100 50 100 一 100 50 民間 75 75 
スペイン 100 50 民間 75 50 100 100 民間 50 75 
アメリカ 100 民間 25 民間 民間 民間 25 民間 民間 民間 民間
カナダ 100 25 100 民間 民間 民間 75 75 民間 民間 民間
メキシコ 100 100 100 100 100 100 100 50 25 75 100 
ブラジ、ノレ 100 100 100 100 100 100 100 25 100 75 民間
オースト7~ ア 100 100 100 100 民間 民間 100 75 民間 民間
日 本 100 100 民間 民間 民間 75 25 民間 民間 民間
韓 国 100 100 75 民間 25 100 民間 民間 75 民間
インド 100 100 100 100 100 100 100 100 民間 75 100 
出典:遠山 (1987)121頁の表に基づいて作成。
* 数字は公的所有の基本的比率を示す。「民間j は 100%に近い民間所宥を示す。涼表は公的所有の比
率を符号で表現していたが、ここで数字に置き換えた。この表に示された公的所有比率のその後の変化
について、イギリスの電信・電話の 50%が民間所有、ガスが 100%民間所有、石油と航空業も 100%
民間所有、自動車が 75%民間所有、造船が 25%民間所有へとシフトした。オランダの航空業が 50%民
間所有、カナダの航空行が 50%民間所有へとシフトした。当時、日本の航空業は 100%の民営化を計
画中であった。
欧米関の公企業政策の相違として、この表から明らかなように、アメリカは、郵便事業
の 1000/0公的所有を除いて、ごく一部の公共サービス(電力、鉄道)分野においてわずか
25%前後の公的所有を維持する以外はほとんど民間所有となっている。特に、製造業の領
域において公的所有を導入しなかった。
これと対照的に、欧州諸国においては、 1000/0民間所有の産業も見られないわけではな
い(オランダ、ベルギー、フランスの造船、スイスとドイツの鉄鋼、スイスとスウェーデ、
ンの自動車等)が、それ以外は、ほとんど高い比率の公的所有を維持している。特に指摘
するに値するのは、アメリカで民間の所有と経営に任せるべきであると認識された製造業
の領域において、欧州諸国は広範に国有化を実施し、この中でも基幹産業の国有化はアメ
リカのそれと対照的であったという点である。欧州諸国の民営化企業の対米輸出産品に対
してアメリカが相殺関税を賦課するという構図が生まれる潜在性をこの表が示唆している。
3.公企業の定義と特徴
民営化は公企業の抱える問題を解決するための実践的活動であるので、公企業の実態に
関する理解なしに民営化を説明することはできない。公企業の概念にも統一された定義は
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ないが、一般的に、公的に(国家と地方政府)所有、経営される事業体と定義されている220
企業所有形態(出資主体を基準に)に着自して公企業を捉えた場合、 100%公的所有の公
企業もあれば、公私混合所有の公企業もあるD したがって、必ずしも医家または地方政府
が全額を出資してこれを 1000/所有しているとは限らない。公私混合企業の場合は、公的
所有(出資)の比率が政府の意思に従って企業の運営を確保できる程度に達している点で
民間企業(民営化企業も含めて)と異なる D
公企業の三つの特徴として、①公的所有、②公共目的、③企業性が挙げられている230
公企業は行政(財政)と民間企業の中間領域に成立する。①と②により行政との共通性及
び民間企業との相違が、③により民間企業との共通性と行政との相違が明らかになる。
公的所有のもとで、資本のリスクが公企業自体だけではなく国また地方政府にも共有さ
れている。公企業は、資本のリスクを企業のみが負う民間企業と異なり、極端な経営悪化
に陥っても俄産することはない240政府は公企業に補助金を交付して救済するからである250
民間企業なら経営が悪化して債務が財産を超過する場合、倒産して市場競争から撤退する
はずである。公共的要素と企業的要素を同時に内包することは公企業の本質的特徴であり、
企業性と公共性を調和させる困難な課題を宿命的に苧む企業形態ともいえる。
公企業の能率発揮に対する公約制約として、以下の点が挙げられている26。第 1に、産
業の収益性の有無に関係なくそれを公企業が分担するとし、う社会全体の公共的要請の優
先。第2に、経済政策的要請による公企業の弾力的価格対策適用の制限。第3に、政治的
圧力による公企業の合理的意思決定の妨害と経営戦略の一貫性確保の思難D 第 4に、法律
上の制約による営業範囲の弾力的伸縮の制限。第 5に、企業収益による設備投資の制限と
国庫収入への強制的返納など財務上の制約。
以上のような外部制約のもとで、国有企業内部に必然的に発生する弊害として、倒産不
安を知らなし¥r親方日の丸jの安易感、非経済合理的発想、の蔓延‘経営責任意識の希薄化、
22 増地 (2000)、181頁。遠山 (1987)、29-33頁。一瀬 (1987)、2頁。小松 (2000)、
204頁D 山本 (1995)、7頁。山本(1986)、26頁。国弘 (1987)、231頁。
23 遠山 (1987)、32-34頁。
24 向上、 33頁。
25 例えば、 1982年、欧州諸国の国有企業を相殺関税調査対象に、アメリカ商務省の認定
した補助金の多くは、被交付企業が大きな損失を続け、かっ業績が速やかに回復する合理
的な兆候が見られない、つまり“uncreditworthy"の場合出資されたものとされている。詳
細は参照、野林(1996)、224頁。
26 向上、 152 -156頁。
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労働意欲の低下、経営の官僚化による消費者の疎外、などが挙げられている270
公的制約による公企業の能率の抑圧、及び企業内部の弊害の必然的結末は、公企業の構
造的経営悪化である。政府の補助金交付による公企業救済対策は、結局のところ国家財政
を悪化させることになり、これは世界中の公企業政策が経験した共通の苦痛である280 公
企業の担う産業分野の経営の健全化と財政負担の解消は民営化の直接的目的で、あったむし
たがって、民営化後各国政府が補助金交付を停止するか、あるいは抑えるようになること
は自然な結果である。
4.公企業の内部改革と経営形態の多様化
公企業経営の健全化を図る対策として、民営化は最初から好まれた選択肢で、はなかった。
公企業の公的所有としづ所有形態を破壊しない範囲で、公共性による抑制と圧力から企業
の自主性を解放し、企業能率の改善を図った一連の内部改革は民営化の前に行われていた。
内部改革の着眼点は、公企業の所有と経営を分離することに置かれていた290 公企業の
所有と経営との分離(行財政と公企業経営の分離)の程度、つまり公企業自主性の程度を
基準に公企業を分類すると、公企業には様々な経営形態が存在することを分かる300 各種
の経営形態が導入された自的は 公企業の所有形態を維持することを前提に、公企業に経
営上の自主権を持たせることによって経営の健全化を実現することで、あった。
まず、所有と経営の合ーか分離かによって、公企業の経営形態は官庁企業(行政企業)
と法人体企業と分類されている31。官庁企業は所有と経営が合ーしたものである。これは
公企業形態の原型であり、行政組織の一部として組織され、財務、会計、人事の各方面に
わたって官庁制度が採用される32。このような公企業はもはや企業法人という独立性が全
27 向上。
28 民営化の原因を論じるとき政府の財政困難を指摘しない研究者はほとんどいない。参
照、前掲注4、7、8、110国有企業は f現金の焼却炉」としづ実業家の言葉は、欧州の国
有企業の経営悪化と補助金交付の悪循環を端的に表現している。参照、山河 (1998)、159
-161頁。
29 遠山(1987)、157-158頁0
30 向上。
31 向上、 158頁。玉村 (1982)、22頁。辻(1981)、117頁。一瀬 (1987)、25-43頁。
32 これは、いわゆる純粋官庁企業(議会が蓮接支配し、大臣が管理する)である。純粋
官庁企業にある程度の自主性を持たせるために試みされた経営形態は自主官庁企業(大症
の直接管理ではなく、独自の管理機関の設置)であるD 所有と経営が国に帰属していると
いう点では自主官庁企業も純粋宮庁企業と変わらない。
31 
くないため、補助金の被交付主体になりうるかどうかも疑問であるD
次に、官庁企業の弊害を克服するために導入されたのは法人体企業である33。法人体企
業は、議会の直接支配と大臣の直接管理を脱し、独自の経営機関によって経営され，財務
上の独立採算制、人事上の自主性を与えられ、公企業の標準的形態と位置付けられた340
さらに、法人体企業も公法上の法人であるのか、それとも私法(商法)上の会社である
のかによって、公共体形態(公社)と会社形態(株式会社)に分けられる350 公法上の法
人である公共体形態国有企業は株式会社組織を持たないが、私法上の法人である株式会社
形態富有企業は株式会社組織を有する360
先に見たとおり、民営化以前の公企業の所有形態として 100%の公的所有と並存するか
たちで公私混合所脊も存在していた。また、公共体形態国有企業と会社形態国有企業もそ
れぞれ、公的全額出資によるものと公私混合出資によるものとに細分される370 国有企業
の経営形態として、具体的に、イギリスでは、公共体形態が重要視されるのに対して、フ
ランスでは、公私混合企業形態や会社形態も並存している複雑な公企業経営形態が見られ
る38。イタリアでは、国家持株会社が主流をなしている390
民営化以前の公企業経営形態の多様化は、国有企業の民営化の内容(売却の対象)も異
なることを意味し、原補助金が民営化企業に残留するか否かを議論する際、問題となる民
営化と原補助金の関連性の有無は民営化の内容によって異なり、ケースパイケースで見る
必要があることを示唆する。したがって、公企業の所有形態を説明するだけでは、公企業
の実態を理解する上で不十分であるD ひとことで言えば、公企業の実態を正確に把握する
上で、その経営形態が一貫して不変のもので、はなかったことを理解しておくことは非常に
重要である。
公企業の所有形態にメスを入れないで、公企業内部からし功ユなる経営形態の改革(所有
と経営の分隊)を試みても、企業性の完全発揮が期待できなかった。その根本原因は、公
33 遠山(1987)、}58-159頁。山本 (1986)、27-26頁。山本 (1995)、22-23頁口
34 遠山(1987)、158即時9真。
35 遠山 (1987)、向上。増地 (2000)、194-195頁。国弘 (1987)、233-236頁。
36 向上。
37 向上、 159真。混合所有と混合経営の場合も、公的所有と経営管理が支配的地位を確
保されていたことを忘れてはならない。したがって、公私混合企業も民営化される理由が
残る。
38 遠山(1987)、189頁D
39 向上。
32 
的所有が維持されている限りでは、企業の経営活動は公的要請と政府の干渉から完全に逃
れない点に求められる400 公企業内部改革の限界から導かれた最大の教訓は、公企業の所
有形態(所有制度)を破壊すること、つまり民営化による超越的改革である。
公企業民営化の原因として、貿易自由化など経済のグローバル化、社会主義制度の失敗
に啓発された教訓、政治的保守勢力の躍進、政府の財政悪化などの要因も挙げられている
が、根本的にはやはり公企業の所有制度の欠陥とこれに必然的に伴う構造的経営悪化にあ
ると見るべきであるD 多様化する経営形態を有する公企業の民営化の具体的展開方法につ
いて第2節で検討する D
5. 国有企業と補助金
以下、公企業を大規模に利用することは補助金の交付と関連性を有するか否かという問
題について更に検証する。上記のとおり、公企業はあくまでも国または地方政府が所有し
経営する企業であるため、経営が悪化すれば政府が責任を負うことは当然のことである。
政府は、国有企業の能率を向上させるため、所有と経営の分離を図った様々な経営形態の
改革を試みると同時に、固有企業に補助金を交付し続けた。特に欧州諸国の政府は莫大な
補助金を公企業に交付したD 欧州諸国の公企業は、補助金に頼って価格競争力を維持して
いたと言っても過言ではない。この点は特に鉄鋼産業にとって顕著で、あった。一般的に、
公企業政策を大規模に導入した欧州諸国が公企業の範囲をごく一部の公共サービスに制限
したアメリカより補助金の交付額が大きいことを、次の統計資料が裏付けている410
GDPに占める補助金の割合
1952 1956 1960 1964 1968 1972 1976 1986 
Italy 0.89 1.30 1.51 1.23 1.67 2.29 2.60 3.01 
France 1.71 2.71 1.62 2.02 2.62 1.99 2.68 2.51 
Canada 0.41 0.39 0.81 0.85 0.87 0.83 1.73 2.34 
UK 2.68 1.71 1.93 1.56 2.06 1.82 2.78 2.32 
Germany 0.65 0.20 0.79 0.99 1.44 1.48 1.49 1.59 
Japan 0.71 0.26 0.34 0.65 1.11 1.12 1.32 1.32 
US 0.11 0.20 0.25 0.44 0.50 0.59 I 0.34 0.43 
Source OECD， NatIonal Accounts 1951・1980，vol.1. Main Aggregates， 1982. 
この表の補助金の統計数字は必ずしも国有企業並びに国有鉄鋼企業に交付されたものに
40 参照、遠山 (1987)、55-56頁、 152-156真。石瀬 (1988)、82-84頁。
41 Hufbauerは、この資料を引用して ECの補助金政策に対するアメリカの不満を説明し
ている。 Hufbauerand Erb (1984)， p.3. 
33 
限られないが、欧州諸国の国有企業が補助金を交付されていたという一般的傾向を反験す
る証拠としては十分であると思われる。
6.欧州の鉄鋼産業と補助金
欧州諸霞が国有鉄鋼企業に莫大な補助金を交付していたことは紛れもない事実である D
特に 1973年の第1次石油危機を経験した 1975年以降、資本主義諸国の鉄鋼業を戦後最悪
の不況が襲い、鉄鋼業の深刻かつ複合的な構造危機が発生した420 この中でも特に深刻で
あったのは欧州諸国の鉄鋼業であった430
第 1次石油危機は、欧米鉄鋼業の抱える様々な問題を浮き彫りにさせたが、特に生産設
備の老朽化により日本や中進製鉄国との国際競争力の格差が強く意識された440 特に、 EC
諸国は事態打開のために鉄鋼産業の政府介入を強化し、補助金交付も拡大したo EC諸国
の鉄鋼産業に対する大規模な補助金供与は、 1970年代に開始され 1985年前後まで継続し
た450以下、 1980年代前半の EC各国の鉄鋼業に交付した補助金の統計資料を引用する460
ECの国別政府補助金累計 (1980年 2月 1S 鋤 1985年 12月 31S) (単位:100万ECU・)
投資援助 研究開発 閉鎖援助 操業維持 緊急援助 計
援 助 援 助
ベルギー 719 118 3，048 12 4，257 
デンマーク 13 68 一 81 
西ドイツ 1.120 163 619 1，942 一 3，844 
ギリシャ 一
フランス 3，039 302 5，111 689 9，141 
7イルランド 一 一 264 一 264 
イタリア 4.006 38 227 9，585 一 13，856 
)'v~ セン7 会 fレク 440 15 176 一 631 
オランダ 234 222 456 
イギリス 1.788 49 1，036 2，767 一 5，640 
E C (10)計 11，359 250 2，317 23，543 一 38，169 
ホ1ECF=0.989 ドノレ
出典:Report 企omthe CommIssIon to the CouncIj on Applica tion of the Rules on AiaθS 
42 野林 (1996)、130-134頁。
43 向上、 133頁。
44 向上。
45 McDonough (1993) ， p.823. 
46 野林 (1996)、182頁。
34 
to the Steellndustry， COM(86)235 final， August 6， 1986. W鉄鋼年鑑~ 1986年版、 444
頁。
この表に統計された補助金は、西ドイツなどの民間経営と国有化率の低い国を除いて、
そのほとんどが国有鉄鋼企業に交付されたものと推察できるD
1982年 1月、アメリカ鉄鋼業界の発動した大規模な棺殺関税提訴 (94件)は、ほとん
ど (63)欧州諸国に対するもので、あった470 1982年6月の補助金認定率に関する商務省の
仮決定は、欧州諸国の鉄鋼産業の中でも国有化率の高い国に対するものが各設と厳しかっ
た。例えば、英国 (0-40.40/0)、フランス (20-30%)、ベルギー (2-22%)、イタリア
(180/0)に対して高い補助金率が認定されたのと対照的に、ルクセンブノレク (1.8%)、オ
ランダ (0.70/0)、西ドイツ (0-8.6%) といった固有化率の低い国に対して補助率は低か
った480
企業別に見ると、イギリスの鉄鋼公社 BSC、フランスのサシロール社とユジノール社、
ベノレギーのコックリル・サンフ。ル社、イタリアのオタルシデル社など最大手の鉄鋼企業は
高い補助金率のターゲットとなった。他方、西ドイツのテイツセン社は 2%未満、ベルギ
ーのホオヘン社は 1%未満で、あった49。問題となった補助金は具体的に、資本助成、債務保
証、特恵的貸付、劣位会社に対する貸付、金融費用の肩代わり、利子免除、国定資産税の
免除、債務免除、損失補填資金の供与など全て国内補助金で、あった500
欧州諸国の民営化は、 1980年代初期から始まったが、鉄鋼産業など重要な基幹産業の民
営化は、 1985年以後に本格化した。鉄鋼産業の民営化の前夜までに補助金が投下されてい
たことは、国有企業の民営化後、アメリカ鉄鍛業界が民営化企業に対して相殺関税の賦課
を求める口実となっている。この点は、民営化が補助金・相殺関税問題と交錯する前提と
なったD 鉄鋼産業の補助金をめぐるアメリカと欧州諸国の対立の底流には、産業政策の食
い違い、つまり市場経済及び政府介入問題をめぐる根本的対立が隠れている。
47 向上、 183頁0
48 向上、 223頁0
49 向上、 224頁。
50 アメリカ鉄鋼業界がまとめた欧州諸国の鉄鋼産業の政府介入に関する詳しい考察とし
て、参照、、 Howell(1988)，pp.55・190.
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第 2節 民営化と補助金の関係
1.広義の民営化
民営化と原補助金との関係を説明する前に、民営化自体について認識しておく必要があ
る。民営化に関する理論的研究は少なく、その概念についても統ーした定義がない上、ほ
とんどの民営化研究は民営化現象を列挙するかたちで把握している。列挙される民営化の
内容も論者によって大いに異なる。以下、若干の民営化研究の示した民営化の内容を取り
上げて見る。
J. Redwoodは、民営化の内容として次を挙げている510
①独占的領域への競争の導入、②国有企業から会社法上の会社への資産移転と多数株の
民間投資家への売却、③子会社の処分(資産の処分、会社所有権(株式)の売却)、④私
企業との合弁会社の設立、⑤公的サービスの民間委託、⑥私的資本の導入。
M. Pirieは、民営化の内容として次を挙げている520
①公募株式の発行による国有企業の完全売却、②営業全体の一定割合の売却、③民間の
買い手への一部売却、④従業員または経営陣への売却、⑤従業員への譲渡、⑤サービスの
民間企業委託、⑦公共部門の希釈、③既存利害関係者の質上げ、⑤サービスの有料化、⑬
対抗グ、ループの形成、⑪民間団体を通しての規制緩和、⑫代替施設の奨励、⑬小規模な試
行、⑬競争促進のための独占の撤廃、⑬国家供給からの脱退の奨励、⑬voucherの利用、
⑪需要圧力の受容、⑬菌家権力の抑制、⑬閉鎖手続の適用、⑫事業からの撤退等である。
テオ・ティーマイヤーは、民営化の内容として、次の 15項告を挙げている530
①公有財産の民間人と民間営利企業への移転(売却)、②私法に基づく法人形態への転
換(行政からの公式分離、民間人への所有権移転不要)、③機能的民営化(民間人への個
別的公共的供給責任の移転)、④公企業営利的経営方針への転換、⑤公企業経営者の当事
者能力の拡大、⑤法律の規定や政府の指示からの開放(非官僚主義化)、⑦決定・企画・
実施権の移譲、③公企業と民間企業の活動条件均一化、⑨公共部門供給分野の市場競争促
進、⑬国有独占企業の解体、⑪賃金・労働・雇用条件の民間水準への調整(労働条件と待
遇の民営化)、⑫公共サービスの性質と範囲の一方的削減(公共部門の侵蝕)、⑬公的資源
51 Redwood and Hatch (1982) ，pp.121・122.中村 (1996年)、 7真。
52 Pirie (1988)， pp. 69・252.中村 (1996年)、 7頁。
53 尾上 (1987)、20-21頁。
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の民営化(公共部門生産資源の民間営手Ij企業の利用、一種の補助金に近し¥)、⑬公的収入
の民営化(土地や社会資本の有利な条件での供給による民間活動刺激策)、⑬非国有化(公
企業への国際競争と市場圧力の強化、公企業の国際市場活動の活発化、外国人による公企
業の株式や資産処分権の取得)白
山本哲三は、民営化の内容として次の項目を挙げている540
①脱国有化 (denationalization):固有企業の全部ないし一部財産の売却。
②規制緩和 (deregulation):参入規制の緩和・廃止と民間事業者の参入による競争の促
進。
③フランチャインジング(企anchising):サービスの提供主体が民間事業者になるが、政
府が資金を提供する。
以上の民営化の研究が意識しているのは、規制緩和も含めた広義の民営化である。招互
に重複している項目もあれば、本研究と関連性を存しない公共サーゼスの民営化も視野に
入れている。言うまでもなく、ここで挙げられた民営化の全てが補助金残留問題と関連性
を存するわけではない。
これらの民営化項目を整理して、本論文の研究と直接関連性を有する民営化の内容を確
定する必要がある。
2.狭義の民営化
(1) 広義と狭義の区別基準
民営化 (privatization)について、ほとんどの研究者は狭義の民営化と広義の民営化、
と分けて整理しているD 広義の民営化は、狭義の国有企業の私有化(民有化)以外に、規
制緩和、国有独占領域への民間企業の市場参入による競争メカニズムの導入など、企業と
企業財産の所有権変更を含まない諸政策までカバーする550 つまり、国有化解除または私
有化56 (民有化) (denationalization) と、規制緩和 (deregulation)及び自由化57
(liberalization) という二つの側面を合わせ持つo
54 山本 (1995)、14頁。
55 中村 (1996年)、 7-8頁。山本 (1995年)、 14-15頁。尾上 (1987年)、 21-23頁。
遠山 (1987)、276-277頁。堀坂 (1998)、3-4頁。
56 形態的民営化 (formalprivatization)について参照、遠山 (1987)、278頁。
57 機能的民営化 (functionalprivatization)について参照、遠山 (1987)、279頁。
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規制緩和と自由化は、政府が企業に対して行う規制(社会的規制58と経済的規制59)の緩
和撤廃60を意味し、国有企業の変更、消滅、及び国有企業の財産を基盤とした民営化企業
の新設という事実が発生しないので、国有企業に交付された補助金の民営化企業内の残留
問題と無関係な事項である。
(2) 企業の構造と補助金
それでは、補助金の残留問題と関連性を有する狭義の民営化をどのように確定すればい
いのか。まず、補助金と企業との関係について理解しておく必要がある。
企業61の所有形態(公企業かあるいは私企業)と関係なく、企業は構成員(出資者)、企
業財産62(土地、建物、生産施設など)、経営担当者という三つの基本要素で、構成される630
この中で企業財産は出資者の提供した資本を具体化したものであり、経営者の日常的経営
活動と従業員の労働活動の物理的基盤を構成し、売買可能な企業の構成要素に属する。
企業財産の基本的源は投資家の企業に対する出資と企業の経営活動によって得られる利
益(企業営業利益の内部留保)からくる。補助金は、政府の出資など資金供与によって企
業(独立的資本運動体として企業所有者と完全異なる存在)に投入される。したがって、
補助金は企業財産の一部を構成(企業の自己資本の充実、企業価値の増強をもたらす)し、
通常は生産施設に具体化されたと考えられる。
本論文では、狭義の民営化が国有企業の原補助金にし、かなる影響をもたらすか(返却か
残留か)という問題を考察する際、問題となる民営化が補助金で導入した国有企業の財産
にどのような影響を与えたかを中心的に考えればよいと考えている。なぜなら、すでに出
58 安全、健康、環境などを確保するための規制。
59 新規参入、価格、利潤、財・サービスの面から規制。
60 橋本 (2000年)、 12-23頁。)1本 (1998年)、 81頁。世界的範閣で進められている
規制緩和を分野ごとに網羅した研究として、参照、山本 (2001年)。
61 現代の経済学理論における企業とは、生産要素を生産物に変換する組織である、と定
義されている。コース(1992)、8真。マンキュウ (2001)、31頁。商法学における企業
の概念は、営手Ijを思的に経済活動(経済学の言う生産要素を生産物に変換する企業の行動
と理解されよう、筆者注)を行う独立の単位、と定義されている。参照、岸田 (2000)、
13頁。永井 (2001)、24頁。
62 企業の財産(資産)と商法学の言う資本は厳密に区別されるべき概念である。財産は
企業の有する現実的に利用可能な全てのものを包括的に表現した概念、であるが、商法学の
資本は企業が確保することを法的に要求される最低限の財産である。参照、法律用語辞典
(1996)、471頁。加美 (1998): )、 29頁。岸田(1994)、365-367真。財産概念は経
済学の資本概念、と完全に一致する。参照、マンキュー (2001)、537頁。
63 増地 (2000年)、 13真。
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資義務を履行した企業の投資家(所有者)と、経営者及び労働者は企業財産から分離され
た主体であり、これら人的要素の変化は企業財産と無関係であると考えられる。
(3) 狭義の民営化の意味
狭義の民営化は、国有化解除(脱国有化64) と私有化(民有化)に限定され、具体的に、
企業所有権の売却(政府保有株式の売却)と企業財産の売却を意味するとされている650
それでは、どのような場合に企業所有権の売却が行われ、どのような場合に企業財産の売
却が行われるのか。企業所有権の売却と企業財産の売却はそれぞれ、国有企業の補助金の
行方(残留か返却)にどのような影響を与えるのか。この問題を明確化させるために、す
でに考察した国有企業の民営化以前の所有形態と経営形態に立ち戻って考える必要があるむ
第 1節で述べたとおり、公企業の民営化以前の標準的な経営形態は法人体企業で、あった。
また、法人体企業もさらに分類されて、公法上の公共体形態もあれば、会社法上の株式会
社形態もあることはすでに考察された。以下、異なる経営形態を有する国有企業の民営化
の実態を、民営化の内容(売却対象)に即してさらに考察するD
3. 公共体形態国有企業の民営化
国家(政府)は公共体形態の国有企業の所有権及び経営支配権を公法によって維持して
いる。法的観点から見れば、公共体形態の国有企業の民営化は、政府の富有企業に対する
公法に基づく所有権の効力を無効にし、国有企業あるいはその財産に対する私法(民商法)
に基づく民間投資家の所有権と経営支配権を確立させる過程でもある。
公共体形態の国有企業を民営化するには、理論的にはこつの選択肢が可能である。企業
の全財産を基盤に株式会社を設立した上で、発行された政府保有株式(全部あるいは 50%
64 山本 (1995)、14頁。
65 山本 (1995)、18頁。尾上他 (1987)、75頁。中村 (1996)、19頁。遠山(1987)、
277頁D 政府が所有する固有企業財産の売却と政府が保有する株式の売却としづ狭義の民
営化を基準として、上記4人の民営化研究者の例示した民営化の諸項目を見ると、次の項
目が残ることになる。
J. Redwoodの、②国有企業から会社法上の会社への資産移転と多数株の私的投資家へ
の売却、③子会社の処分(資産の処分、会社所有権(株式)の売却)、④私企業との joint
ventureの設立、⑤私的資本の導入。
1v1. Pirieの、①公募株式の発効による全部売却、②営業全体の一定割合の売却、③民間
の買い手への一部売却、④従業員または経営陣への売却、⑤従業員への譲渡。
テオ・ティーマイヤーの、①公有財産の民間人と民間営利企業への移転(販売)、②私法
に基づく法人形態への転換。
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以上)を民間投資家に公開売却するか、それとも企業財産の全部または財産の一部を直接
処分するかたちで国有化を解除するか、である。まず、公共体形態国有企業の株式会社化
を検討する。
(1) 公共体形態の国有企業の株式会社化
公共体形態の国有企業を株式会社化する方法で民営化することは、近代資本主義の発展
を可能にした企業形態、つまり大規模な事業活動の展開を可能にする資本調達の最適な方
法となる株式会社制度の活用である。言い換えれば、国有企業の国家(政府)としづ抽象
的な所有権者(出資者)の代わりに、大勢の分散した具体的な民間投資家を募集する過程
である。
膨大な財産を有する国有企業を一つの民間投資家が完全に買収するケースは理論的にも、
現実的にも可能だが、かかる場合、買収後の全てのりスクをその投資家が負うことになる。
したがって、国有企業の株式会社化は大勢の民間投資家に株式を売却することによって行
われるのが通常である。これによってリスクが分散されるため売却が円滑に行われるD
株式会社化の具体的プロセスは、国有企業の全財産を基盤に株式を発行して株式会社を
設立し、発行済み株式(全部または少なくとも 50%以上)を民間投資家に公開売却するこ
とによって、政府が経営支配権を放棄することで達成される660 つまり、少なくとも、政
府の株式保有比率が民営化企業の経営支配権を確保する割合以下に抑えられる必要がある。
これを株式の公開発行(売却)による民営化としづ。発行済み株式の 100%売却の場合は
国有化解除となり、株式の一部売却の場合は、部分的民営化となる。部分的民営化は政府
が一部の株式を保有し、株主として引き続き民営化企業の経営参加に携わることを意味す
る。
民営化以前の政府による国有企業の経営支配と本質的に異なる点は、部分的民営化によ
って政府が引き続き株式を保有して民営化企業の経営参加を維持できる法的基盤と根拠が、
公法ではなく、私法にあることである。つまり、政府も会社法に基づいて、株式会社に転
換した民営化企業の一株主に過ぎないということである。
補助金の行方を検討する上で重要な点は、補助金で具体化した企業の財産に対して市場
評価が行われ、かかる財産に基づいて株式が発行されたかどうかである。この問題につい
山本哲三の、脱国有化 (denationalization):国有企業の全部ないし一部資産の売却。
66 遠山 (1987)、277真。
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て具体例を挙げて説明する。
例えば、 1億ドノレの財産(うち、 3000万ドルが補助金で、調達した生産施設)を有する国
有企業を株式会社化する場合、株式が 1億ドルの財産に基づ、いて発行されたか否か、また、
発行された株式が市場価格で売却されたか否かが重要である。
国有企業の 1億ドルの財産をベースに株式発行をして公開売却した結果、政府は 1億
1000万ドノレの資金を回収で、きたとすると、かかる場合、新しく設立された民営化企業の資
本 (1億ドルの財産+1000万ドルの市場の好評)を政府の代わりに新しい民間投資家(株
主)が支払い、民営化企業の財産の一部を構成する補助金で具体化された生産施設も新し
し1株主が出資したことになるD
つまり、民営化企業は、補助金で具体化された 3000万ドルの財産の代価を払わずに操
業することは終結し、3000万ドルの出資を引き受けた新株主に資本の返報となる株式配当
を払うことになる。政府は国有企業を株式会社化したことによって、 1億ドルの物理的財
産を株式に転換し、保有する株式の売却によって過去の投資 (7000万ドル+3000ドルの
補助金十1000ドルの利益)を回収したことになる。
しかし、 3000万ドルの補助金で、具体化された生産施設(霞有企業が無代価で入手)は、
株式発行のベースとなるはずの財産から除外されて、7000万ドルの財産を基盤に株式を発
行した場合、3000万ドルの補助金で、調達した生産施設がそのまま民営化企業に残留するこ
とになる。かかる場合、補助金で調達した生産施設が株式発行の対象財産から除外された
ため、民営化企業は、 3000万ドルの生産施設の代価とそれを利用する資本コスト(株主へ
の利益配当)を負担することなく、この生産施設で継続的に操業できる。したがって、補
助金による 3000万ドノレの財産の性格がそのまま維持されたことになる。民営化と原補助
金との関係を考える上で、民営化企業の出資者が補助金で具体化された財産の価値に相当
する出資を引き受けたか否かがポイントとなる。
(2) 公共体形態の国有企業財産の直接処分
国有企業(財産)を株式会社化して民営化するのではなく、企業財産を直接処分する場
合もある。政府(あるいは国有企業)は、国有企業の財産を民間企業に直接売却して現金
を回収することも理論的に可能である。かかる場合、補助金との関係から見て、売却され
た企業財産の一部を構成する補助金(補助金で調達した生産施設)が公正な市場価格に反
映されたか否かがポイントとなる。
しかし、企業財産の処分は必ずしも売却対象物を買取る相手に引き渡して現金のかたち
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で代価を回収するとは限らず、政府が新たに設立される株式会社に国有企業の財産を現物
投資するかたちで処分の居的を達することも可能であるD かかる場合、政府が現物出資し
た民営化企業の株主の地位を維持して引き続き経営参加することになる。かかる場合、政
府が原補助金で具体化された財産を含めた国有企業の財産の価値を一回で回収すること不
可能であり、民営化企業の株主に対する配当という形で漸次的に達成される。もちろん政
府は保有する株式会社(政府が現物出資した民営化企業)の株式を他の民間投資家に一括
して売却することも可能である。民営化と補助金との関係から見て、株式会社が設立され
るにあたって、現物出資された財産(補助金を具体化した生産施設)の公正な市場価格が
成立したか否かがポイントとなる D
4. 株式会社形態患有企業の民営化
(1) 公共体形態国有企業との区別
公共体形態国有企業と株式会社形態国有企業とは、政府の所有と経営支配下にある点で
は共通しているが、しかし、本質的な相違点は、企業の所有権の法的根拠が異なるところ
である。前者は公法によって所有権を維持するのに対して、後者の場合は政府も私法上の
株主であり、政府の行為も私法上の制約を受ける。株式の政府保有量から見て、 100%保有
か、あるいは保有株式の割合が民間の持分を圧倒していたかのいずれかである。つまり、
株式保有割合の優位を以って経営支配を維持していたことである。
株式会社形態国有企業の民営化は、株式会社を改めて組織する必要はなく、政府保有株
式を少なくとも民間投資家が企業の経営支配権を掌握できる割合まで売却するだけで達成
できる67。政府が保有株式を完全売却して完全撤退するかそれとも株式の一部を売却して
部分的に撤退するかのどちらかである。かかる場合、売却の対象とされたのは株式である
ためィ補助金で具体化された国有会社の財産に影響を与えることなく、原補助金が政府撤
退後の民営化企業に完全残留すると筆者は考えている D
なぜ株式会社形態を有する国有企業の政府保有株式の売却は、企業の財産の一部を構成
する補助金の民営化後の行方と無関係であると考えうるのかロ株式会社の財産と株式との
関係に着自して理論的に説明することを試みる。
67 遠山(1987)、277頁。
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(2) 株式会社の財産と株式との関係
株式会社の財産と株式との関係を解明するには、株式会社とは一体何なのかを説明する
必要がある。資本主義諸国においては、商法学だけではなく、経済学と経営学の言う株式
会社、株式など一連の概念定義は基本的に一致している。ここでは日本商法の諸概念、に基
づいて説明する。
(a) 株式会社の資本と株式
株式会社とは、社員(出資者あるいは株主)の地位(持分)が均等に細分された割合的
単位を示す株式の形式をとり、社員は、その株式の引受け価額を限度とする出資義務を負
うだけで、会社債権者に対しては直接責任を負わず(間接有限責任)、資本を中心とする
会社である680 明らかに、株式会社の本質を解明する上では二つの概念、が重要である。一
つは株式としづ概念、もう一つは資本としづ概念である。財産としづ概念は株式会社の定
義に現れてこない。
株式とは、細分化された均等な割合的単位の形をとる株式会社の社員(出資者)たる地
位である690 株式は、投資家が株式会社に出資したという地位(出資者あるいは株主であ
ること)を表明し、地位の強さ(配当分配藷求権、会社への経営参加権、残余財産分配請
求権)は会社全体の資本における出資比率で決まる。株式(株主権)を表章するのは、株
券としづ有価証券である70c 株式の譲渡とは、法律行為により株主たる地位を移転する行
為、すなわち株主の地位の売買であり、株主の地位の譲渡は株式の売買にほかならない710
投資家は株主としづ地位を会社に出資して取得したものであるため、株式の売却とは株
主の地位を譲る者が投下資本を売却の相手から回収することを意味する。かかる場合、株
式の譲渡者は過去の出資を会社ではなく譲渡相手から受取り、株式の売買は株式会社の財
産と全く無関係に会社の外で行われていることになる。
先にも見たとおり、投資家が株主権という地位を取得するために支払った資金が会社財
産の基盤を構成する。現物で出資した場合、現物そのものが会社の財産となる。しかし、
会社の財産は発行済み株式によって調達された資本の額を上回る(新規に設立された株式
68 加美 (1998)、27頁。竹内 (2001)、83真。岸田 (1994年)、 40頁。堀口 (1997)、
54頁。法律用語辞典 (1996年)、 492頁D
69 弥永 (2000)、40頁。加美 (1998)、27頁D 竹内 (2001)、83頁。前田 (2000)、74
真。
70 竹内 (2001)、204頁。
71 同上、 242真。加藤(1996)、217頁。坂田 (1999)、262頁。
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会社の場合、会社の自己資本と会社財産が一致する場合がありうる)。会社は一部の利潤
を内部に留保して設備投資を行い、また、会社が無代価で得た補助金のような資金と物資
も会社財産の増加、すなわち自己資本の充実をもたらすことになる。補助金を株式投資(株
式会社の発行する株式を引き受けて資金を会社に支払うこと)と比較して見ると、前者は
配当を求めない投資と言える。通常の場合、株主は必ず投資に対する返報を求めて株式を
保有する。
株式会社の資本(その実態が株式を翼う者が会社に支払った資金)とは、会社財産を会
社に確保させるための一定の計算上の金額をいう 720 資本は、法的に要求される計算上の
金額であって、会社が現実に保有する財産の一部を反映するだけである。会社財産は営業
の成績、物価の変動などによって変わるが、資本は新株の発行または資本減少など一定の
法定の手続によって変更しない限り、一定の額を維持している730 資本は実際の財産(金
と物)の一部を構成することは間違いないが、優れた法概念であり、会社の僕権者を保護
するために法的に要求された最低限の財産の額である740 補助金を資本の概念と比較して
検討すると、補助金は資本として計算されない財産を構成するD
株式会社形態富有企業も民間投資家が設立した株式会社と全く用じである。したがって、
政府保有株式を市場価格で売却しでも、民営化企業から補助金を政府に返却したことには
ならない、と考えることができるD
(b) 株式の公開売却と補助金との関係
株式会社形態固有企業の民営化を達成するために政府保有株式だけを公開売却する場
合、株式の売却価格は株式発行総額ではなく、市場によって決定されるはずで、かかる状
況においては、原補助金の額(価値)が売却される株式の市場価格に反映される可能性は
あり、原補助金が完全残留するとしづ議論は説得力を欠いていると指摘することが可能で
ある。
この指捕にどう答えるのか。まず単純化させた具体例を挙げて指摘の意味を確認する。
72 加美 (1998)、28頁。
73 向上。倉沢他 (1995)、40-41頁。
74 経済学のしづ資本としづ概念は、生産手段としての財貨(財産)集合一般を指し、工
場設備、機会のような耐久資本財(画定資本)と流動資本に分かれる。参照、体系経済学
( 1990)、346頁。また、財・サービスの生産に使用される設備や建造物という単純明快
な概念もある。参照、マンキュウ (2000)、639真。補助金は経済学のいう資本であるこ
とは間違いない。つまり企業の財産の一部である。
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伊jえば、政府が 100%出資して株式会社形態国有企業を設立したとする。株式発行して調
達した資本の総額は 700万ドル、つまり、政府は 700万ドルの資金を国有株式会社に支
払い、その代わりに「投資証明書j として発行額700万ドルの株式を保有したとする。一
株 500ドルだとすると、 14000株を政府が保有したことになる。その後、政府が当企業に
300万ドルの補助金(贈与)を交付したとする。このような国有企業の政府保有株式の売
却による民営化を想定する。
財産の消耗(減価償却)がなかったと想定すると、当国有企業の有する全財産を民営化
の時点で評価して、その市場価格が少なくとも 1000万ドルに相当すると考えられる。 1000
万ド、ルの財産の構成として、 700万ドノレが株式の発行による資本(株主である政府の投資)
で調達した土地、工場などの財産であり、 300万ドルが原補助金で、具体化した生産施設な
どの財産となる D 民営化の時点で、政府保有株式 (14000株)は 700万ドルの出資(株式
発行総額)を裏付けており、その価値は700万ドルに相当すると考えられる。
政府は過去の国有企業に交付した 300万ドルの補助金の回収を考意することなく、保有
する 700万ド、ルの株式を市場で、公開売却したとする。ところで、政府保有株式の売却によ
る民営化が資本市場に歓迎され、政府の経営支配下にあった悲惨な経営体質が固有企業の
民営化後一変し、また 300万ドルの補助金による生産施設も民営化企業の自己資本を充実
させるため、民間投資家が当民営化企業は必ず成長して株価が上がる75と評価した結果、
政府の予想を超えて 700万ドルの株式の市場価格が 1100万ドルにも達し、結局、政府は
300万ドノレの補助金を含めた 1000万ドルを 100万ドノレも上回る資金を回収したとする口
この例に即して上記の指摘を理解すると、 300万ド、ルの原補助金の価値が売却された株
式の市場価格 (700+300+ 100)に反映された76ため、民営化企業に残留するのではなく、
政府に返却されたことになるべ逆に、政府保有株式がちょうど 700万ドルかそれとも 700
75 株式の市場価格と会社の財産状況は一対ーの関係、ではない、つまり、自己資本の充実
によって株価が必ず上昇すると言えないが、ここでは株価の上昇と下慈を誘発する他の原
因(為替レート、預金金利、政治情勢など)が作動しなかったと想定する。
76 株式会社の株式を売買するとき、株価に会社の財産の価値が反映されることと、本論
分の核心的論点となる補助金の返却は完全異なる概念である。ここでいう補助金の返却と
は、企業が補助金を有するとしづ財務状況の消滅、つまり 資本コストを支払わずに運用
できる資本が会社内部から消滅することを意味する。
77 さらに進めて考えて見ると、民営化後民営化企業にさらに 100万ド、ルの補助金が交付
されて、政府保有株式を買収した民間投資家がその株式を 1200万ド、ルの市場価格で、他の
投資家に売却したとすると、あとから交付された補助金もまた株式譲渡者に返却されたこ
とになるのだろうか。株式の売買によって補助金が返却されるなら、資本市場に上場して
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万ドル以下の価格で売却された場合、上記の指摘によれば、原補助金が政府に返却されな
かった(民営化企業に残留)と理解されよう口
問題は政府の回収した 1100万ドノレの資金を誰が支払ったかということである。このケ
ースの場合、 1100万ドルの資金を政府に支払ったのはいうまでもなく新しい民間投資家
である。つまり、政府は補助金に棺当する 300万ドノレの資金を民間投資家から回収した。
しかし、株式売却によって企業所有者(株主)から完全独立した存在である民営化企業の
財務構成には何の変化も生じていないことに注意を払う必要がある。民営化企業は新しい
株主の支配下に営業活動を展開する際、 300万ドルの補助金による生産施設を利用して、
依然としてそのコストを払わずに操業を継続する。新しい民間株主が補助金を考慮、に入れ
て政府の手から株式を高価で購入したのは、補助金で具体化した生産施設の民営化企業に
よる使用のコストに影響を及ぼさなし1からである。もちろん、政府保有株式が 700万ドル
以下の市場価格で売却された場合においても原補助金が民営化企業に残留する、という結
果はありうる。
本論文で意識している「返却Jとしづ概念、の重みは、民営化企業内の f非残留jに置か
れており、民営化企業が補助金を具体化した生産施設の代価及び資本コストを払わずにい
る状況が消滅する点に着目している。つまり、かかる場合、民営化企業が返却したか否か
が重要である780 政府が「回収Jしたか否かを意識して f返却j を考える場合、上記の指
摘は本論文のキ一概念である「返却jの意味を更に精確化する上で大変貴重な啓発であっ
たことが認められる。
株式会社形態国有企業の民営化の場合も補助金が政府に返却されるシナリオはないわ
けではない。それは、上記の例に郎して言えば、 300万ドノレの補助金で調達された生産施
設をもとに新株を発行した上で、その新株を民間投資家に売却することによって可能とな
る。つまり、国有企業にすでに存在していた財産の資本的性格を新しい投資者に認めても
らうことで、新しい株主の支払った資金によって政府が補助金を回収したことになる。か
かる場合、民営化企業は 300万ドルの生産施設を、資本コストを払わずに操業することは
不可能となる。なぜなら、民営化企業は新株主に、補助金で具体化された財産に裏付けら
いる公開株式会社に交付される補助金は毎日株式を譲渡する株主に返却されていくことに
なる。
78 株式会社国有企業の政府保有株式の売却による民営化のケースにおいて、会社所有者
(株主)と会社自体(法人)を分離して考え、原補助金を(株主ではなく)会社が自ら返
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れる資本のコスト(配当)を支払う義務を負うことになるからである790
民営化の内容から見て以上のような複雑な様子を呈するため、民営化と補助金との関係
を処理する際、具体的事件における民営化の内容に基づいて、ケースパイケースの分析を
することが賢明な方法と思われる。本章の目的はあくまでも民営化に対する基本的認識を
提示することにとどまり、民営化の補助金に与える影響に関する評価と分析を、判例研究
の中で問題となる民営化の具体的内容に即して展開する。
しかし、民営化の内容に関する以上の分析に基づいて、民営化と補助金との関係を考察
する上で参考となる基本的ガイドラインを提示することは可能である。第 1に、民営化さ
れる国有企業の経営形態、を認識すること、つまり、公共体形態固有企業と株式会社形態国
有企業とを区別すること。第 2に、公共体形態国有企業の民営化も固有企業の財産の直接
売却(財産による現物出資)の場合もあれば、国有企業を株式会社化した上で、株式の公
開売却を通して達成される場合もあること。第3に、株式会社形態国有企業は政府の保有
する株式を売却するだけで達成できること、この場合、株式の売却は株式会社の財産の一
部を構成する補助金と無関係であると考えられる。つまり、同じ株式の売却で、あっても、
公共体形態国有企業の民営化と、そもそも株式会社形態国有企業の民営化の場合における
政府保有株式の売却の果たす役部を区別することである。前者が補助金の返却効果を有す
るのに対して、後者の場合は、原補助金の返却効果を有せず、完全残留論的結果が得られ
ることになる。
5. 民営化企業
民営化企業を、民営化という改造過程を経た国有企業の財産を吸収した民間企業と理解
することはできるが、民営化企業の実体を把握する上で民営化の内容に即して考察したほ
うが便利である。
公共体形態国有企業の民営化のケースで、国有企業の所有する全財産を基盤に株式の発
行と公開売却が行われて民営化が達成された場合、株式売却後の企業が民営化企業となる。
かかる場合、補助金で具体化されたものを含む国有企業の財産は物理的に民営化企業に吸
収されるが、補助金の行方を評価するにあたって、民間投資家が補助金で具体化された国
却しなければならないという主張は綿密さを欠けているが、誤っているものではないD
79 ここの例で言うと具体的に、民営化企業は 14000株に配当を支払う義務を負うだけで
はなく、改めて発行された株式6000株に対しでも配当を支払わなければならない。
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有企業の全財産の市場価値を支払ったかどうかが重要なポイントとなろう。
公共体形態国有企業の財産の全部あるいは一部を売却する場合には、国有企業の財産を
吸収した企業が民営化企業となる。つまり、国有企業の財産を買収した民間企業か、また
は共同出資によって設立された合弁企業かのいずれかである。かかる場合も補助金の構成
する国有企業の財産に対する正確な市場評価が行われたか否かがポイントとなる。
株式会社形態国有企業の民営化の場合、政府が保有する株式(発効済株式の 50%以上)
を民間投資家に売却することによって民営化が実現されるが、民営化企業となるのは、政
府が株式を売却した後の企業となる。つまり、民間投資家の所有権と営業支配権が確立さ
れた企業のことである。企業自体は所有者と完全独立した存在であるため、民営化前後の
企業は実質的に同じであると考えられる。民営化の結果、民営化企業の法的形態が必ず会
社法上の株式会社になることは、民営化取引の内容と関係なく成立する結論である。
6. 民営化の達成方法
ECの完全返却論の法的論拠及び補助金残留論に対する批判は、民営化が独立当事者間
取引によって達成されたとしづ客観的証拠に立脚しているc 株式の売却にせよ、財産の売
却にせよ、売買取引が利害的に無関係な主体同士(一方が国有企業の財産と株式を売却す
る政府、他方が利潤を追求する民間企業)の間で行われ、取引に関する意思表示、情報開
示等に寝庇がなく、売却対象となる国有企業の財産と政府保有株式の公正な市場価格を民
営化企業の所有者が支払ったとしづ事実は、補助金返却の条件とされている。民営化が、
株式会社組織を有する国有企業の株式の売却である場合、取引の内容そのものが補助金の
行方と無関係であるとしづ理論が確立されるため、民営化が独立当事者間取引で達成され
たかどうを議論することは無意味であると言えよう。
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第2章補助金残留論の変遷と形成
前章第 1節で明らかにされた問題を以下の 2点に要約することができる。まず、戦後の
製造業分野の公企業政策をめぐる欧米関の食い違いは、補助金政策の国際的協調の国難、
及び補助金・相殺関税の国際的規律に関する欧米関の対立を激化させた深層原因で、あった
こと。次に、製造業の領域における欧米関の補助金摩擦も、国家の介入(国有化と補助金
交付)が最も深刻で、あった鉄鋼産業において格段と激しかったことである。ちなみに、戦
後、農産品の補助金をめぐる貿易紛争の中でも飲米関の対立は一番激しかった10
以上の 2点に鑑みれば、民営化企業に賦課する相殺関税をめぐる補助金紛争も、まず欧
米関で発生することはもはや不思議ではない。商務省の補助金残留論も、主に欧州諸国の
民営化企業を調査対象とする相殺関税案件の中で形成されるのも極自然なことで、あった。
本章では、商務省が初めて民営化と交錯する相殺関税問題に遭遇した最初の事件から、
民営化問題に対芯する商務省の基本的理論と方針が定着するまでの経過を追跡し、商務省
の提示した補助金残留論の原型と論拠を考察する。第 1節では、国有企業の民営化問題に
対する商務省の初期の対応を、第2節では、商務省の民営化対策の核心となる部分残留論
の主旨とその根授を、それぞれ考察する。
第1節 完全返却論と完全残留論
1.メキシコ石灰産品相殺関税事件
商務省が固有企業の民営化と交錯する相殺関税問題(privatization-relatedissues)に初
めて直面したのは、 1989年、メキシコ石灰産品に相殺関税を賦課していた商務省の決定に
関して、メキシコ政府から見直しの要請を受けたときであったに当時、商務省はどのよう
1 戦後の農産品貿易の混乱と補助金紛争について、以下を参照。外務省経済局 (1996)、
102田 108頁。 Breen(1993)， p.133・160.2002年 5月 13自、アメリカのブッシュ大統領
は国会で可決された新しい農業法案に署名したため、 1996年の『農業告白法Jは大きく修
正されたD 新しい農業法案のもとで、今後の6年間、小麦、大豆、落花生、牛乳、蜂蜜、
蓄産品、果物、野菜などの農産品に 1900億ドルの財政支援を行うことは定められている。
これを受けて欧米を中心とした農業分野の補助金紛争も先鋭化してきている。参照、『人民
日報~ 5丹 18日。
2 民営化企業に対する相殺関税の法的問題に関する先行研究もメキシコ石灰産品相殺関
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な立場で問題解決に臨んだのか。民営化企業に賦課する相殺関税の先例として注目すべき
であるに
(1) Sonocalの民営化
Sonocalは石灰産品を生産するメキシコの国有企業 (parastatal)であったo 1983年か
ら着手し始めた国有企業の経営合理化を図る包括的な民営化計画の一環として、 1986年、
メキシコ政府は、 Sonocalを民間会社 Bomintzhaに売却した。 Bomintzhaは、 Sonocal
の 1000/0の株式及び全財産を実収すると同特に、 Sonocalの抱える銀行債務(メキシコ政
府が引き受けた)を除く全ての債務を引き受けた。
民営化の経過として、メキシコ政府は、固有企業の売却業務4を金融機関に委託し、
Sonocalの売却を行うために、全国的範囲で入札者の公開募集を実施したが、複数の入札
者の中から、 Bomintzhaの入札がメキシコ政府の承認を得た。
民営化以前の 1984年 1月、蔚務省は Sonocalを対象に相殺関税調査を行い、メキシコ
政府が Sonocalに補助金を交付したと決定して、 Sonocalの対米輸出石灰産品に 55.890/0
の相殺関税を賦課していた50
1986年、 Sonocalの民営化のあと、メキシコ政府は商務省に対して、相殺関税決定後の
事情の変化(民営化の達成)を理由に、 1984年の相殺関税決定を見直して Sonocalに賦
課していた高額な相殺関税を撤廃することを要求した。具体的にメキシコ政府は、
Bomintzhによる Sonocalの買収取引(民営化)は独立当事者間取引で行われたか否か，民
営化が独立当事者間取引で行われたのであれば、それはおomintzhに対する相殺関税を撤
回することを要求する正当な理由になれるかどうかについて検討することを要請したえ本
件は、この見直し要請と商務省の見直し決定をめぐるものである。
(2) 商務省の対応
メキシコ政府の行った相殺関税決定の見直し要請を受けたあと、商務省は見直しを行う
税事件は当問題が表面化した最初の事例と見ている。参照、 Cornell(l999)，p.1312 ; 
Rushford(1994)， p.493. 
も LimeFrom Mexico (1989). 
4 金融機関の委託された主な業務は企業売却の準備となる財産評価、売却のための広告活
動の展開、入札受付の日程の策定、売却の条件の確定などである。 LimeFrom MexIco 
ο989ノ，'pp.17 53-17 54. 
も LimeFrom Mexico (1984). 
も LimeFrom Mexico (1989)， p.1755. 
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にあたって Sonocalの民営化を次のように分析した70
(a) 民営化の達成方法
商務省は、 Sonocalの寅収契約と実際の取引内容を調査して、 Sonocalの所有権が完全
に政府の手から民間企業 Bomintzhaに移転し、国有企業としての Sonocalは事実上消滅
したことを確認したえ
Sonocalの民営化の内容を検討すると同時に、酪務省が重視したのは民営化の達成方法
で、あった。 Sonocalの売却にあたって、開放的、競争的入札 (open，competitive bidding 
process)が行われたことは、実収者が売却対象の市場価格を支払ったことを裏付ける重要
な証拠になると考えて、商務省は、 Bomintzhaが落札したことはかかるプロセスを反映す
るものと認めたえ
(b) 民営化と原被助金
商務省は、 Sonocalの補助金が Bomintzhaに残留したか否かを検討する際、次のよう
なアプローチを採用した10。つまり、国有企業のために支払われた価格が(被売却)企業
の市場価格を反映している限り、企業に交付された相殺可能な(補助金)利益が完全に買
収価格に反映され、かかる利益は寅収者(民営化企業)に残留しないと合理的に推定でき
る(強調は筆者)としづ受益者利益説11的な考え方に依拠したD
以上のアプローチを示した上で、商務省は、 1984年の Sonocalを対象とする相殺関税
決定において原補助金の存在を立証したことを確認12しながら、民営化によって原補助金
7 Ibid.， p.1756. 
8 Ibid. 
9 Ibid. 
10 Ibid. 
11 受益者利益説について、序章で簡単に触れたが、ここで詳しく説明する必要がある。
序章で述べたとおり、補助金の性格と国際貿易に与える補助金の影響をめぐってアメリカ
とEC、日本などの問で激しく対立してきたため、法概念としての補助金について統一的
な定義を与えることはかなり国難で、あった。具体的には「受益者利益説Jと[財政負担説J
の対立で、あった。財政負担説は、補助金の源となる政府の提供する「資金活で、の貢献Jに
よって政府が財政損失を蒙る場合に限って、補助金が存在すると考える。これに対して、
受益者利益説は、補助金の存否は政府の財政損失の有無と関係なく、政府の行為によって
企業が市場条件を超える利益を得ているのであれば、補助金が存在すると主張するロ本件
の場合、 Sonocalが民営化される時点で補助金によって具体化された財産を有していたこ
とをメキシコ政府も承認しているが、しかし、 BomintzhaはSonocalの市場価格を支払っ
て寅収したため、市場条件以上の利益を得ていることはなく、原補助金が政府に返却され
たとアメリカが一貫して主張してきた受益者利益説を援用したわけである。
12 Sonocalの原補助金は主に、 1982年からメキシコ政府の提供した出資(商務省は 1982
年から Sonocalを投資価値のない (unequityworthy)企業と認定した)、国有石油会社
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がBOlnintzhaに残留したか否かについて認定を行うために、 BomintzhaがSonocalの市
場価格を支払ったか否かの問題を重点的に分析した。
第1に、 Sonocalの純価値に影響する要素について、次のように分析した130まず、 1982
年から 1986年にかけて政府が交付した補助金は Sonocalの価値を高める効果を有する。
次に、 Sonocalの銀行債務を政府が引き受けたことも売却時の Sonocalの純価値を高める
効果を有する。最後に、民営化の時点で残っていた未払いの債務は Sonocalの純価値を減
少させる。さらに、原補助金と企業の純価値との関係について、商務省は、 Sonocalの受
けた過去の補助金は売却時の国有企業の純価値に反映されると考えて、民営化の取引交渉
に参加する有望な寅収者は企業の純価値を考慮に入れて、企業の市場価格を評価し、企業
の買収価格を提示すると認定した14。
第 2に、 Sonocalの市場価格の評価基準について、商務省は、市場が提示した価格で決
定されるのは当然であるが、評価の出発点は、 Sonocalの財産から債務を差し引し1た企業
の純価値であると明示した150
第 3に、 Sonocalの市場価格について、商務省は、市場価格の最も重要な尺度は企業の
純価値、あるいは純財産のような客観的な評価指標であるが、これらに限られる必要はな
く、複数の要素が企業の市場価格に影響を及ぼしうると認めた160 具体的に、商務省は、
企業の純価値以外の売却価格に対する影響要素として、数量化できるものもあれば、数量
化するには密難なものもあることを認めて、売却の置かれる外部環境としてインフレ、景
気後退、銀行利率の変動を挙げた。
結論的に、商務省は、 Sonocalの市場価格に影響する各要素17が Sonocalの市場価格を
評価する交渉の中で充分に考慮、されたことを認めて、 Bomintzhaの支払った価格は
Sonocalの市場価格を反映するものであり、 Sonocalの補助金はBomintzhaに残留してい
ないと判断した180 つまり、メキシコ政府の要求した完全返却論を認めたのである。
Pemexに支払うべき燃料費の滞納(無利息貸付とみなされた)、と他の優遇された貸付な
どであった。 LimeFromMexico(1989)， p.1756. 
13 Ibid. 
14 Ibid. 
15 Ibid. 
16 Ibid. 
17 Ibid.例えば、メキシコ政府が民間投資家に要求した雇用維持と設備投資義務など不利
な条件、製品の売れ行き、 Sonocalの深刻な財務状況、生産施設の技術的装備水準、民営
化後のリスクなどである。
18 Ibid.， p..17S7. 
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(3) 商務省の対応の検討
商務省の見直し決定は単純明快なものであった。本件は最終見直し決定を行う必要もな
く解決された。商務省は国有企業の補助金が民営化企業に残留することなく、売却者であ
る政府側に返却されたと明確に示し、その根拠を、民営化取引が企業の市場価格を反映し
たことに求めた。売価される国有企業の市場価格を決定する核心的な要素は企業の有する
財産であると勢l夫に判断した。注目するべき論点は、補助金は企業財産に含まれ、企業の
市場価格の評価対象に含まれると認定したことである。
商務省は市場価格を確保する民営化取引の方法として、メキシコ政府の主張した独立当
事者間取引を認めただけではなく、見宜し決定を行う上で民営化の市場価格を決定する重
要な証拠として位置付けた。
しかし、商務省は法的議論をほとんど展開しなかった。なぜ企業が市場価格で売却され
た場合に、質収者側に補助金が残留しないと言えるのかにつき法的説明を避けた。補助金
の定義について一貫して受益者利益説を主張する商務省が民間企業は固有企業の市場価格
を支払った上で買収したという点を強調したことから、商務省は法概念、としての補助金の
意味する利益(市場条件を超えたもの)を民営化企業が得なかったと考えていた、と合理
的に推察することができる。つまり、商務省は補助金の存在を受益者利益説に基づいて判
断したのである。
結果として、民営化企業 Bomintzhは、 Sonocalに賦課されていた 55.89%の高い相殺
関税から逃れたD 明らかに、商務省は国有企業の民営化問題に対応する際、最初から民営
化事実を無視して、補助金残留論を適用したわけで、はなかった。むしろ民営化の内容(本
件では、企業全財産と株式の完全売却)を意識し、補助金を企業の純価値を構成する財産
の一部と位置付けたうえで、企業の市場価格を買収者が支払ったことを強調して、完全返
却論の要求を満足した。
2 スウェーデン鉄鋼産品相殺関税事件
(1) SSBAの民営化
メキシコ石灰産品相殺関税事件の後、商務省が処理した類似の問題はスウェーデン鉄鏑
産品相殺関税事件(以下、スウェーデン鉄鋼事件)で、あった190
19 Carbon Steel froin Sweden (1991) 
53 
1987年、スウェーデ、ン政府は保有していた鉄鋼会社 SSABの株式の 3分の lを売却し
たD 民営化の内容として、本件のメキシコ石灰事件と異なる点は、企業財産の完全売却で
はなく、株式会社形態国有企業の政府保有株式の一部売却であった。 1985年、商務省は
SSABを対象に相殺関税調査を行い、補助金の存在を決定して相殺関税を賦課していた200
本件も SSABの原補助金に関する棺殺関税決定の見直しをめぐるものであった。
(2) 主要な争点
(a) 株式の売却と原補助金の関係
1985年の SSBAに相殺関税を賦課する商務省決定の見直しに反対するアメリカの国内
鉄鏑企業は、政府保有株式(株式所有権の変動 changein ownership of the shares)の民
間投資家への部分的譲渡は、 SSBAの財務状況にし1かなる影響も与えることはないとした
うえで、 SSBAの株式の売却は原矯助金から発生する競争優位(利益)を減少させるもの
ではなく、株式の売却は相殺関税決定を見直す理由にはならないと主張した210
国内鉄鋼企業は、企業による補助金の返却と政府保有株式の売却を区別することを強調
した上で、さらに、企業が自らの財産で以って政府に補助金の払戻しをしない限り、補助
金の返却は認められないと補足した22(強調は筆者入国内企業のかかる主張は完全残留論
を反映するものであるが、注意すべき点は本件の事実関係〈株式の民間投資家への譲渡)
に限定された範囲での主張なのかどうかである。この点は、後の部分残留論の根拠を検討
する上で重要な争点となる。
SSBAは国内鉄鋼企業に対して反論を試みたが、有力な議論を展開できなかった230
商務省は、政府保有株式の民間投資家への売却が国有企業に交付された原補助金に与え
うる影響について改めて検討した上で、国内企業の主張をほぼそのまま受入れて SSBAに
対する棺殺関税の見直し仮決定を取消した240 政府保有株式の売却は、株式被売却国有企
之、 CarbonSteeJ from Sweden (1985). 
21 苛CarbonSteeJ from Sweden白991)，p.47185.アメリカ園内企業は民営化の内容に即し
て完全残留論を展開しているが、なぜ政府保有株式を売却することは企業の財務状況及び
補助金に影響を与えないのかについて詳細な論拠を提示しなかった。
22 Carbon SteeJ企omSweden白991)，p.47185.国内企業はさらに、原補助金は政府が株
式を保有していたときに相殺可能で、あったのに、なぜ政府が株式を売却してから相殺不可
能になるのかについて商務省が明白に説明していないと追及した。同上、 47185頁。
誌 CarbonSteeJ from Sweden (1991/ p.4718も.
主 Ibi込 CarhonSteeJ from Sweden (1991)の思決定立 PreliminaryDetermina tion : 
Ga1!bon SteeJ.合omSweden白991ノである。興味深いことは、当仮決定において、商務省
はSSABの見直し要求を受け入れて、株式の売却による部づ云的民営化の結果、スウェーデ
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業の原補助金にいかなる影響も与えることはないと判断して、 SSBAの要求した相殺関税
率を切り下げる要求を拒否した250
(b) 商務省の対応の検討
以上のとおり、商務省の対応方法の変化を分析する際、注意すべき点は、メキシコ石灰
事件とスウェーデン鉄鎖産品相殺関税事件で、問題となる民営化の内容が異なる点である。
メキシコ石灰事件は会社全財産の売却あった。しかし、スウェーデ、ン鉄鋼事件は株式形態
国有企業の政府保有株式の部分的売却であり、会社財産の売却ではない。商務省は完全残
留論で対応したことは補助金と民営化の関係を正確に認識したと評価する余地は残る。先
行研究が、商務省、の対応方法として、完全残留論が適用されたことは完全返却論を逆転さ
せた、と結論づけたことは軽率であった260
本件でも、民営化企業に原補助金が残留すると判断した法的根拠については議論が行わ
れなかった。もう一つ、本件のメキシコ石灰事件と異なる点は、民営化の方法の議論が展
開されなかったことである。民営化の内容が原補助金の行方と無関係であると主張された
ため、民営化方法の議論まで、進む必要はなかったと考えられよれ本件で、商務省は仮決
定の時点で補助金返却論を展開した直後に、完全残留論へと方向の急転換を迫られたこと
は、高務省としても民営化と絡む補助金・相殺関税問題を解決する上で、事前に準備した
方針が全くなかったことをさらに裏付けている。
以上のメキシコ石灰事件とスウェーデン鉄鋼事件との検討を経て、商務省の民営化問題
への初期の対応として、民営化の内容・方法及び相殺関税の法的要件について、十分な議
論が展開されなかったとはいえ、基本的に民営化の内容・方法を意識して、適正に対処し
ていたのではないかと筆者は考える D ところで、 1992年になると、商務省の対応方針が急
変することになる凸
3.無差別完全残留論:1992年と 1993年初の動向
1992年になると、商務省が、それまでの民営化の達成を理由に民営化企業など利害関係
者が行う相殺関税決定の見直し要誇に応じて民営化企業に賦課する相殺関税の問題に臨む、
ン政府の保有する SSBA株式の 3分の Eの減少(売却)によって SSABの受けた補助金も
3分の Iの割合で返却されたと決定していた。
25 Carbon SteeJ企omSweden (1991ノ1，p.41548. 
26 Rushfo~d (.194)， p.49'4 ; Cornell (1999)， p.1317.先行研究は商務省の見直し決定の結
果だけを見て、民営化の内容と補劫金との関係について深く考えなかったと疑われる。
56 
という消極的なパターンから一変して、商務省は国内鉄鋼業界の相殺関税調査の要請を受
けて民営化企業を対象とする相殺関税調査に積極的に乗り出すようになる。
1992年、商務省は民営化企業の相殺関税調査を大幅に増強し、民営化と絡む相殺関税事
件は急増した270 1992年に開始された民営化企業を対象とする相殺関税調査はお件に上
り、二つの段階に分かれて実施された。
1992年9月、 3件の相殺関税調査の仮決定が出された。この 3件の相殺関税調査の最終
決定が 1993年 1月に発表された280アメリカの民営化企業に対する態度が急変したのは、
この 3件の最終決定のときであった。
3件の棺殺関税決定において、商務省は民営化の客観的内容(補助金で具体化された生産
施設を含む企業財産の売却か、それとも生産施設と無関係の可能性の高い株式の売却なの
か)を分析せずに完全残留論を展開した。したがって、本論文で商務省のこの対応方法を無
差別完全残留論と名づける。
無差別とは民営化の内容がどんなものであろうと関係なく補助金が完全に民営化企業に
残留すると考える立場を意味する。つまり、閉じ完全残留論的な結果が得られているとは
いえ、スウェーデン鉄鋼事件から見ると異質なものである。
1993年 1月発表された民営化企業に相殺関税を賦課する商務省決定の中で、 l件がイギ
リスの民営化企業(特殊鋼生産企業UES)を調査対象とする相殺関税決定で、あった29。以
下、この相殺関税決定30を取り上げて、無差別完全残留論の実態を考察する口
1992年の 12月、他の 12件の民営化問題と絡む相殺関税仮決定も発表された。これら
の仮決定において醸成されていた部分残留論は、 1993年の 7月に発表される相殺関税決
定において正式に披露されることになる。これらについて第 2節で詳しく論じる。
27 1992年には民営化企業に相殺関税を賦課する商務省の最終決定が発表されなかった。
15件の相殺関税調査の仮決定が発表されただけである。
立も Carhon Steel From The United Kingdom (1993); Carbon Steel From France (1993) 二
Carbon Steel From Germany (1993) 
29 GATT. WTOの紛争解決の場で2回も取り上げられたのはイギリスの民営化企業に祁
殺関税を賦課する商務省の決定で、あった。第4章で論じる 1994年特殊鋼相殺関税事件は
この CarbonSteel From， The United Kingdom (1993)のGATT通注性 U引も年犠執金協
定、色めて1を等っTこものであったも CarbonSteel From The United Kingdom (1993)に
対する行政見直し (1995年、 1996年、 1997年)の SCM協定適合性を争ったのは 1999
年特殊鏑棺殺関税事件で、あった。
明 Carhon Steel From‘The United Kingdom (1993)， p.もうLもも.
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(1) BSCの民営化
(A) 民営化の内容
本件で棺殺関税調査の対象とされたのは特殊鋼を生産するイギリスの民営化企業 UES
で、あった310 商務省の設定した相殺関税調査期間は暦年 1991年で、あった。
1986年、イギリス国有鉄鋼企業BSCと、民間企業 GKNは、それぞれ50%出資する形
で、合弁企業UESを設立した32。出資は主に生産施設(製鉄所と圧延設備)、売掛勘定、
現金等の投下によって行われた330 BSCは、特殊鋼の生産施設で、現物出資し、 GKNが、
製鉄所と海外営業を、それぞれ合弁会社UESに投入したのである340 1988年、 BSCが民
営化されて、社名をBritishStel plc (BS plc)に変更したD 本件で、 BSCの1988年の民
営化は問題にされなかった。
(B) 主要争点
(a)アメリカの国内企業の主張
アメリカの国内企業は次のように主張した350 ①民営化によって会社の形式と所有者が
変更されただけでは原補助金が返却されることはない口②補助金はそれを受けた会社の全
般的な経営活動に配分される。③BSCの特殊鋼生産施設のUESへの売却は、性格的にBSC
の事業再編(restructuring)にすぎず、 BSCの補助金はUESの産品に残留している。④特
殊鋼生産施設の売買は関連会社間士の関で行われたものである。⑤この事件とスウェーデ
ン鉄鋼事件は、単なる株式所有の転換という面で同じであるため民営化前後の BSCの財
務状況には変化が認められない。
以上のとおり、国内企業は、 BSCの特殊鏑生産施設のUESへの売却を、内容と方法の
両方から挑戦している。民営化の方法について財産の利害関係者間の移転にすぎないと見
て、民営化の有する独立当事者間取引的性格を否定することによって、 UESの投資家が取
引対象物の市場価格を支払わなかったことを主張している。国内企業は、独立当事者間取
引であれば、取引対象物の市場価格を反映することを否定していなし 10
民営化取引の内容について、アメリカの園内企業は財産の売却(現物出資)であること
を否定し、単なる株式の交換と見ている。第 1章で筆者が提示した民営化の内容と補助金
31 Carbon SteeJ From The日11・tedJUngdom (1993)， p. 6238-6239. 
32 Ibid. 
33 Ibid. 
34 Ibid. 
35 Ibid. 
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との関係、の理論によれば、そもそも、株式会社形態を有する政府保有株式の売却は補助金
の行方と無関係であるという議論が可能なため、本件でも、アメリカ国内企業の主張する
民営化の内容が政府保有株式の売却に過ぎないという主張が成立するなら、民営化が独立
当事者間取引の方法によって達成されたことを否定する議論は不要である。民営化の方法
の議論は、民営化の内容が補助金で具体化された企業財産の売買においてのみ意義を有す
るため、アメリカの国内企業もこの問題について混乱していたといえよう。
(b) 民営化企業 (UES)の主張
アメリカの国内企業の主張に対して民営化企業は次のように反論した36。
①企業財産(生産施設)の所有権が独立当事者間取引によって、国有企業の手から民間
企業の手へ、市場価格を反映する形で移転した場合、新しい所有者がかかる資産を利用し
て生産した産品に、国有企業が受けた過去の補助金が残留することはない。②BSCのUES
に対する生産施設の売却は完全無関係な第三者への売却とみなされるべきであり、UESは
BSCの補助金から利益を得ているとは考えられない。③企業の受けた補助金を企業の生産
した全ての産品に配分することには問題がある。
民営化企業は、民営化の内容は財産の売却であり、民営化の達成方法は独立当事者間取
引で、あったと、それぞれ主張し、 Sonocal事件とほぼ同様な議論を繰り返した。しかし、
補助金存否に関する法的議論を直接的には展開しなかった口
(c) 商務省の対応
本件は商務省にとって、 1991年のスウェーデン鉄鋼事件以降、直面した初めての民営化
と絡む相殺関税案件であったため、その対応が注告されたc 商務省は以下の主要根拠を挙
げて問題解決に臨んだ370
第 1に、国有企業が所有する営業(business)と生産施設(productiveunit)の売却は、原補
助金の行方にし、かなる影響も与えない(強調は筆者)。
第2に、補助金が特定の生産施設に与えた影響を検討する必要がなければ、補助金の利
益水準を被調査企業に生じた変更と結びつけて考慮、する必要もない。
第3に、原補助金は、合弁会社に出資された(売却)生産施設を含む会社全体の資本運
用(五nanceoperation)及び投資 (investment)に充てられたと推定的に考えられ、会社
がその生産施設を処分した際、これらの生産施設は補助金利益の一部を新しい所有者(民
36 Ibid.， pp. 6239・6240.
37 Ibid. pp. 6240・6241.
5B‘ 
営化企業)に持ち込むこととなり、 BSCの補助金の一部は、特殊鋼生産施設の売却に伴っ
てUESに残留している。
以上の論拠をメキシコ石灰事件と比較すると、商務省の立場は根本的に変化したことは
明らかである口商務省は BSCの特殊鋼生産施設の現物出資による民営化の内容と方法の
いずれについても検討していない。民営化の内容は生産施設の売却であることは認めるも
のの、原補助金に与える影響を徹底的に否定している。ここで商務省は結論的に完全残留
論的議論を展開しているが、スウェーデン鉄鋼事件の株式の売却を根拠とした完全残留論
と比較すれば、かなり異質なものであることは一白瞭然である。
議務省は、このような立場の急変の理由について、補助金を受けた企業が補助金を他の
企業に移し穏す相殺関税迂回謀略を防止するためであると説明した380 しかし、これは相
殺関税を賦課する実際の動機を表明しただけであり、相殺関税の根拠としては説得力を欠
いている。
商務省の対応は、結果的に、国内鉄鋼企業が要求する完全残留論を満足させることにな
るが、しかし、国内鉄鏑企業が主張するような民営化方法の独立当事者間取引的性格の欠
如、あるいは民営化内容の単なる株式の交換といった理由を認めて完全残留論的結論を得
たのではなく、むしろ、民営化企業の主張する UESの独立的法人格を承認しながら、他
の根拠を取り上げて完全残留論的結論に至った。
商務省は極端にし1かなる所有権変動 (anytransfer of ownership) も、原補助金から生
じる利益と無関係であり、補助金の返却が認められる唯一の選択肢 (event)は、補助金
被交付企業が商務省の方法に従い、原補助金の残額を改めて政府に返却することであると
述べていた390
以上の民営化と交錯する商務省の相殺関税決定の特徴を次のように要約することができ
る。つまり、 BSCの特殊鋼生産施設による現物出資の問題を処理した本件は、民営化内容
の特殊性、及び民営化方法の独立当事者間取引的性格を分析した上で、完全残留論と完全
返却論を区別的、選択的に適用していた最初の立場から、民営化の内容と方法を一切無視
した無差別完全残留論へとシフトしたのである。
38 Ibid. p. 6341. 
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第2節部分残留論
1.部分残留論の導入
先に見たとおり、 1993年 1月に発表された特殊鋼産品に対する 3件の相殺関税決定に
おいて、商務省は無差別完全残留論を適用していた400 しかし、商務省は、民営化の内容
を無視する無差別完全残留論を、少なくとも形式的には修正せずに適用してし1く意思はな
かった。
民営化企業に賦課する相殺関税の問題が表面化して以来、最初の段階では民営化の内容
を分析した完全返却論と完全残留論とを選択的に適用していたにもかかわらず、後にまた
民営化の内容と方法とを完全に無視する無差別完全残留論に急激に切り替えるなど、矛盾
と混乱に満ちた対応策で民営化問題に臨んできた商務省としては、対応策の安定化を図る
だけではなく、法的根拠も提示しなければならなかった。
1992年 12月、商務省は上記3件の特殊鋼産品を対象とする相殺関税調査と同時に、他
に 12件の鉄鋼産品の相殺関税調査を開始していた。これらの相殺関税調査の最終決定は
1993年の前半において準備され、伺年の 7月に発表された410 1992年の 12月から 1993
年の 7月にかけては、商務省にとって、国有企業の民営化及び民営化企業の相殺関税問題
への対応策を改めて模索する時期でもあった。 12件の鉄鍋産品の相殺関税調査は、いずれ
も複雑な民営化及び企業の事業再編問題と絡んでいた。つまり、補助金の民営化企業内の
残留問題は共通問題 (GeneralIssues)のーっとなっていた420
40 商務省はBSCに交付された原補助金の行方を検討する際、 BSCのUESへの生産施設
の市場価格による売却を考慮、したとすれば、メキシコ事件と同様な結論を得たはずである。
民営化取引の実情から見て、メキシコ事件のほうがやや複雑であることを否めないが、基
本的に企業の財産売却である点で本件の民営化の事実と変らなかったからである。
41 12件の相殺関税決定は以下のとおりである。 SteelProducts T子omA ustria (1993); 
Steel Products From Belgium (1993) 二 SteelProducts from Brazil (1993) ; Steel 
Products From Franc (1993) ; SteeJ Products from Germany (1993) ; SteeJ Products 
From Italy (1993)二SteelProducts From Korea(1993); Steel Products from Mexico 
(1993) ; SteeI Products from New Zealand (1991) ; Steel Products from Sweden 
(1993) ; Steel Products From Spain (1993) ; Steel Products from the United Kingdom 
(1993). 
42 General IsstJ.es Appendixに取り上げられた共通問題は民営化だけで、はなかった。他
に、 AllocationIssues， Denominator Issues" Equity lssues， Pre;pension Program Issues 
も格豆有されている。参事号、、 GeneraJIssuesAppendix: SteeJ Products From Austria(1993). 
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商務省は 12件の相殺関税決定を発表する際、共通問題を処理する GeneralIssues 
Appendixをオーストリアの鉄鋼産品に相殺関税を賦課する行政決定43に附録として添付
した。民営化問題を専門的に扱う PrIvatIzatIonand RestructurIngも、 GeneralIssues 
Appendixの不可欠の一部を構成する。以下、 GeneralIssues Appendix: St，θel Products 
From Austria (1993)と引用する D
商務省は、 GeneralIssues Appendix: Priva tiza tIon and Restructuringを、その後の民
営化及び事業再編と絡む補助金・相殺関税問題に対応する一般的方針と位置付けた440 そ
の要旨を端的に言えば、商Z実省自ら策定した計算方法による原補助金の一部返却を認める
部分残留論で、あった450
高務省は、照題となる民営化を、「民営化 (Privatization)、完全民営化と部分民営化を
含むj と「事業再編 (Restructuring)Jというこつのカテゴリーに分類した上で、民営化
企業に賦課する棺殺関税の基本方針として部分残留論を構築した。ただし、このように分
類することの積極的な根拠を挙げなかった。
補助金の残留と相殺関税の観点から克て、民営化と会社の事業再編との相違点は、民営
化の場合には、政府が売却〈企業財産と企業所有権)の主体であるため、補助金は政府に返
却されると認められるなら、返却された原補助金を理由とする相殺関税必要論は意義を失
うという点にある。会社事業再編のために生産縮設の売却が行われた状況下では、売却者
が固有企業であるので、生産施設の売却による資金を政府に返納せずに企業内部に留保す
る場合、売却者に返却された原補助金を理由とする相殺関税の問題は継続して発生可能で
ある。
2.園内鉄錦企業と民営化企業の主張
国有企業に交付された補助金が民営化企業に完全残留するのか、あるいは売却側に完全
pp.37226・37258.
品 SteelProducts From A ustrIa (1993). 
44 General IssuesAppendix: Steel Products FromAustrIa (1993)， p.3721もち.
め General Issues Appendix :Steel Products From AustrIa (1993)の夜表後、商慈宅は
CIT ~ご事件の差戻しを要求し、 1993 年 10 月に公布した差戻し決定の中で、 1 993年 1
月の無差別完全残留論を適用した3件の相殺関税決定を GeneralIssues Appendixの主旨
に通令するき二うは修正している。 RemandDetermina tion :Carbon Steel Products from 
France(1993} ; Remand Determination: Carbon Steel Products from Germany (1~もも3) ; 
Remand Determination: Carbon Steel Products from The United J(ingdom (1993). こ
れらの法的文書はいずれも未公開であるD
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返却されるのか、それとも完全残留論と完全返却論のいずれでもなく、原補助金の一部が
売却倶IJに返却されて 一部が民営化企業に残留するのかD 萌務省はこの問題をアメリカの
相殺関税法の根本的な目的にかかわるものと位置付けた460
高務省の部分残留論は、上記一連の鉄鋼産品棺殺関税調査の利害関係者(完全残留論を
要求する園内鉄鋼企業と完全返却論を要求する民営化企業とその政府)の主張に対する反
論の中で展開されたため その形成過程と内容を理解する上で、企業(とその政府)側に
対して商務省が行った説明内容を検討することは非常に有益である。ここでは企業側の議
論を先に検討する。
(1) 国内企業の主張
序章で説明したとおり、完全残留論とは、国有企業の原補助金が民営化の影響を受ける
ことなく、完全に民営化企業に残留すると主張して、民営化企業の対米輸出産品に相殺関
税を継続的に賦課することを要求する立場をいう。この立場の最大の受益者は言うまでも
なくアメリカの国内鉄鋼企業である。国内鉄鋼企業(以下園内企業)は商務省に以下の理
由を提示して民営化企業に完全残留論を適用することを求めた470
(a)会社と所有者の関係
第 1に、国内企業は、会社は実体 (entity)であり、会社の所有者より独立した存在と
して区別するべきことを主張した48。国内企業によれば、相殺関税法規定は、企業(相殺
関税調査対象産品)が補助金を受けたか否かに着目しており、企業の所有者(株主owners
ofco叩oration)が補助金の利益を得ているか否かは問題ではない490 さらに、補助金を受
けた国有企業が民営化された後、補助金は引き続き企業に残留し、民営化企業の産品を優
遇すると補足した500
第2に、国内企業は、一連の相殺関税調査における民営化は性格的にいずれも株式と所
有権変更のための資金交換 (anexchange of money for shares / ownership)を含んでい
ると主張し、かかる種類の民営化取引 (transactionof this sort)は企業の費用構造 (the
company's cost structure )にし、かなる影響ももたらすことはないと主張した。つまり、
46 Ibid.， p.37259. 
47 ここで説明する完全残留論の主張は、オーストリア鉄鋼事件に限らず、 12件の鉄鋼産
品の相殺関税事件と利害関係を有する米国国内鉄鏑企業全体の主張を代表するD
48 General Issues Appendix : Steel Products From Austria白993)，p.37259. 
49 Ibid. 
50 Ihid. 
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新しい所有者が支払ったのは企業が創造するであろう将来的な利益であり、会社所有者の
財産状況の変更は会社自体の財務状況と生産施設にし、かなる影響も与えないため、株式の
売買によって補助金は消滅することはない、という 510
第3に、園内企業は、会社と所有者に関する上記の主張を補強して、政府が企業の発行
済株式を株主の手から買取るだけで、新株を企業から直接貿取らない限り、寅取る株価と
無関係に補助金の存在は認められないとしづ商務省の過去の決定を反対解釈して、株式の
売却と補助金との関係に関する解釈を政府保有株式の売却による民営化に適用すべきであ
ると要求した52。結論的に、政府が保有する国有企業の株式を民間企業に売却することは
菌有企業の補助金にし、かなる影響も与えるものではないと主張した。
(b) 補助金による資源配分の歪曲化と民営化
国内企業は、商務省に対して、補助金が市場による資源配分を歪由化し、民営化がかか
る歪曲化された資源の配分を是正することはできないと主張した上で、原補助金の棺殺可
能性に民営化が与える影響を決定する際、民営化は被認査産品に浸透した補助金の発揮す
る競争優位を消滅、あるいは減少させるか否か、資源配分の歪曲化を除去することができ
るか否かを検討すべきである、と要求した53。国内企業によれば、補助金被交付企業が、
政府に非商業的条件で補助金を返却しない限り、補助金被交付者に過度に配分された資源
を取り戻すことができないこととなる540
(c) 国内企業の主張の検討
国内企業の展開した補助金残留論は明らかに政府保有株式の売却を意識したものであり、
スウェーデ、ン鉄鋼事件の議論とほぼ同じ展開となっている。株式会社形態国有企業の民営
化に限定して株式の売却と補助金との関係を考える場合、国内企業の議論には傾聴に値す
る論点が含まれている。
しかし、国内企業は、株式会社形態を有する国有企業の政府保有株式の売却を明確に意
識して、補助金残留論が成立すると主張しているかどうかは不明である。以上に述べたと
おり、思内企業は f-連の棺殺関税調査における民営化はいずれも株式と所有権変更のた
めの資金交換を含んでいるJと 12件の民営化案件を一括して説明しており、株式の売買
51 Ibid. 
52 Ibid. 
53 Ibid. 
54 Ibid. 
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とそれより更に大きな概念である民営化とを区別していない。民営化に株式の売買を f含
んで、いるJと挙げるだけで、株式売買と補助金との無関係性を主張したことは、国内企業
の認識が混乱していることを裏付けているD
国内企業が国有企業の完全売却と財産売却(し1ずれも株式の発行と売却の形式を取りう
る)による民営化の内容を分析せずに、株式会社形態国有企業の政府保有株式の売却を全
ての民営化の形態と捉えて、国有企業が非商業的考慮によって政府に返却することを補助
金返却の唯一のシナリオと主張したことは明らかに誤りであろう。国内企業は、補助金を
含む企業の完全売却及び財産の一部売却による民営化のケースを意識していない。
補助金による資源配分の歪曲化は民営化によって是正されないという議論は、涼補助金
が民営化企業に残留しているか否かという問題から脱線している。民営化企業に棺殺関税
を賦課することによって資源配分の歪曲是正ができるか否かは別として、補助金を相殺す
るとし1う棺殺関税の本来の目的と程遠い議論になる。
(2) 民営化企業の主張
序章で説明したとおり、完全返却論とは、民営化による原補助金の完全返却効果を主張
し、民営化企業に相殺関税を賦課することを一切拒否する立場である。いうまでもなく、
棺殺関税調査の対象となる民営化企業とその政府(国際組織として EC)の立場である口
本節の以下の議論において、この立場に立つ当事者をまとめて民営化企業と呼ぶことにす
る。
(a) 相殺関税法の目的
民営化企業は、民営化が原補助金にもたらす影響を検討する前に、相殺関税法の目的を
確認する必要があると述べ、相殺関税法規定の目的は補助金付き産品に与えられた競争優
位 (competitiveadvantage)を除去 (eliminates)することにあると主張した550 その上
で、民営化企業は、民営化によって原補助金が返却されて民営化企業の競争優位が除去さ
れるため、相殺関税を賦課する法的根拠は存在しないと主張した560
(b)民営化の補助金返却効果
第 1に、民営化企業は、民営化は株式の取引よりはるかに複雑な過程である企業全体の
再構築 (rec.onstitutionof the entire company)を意味し、民営化取引の買収価格は企業
??? ?????? 。?、?
??
??
?
??
?
?? ?
??
??????
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の将来的収益の割引価値(thepurchase price equal the discounted value of the 
company's future income stream)を反映すると述べた上で、民間投資家が国有企業を買収
するために支払った公正な市場価格は必然的に補助金の価値を含むと主張した57。さらに、
民営化企業の新所有者 (newowners)が、原補助金による競争利益の未償却分を(政府に)
返却したため、民営化後は他の民間企業と同等な条件で競争を展開することになると補足
した
第 2に、民営化企業は、民営化は商務省が原補助金の再評価を行うことを正当化するた
めの充分な理由を構成し、商務省、の決定は過去の実行にも反すると主張した580
(c) 民営化企業の主張の検討
民営化企業は、明らかに民営化の複雑性に注目して、株式の売却以外にありうる国有企
業の民営化の内容を意識している。民営化の取引対象(企業、企業財産と株式など)の市
場価格の支払を根拠に補助金のような競争優位が消滅すると主張しているが、政府保有株
式の売却の場合、企業の財産並びに原補助金に影響を及ぼさないという国内企業の論拠を
見落している。
3. 部分残留論の要旨
商務省は、完全残留論と完全返却論の要求のいずれも受け入れることなく、部分残留論
を選択した。商務省は部分残留論の要旨及び根拠を、完全残留論と完全返却論に対する回
答の中で説明した。商務省は民営化と企業の事業再編を分けて国有企業の補助金の残留問
題を論じたため、それに即して検討する。
(1) 民営化と補助金
(a) 相殺可能な利益(補助金)の性格
商務省は、まず、補助金の意味を次のように確認した590 議会の意図する相殺関税法規
定における輸出補助金以外の国内補助金とは、特定のグ、ノレープと受益者に与えられる①政
府の行為によって生じる商業的考慮、に反する条件での(termsinconsistent with 
57 Ibid. 
58 民営化企業は商務省の過去の実行としてメキシコ鉄鋼事件を挙げるだけでスウェーデ
ン鉄鋼事件の決定に触れていない。民営化事実として、企業の完全民営化と部分的民営化
を意識しているが、株式売却と補助金返却効果の関係を正面から回答していない。
59 相殺可能な利益(countervailable Bene五ts)の性質について、商務省は 19U.S.C. S 
1677 (5) (A) (i)を引用して説明している。
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commercial c011sidera tion)資本・貸付・貸付保証、②優遇された価格での財・サービスの
提供、③特定産業の蒙った経常的損失を補填する資金供与・債務免除である、と相殺関税
法に規定された補助金の列挙内容を引用した。商務省は、相殺関税法規定は外国政府の補
助金が経済資源をアメリカに輪出される産品の生産に配分することを誘導し、市場による
資源の配分過程を歪曲する点に着目していると強調した60D
(b) 補助金の使用と影響
商務省は、補助金の使用と補助金交付後の企業営業活動に与える影響(subsequent 
effect of subsidy)を、相殺関税の法的要件として扱う必要がなし¥61と述べて、補助金が被
交付企業に立証可能な競争優位を与えたか否かとは無関係に、被交付企業の産品に相殺妥
当な利益を与えているとしづ反証不可能な推定 (irrefutablepresumption)が成立すると
断定した620 商務省によれば、相殺関税は、補助金の使用と影響とは無関係に補助金が交
付された時点で、の額を相殺するものであり、補助金が生産費用を節約する効果を果たした
か否かは問題ではない630
(c) 非反復的 (non-recurring )補勃金の配分問題
商務省は、 non-recurr・11g補助金を生産施設の耐用年数 (usefullifeof assets)に配分す
ると主張し、鉄鋼企業の民営化後も原補助金が引き続き民営化企業に残留する基本的理由
を説明した640
(d) 企業と所有者の関係
商務省は部分残留論 (Partial-repaymentapproach)を説明する中で、霞内企業(完全
60 GeneraJ IssuesAppendix: SteeJ Products FromAustria (1993)， p.37261. 
61 商務省、は、相殺関税の基本的要件を定める 19U.S.C. S 1677(6)を、補助金交付後の影
響は棺殺関税の法的要件と無関係であり、民営化の事実を無視して民営化企業に相殺関税
を賦課できる主な法的根拠として位置付けている。
62 商務省は、相殺関税法規定、立法史、司法審査の意見を引用している。参照、 GeneraJ
IssuesAppendix : Steel Products From Austria (l993)， p.37262. 
63 Ibid. 
64 序章で触れたとおり、 n011-recurnng補助金の性格を理解する上で、規則的に交付され
る補助金と比較することは有益である。その特徴は一回にして莫大な金額に上る補助金を
企業に交付することにある D 例えば、税金免除のような補助金の場合、交付された年度に
限って本自殺すれば相殺関税の目的を達成できるが、 110n-recurring補助金を 1年間に相殺
することは不可能であり、また非合理的でもある。 non-recurnng補助金を一定年数(関
連産業り生産施設の耐用年数〉にわたって配分することをめぐって大きな争いはない。問
題はこの論点を補助金残留論の妥当な根拠としてどこまで援用できるかである。理論的に
は民営化が生産施設の耐周年数が過ぎ、てから行われた場合、相殺関税の問題は発生する可
能性は低いと言える。
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残留論)が主張する株式の売却の場合、企業を所有者(株主)と区別して扱う必要がある
としづ見方に対して特に反論を行った。補助金の部分的返却を認める理論を立てるために
完全返却論を退ける必要があったからである。商務省は、主に以下のような議論を展開し
た650
第 lに、企業の所有者と企業の財務情況とは完全無関係ではなく、株主の投資収益に対
する期待を、新しく設立された会社(民営化企業)の収益性から切り離すことはできない。
第 2に、誰が補助金から利益を得ている否かを決定するにあたって、親会社と子会社を
同一視するD 親会社の受けた補助金を子会社に配分することもできるし、子会社の受けた
補助金を親会社に配分することもできる。 corporateenterpriseを構成する co叩orate
entityを同一視するD 親会社と子会社を同一視できる理由は両方とも samebusiness 
enterpriseの一部であるからであるc
第 3に、一般会計原則 (GAAP) によれば、質収者(投資家)を民営化企業と単一の営
業実体 (singlebusiness enteI下rise)と見なしている。翼収者の寅収コストは、買収さ
れた企業のコストと見なされる。商務省は、会社と所有者聞に異なる点があることを否定
しないが、民営化と相殺関税の文脈において無視できるものであると主張した。
(e) 民営化による補助金返却効果の部分的承認
南務省は、民間投資家は国有企業を翼収(部分的かあるいは完全に)した場合、買収価
格のうち、原補助金の返却が一部含まれると認めた。この前提に立って、返却部分を計算
する方法を工夫した。ただし、原補助金の残留量の計算方法について法的根拠がないこと
を商務省も承認している66。民間投資家が国有企業を買収するために支払った価格の何害IJ
が原補助金の返却に相当するかについて、計算方法を次のように設定した670
第 1段階、国有企業の補助金対当企業純価値の比率68の算出:特定年度に配分される補
助金、対特定年度の企業純価値の平均比率で決定する。
第2段階、第1段階の計算で得た比率×買収価格=原補助金返却許容額。
第 3段階、原補助金未償却分一原補助金返却許容額=返却すべき補助金、つまり、棺殺
関税の対象となる原補助金の残留額であるD
65 GeneralIssuesAppendix: Steel Products FromAustria白993)，p. 37262-37263. 
66 荷務省は、固有企業買収価格の何害IJが原補助金の返却に相当するのかについて、関税
法、立法史、判例法のいずれも明確な指針を提供できるものはない、と明言している。
67 GeneralIssuesAppendix: Steel Products From Austria (1993)， p. 37263. 
68 補助金交付から民営化まで、の期間に限定して計算する。
67 
結論的に、部分残留論の計算結果は、完全残留論と完全返却論のいずれも受容するもの
ではないことは明らかであるD
以上の部分残留論の計算方法を表明した後、商務省は、完全返却論は補助金による被交
付企業の産品への競争優位の付与を相殺関税の必要条件とするという考え方に立脚してお
り、これは非反復的補助金 (non-recurring subsidies)が一定時間にわたって補助金被
交付企業の生産を優遇するとしづ反註不可能な推定に反すると批判した690 商務省によれ
ば、相殺可能な補助金の額は、政府が補助金を交付した時点で画定されているとしづ。ま
た、国有企業の民営化自体は、原補助金の countervailabilityを消滅させることができな
いとした上で、相殺関税法規定としては、市場に発生した後発的事項 (subsequentevents) 
に基づいて、補助金による利益を改めて計算することを容認していないと述べた700
結論的に、商務省は、原補助金 (originalsubsidy)の配分額を超えて相殺関税を賦課し
たことはなく、場合によっては民営化の結果、相殺されて然るべき額より少ない相殺関税
を賦課していることもある、と主張し、 1947年 GATT第 6条 3項と 1979年補助金協定
第 4条2項の規定する「発見された補助金の額を超える形で輪入産品に相殺関税を賦課し
てはならなしリとしづ規定に反するものではない、と断言した710
(2) 企業の事業再編と補助金
(a) 補助金と関連性のある事業再編
商務省は、民営化以外で原補助金の配分及び相殺関税問題と関連性があると注自したの
は企業の事業再編 (corporaterestructuring)問題で、あったD 企業の事業再編の形式とし
て、次の 5種類を挙げた720
①社内事業再編 (internalc.orporate restructuring)、②吸収合併と寅収 (mergers)、③
会社債務清算と解散 (acquisitions)、@合弁会社と無関係な民間会社に対する生産施設の
分割 (thespin off of assets to joint ventures and unrelated private parties)、⑤生産設
備の閉鎖 (closureof the production facilities)。
69 GeneraJ IssuesAppendix : Steel Products From Austria (1993)， p.37263. 
70 Ibid.， p.37263. 
71 Ibid. 
72 1993年当時アメジカの相殺関税調査の対象となった八カ国に restructuring現象が見
られたとされていた。これらの国々は、オーストリア、ベルギー、 ドイツ、イタリア、ニ
ュウジラウンド、スペイン、スウェーデン、イギリスとなる。
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商務省の注目した主要な問題は、次のとおりである730
第 1に、どのような再編取引 (restructuringtransaction)が原補助金の配分を正当化
するのか。第2に、いつ原補助金が配分されるのか、配分の根拠とされるべきものは販売
価格かそれとも帳簿価格かD 第3に、販売価格の何割を原所有者の補助金に配分するべき
か。第4に、補助金配分の基準は何か。第5に、生産施設(工場)の閉鎖は、原補助金の
countervailabilityにどういう影響を与えうるのか。第 6に、工場閉鎖によって受け取っ
た支払いは相殺可能なのか。
以下、本論文の研究課題と関連性のあるものだけを選別して検討することにする。社内
事業再編は、関係者間 (relatedparties)で行われた資産の移転であるため、補助金が一
つの実体(entity)から他の実体に移転するとしづ、本当の意味における独立当事者間の「売
買Jを構成するとは考えられない。この種の事業再編の場合、原補助金の返却と移転問題
は生じない。商務省が正当と認める売却は民間投資家に対する売却に限られている。
会社債務清算と解散及び生産施設の閉鎖の場合、民間企業に対する財産の売却は、解散
と閉鎖を行わないで民営化する状況における富有企業の財産の売却と本質的に同じである
ため、特に個別化して国有企業の原補助金の返却あるいは残留問題を検討する必要はないD
吸収合併と買収が国有企業向士の関で行われる場合、売却対象があくまでも同じ所有者(政
府)の所有範囲を出ないため、本論文の課題である民営化と関連する補助金の返却あるい
は残留の問題は生じない。完全残留論がそのまま適用されても異議が生じる余地は少ない
と患われる。国有企業が民間企業に吸収されるかあるいは買収されるかという問題は民営
化の典型的なケースである。したがって、ここで、霞有企業の生産施設の民間投資家に対す
る売却だけを重点的に論じる。
商務省は国有企業の生産施設の民間企業への売却と国有企業の部分的民営化との関係に
ついて説明していない。原補助金の返却先が異なる(部分的民営化の場合は政府に、国有
企業の生産施設の売却は固有企業に)という理由は大した説得力がないように思われる。
なぜなら、民営化という政府の意思決定がない限り、国有企業は重要生産施設を売却する
権限がなし、からである。また、国有企業とその財産が売却されることによって、国有企業
を吸収する民営化企業に原補助金が残留しているか否かという論点からすれば、同質の問
題として扱ってもよし¥からである。
73 GeneraJ JssuesAppendix : SteelProducts From Auslria (1993)， pp. 37265・37266.
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(2)生産施設の分割
生産施設の分割は、国有企業関にも発生しうるが、国有企業と民間企業の間にも起こり
うる。商務省は、生産施設の売却取引の一方が民間企業であることを本当の意味での売却
の条件としているため、固有企業関の生産施設の売却は省略して、ここでは国有企業の生
産施設の民間企業への売却だけを考察することにするD
指務省の基本的立場は、先に見た民営化の扱いとほとんど変わらない。高務省によれば、
原補助金は売却された生産施設に一部残留するとみなされて、格殺関税の対象となる740
つまり、生産施設の売却によって原補助金が完全返却されることはなく、売却者たる固有
企業に交付された補助金の一部が、生産施設に伴って民営化企業に残留する?に指務省は、
分割される生産施設の単位として、販売を生み出すと何時に、独立して稼動できる生産部
門あるいは生産単位を挙げている760 1台のトラック、あるいは機械設係、一棟の建物の
売却というような零細財産の処分を問題にしていない。
部分残留論による生産施設の販売に伴う原補助金の返却と残留額の計算方法も基本的に
民営化問題の扱い方法と同様である。商務省は次のような計算方法を採用している770
第 1段階として、生産施設を売却する富有企業の原補助金から被売却資産に浸透する部
分を算出する。この数値を得るために、売却される資産の価値に対する企業全資産の価値
の比率を算出する必要があるD この比率を基準に国有企業の原補助金の被売却資産に浸透
する額を算出する。
第2段階として、計算式は次のとおりである。売却価格の何割が被売却資産に浸透した
補助金の返却に相当するかを算出するD 年度ごとの補助金対その年度の会社価値の比率×
売却価格=補助金許容返却額。
第3段階として、被売却財産に残留する補助金額を算出する。計算式は次の通りである。
被売却資産に浸透する補助金額一補助金許容返却額=被売却資産に残留する補助金額。こ
れが相殺関税の対象となる補助金残留額となる。
1993年から 2000年2月に至るまで、商務省は、 ECと一部開発途上国の民営化企業の
74 General Issue_s Appendix : Steel Products From Austria (1993)， p.3'守Zも守.
75 その法的理由について、商務省は、民営化の原補助金に与える影響に関する評価と同
じ根拠を挙げている。つまり、補助金の用途と交付後の影響及び補助金交付後の後発的事
項を検討する義務を負うことなく棺殺関税を賦課できるとし 1う論拠である。
76 General Issues Appendix : S土eelProducts FrOJn Austria (1993)， p.372~もも.
77 Ibid.， p.37269. 
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対米輸出鉄鋼産品に対して、この部分残留論を根拠に相殺関税を賦課していた。
4.小結
(1) 部分残留論の特徴
商務省は、民営化と原補助金に対する矛盾と混乱に満ちた対応過程を経て、 1993年 7
月、部分残留論を正式に披露し、これを民営化企業に対する核心的な対応策として位置付
けた。部分残留論の要旨を次のようにまとめることができるD つまり、民営化をめぐる諸
事実の中から取引対象物の価格(市場価格かどうかを関わなしサだけを参考して、原補助
金の民営化企業内残留額(逆に見れば原補助金の政府への一部返却)を自主的に計算し、
残留額の多少を一方的に決定するとしづ方法である。ただし、この計算式には法的根拠が
なく、残留額の計算は怒、意的になされる可能性が高い。部分残留論の性格を正確に把握す
るために、民営化と錯綜する相殺関税問題に対する商務省の初期の対応と比較して見るこ
とは有益であろう。
1989年のsonocal事件の完全返却論を部分残留論と比較すると、前者は、民間投資家が
取引対象の市場価格を支払ったことを補助金返却の条件としているのに対して、後者は取
引の価格であればその性格を関わない。したがって、いかなる民営化の場合においても残
留論的結果が得られる。
1991年のスウェーデン鉄鋼事件の完全残留論を部分残寵論と比較すると、前者は、政府
保有国有企業の株式の売却に着巨して補助金の返却を否定したのに対して、後者は民営化
の内容と関係なく、ただ取引価格を参考として自主的に一部の返却を認めて、部分残留の
結果を得ている。
民営化の内容を無視する無差別完全残留論を部分残留論と比較すると、前者は民営化の
内容と関係なく完全残留の結果を求めるのに対して、後者は民営化の内容(民営化と財産
の分割の区別もほとんど意味がなし¥)を無視して部分残留額を算出する。明らかに、計算
される残留額が大きくなればなるほど無差別完全残留論に近づいてし1く。したがって、無
差別完全残留論と部分残留論は一見異なるように克えるが、部分残留論は本質的に無差別
完全残留論と変わらない側面を有する。
(2) 商務省の民営化認識
商務省は部分残留論を説明する際、核心的な概念となる民営化と民営化企業の定義とそ
の範囲についてほとんど整理していなし 10民営化企業の認識も、「国有企業の民営化jある
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いは「国有企業の完全買収、または部分的寅収jといった一般的レベルにとどまっている。
しかし、アメリカの圏内鉄鋼企業の提示した完全残留論の根拠は注目すべき論点を含んで、
いる。国内鉄鋼企業は詳細な論証をしなかったものの、民営化という一般概念ではなく、
企業を所有者と異なる存在であると区別して意識し、株式の売却は補助金と無関係である
としづ根拠を挙げて補助金残留論を主張したが、これに対して、商務省は相殺関税の文脈
において企業と所有者を区別して扱う必要はなく、親会社と子会社の理論を持ち出して簡
単に反論しただけである。このような民営化に関する認識の混乱状態から見て、補助金残
留問題をめぐる法的議論にも必然的に混乱が生じることは自然に予想される。
(3) 部分残留論の法的根拠
部分残留論の法的根拠の最大の特徴は、明文規定がない点である。しかし、明文規定が
ないにもかかわらず、商務省の挙げた根拠は、相殺関税の慣行として容認されている。例
えば、 non-recurnng補助金の時間的配分、補助金の使用効果と影響無視論、などいずれ
もそうである。問題は民営化という事実のもとで、これらの議論は法的妥当性を持っかど
うかである。民営化企業も取引対象物の市場価格の反映は補助金返却の根拠になると主張
しているが、有力な法的議論を展開していない。商務省は、棺殺関税の法的要件を正面か
ら論じることなく、国有企業の原補助金の存在を根拠にして議論を進めている。補助金残
留論と完全返却論のそれぞれの提示した論拠の法的検討は次章以下に譲ることにする。
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第3章補助金残留問題の司法審査
1993年 7月、商務省は民営化企業に賦課する相殺関税の基本的対策として、民営化の
客観的事実(内容と方法)を分析せずに原補助金の残留を推定し、残留額を主観的に計算
する部分残留論を導入した。 1993年以降、民営化企業を調査対象とする相殺関税決定に部
分残留論が大中高に適用されることになる。
商務省が民営化企業に厳しい相殺関税を賦課したことを受けて、 ECはGATTの紛争解
決制度を利用するかたちで問題解決に臨んだ。それと同時に、民営化企業もアメリカの司
法救済制度を利用して、商務省の相殺関税決定の適法性を追及した。
商務省は、民営化企業に訴えられた相殺関税決定が国際貿易裁判所(以下、 CITとする)
に否定されて差戻し命令を受けるたびに、 CITの判決を連邦巡回控訴裁判所(以下、 CAFC
とする)に上訴するかたちで応酬したD 言うまでもなく、司法審査の結果と利害関係を有
するアメリカの鉄鋼業界も訴訟参加した。
本章では、CITとCAFCによる商務省の相殺関税決定の適法性を審査した代表的判例を
研究する。 CITとCAFCによる審査過程において、アメリカ通商法の相殺関税法規定1(以
下、相殺関税法規定と略記する)における主要法的論点と民営化事実の評価をめぐって、
部分残留論と完全返却論が展開した論拠のメリットと欠点を系統的に考察する。園内半Ij例
に適用された棺殺関税法規定は、アメリカが東京ラウンドの結果成立した 1979年補助金
協定を実施するために制定した 1979年通商法 (1984年と 1988年の修正を経て)の相殺
関税法規定と、 1994年のウルグ、アイ・ラウンドのとき成立したWTO協定を実施するため
に制定したワルグ、アイ・ラウンド協定法(以下、 URAA略する)の相殺関税法規定である。
相殺関税法規定と、補助金・相殺関税を規律する国際法 (1947年 GATT、1979年補助
金協定並びに SCM協定)との関係について、前者が後者の国際法上の義務を国内的に実
1 アメリカ通商法の相殺関税法規定の沿革について、参照、通商関係法研究会(1990)、
321 -330頁。松下 (1989年)、 197-242頁。 1980年以降、アメリカは相殺関税措置を
大規模に発動したことを受けて、補助金・相殺関税の研究も圧倒的にアメリカの相殺関税
制度に集中されてきた。主なものは次を参照、 Alexander(1989)，pp.807・847; 
Knoll(1989)，pp.37・116; Diamond (1990) ，pp.507・607; Eskridge(1990)，pp.663 -698 ; 
τ'reb註cock(1990)，pp. 723・737; Powell(1990)，pp.177・256; Cannon(1991)，pp.53・75; 
Davey(l9H2)，pp.399・458 ; Ragosta(I994)，pp.639・683 ; Lantz(1995)，pp.993・1073 ; 
Sykes(1996)，pp.5・26; Jackson(1995)， pp.783・814.
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るための屋内詮であると位量付けられているえ圏内司法審査と同時に、 GATIの下で
きち分残審議の窪擦法上の妥当性を争う総争処理もスタートしていたが、後者については第
4章で考察するむ第 1室主でほ、屋内否]法審査の判例として代表的なものとされる Saむちもahl
SVK事件を数ち上げることにする。
第 1箆 ドイツ富有企業 8aarstahl8VKの民営化
1993年 1丹、務務省の発表した 3件の将殺鑓説決定i土、それぞれドイツ、フランス、
イギラスの鉛茨鶴鎮産品〈以下、特殊鎮と絡記する)を生産、輪出する民営化企業を標的
にするものであった。この中で、 ドイツとイギリスの民営化企業に対する蕗務省の相殺関
表決定が C古、と C必℃に護訴されたむ本件は民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を
審査したCITとCAFCの最初の斡例として詮毘されたえ
本室長で辻、 ドイツの冨宥鉄鎖企業SaarstahlVolk五ngenGmbH(以下、 SaarstahlS¥ほ
とする〉の畏営化の結果設立された琵営化企業DillingerHu託eSaarstahl (以下、 DHSとす
る)を対象とする商務省の相殺関税決定の司法審査過程を取り上げて、 CITとCAFCの行
った法規定の解釈と適用の具体的様子を考察し、浮き彫りにされた法的論点を明らかにす
る。
1.背景と事実
(1) 国有企業 SaarstahlSVK 
ドイツの鉄鍛企業 SaarstahlSVKは、ルクセンブルクの国有企業Arbed
Luxembourg(以下、 Arbedとする)の完全子会社であり、 1986年まで主に特殊鋼を生産し
ていた。
1978年から 1985年にかけて、ドイツ政府と Saarstahl州政府は様々な方法でSaarstahl
2 1947年GATTとアメリカ通商法の関係に関する研究として、参照、津久 (1987)0WTO 
協定の国内的実現に関する最新の研究として、参照、中)11(2001)、91-124頁。この他に
参照、福島 (1998)、1-17頁。
3 先行研究はSaarstahl事件について詳細に分析していないが、いずれも簡単に触れてい
る。参照、、 Cornell(1994)，pp .1230・1231; Rushford(1999)，pp.497・499; Dunne(2001)，pp ; 
Turner (2001)， pp.91・93.
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SVKに補助金を交付したことは事実である40具体的に、ドイツ政府の提供した貸付 (RVZ
s )は、 SaarstahlSVKが収益をあげることを返済の条件としていた。また、政府の債務
保証の下で民間金融機関が SaarstahlSVKに提供した融資も、 SaarstahlSVKによる元
金の返済が不可能になった場合、政府がその元金と利息の返済を受け入れることになって
いた50
Saarstahl SVKの民営化(2) 
1986年、SaarstahlSVKの財務状況が継続して悪化したため、Arbedは、SaarstahlSVK 
の所有権(株式)の 760/0をSaarstahl州政府に売却したD フランスの企業Usinor-Sacilor
(ドイツ鉄鍛企業AGder Dillinger Huttenwerke(以下、 Dillingerとする)の所有者)は、
Saarstahl SVKを実収する意思を示したが、 SaarstahlS¥t1{が抱える債務が放棄されるこ
とを買収条件とした60
結局、 Saarstahl州政府は、 SaarstahlSVKの事業再編計画として、 SaarstahlSVKの
政府に返済するべき全ての債務を放棄した。この他に、 SaarstahlSVKが負っていた民間
この債務放棄金闘機関に対する一部の債務 (DM217 .1million)も放棄された。本件では、
が補助金残留論による相殺関税の主な相殺対象とされた。
1989年 6j 15 S、SaarstahlSVKは、新しく設立される株式会社 DillingerHutte 
Saarstahl (D HS)に吸収された。 DHSを設立するために、 Saarstahl州政府は、 Saarstahl
SVKの全財産による現物出資と、さらなる DM145.1millionの資金投入と引き換えに、
DHSの所有権(株式)の 27.5%を引き受けた70 Usinor-Sacilor・はDillingerの財産による
現物出資と引き換えに、DHSの所有権(株式)の 70%を獲得した80ArbedはDM8.9million
を手に入れた90の資金投入と引き換えに、 DHSの2.50/0の所有権(株式)
1989年 6月 30日、民営化企業 DHSは、特殊鋼生産施設を新しく設立された子会社
Saarstahl AGに分割して操業させた。本件では相殺関税調査の対象とされた民営化企業は
であった。DHS (SaarstahlAG) 
Carbon Steel From Germany (1993)， pp.6233・6234.
Ibid. 、
Ibid. 
Ibid.， pp. 6234-6235. 
Ibid. 
Ibid. 
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(3) 相殺関税調査の経過
1992年5月8担、商務省は、国内鉄鋼企業lnlandSteelと BethlehemSteelの棺殺関
税調査の請求を受けて、 DHS(SaarstahlAG)の対米輪出特殊鋼産品を対象に相殺関税調査
(暦年 1991年を調査期間とする)を開始し、 1992年 9丹 17日、相殺関税仮決定を発表
した100
1993年 1月27日、商務省は相殺関税の最終決定を発表し、次のように認定した。まず、
Saarstahl SVKの債務放棄は合併(つまり、 DHSの設立)を左右する取引交渉の条件と
されたため、合併交渉は新設された DHSに利益(補助金、筆者注)をもたらしたと考え
られ、相殺関税は賦課されるべきである110 次に、民間金融機関による債務放棄も政府の
要請の下で、 SaarstahlCVKの代わりに政府が未決済債務を返済することが保証された上
で行われたため、相殺関税は賦課されるべきである120
国際貿易委員会の肯定的損害認定が出されたあと、高務省は相殺関税獄課命令を発表し
た130 この時点では、高務省は無差別完全残留論を適用していた。これを受けて、 DHSは
商務省の決定を CITに訴えた。
商務省は、 1993年 7月の部分残留論を導入した後、それを本件にも適用するために、
差戻し決定Mを発表した。債務放棄は SaarstahlCVKに与えられた贈与に棺当し、かか
る贈与による利益はおお~stahl CVKの民営化後、 DHSに一部残留すると決定した。つま
り、 SaaI・stahlCVKの買収価格の一部が、原補助金が SaarstahlCVKの価格を構成する
範囲で、原補助金の返却に相当すると決定した150 Carhon Steel From Germany ο993) 
において決定した棺殺関税率 17.28%(完全残留論による)を、 RemandDeterminati白1:
Carbon Steel From Germany (1998ノにおいて 16.85%(部分残留論による)と修正した。
商務省は部分残留論を司法審査の対象とするよう請求したが、民営化企業は同意しなかっ
たため、 CITは完全残留論を審査することになる。
10 Initiation of Investigation: Carhon SteeJ Products From BraZlJ， France， Germany， 
and The United Kingdom臼992); PreJiminary Determination: Carbon Steel Products 
From Germanyο992). 
11 Carhon SteeJ From Germany (1993)， pp.6236・6237.
12 Ibid. 
13 CountervaI1ing Duty Order.・CarbonSteeJ Products From Germany (1993). 
14 Remand Determination: Carbon SteeJ F子OllGermany (1993). 
15 Carbon SteelFrom Germany (1993)， p.6236. 
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2. CITの審査経過
CITはDHSの提訴を受理して、 1994年6丹、本件の判決を公布した160 以下、法的争
点を中心に CITの判決を分析する。
(1) 紛争当事者の主張
(a) 商務省の主張(部分残留論)
本件では商務省、は、 CITによる司法審査の場で民営化企業に賦課する相殺関税の適法性
を初めてデフェンスすることになるが、部分残留論を無修正のまま持ち出して以下のよう
に主張した170
第 lに、相殺関税法規定の下で、補助金の(被交付企業の生産への)配分額を相殺する
ことが要求される 18。商務省によれば、補助金の存在を決定した後の補助金が発揮する効
果(被交付企業に立証可能な競争優位を与えたか否か)は、相殺関税調査当局が相殺関税
の法的要件として考慮する必要な事項ではないことになる。本論文ではこの考え方を、補
助金決定後の補助金の影響(効果)無視論と要約する。
第 2に、相殺可能な(原)補助金の額は交付された時点で国定されており、国有企業の
民営化自体はかかる相殺可能性を無効にすることはできない190 つまり、相殺関税法規定
は、補助金交付後の後発的事項に基づいて、すでに配分された補助金を再評価することを
許容しないという。本論文では、この考え方を補助金決定後の後発事項無視論と要約する。
第 3に、民営化は自動的に原補助金を完全返却する効果を有しないが、しかし、民営化
によって原補助金の一部が生産施設の売却者に返却されるため、買収者に残留するのは原
補助金の一部となる200つまり、完全残留ではなく、一部返却を認める部分残留論である。
具体的に言えば、部分残留論の結論は、 SaarstahlSVKに交付された補助金が D五Sに
一部残留するということである。残留比率の計算については、補助金が存在するといった
ん決定すれば、その後の事項は考慮する必要がないため、 SaarstahlSVKに交付された補
助金の何割がDHSに残留するかを商務省が合理的に決定すればよいことになる21(強調は
筆者)。
16 SaarstahlI (1994ノ.
17 Ibid.， pp. 191・192.
18 Ibid. 
19 Ibid. 
20 GeneraJ Issues Appendix: SteeJ products 企omAustrIa白993)，p.37269. 
21 Ibid. 
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以上の商務省の主張は、第2章第2節で説明した部分残留論の論拠の本件における反復
に過ぎず、本件で初めて CITの司法審査の対象として取り上げられた。問題は、 CITは部
分残留論の論拠に対してし1かなる法的評価を与えたかで、ある D
(b) 民営化企業(完全返却論)の主張
1:自殺関税調査を受けた特殊鋼生産企業Saa1'stahlAGは、債務免除による利益は企業の
売却価絡に含まれるかたちで政府に返却されたと主張し完全返却論を繰り返した220
(2) 補助金存否の立証義務
CITは、商務省の民営化企業に賦課する相殺関税の手続的妥当性を 19U.S.C.S 1671(a) 
の規定23に基づいて判断すると明確に示した240
19U.S.C. S 1671(a)は、 f1979年補助金協定の締約国がアメリカに輸出されるか輸出さ
れるために販売された産品の製造、生産、輸出に関して直接間接に補助金を交付したこと
を商務省が決定するj と規定している。序章で述べた相殺関税の規律方法として、補助金
の存否について棺殺関税当局が挙証責任を負うことは、 19U.S.C.S 1671(a)において明確
になっており、ほとんど争う余地もない。問題は民営化としづ複雑な事情のもとでこの規
定を適用するときに生じる難点である。
商務省の部分残留論の核心は、国有企業について補助金の存否を立証するだけで、民営
化企業について立証義務を負わないとしづ論拠に置かれているが、この点について CITは
次のように判断した。
補助金存在決定後の後発的事項が補助金に与える影響を考慮することを商務省が拒否し
たことについて、 CITは、「補助金はこれを受けた企業の生産に棺殺可能な利益を与える
という反証不可能な推定を相殺関税法が示唆している」としづ商務省の主張に賛成できる
と示したが、しかし、新しい所有者が独立当事者間取引により市場価格を払って生産施設
22 SaarstahlI (1994)， p.190. 
23 19U.S.C. S 16 71 (a) (1998)は、相殺関税の法的要件を次のように規定している。
If the administering authority determines that s country . is proげding，directly or 
indirectly~ a subsidyモwithrespect to the manufacture， production， 01' exportation of a 
class or kind of merchandise imported …into the United States， and Commission (the 
CIT) determines， that an industry in the United States is materially injured or 
threatened with material injury， or the establishment of an industry in the U nited 
States is materi叫lyretarded by reason of imports of tha t merchandise . there shall 
be imposed ¥:l.porr such merchandise a countervailing duty， in addition to any other 
duty imposed， equal to; the amount of the net subsidy. (強調は筆者)
24 SaarstahJ 1 (1994，ノ;p.19.2. 
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を買収した場合、反証不可能な推定は存在する理由を失うと判断し、その根拠として、国
有企業の買収者はもはや補助金被交付者ではなくなったことを挙げた250
商務省が贈与と融資のような non-recurnng補助金の影響を評価する際、被交付企業の
生産と輸出産品に補助金を配分する方法自体は問題ではないが、生産施設の売却後、商務
省に要求したのは原補助金の再評価ではなく、一般的会計原則に基づいて、補助金の利益
を受益者と結びつけるべきだと crTは強調した260
被交付企業の補助金の具体的使用または補助金交付後の企業の経営活動に与える効果に
ついて、 crTは、本件においては補助金を受けた企業による補助金の具体的使用、及び補
助金が被交付企業のその後の営業活動に与えた影響などといった論点は問題にされていな
いと指摘した270
以上のとおり、 CITは、商務省の主張した手続的側面からの論拠を退けたあと、民営化
企業の主張する補助金返却論の妥当性を審査した。
(3) 補助金存否の判断基準
crTは、 19U.S.C.S 1671(a)の手続的要件にしたがって補助金の存否を決定する際、商
務省は補助金の定義に関する 19U.S.C.S 1677 (5)仏)の規定28に拘束されると解釈し、さら
25 SaarstahJ 1， p.193. 
26 Ibid. 
27 rbid. 
28 1979年から 1995年 URAA発効以前に、補助金存否の決定基準は、相殺関税法規定
19U.S.C. S 1677(5)W(ii)に基づいていた。 19U.S.C.S 1677(5)(A)の規定は次のとおりであ
る。
(5) Subsidy 
仏)In general， the term “subsidy" has the same meaning as the term “bounty or 
grant" as ~hat tern is used in section 303， and includes， but is not limited to. The 
following: 
(i) Any Export subsidy described in Annex A to the Agreement (relating to illustrative 
list of export subsidies). 
(i) The following domestic subsidies， ifprovided or required by government action to a 
specific enterprise or industry， or group of enterprise or industries， whether publicly 
or privately owned and whether paid or bestowed directly or indirectly on the 
manufacture， production， orexport of any class or kind of merchandise: 
(I) The provision of capital， loans， or loan思laranteeson terms inconsistent with 
commercial consideration. 
(I) The provision of goods， services at preferential rates. 
(II) The grant ofおndsor forgiveness of debt to cover operating losses sustained by a 
specific industry. 
(rv) The， assumption of any costs or expenses ofmanufacture， production， distribution. 
(B) Specificity(特定性に関する規定は略する)
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に、補助金存否の立証は相殺関税賦課の先決的条件であり、補助金の存在認定を行わない
限り相殺関税の賦課はありえないと明確に述べた290
CITは、補助金存否の法的機拠を明示した上で、 SaarstahlSVKが原補助金を受けたこ
と及び民営化企業 DHSに直接交付された補助金が存在しないことについて各当事者間に
異議が存在しないため、法的問題はSaarstahlSVKの原補助金から DHSが間接的利益を
受けたか否かを論証することになると、焦点を一歩絞り込んだ30(強調は筆者)0 原補助金
の行方(残留か返却)を判断するにあたっては、なせや民営化企業が原補助金から f間接的
利益Jを得たか否かというアプローチで分析するのか、その理由について CITは詳細に論
じなかった。
(4) 涼補助金と DHSの関係
CITは、 DHSが原補助金から間接的に利益を受けたか否かを以下のように分析した310
第 1に、 CITは、 Saarstahl政府による DHSへの投資は商業的考慮、に合致すると述べ
た。理由として、 Saarstahl政府の DHSへの出資と問時に、他の二つの民間投資家も DHS
に投資していることをあげた。この事実を商務省は完全に認めている32とCITは強調した。
第 2に、 CITは、 SaarstahlSVKの民営化は独立当事者間取引によって達成されたこと
相殺関税法規定における国内補助金の定義の毘本語訳として次を参照した。①務業的考
慮、に反する条件での資本・貸付・貸付保証、②優遇された価格での財・サービスの提供、
③特定産業の被った経常的損失を補填する資金供与、債務免除、④製造・流通費用の引き
受け。参照、小寺(1994)、16頁
以上の補助金の定義に関する規定は、明らかに国内補助金の形態を例示し、一般的定義
を避けている D 民営化企業の棺殺関税の合法性を判断する際、 CITはこの規定に基づいて
実体的要件の検討を行ったD
29 Saarstahl1， p.192. 
30 Ibid. 
31 Ibid. 
32 商務省の意思を確認する有力な根拠として、 CITは次の商務省の認定を引用した。
We believe that the equity infusion made by the Government of Saarland into DHS 
was on terms consistent with commercial considerations. Because there were other 
investors besides the Government of Saarland， the terms of the other investors， rather 
than the financial perform.ance of the recipient company， determine whether the 
government investment was made on terms consistent with commercial 
considerations. Moreover， the fact that there were private parties willing to invest in 
DHS supports the conclusion that the company is equityworthy. Therefore， because … 
ARBED and U sinor Sacilor， made equity infusions at the same time and on the same 
terms as the Government of Saarland， we determine that the equity infusion made by 
the Government of Saa山 ndinto DHS was made on terms consistent with commercial 
considerations. Carbon Steel From Germany" p.6236. 
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を商務省が自ら認めたと特に強調した330 CITは、独立当事者間取引の効果について、利
害関係をもたない企業同士の聞で発生した取引と認識し、取引参加者がそれぞれ各自の利
益を最大化するために活動したことは、取引対象物が市場価格で取引されるための決定的
要素になると指捕した340 換言すれば、 SaarstahlSVKの民営化の独立当事者間取引的性
格を決定できる要因として、 CITは民営化取引の参加者間で利害の一致がないことに着目
した350
Saarstahl SVKの民営化、即ち政府が SaarstahlSVKの財産による DHSへの現物出
資を行う際、 SaarstahlSVKの市場価格が正確に評価され、 DHSが市場価格を払って
Saarstahl SVKを吸収した結果、し1かなる相殺妥当な(補助金)利益も DHSに残留する
のではなく政府に返却されたため、 19U.S.C.S 1677 (5)仇)の規定する補助金の存在は認め
られないと、 CITは判断した360 さらに、 CITは、商務省が民営化を独立当事者間取引に
よって達成したと決定した以上、売却者の性格を問うことは無意味であり、政府による生
産施設の売却と民間企業の生産施設の売却とは異ならないと述べた370
第 3に、 CITは、民営化企業を対象とする相殺関税調査(仮決定と最終決定のいずれに
おいても)の中で、政府が原補助金を考慮、して国有企業及び財産の売却価格を割引するか
たちで売却したと蕗務省が立証していないと述べた上で、商務省自体も法的被拠と議会の
指示がない状況下で民営化問題に対応する部分残留論を導入したことを承認している38
(強調は筆者)、と指摘した。
結論的に、 CITは、商務省の行った SaarstahlSVKの民営化に関する事実認定は客観的
証拠に裏付けられているが、国有企業が独立当事者間取引によって民営化されたにもかか
わらず、原補助金が国有企業の寅収者、つまり民営化企業に残留しているという蔀務省の
33 Carbon Steel From Germany白993ノ1，pp 6235 -6236. 
34 CITは、 Black'sLaw Dictionary (6th ed. 1990)， p.109.を引用している。
35 CITは、民営化の達成方法が独立当事者間取引であることを補強するものとして、取
引交渉の参加者は自発的であること、いずれも相手に意思を無視される被強制的立場に置
かれて交渉に臨んでいないこと、交渉の関連事実に関する合理的な情報を把握しているこ
とを挙げて、民営化について独立当事者間取引によって達成されたと決定した以上、買収
側は、入手した取引対象物の全ての市場価格に相当する金額を支払ったと結論しなければ
ならないと補足している。 Saarstahl1，p.192. 
36 Sa'8rstahl1， p.193. CITは更に相殺関税の自的(外国企業の受けた不公正な競争優位
の相殺)を挙げて判断を補強している。
37 Ib:id.， p .194. 
38 General Issues Appe刀dix:Steel products from Austria白993)，p.37263. 
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推定は相殺関税法規定の違反を構成するため、当決定を無効にすると半Ij示した390
ドイツ国有企業SaarstahlSVKの民営化問題と同時に、イギリス国有企業BSCの特殊
鋼生産施設の売却問題も CITによって審理された40が、民営化の具体的内容が多少異なる
ことを除けば、法的論点と審査結果がほぼ同じであるため、本論文で繰り返さないことに
する。
3. CIT判決の批判的検討
(1) 民営化の内容と達成方法
本件の事実関係に関する CITの判断について、民営化の内容と方法とに分けて整理する。
第 1に、民営化の内容41について、 SaarstahlSVKの民営化について、各当事者とも厳
密に考えることなく、唆味に f資産の売却」あるいは「企業の売却j と見ている。 f売却J
とし1う表現は、所有者が所有物を買収相手に譲り渡してその対価を回収することを連想さ
せやすいため、本件の民営化を資産の売却というより、むしろ企業の全財産による現物出
資 (Saarstahl州政府の現金による投資を除いて)であると CITが認識したことは妥当で
あると評価されよう 420
第 2に 民営化の方法について、独立当事者間取引は取引対象物の市場価格を反映する
としづ基本的園内法の原則を否定する当事者はいなかった。特に、 SaarstahlSVKの財産
の評価は独立当事者間取引で行われたことを商務省自ら承認したため CITが Saarstahl
SVKの財産による現物出資について、これを市場価格を反映したものと認定する上で有力
な証拠となった。
(2) 補助金存否の立証義務
CITは、商務省、が提示した部分残留論の手続的側面の法的妥当性につき、補助金存否の
立証義務を規定する 19U.S.C.S 1671(a)の規定を根拠に判断すると明確に示した。この規
39 Saarstahll， p.196. 
40 lnland 1ο994ノ.
41 筆者は民営化の内容を取引の対象物を基準に分類している。例えば、国有企業の財産
の売却なのか、株式会社の政府保有株式の売却なのかD
42 Saarstahl 州政府はDHSの設立に参加する際、国有企業 SaarstahlSVKの全財産の
対価を現金で回収して、民営化企業 DHSから完全に撤退したわけではないo Saarstahl 
SVKの財産(後に追加した現金による投資も含めて)が DHSの設立をもたらした出資全
額に占める比率で民営化企業の株式を所有したのである。しかし、本件の民営化の内容(取
引対象物)について、 SaarstahlSVKの財産が取引の対象で、あったことにつき異議はなか
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定を本件に即して解釈すれば、 1:自殺関税の調査を受けたのは民営化企業であるため、商務
省は民営化企業の側面から補助金存否の立証義務を負うことは当然である。
先にも見たとおり、商務省の部分残留論の主要意図は、民営化とし1う特別な事情のもと
で、民営化企業について補助金存否の立証義務を拒否することに置かれている。民営化企
業について補助金存否の立証義務を拒否する部分残留論の根拠は、 19U.S.C.~ 1671(a)に
よって裏付けられるのかどうかについて、 CITは詳細な検討をしなかった43。以下、この
問題についてさらに検討する。
(a) 補助金の使用及び効果の問題
19U.S.C. ~ 1671(a)のもとで、;f:自殺関税当局は補助金の存否を立証する義務を負うだけ
で、立証された補助金の具体的使用及び効果の立証を要求されないことは確かである口補
助金の存在を正確に立証した後、一定の時間にわたって補助金の額を企業の生産と産品に
配分して相殺するという商務省の'慣行について異論がないことも、間接的にではあるがこ
の点を裏付けている440
問題は、補助金の使用及び効果の立証義務を拒否することは、民営化企業について補助
金の存否を立証する責任を回避する法的根拠となりうるかどうかである。商務省はこの点
について説得的な説明を行わなかったが、 CITも深く追及しなかった。
商務省は、国有企業に原補助金が交付されたことを立証したことを強調し、完全返却論
が主張する原補助金は民営化企業に競争上の優位をもたらしていないという論点を、原補
助金の影響についての立証を要求するものと受け止めて、形式的には原補助金の効果の立
証義務を拒否する議論を展開しているが、実質的には民営化企業について補助金の存否の
立証義務を逃避している。
った。
43 CITの検討は、①については、本件では補助金の影響を評価することを商務省に要求
していないと言及しただけである。②について、新しい所有者が独立当事者間取引により
市場価格を払って生産施設を実収した場合、後発的事項を考慮する義務がないという論点
は意味を失う、と述べただけであるD
44 相殺関税当局が企業による補助金の具体的使用及び補助金の発揮する具体的効果まで
立証する義務を負うことになると次のような事態が発生する。例えば、多数の生産部門を
抱える企業に対して相殺関税調査を行う場合、企業が補助金を具体的にどの生産部門に傾
斜させたかまで決定しなければならない。これは相殺関税調査機関にとってほとんど実行
不可能である。したがって、序章でも述べたとおり、この点について明文規定がないにも
かかわらず、大きな争いはない。
83 
補助金の効果(使用)の立証義務を拒否する論議の妥当な範囲は、補助金の被交付企業
(本件では富有企業 SaarstahlSVK)に対する相殺関税に限られるべきである。例えば、
国有企業Aを対象に相殺関税調査を行った結果、補助金の存在と損害・因果関係とが成立
した場合、 Aが補助金を具体的にどのように使用し、補助金がAの経営活動にし1かなる効
果(限界費用の節約、競争優位の増強)をもたらすかどうかまで調査する必要もなく、相
殺関税を賦課することは可能である。
しかし、 Aを民営化してその全財産を基礎に民営化企業Bが設立された場合、 Aの側面
から見てその妥当性が認められる補助金の効果の立証義務不要論は、民営化企業Bに賦課
される相殺関税にもそのまま適用できるのかにつき、少なくとも、 AとBの関係を考察す
る必要がある。勿論、 Bについても補助金が存在すると立証された後、 Bが補助金を具体
的にどのように使用したかなどを立証する必要なく、相殺関税を賦課することができる。
以上の議論はA(国有企業)と B(民営化企業)が補助金の残留問題を考える上で完全
に独立した企業実体である場合に限って妥当性が認められる。本件の場合、 CITは民営化
企業を当然固有企業と実質的に異なる企業と認識して審査を進めたD この点について、当
時の商務省も特に反発しなかったD
民営化と原補助金の行方(残留か返却)との関係に関する議論は、補助金が他の何かに
与える影響に着目しているのではなく、逆に、民営化が補助金に如何なる影響をもたらし
たかという点を問題にしているため、法的問題は別として、論理的にも商務省の議論は的
を外している。
(b) 補助金額の国定と後発的事項に基づく再評価の問題
商務省は部分残留論を正当化する根拠として、相殺可能な補助金の額は交付された時点
で毘定されており、後発的事項を考慮せずに完全償却するまで相殺することができると主
張してきた。ここでも、思有企業の原補助金の存在決定を基準に民営化を後発的事項と位
置付けて、民営化企業について補助金存否の立証義務を避けたいという商務省の意図は明
らかである。補助金の使用と影響の議論と同じく、後発的事項を無視できる議論が成立し
たとしても、その妥当な範囲は国有企業に賦課される棺殺関税に限られるべきであり、民
営化と民営化企業まで無視するように拡張するのは無理である。
補助金額の亘霊盤の意味は、一定金額の補助金を評価して金額的に減少したかそれとも
増加したかを判断することと考えられるD 完全返却論の問題関心は、補助金額の増減のよ
うな量的変化ではなく、、補助金の行方(国有企業に返却されたか、民営化企業に残留した
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か)を決定した上で補助金の受益者を確定することであり、つまり民営化企業について補
助金の存否を問題にしており、補助金額の変化とは無関係である。完全返却論は、民営化
によって相殺可能な原補助金の額が減少したと主張していない。したがって、補助金存在
決定後の補助金額の再評価義務を否定する主張は、完全返却論に対する反論として成り立
たない。
「補助金存在決定後j という表現の意味についてさらに検討する必要があるD 例えば、
本件の場合、 1985年以前に補助金を交付された国有企業が 1989年に民営化され、 1993
年に商務省が補助金の存否を立証している。本件では、民営化を補助金交付後の後発的事
項と捉えるには問題はないが、民営化 (1989年)は補助金の立証と決定 (1993年)以降
の事項と認識することは明らかに誤りであり、正確に民営化は補助金の立証活動が行われ
る以前の事項であると見るべきである。
補助金存在決定後の後発的事項を考慮に入れ、すでに決定された補助金の額を改めて評
価する義務が明確化されている(例えば、相殺関税の見直し義務、サンセットレーピュウ
義務)ことを考えれば、補助金交付後の後発的事実を考慮せずに補助金の存否及びその額
を決定してしまうことは当然筋が通らない問題となる。
以上の検討に基づいて、商務省の主張する補助金存在決定後の使用と効果の立証義務不
要論及び後発事項無視論は、補助金残留論の根拠として極めて危ういものといわざるを得
ないD しかし、これらの論拠について、民営化企業は有力な反論を展開できなかった上に
CITも徹底的批判を加えなかったため、商務省が後の司法審査において再びこれらの論拠
を持ち出す余地を残してしまうことになるD
(c) 補助金の存否の判断基準
上記のとおり、CITは部分残留論の手続的根拠を綿密に検討しなかった。しかしながら、
部分残留論を違法とし、完全返却論を支持する結論を下した。問題を決着させる上で、補
助金残留論の批判よりも、実体的要件の核心となる補助金の存否(本件では残留か返却)
の判断基準は重要な機能を果たした。
CITはDHSに賦課する相殺関税の適法性を審査するにあたって、明確に実体的要件と
なる補助金の定義に関する 19U.S.C.S 1677 (5)仏)の規定に基づ、いて判断を行った。 CIT
は、具体的に民営化企業DHSが補助金を受けたか否かに着目し、 D狂Sが原補助金から手Ij
益を得たか否かとし 1う受益者利益説のアプローチを採用した。
CITは、Saarstahl州政府が SaarstahlSVKの財産による現物出資を行う際、Saarstahl
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SV1{の財産評価は独立当事者間取引によって達成されたことを強調したが、その目的は、
DHSが取引対象物の市場価格を支払ったという結論を導くためであった。つまり、 CIT
の行った味IJ益J存否の判断は、「市場価格」を支払ったとしづ前提に置かれていた。この
点は、 SaarstahlS¥弓互の財産評価が割引されるかたちで、行われたことについて商務省が立
証していないと CITが非難したことからも明らかである。メキシコ石灰産品事件において
商務省が行った認定とほぼ同様な議論展開である。
それでは、独立当事者間取引によって達成された民営化なら、なぜ原補助金が売却者で
ある政府に完全に返却されて民営化企業に残留しないという結果が導かれるのか。民営化
企業DHSに19U.S.C.~ 1677 (5)は)の規定する補助金の残留は認められないと判断するた
めに、 19U.S.C.~ 1677 (5)(A)はどういう機能を果たしたのか。この点 CITはほとんど説
明しなかった。
以上述べたとおり、独立当事者間取引は被売却対象(国有企業の財産)の市場価格を反
映し、補助金で具体化された生産施設なども企業財産の一部として、企業の市場価格に当
然に含まれるとしづ議論は、民営化の事実的側面の説明として、非常に的確な議論である
と評価されよう。しかし、これは法的議論ではないことは明らかである。民営化取引によ
って補助金が返却された(逆に言えば民営化企業に補助金が存在しなし¥)としづ結論を得
るには、法的問題として補助金とは何を意味するものなのかを議論することが必要になっ
てくる。
19U.S.C. ~ 1677 (5)(A)の規定する補助金の定義は、「奨励金又は贈与“bountyor 
grant"Jを意味するという一般的な表現にとどまっており、国内補助金は、①商業的考慮、
に反する条件での資本・貸付・貸付保証(債務保証人②優遇された価格での財・サービス
の提供、③特定産業の被った経常的損失を補填する資金供与、債務免除、④製造・流通費
用の引き受け、と列挙されるかたちで規定されている450
民営化企業に r19U.S.C.~ 1677 (5)(A)の規定する補助金が残留していなし可Jとしづ法的
判断を下した CITが、意識したのは一般的な表現となる「奨励金又は贈与jなのか、それ
とも国内補助金の列挙のどれかなのか、あきらかではない。 19U.S.C.~ 1677 (5)(A)の規定
する補助金はf奨励金又は贈与jを意味するとしづ表現は定義として厳密なものではない。
贈与はともかくとして、奨励金は意味不明であり、更なる定義と説明が必要とされる。
45 前掲注 27参照。
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本件で問題となった民営化は、政府が国有企業の財産を現物出資する形で、新設される企
業に資本投下したケースにあたるため、国内補助金として列挙された①の「商業的考慮、に
反する条件で、の資本供与jのほうが法的根拠として一番妥当な項患であると判断されてほ
ぼ問題ないと考えられるが、しかし、 CITは更なる分析を避けた460
19U.S.C. ~ 1677 (5)仇)の解釈として、商業的考慮に反する投資は補助金を構成すると考
えられるから、反対解釈として商業的考慮、に合致する投資活動は補助金に相当しないと判
断されるべきである。「市場僻格を反映jした政府の投資活動は「商業的考慮jに合致すれ
ば、政府の出資によって設立された企業にも当然補助金は交付されなかったと結論できる。
19U.S.C. ~ 1677 (5)(A)の規定における「街業的考慮、に反するJ、「優遇された価格J、「損
失の補填」、[費用の引受けjといった文言から、市場を基準に企業が利益を得たか否か(補
助金の存否)について決定する商務省の実行の反映たる「受益者利益説Jを抽出すること
はほぼ無理はないと考えられる。
CIT判決の最大の貢献は、民営化企業 DHSを国有企業と完全無関係な独立した企業と
位置付けて、民営化企業についての補助金存否の立証責任から逃れようとした高務省の論
拠を退けたこと、民営化企業について補助金の存否を市場基準によって立証し、判断する
ことを一般的に示したことである。
しかし、民営化の内容について、 CITの認識は混乱していた。例えば、 CITは、民営化
と原補助金の関係について、モデル提示まで踏み込んだことはこの点を裏付けている。CIT
が提示したモデルは次のとおりである470
①原補助金で具体化された生産施設を独立当事者間取引で売却した場合、原補助金が売
却者側に返却される、②独立当事者間取引で会社を完全売却した場合、会社の消滅によっ
て原補助金が株主側に返却される、③政府が唯一の株主である状況下で会社を独立当事者
間取引で完全売却した場合、原補助金は政府側に返却される。
この中で、①の意味は明らかであるが、問題は、②と③である。②と③はいずれも返却
される先を「株主Jと表現しているため、民営化される前にすでに株式会社形態を有して
46 CITがSaarstahl政府の行ったDM145.1millionの投資の商業的考慮、に合致すること
を指捕したことは、 SaarstahlSVKの価格が市場価格を反映したか否かとは別問題である。
D百Sへの民間企業の投資は、設立段階にある DHS自体の経営の健全性と投資価値に対す
る投資家の信頼を反映することにとどまり、 SaarstahlSVKの資産に対する市場評価と無
関係である。
4子 Saarstahl1， pp.193・194.
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いた国有企業の民営化を指していると考えられるが、しかし、公共体企業を株式会社化し
て民営化する場合も政府は一時的な株主になることを考えれば、 CITは民営化として一体
何を意識したかについて即座に判断できないと言わざるをえない。民営化前国有企業の経
営形態は少なくとも公共体企業と株式会社との 2種類あったことを考えれば、株式の売却
による民営化の結果、原補助金は必ず株式所有者に返却されるとは限らない。株式会社形
態を有する国有企業の民営化が政府保有株式の売却によって行われた場合、原補助金が民
営化企業に完全残留することは可能だからであるD
本件では CITに付託されたのは、民営化企業DHSの設立のための SaarstahlSVI{の
財産による現物出資という特定の状況に限って原補助金の行方が問題とされたため、 CIT
はそれ以外の民営化(形態と内容)について触れる必要は全くなかったと思われる。問題
にされなかった民営化における原補助金の行方に関するモデル提示は、逆に商務省と
CAFC及び鉄鋼業界の警戒心を刺激する悪材料となり、その後の司法審査において CITは
反発を受けることになる。
4. CAFCの審査過程
DHSに対する棺殺関税決定48が CITに却下されたことを受けて、商務省は、 CITの判
決を不服として CAFCに上訴した。 1996年 3月 12日、 CAFCの判決が公布された490
(1) CAFC判決の要旨
(a) 補助金の使用と効果(競争優位)
CAFCは、 CITの判決について、 CITは補助金がアメリカに輸出される産品に立証可能
な競争優位を与えたことを相殺関税の前提条件としていると判断した500
CAFCは、相殺関税の法的要件となる①産品の製造、生産、販売に関して補助金が交
付されたこと、②補助金付き輸入による損害及び因果関係の成立は、補助金は対米輸出産
品に競争上の優位を実際に与えたか否かと無関係であると解釈した510つまり、CAFCは、
品 CarbonSteel From Germany (1993); Remand DetermInation: Carbon Steel From 
Germany (1993). 
品 Saarstahl11(1996) 
50 Ibid.， p.1542. 
5.1 Ibid.， p.1543. CAFCは、この他にも、相殺関税法規定は商務省の棺殺関税措置を、ア
メリカ向けの輸出産品に競争上の優位を与えた補助金だけに限定しているものではないと
捕捉した。
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補助金の存在を決定した後、その使用及び影響を追跡、して調査する義務を商務省に要求す
る法的根拠はないと CITを批判した52。街務省の提示した補助金決定後の影響と効果無視
論をそのまま踏襲したのである。
(b) 部分残留論の複数のシナリオ
CAFCは、商務省の部分残留の下で複数のシナリオ(民間翼収者による部分返却あるい
は完全返却)が可能であり、所有権変更問題に関する議会の意図を明確に把握できない状
況のもとでは、 CITが商務省の部分残留論に十分な敬意を払うべきとして、 CITの判決を
取消した530
(2) CAFC判決の検討
第 1に、 CAFCは、補助金による競争優位について、 CITが原補助金が民営化企業に競
争優位をもたらしたか否かを確認するまで商務省に立証義務を要求していると見ている。
この点は、本節の 3(2)で検討された、相殺関税当局は補助金の具体的使用及び補助金が発
揮する影響についてまで立証する義務を負わないとし、う議論と一致する。
しかし、 CITの考えた「競争優位jは、原補助金が民営化企業にもたらした影響と効果
に着目したものではなく、むしろ民営化企業についての補助金存否の問題に着目している。
受益者利益説に基づいて企業が補助金を交付されたことを立証で、きれば補助金被交付企業
が競争上の優位を得ていると自然に推定できる。 CIT(民営化企業も含めて)は原補助金
による民営化企業の「競争優位j の問題として、民営化企業について要求される補助金の
存否の議論を持ち出したことは適切ではなかったことも認めるべきである。 CITは競争優
位を相殺関税の法的要件の構成要素と考えたことはないので、 CAFCの認識は誤解にすぎ
ないD
第2に、 CAFCは、補助金の影響(立証可能な競争優位の存在)について、相殺関税の
法的要件(補助金存在・損害の発生・因果関係の成立)以外に、加重要件は不要であると
理解していること自体は問題ではない。本節の 3(2)(a)の議論を若干補足すると、この加重
要件は一部の学説54が主張するものであり、実定法上の規定でないことは事実である。問
題は、柏殺関税の加重要件の否定が部分残留論を擁護する上で適切な根拠になるかどうか
52 Ibid.， pp.1543-1545. 
53 Ibid. 
54 例えば参照、Goetz，Granet and Schwartz (1986)， pp.17・32;Richard Diamond (1989)， 
pp.507・607.
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である。この点について CAFCは厳密に検討しなかった。
民営化が発生しなかった場合、商務省が国有企業について補助金の存在を正確に立証し
た状況下で、他の損害・因果関係要件が充たされていれば、すでに決定された補助金の使
用と影響(被交付企業の限界コストの節約、競争優位の発生)まで立証することなくして
相殺関税を賦課することはできる。
しかし、民営化や民営化企業のような後発的事項が発生した情況においても加重要件否
定論を主張することは、法的に妥当性を有するかどうかはもっと大きな問題となる。民営
化企業に着目した場合、原補助金の影響の問題ではなく、むしろ、補助金が存在するか否
かの問題として考えられるべきである。つまり、補助金の影響まで考える必要もなく、ま
ず、民営化企業を主体として考えるか否か、考えるとすれば、原補助金から民営化企業が
補助金(利益)を得たか否かが問題にされるべきである。 CAFCは、商務省がすでに行っ
た原補助金の存在決定が合法的であるということに拘泥して、民営化企業に賦課する相殺
関税を、あくまでも原補助金を相殺するという意味で議論している。民営化企業を国有企
業と独立した法人格として認めない点で商務省の観点と一致している。
第3に、複数のシナリオについて、 CAFCが商務省の部分残留論の下で複数のシナリオ
が可能であると言及したことについては、特定の状況における部分残留論の合法性に対す
る法的判断としては成り立たない。本件で関われているのは、固有企業の財産による現物
出資という特定の民営化事情のもとで、商務省の適用したシナリオが妥当であったかどう
かとしづ問題である。複数のシナリオがあるとしづ議論と、どのシナリオが適当なのかと
いう議論とは次元が異なると言わなければならない。
(3) CAFC判決の反対意見 (Plager判事)
CITの判決を審理する際、 CAFCの中で意見が分かれた。 Plager判事は、多数意見に反
対してCITの判決に賛成できる理由を次のように述べた550
(a) 相殺関税法の目的
Plager判事は過去の判例を援用しながら、棺殺関税法の自的は、外国の生産者が政府の
補助金から受けた不公正な競争優位(判事も受益者利益説の立場を採っている、筆者注)
を相殺することにあると述べて、民営化企業が不公正な競争優位を得たかどうかを中心に
55 Saarstahll1， pp .1545・1547.
90 
議論を進めた56 (強調は筆者)。
(b) 通常の相殺関税と民営化
判事は、通常の場合、外国企業が政府から補助金を受けたとき、商務省が企業の補助金
の具体的使用を無視して、単に補助金を一定年数に期間配賦して相殺する方法は相殺関税
法規定の実行上妥当だと述べた57 理由として、典型的な民営化が発生していない状況下
では、補助金を被交付企業が生産能力の増大、生産コストの引き下げ、その他生産を有利
にする方法で運用することはほぼ疑う余地がないことを挙げた580
しかし、補助金を受けた国有企業が市場価格で売却された場合、原補助金が国有企業を
継承した民営化企業の生産や輸出を引き続き優遇すると推定することはもはや不適当であ
ると述べて、判事は CITの意見に同意した590 その理由は、民営化の場合、民営化企業は
市場をベースにした生産コストと投資収益期待を反映させた生産と価格の決定を行わなけ
ればならなし、からである60。判事は、相殺関税法規定の側面から見て、民営化以降の産品
の生産と販売は補助金を与えられていると考えられない、と指摘した上で、民営化企業の
生産と輸出は原補助金による当該産業部門の全体的な生産能力の増加から利益を得ている、
と克ることは余りにも推測的であると述べた610
(c) 部分残留論の問題点
多数意見が CITの判決を批判して商務省の部分残留論に複数のシナリオが可能である
と主張したのに対して、判事は、部分残留論の問題点は、商務省は相殺関税法規定による
権限を誤解し、部分残留論を全てのシナリオに適用し、あらゆるケースにおいて原補助金
の配分を行い、問題となる民営化の形式と内容及び民営化の結果生じる経済的意味合いを
無視している点にあると指摘した62。さらに判事は、典型的なケースに適用する行政手段
(administrative scheme)を商務省が法的権限のレベルまで引き上げ、民営化の文脈に
適用していると批判した630
56 Ibid. 
57 Ibid. 
58 Ibid. 
59 Ibid. 
60 Ibid.判事の意見を反対解釈すれば、補助金の存在とは、企業にとって資本コストを営
業収益によって回収する必要のない一部の資本で操業していることを意味する。
61 Ibid. 
62 Ibid. 
63 Ibid. 
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5. 小結
以上の考察を通じて明らかにされた点をまとめると次のとおりである。
第 1に、 CITは補助金残留論の合法性を判断する際、民営化企業を国有企業と全く異な
る独立した主体として捉え、民営化企業に蹴課する相殺関税の妥当性を、相殺関税の法的
要件に基づいて審査している。民営化企業について補助金存否の立証責任を拒否する部分
残留論の論拠を退けているが、詳細な検討を展開しなかった。
CITは、原補助金の行方(民営化企業内残留か政府への返却か)について、民営化取引
が売却対象(本件では企業財産)の市場価格を反映していれば、補助金は完全に返却され
るとしづ結論に達している。しかし、なぜ市場価格を反映する民営化取引ならば補助金の
返却効果を有するのかにつき、 CITは補助金の定義を引用して説明しようとしたが、詳細
な法的解釈論を避けた。
民営化の達成方法が独立当事者間取引であれば取引対象物の市場価格を反映する、とい
う完全返却論の主張に反対する意見はなかった。問題となった民営化が独立当事者間取引
で行われたことを商務省が認めたことは、事実的側面から CITの法的判断を容易にする大
きな要素となった。また、逆に、民営化の独立当事者間取引の事実を商務省が争う場合、
CITの補助金の行方に関する判断は困難になると予想、できる。
第2に、CAFCは商務省の部分残留論の立場を擁護し、CITと真っ向から対立している。
民営化企業を独立した実体と扱わないで、原補助金の存在決定の合法性を根拠に、民営化
ノ企業に賦課する相殺関税を正当化しようとする点で、商務省の立場と一致する。いずれも
相殺関税の加重要件を否定する理由を表に出して、民営化企業について補助金の存否を立
証する義務を拒否している。 CAFCは検討に値する法的議論をほとんど展開していないと
言える。しかし、 CAFCの中に反対意見が存在し、基本的に CITの立場に賛成的であるこ
とは注毘に値する。
結局、第 l段階の国内司法審査によって完全に決着できる案件はなかった。こうした中
で、主に 1993年7月発表された商務省の部分残留論を適用した相殺関税決定の法的妥当
性が争われる案件も司法審査に持ち込まれた。これは 1995年URAAが発効される前に開
始された最後の司法審査と言える。以下、イギリスの国有鉄鋼企業 BSCの民営化をめぐ
る問題を取り上げてx 補助金残留論をめぐる法的議論のその後の進展方向を考察するむ
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第 2節イギリス国有企業BSCの民営化
第2章第 l節で説明したとおり、 1993年の 1月と 7月、商務省は 2自にわたって民営
化企業を対象に相殺関税を賦課する行政決定を行った。この中で、イギリスの国有企業
BSCの民営化にかかわるものは2件あった。一つは、 1993年 1月、 BSCによる特殊鋼生
産施設の分割の結果、新設された民営化企業UES(特殊鋼生産企業)に対して無差別完全
残留論を適用した相殺関税決定である640 UESの特殊鋼産品の輸出に対する商務省の相殺
関税決定の適法性の問題は、 SaarstahJよ SaarstahJ11と並行するかたちで争われた650
本件で司法審査の対象となったのは、 1988年、 BSCの完全民営化の結果設立された民営
化企業の対米輸出産品に対する商務省の相殺関税決定で、あった660 本件を取り上げる理由
は、問題となった民営化の内容が、単なる企業財産による現物出資ではなく、公共体形態
国有企業の株式会社化であることに着目したからである。
1.背景と事実
(1) 国有企業BSCと原補助金
British Steel Cooperation(以下、 BSCとする)はイギリスの国有企業であった。同社は
イギリス最大の鉄鋼企業であり、 1967年、民間鉄鋼企業を国有化して設立された670
1977/78年から 85/86年にかけて、商務省は、イギリス政府がBSCに対して、出資、地
域開発支援計画、債務免除など様々なかたちで約 70億ポンドの補助金を提供したと認定
した680
(2) BSCの民営化
1986年、 BSCの民営化が始まった。第2章の第 1節において述べたとおり、 BSCは民
間鉄鋼企業GKNと共同出資を行い、それぞれ5001投資して合弁企業UESを設立した690
UESを設立するために、 BSCは主に特殊鋼の工場など生産施設で現物出資し、 GKNも一
64 Carbon SteeJ from The United Jungdom (1993). 
65 InJandSteeII; Inland SteeJ 11 
も Steel Products from The United Kingdom (1993) 
67 Ibid.， pp.37395・37396.
68 Ibid. 
69 Ibid. 
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部生産施設と海外営業部門とを UESに投下した700民営化の結果設立された民営化企業は
UESであった。
本件で取り上げる BSCの民営化は特集鍛生産施設の分割による UESの設立ではない口
BSCの特殊鋼生産施設の分割後、イギリス政府はBSCの完全民営化に乗り出した。 1988
年 12月、イギリス政府は、 BSCを株式会社化し、発行した株式を公開売却する (public
offering of shares) ことによって BSCの民営化を実現した710
BSCの完全民営化の結果、民営化企業BritishSteel plc(以下、 BSplc)が誕生した。 BSC
の完全民営化の特徴は、特殊鋼の分割のような国有企業の財産の売却(実は国有企業の財
産による現物投資)ではなく、国有企業自体を株式会社化してその株式を公開売却するか
たちで、行われた点にある。
(3) 相殺関税調査の経過
BSCの完全民営化の結果、民営化企業 BSplcの対米輸出鉄鋼産品が相殺関税調査の対
象とされた。調査期間は 1991年 4月 1日から 1992年 3月31日まで、で、あった。調査対象
となった産品はcut-to・lengthcarbon steel plateである。 1993年 7月、商務省の相殺関税
決定が公布された720 BSplcは商務省の決定を CITに提訴し、 1995年 2月9日、 CITの
判決が出された73。
2.紛争当事者の主張
(1) 完全返却論
民営化企業 BSplcは、 BSCの株式会社化のための株式 (20億の株)の発行と公開売却
は、 BSCの公正な市場価値を反映したため、原補助金が完全返却されたと主張した740 民
営化企業の主張は、第2章第2節、本章第 1節で検討した判例における民営化企業の主張
をほぼ重複しているため、ここで詳しく説明しないことにする。
70 Ibid. 
71 Ibid. 
72 Ibid. 
73 British SteeJ 1 British SteeJ 1は併合訴訟であり、イギリスの民営化企業以外にも、
ドイツ、ブラジ/レ、メキシコ、韓国、フランスの民営化企業がそれぞれ宿務省の相殺関税
決定を訴えている。この中で部分残留論を訴えた民営化企業は、イギリスのBritishSteel、
ドイツの DHS、ブラジノレの USIMINASとメキシコの AHMSAである。
74 British SteeJ 1，p.1281. 
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(2) 完全残留論
米国内鉄鋼業界は、民営化企業BSplcは実質的及び簡業的な側面において補助金を受け
たBSCと同じ会社であると主張した750 さらに、鉄鋼業界は、 BSCの民営化の際、 BSC
の全ての財産、権利と義務がBSplcに移転されてBSplcがBSCの全財産の法的所有者に
なり、 BSCとBSplcとの企業実体は向ーであると主張した。鉄鋼業界は、 BSCの民営化
は単なる株式の発行と売却であり、民営化は(国有企業の)株主の変更に過ぎないと主張し
たため、民営化が独立当事者間取引で達成された否かは無関係な事項とされた760
(3) 商務省の対応
高務省は、 BSCの民営化は株式の公開売却によって行われ、具体的にBSCを公開有限
責任会社に変更したことに言及した上で、国有企業の後継会社BSplcは、事実的、商業的
側面で完全にBSCと同じ企業であると強調した77。商務省は、民営化が売却対象の市場価
格を反映したかどうかを認定することの必要性を否定し、部分残留論を合法的な売却にの
み適用すると主張した。商務省の意味する合法的な民営化取引とは、実は独立当事者間取
引を指している780
3. CITの審査 (BritishSteel1J 
(1) 民営化の達成方法と内容
CITは、 BSCの民営化の内容について、商務省はイギリス政府が株式の公開売却によっ
てBSCを民営化したと言及しただけでは明確な説明にはならないと判断した790CITが特
に重視したのは、商務省が BSCの民営化の方法について、商業的考慮、と合致する公正な
市場価格を反狭したと明確に決定しなかった点である800
以上の民営化取引に関する商務省の認定の不明確さから、 CITは、 BSCの受けた補助金‘
を理由にBSplcに賦課する棺殺関税の妥当性を判断できないと判示した810 CITは事件を
商務省に差戻して、民営化取引をめぐる事情を更に詳しく調査することを命じた。
75 Ibid.， p.1281. 
76 Ibid. 
77 Ibid.， p.1282. 
官 GeneralIssues Appendix: Steel Product丘'OmAustriaο993)，p.37266. 
市 BritishSteell， p.1282. 
8'0' Io'id. 
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(2) CITが指示した諒査内容
CITは次の内容を調査することを商務省に指示した820 ①BSplcの株式が売却される前
に、 BSCとBSplcは事実上同ーの会社実体であったか否か、②BSplcの株式の売却後、
BSplcは株式売却以前の会社実体と事実上向じであったか否か、言い換えれば、民営化後
のBSplc(つまり、民営化企業としてのBSplc) と民営化前の BSplcとは事実上同じ企業
実体なのかどうか。
この他に、 CITが求めた内容は、①(所有権変更)取引が独立当事者間で行われ、公正
な市場価格を反映し商業的考慮、と合致するどうか、②所有権変動取引の各側面が民営化あ
るいは部分的民営化を含むか否か。③(所有権変動)取引の内容と条件、取引が一つの財
産あるいは複数の財産の売却を含むか否か、それとも完全に株式の売却を構成するのか、
などである。
以上の調査内容を指示したあと、 CITは、公正な市場価格を反映する商業的考慮に合致
する全ての形態の民営化状況下で原補助金が依然として相殺可能であると認定した限りで
は、部分残留論は違法であると判示した830
本件が決着に至らなかった原因は、商務省、は民営化が独立当事者間取引によって達成さ
れたと明確に承認しなかったことに加えて、 CITが民営化の達成方法以外に民営化の内容
をも重視したからであるD 商務省に指示した調査項目の中で、民営化の内容(資産の売却
か株式の譲渡か)及び民営化前後の企業の同一性に関して詳絡な説明を要求したことは、
この点を裏付けている。また、部分残留論を条件付きで違法としている点も注目すべきで
ある。「全ての形態による民営化jに部分移残留論を適用する限りでは違法であるという判
断は、明らかに、部分部分残留論の妥当可能な民営化領域があり得ることを示唆しているD
商務省の調査報告を受けた後の問題の行方を考察する必要がある。
4. CITの審査 (British SteelI/) 
(1) 商務省の差戻し決定
商務省は CITの差戻し命令に基づき、指示された項目を調査し、 BSCの民営化に関し
81 Ibid. 
82 Briti旨hSteell， p.1283. 
83 Ibid.， pp.1288 -1289. 
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て差戻し決定を行い、次のような調査内容を CITに報告した840
(a) 民営化の事実的側面
1987年 12月、イギリスの通商産業省が国有鉄鋼企業 BSCを民営化するという政府の
意向を発表した。 BSCの民営化を実現するために、イギリス政府はこつのステップを取っ
た。
第一ステップとして、イギリス政府が100%所有する公開有限会社BSplcを設立した850
BSplcは株式資本 (sharecapital)の 5万ポンド(一株 1ポンド)の発行を許可された860
1988年 7月 29日、イギリス鉄鋼法が可決され、 BSCの所有する全ての財産と権利及び
BSCが負う全ての義務が BSplcに帰属することが決定された870 1998年9月 5日、 BSC
の財産、権利義務が実際に BSplcに移転された口
1998年 11月 17日、 BSplcの一株 1ポンドの 5万普通株を更に細分化し、一株 50ペン
スの普通株を 10万株発行した。その後、更なる 19億 9990万普通株を発行し、全ての普
通株が公認株式取引リスト (OfficialList of The Stock)に認可されることを条件に国務省
に割り当てられた88。一株1ポンドの特殊株の発行も認められ、 1993年 12月 31日までに
額面価格で買い戻されるまでに、特殊株は通商産業省に保有された890 特殊株を発行した
意図は政府の民営化企業に対するコントローノレを一時的に維持することで、あった。
第二ステップとして、会社の発行済み普通株式資本の全てを構成する 20億の株を売却
した90D 売却はマスコミや広告を通じた公開売却であった。 1988年 11月23日、 20億の
株は固定価格で売却された。売却は一株1.25ポンドの価格で行われ、 1988年 12月2日、
株式の売却は終了した。極少数の一部の株を従業員に割引価格で売り渡した。イギリス政
府は普通株を 34088株(全体の 0.0000170/0)保有した。
(b) 商務省の認定
商務省は、以上の調査内容を根拠に改めて次のよう認定した。
第 1に、イギリス政府による BSplcの売却は、極少数の株式を従業員に割引価格で、売却
したことを除いて独立当事者間取引で行われたため、 BSCの民営化は企業の市場価格を反
?
? ?
?
? ????。???????
，?
????????，??????? ? ?
?
、?
、?
、?
?
??
??，???????? ?
??
???
? ???
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映し、商業的考慮、に適合するもので、あった910 BSplcの株式の売却が行われる際、独立し
たコンサルタントが売却価格を査定し、世界的範囲で民間投資家に公開された結果、売却
された株式のほとんどを民間投資家が買収したのである920
第2に、イギリス政府も一部の株式を保有したため、 BSplcの株式の売却は部分的民営
化である930株式売却以前の BSplcは、会社の実体 (corporateentity)として補助金を受
けた実体 (BSC)と実質的に変わらない。その理由はBSplcが補助金を受けた企業の財産
と権利義務の全てを引き受けたからである94。更に、 BSplcの部分的民営化は株式の売却
であるため、民営化後の BSplcは民営化以前のBSplcと実質的に変わりはない95。したが
って、商務省は、 BSplcの産品に対して相殺関税を継続して賦課することが合法的という
結論を得た960 つまり、部分残留論ではなく、完全残留論である。
(2) 企業側の反応
(a) 民営化企業の主張
民営化企業は、商務省の調査結果に反発し、次のように主張した970
第 1に、民営化企業に相殺関税を賦課する法的前提は当企業の産品が原補助金から利益
を得ているか否かによるもので、 CITが商務省にこの問題の調査を指示しなかったことは
重大な誤りである。 CITは、過去の判例98において確立している公正な市場価格による国
有企業の資産の売却は原補助金の返却効果を発揮するとし1う立場を堅持すべきである。
第2に、 CITは、問題となった民営化の達成方法として、資産の売却なのかそれとも株
式の売却なのかを区別したことは民営化の形式を重視した傾向であり、民営化の有する補
助金返却効果を考察する上で有力な根拠にはならない。 CITは、株式売却による民営化は
生産施設の売却による民営化と異なる、と判断したことは誤りである。株式の売却による
民営化は、その経済的効果から見て生産施設の売却と同じである。
90 Ibid. 
91 Ibid. 
92 Ibid. 
93 Ibid. 
94 Ibid. 
95 Ibid. 
96 Ibid. 
97 Ibid.， pp.184・188.
鳴 Saarstahll:lnland 1 
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(b) 園内鉄鏑業界の主張
鉄鋼業界は、 BSplcの主張は誤りであり、 CITがこれを退けるべきとして以下の理由を
挙げた990
第lに、 CITが資産の売却と株式の売却を区別することは内容より形式を重視している
という BSplcの批判は誤りである。補助金被交付企業の株式の所有権変更による民営化は、
当企業の産品の相殺可能性に影響を与えることはない。その理由は、民営化前後の企業の
実体が実質的に変わらないからである。
CITは財産を含む企業全体の売却は補助金を消滅させると断言していないし、株式の売
却以外の方法による民営化の場合も、相殺関税調査の対象となる民営化後の企業実体が補
助金被交付企業と実質的に同じである場合には、相殺可能性は影響を受けない口
企業全体ではなく、生産施設だけが公正な市場価格で売却された場合、売却された生産
施設で操業する企業に対して相殺関税を賦言果することができなくなるという CITの観点
について商務省は配慮している。 BSplcが crTに Britishsteel 1の判決を過去の判決
( SaarstalJ1と1lnland 1)と一致させるように修正すべきである、と要求することは妥
当ではない。 Britishsteellの判決はCITの民営化問題に関する最新の動向を反映してお
り、本件においては決定的である。本件における当事者間で、争っている民営化の問題は、
lnland 1とSaarstahllとは異なり、街務省としては、 lnland1とSaarstahllとを株式
の売却による会社全体の売却と扱っていなし、。
第2に、 CITは民営化企業の産品が国有企業の原補助金から利益を得たかどうかを要求
する相殺関税法規定の基本原則を守っていないという BSplcの主張は誤りであるD 民営化
の問題は、民営化自体が補助金被交付企業の産品に配分される利益を変更しあるいは徐去
することができるかどうかという点である。商務省の補助金残留論と CITのB万tishSteel 
Iの判決はともに、民営化によって企業の産品に正当に配分された利益を除去、または変
更されることはないとしづ結論に達している。 BritishSteellの判決は、民営化以前の補
助金被交付企業が民営化企業と実質的に同じであるか否かを要求し、もし実質的に変らな
ければ原補助金を後者に配分することはキ自殺関税規定と一致することになる。
(3) CITの結論
BSCの民営化の事実的側面に関する商務省の新たな差戻し決定及び各当事者の議論を
99 British Steelll， pp .188・189.
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改めて審査したあと、 CITは次のような結論を下した1000
1;自殺関税法規定は、商務省の相殺関税調査の対象とされる企業が補助金を受けたことを
要求しており、民営化の形式は重要な問題ではない。民営化の形式は、商務省の祁殺関税
の対象となる企業が民営化以前の補助金被交付企業と実質的に同じ実体であるか否かを判
断する一つの尺度である。 BSCの民営化によって、新しい株主が過去補助金を受けた企業
の株式のために支払いをしただけである。 BSplcの株主が変更されたことによって政府に
対して何の返却も行っていなし、。最後に、 CITは商務省の BSCの民営化に関する差戻し
決定を是認すると判示した。
5. British Steelllの批判的検討
(1) BSCの民営化に関する商務省の認定
商務省は、 CITの調査指示を受けた後の差戻し決定の中で BSCの民営化は独立当事者
間取引であることを明確に認めた。株式売却の公開性、独立的機関による株価の査定など
を考えれば、この点には異論がない。このことから本件の民営化の方法については争いが
ないことを改めて確認できる。しかし、商務省が民営化の内容を単なる株式の売却である
と認定したことには検討の余地が残る。
第 1章で検討したとおり、同じ株式の売却で、あっても、原補助金に与える影響は民営化
される国有企業の形態によって異なってくる可能性はある。国有企業がすでに商法上の株
式会社の経営形態を有する場合、政府がただ保有株式を売却するだけでは、株式の売却価
格が必ずしも国有企業の原補助金の返却を意味するものではないと筆者は指摘してきた。
その理由として、政府保有株式の売買は企業の財務構造と関係なく、政府と新しい株主
の間で行われているからである。政府保有株式を買収する投資家が国有企業の補助金を評
価して市場価格を提示したとしても、政府に返却される資金は株主が支払ったものであり、
民営化企業が返却したものではないことは明らかであるo r返却」を考える際、大事なのは
攻府が補助金に相当する価値を回収したかどうかではなく、民営化企業が自ら返却を行っ
たかどうかである。
本件では、民営化以前の BSCの所有及び、経営形態は会社法上の株式会社で、はなく、公
法上の公共体形態国有企業で、あった。確かに、 BSCの民営化を行う際、 BSplcを設立し
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た上で、その発行済み株式を公開売却した。しかし、 BSCの民営化のために行われた株式
の売却は民営化の内容ではなく、手段(あるいは企業を売却する形式)として理解される
べきである。
商務省の見落している最大の事実は、 BSCの全財産をBSplcに帰属させた上で、 BSp1c
の財産を基準に行われた株式の発行である。 20億の普通株(一株50ペンス)を発行でき
たことはBSplcの全財産が少なくとも 10億ポンドの価値があることを裏付けている。こ
の 10億ポンドlこ原補助金による財産が反映されたか否かとしづ大事なポイントは商務省
の意識から完全に抜け落ちている。
通常の場合、イギリス政府は国有資産を査定可能な価値より安く設定して(例えば、原
補助金で購入した生産施設を査定対象から外して)売り飛ばすことは考えられない。たと
え政策的考慮(例えば、民営化後の社会不安を防ぐ雇用の維持など)によって国有資産の
安売りが可能であったとしても、これを証明することが必要となってくる。発行済株式が
発行価絡(一株50ペンス)より高く(1.25ポンド)売れたことはまさにBSplcの市場価
格を反映するものであり、株式売却による収入はイギリス政府の国庫に返納されたはずで
ある。株式公開売却以前のBSplcの株を国務省が保有していたことを想起すれば容易に分
かる問題である。
BSCの民営化を考察する際、原補助金の価値は全て発行株式の売却価格に反映されて、
政府に返却されたと見る可能性はなしとは言えない。民営化以前の国有企業の経営形態を
考察せず、ただ形式的に株式の売却だけに著目して原補助金の行方を検討することは妥当
ではない。商務省は、株式の売却が民営化の内容を構成するのか、それとも単なる手段と
方法に過ぎないのか、を区別して考えなければならない。完全残留論が妥当なケースは、
政府が所有する株式会社の株式の売却を通して達成する民営化に限られ、かかる場合、株
式の売却は原補助金を含めた会社の財産に影響をもたらすことなく、民営化前後の会社の
実体は実質的に変化しなし1からである。
CITが商務省に調査を指示したもう一つの重要な内容は、①BSplcの株式が公開売却さ
れる前のBSCとBSp1cとの関係と、②BSplcの株式が売却される前のBSplcと売却後の
BSplcとの実質的関係である。
①について、商務省が、B.SCとBSplcとは実質的に同一企業であると回答したことは
100 Brjtj~ヲ11stee111， pp.190・191.
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全く問題ない。しかし、その理由を fBSplcが補助金を受けた企業(つまり BSC)の財産
と権利義務の全てを引き受けたからであるjと説明したことは説得力がない。 f企業の財産
と権利義務の全てを引き受けたj という表現自体は、財産が引き受けの対象で、あったこと
並びに引き受けられた財産の f量j の説明に過ぎなし1からである。問題は引き受けた対象
(財産と権利義務)の市場価格を支払ったかどうかである。
商務省も認めているとおり、 BSCの財産と権利義務の BSplcへの帰属は鉄鋼法によっ
て行われたのである。つまり、企業財産の市場価格を反映した売買によるものではなく、
法律によって財産の帰属関係が決定されたわけで、ある。商務省は、 BSCとBSplcとは実
質的に!司一企業であると認定した理由を、 iBSplcが補助金を受けた企業(つまり BSC)
の財産と権利義務の全てを引き受けたからであるJと述べるのではなく、「鉄鋼法による帰
属j と正確に説明するべきで、あった。かかる場合、市場価格の支払いは全く発生しなかっ
たと見てよい。政府に所有される国有企業の財産を、イ也に新設された国有企業に移転した
だけで、財産の売買はそもそも発生しなかったからである。
②の民営化(株式の公開売却)以前の BSplcと、民営化後の BSplcとの実質的関係につ
いて、商務省、は実質的に同じ企業であると結論したことはとくに問題ではないが、その理
由を「株式の売却Jであると説明しただけでは、単純しすぎる。商務省は、株式の売却だ
けに目を向けて、公共体形態の国有企業を株式会社化した事実を忘れている。
本件の場合、補助金の行方を考える上で、株式売却前の BSplcと、株式売却後のBSplc
とは企業実体として考えられるが、株式売却前の BSplcはもはや補助金を受けた企業では
なくなり、原補助金は完全に返却されたと考えられる。国有企業の全財産(原補助金を具
体化した生産施設も含めて)をベースに資産評価が行われた上で株式が発行され、さらに
BSplcの株式を公開売却したことは、民営化企業BSplcの全財産を民間投資家が買収した
ことを意味する。つまり、民営化企業BSplcの財産の中に、資本コストを負う必要がない
ため、産品の販売価格によって回収不要な財産が消滅した結果となる D
本件において、 CITが原補助金に与える民営化の影響を検討する際、民営化の内容 (CIT
は民営化の形式と認識しているようだが)に注目して、株式の売却と資産の売却との相異
点を意識したことは、問題解決に向けての大きな前進と評価できるが、同じ株式の売却も
民営化される国有企業の経営形態が異なることによって、結果が完全に異なってくるとい
う可能性を見落している。その原因は民営化以前の国有企業の経営形態に関する洞察不足
にあると思われる。
102 
(2) 民営化企業の主張の検討
CITが商務省に補助金の存否を調査させなかったことに対する民営化企業の不満は全く
的を外している。民営化企業は、財産の売却を株式の売却と区別して扱う CITの新たな姿
勢を批判し、株式の売却も資産の売却と同様な機能を有すると主張しているが、その理由
は不明である。論理的に民営化企業の脳裏にある[株式の売却jは公共企業体国有企業の
株式会社化による民営化を意識したものであるなら妥当な主張と考えられるが、本件にお
いて明確な説明を提示していなし 10
(3) 国内鉄鋼業界の主張の検討
鉄鋼理業界は、株式の売却による民営化は企業の実質的内容にし市瓦なる変更ももたらさな
いと主張している点で、商務省の立場とほぼ一致している。その主な根拠として、株式売
却による民営化前後の企業実体の同一性を信じ込んでいることにある。国内企業は株式会
社の政府保有株式の売却しか意識していないようである。この点はすでに議論したのでこ
こでは繰り返さないことにする。
(4) CITの判決の検討
CITが、 BSCの民営化の新たな誠査を指示する際、財産の売去Pかそれとも株式の売却か
を分けて考えたことは、民営化の真相と原補助金に与える影響を明らかにする上で、大き
な進展であると評価すべきである。しかし、株式の売却の意味を更に吟味することなく、
BSCの民営化のために行われた BSplcの株式の売却を株式会社の政府保有株式の売却と
区別して判断することはできなかった。この点は、 CITが商務省の BSCの民営化調査を
認める結論に至った最大の原因であろう。したがって、 CITの判決は誤判であったと指摘
される可能性は残っていると言わざるをえない白
6. CAFCの審査 (British Steel刀1)
CAFCは、CITがBSplcの民営化に関する商務省の差戻し決定を是認したことを批判し
て、商務省の部分残留論を認めるべきだと主張し、再びCITの判決を無効にした101。法的
議論として、 CAFCは過去の意見を繰り返しただけなので、検討しないことにする。
101 British SteeJ 111 
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7.小結
以上述べてきたとおり、 BSCの民営化をめぐる争いは法的側面でほとんど進展がなかっ
た。 しかし、原補助金に与える影響と効果を検討する上で、民営化の内容、特に株式の売
却を財産の売却と一応区別して考える意識が浮上してきた点は重要な進展と言える。株式
の売却による民営化を考える際、すでに株式会社化された国有企業の政府保有株式の売却
か、それとも、公共体形態国有企業の財産を基盤に株式会社を設立した上での株式の売却
かを明確に区別して考える必要性については、 CITを始め、本件に参加した各主体のいず
れも明確な意識を持たず、混乱していたと言える。
第 1節と第2節で検討した二つの判例は、以下のような共通点を有する。第 1に、いず
れも民営化企業に賦課する相殺関税の問題をめぐるものである。第2に、 CITは相殺関税
の法的要件に基づいて、民営化の内容が政府保有株式の売却の場合を除いて、民営化の達
成方法が独立当事者間取引であることを条件に商務省の部分残留論を違法として、完全返
却論を支持している。第3に、 CAFCは、商務省の部分残留論を支持して CITの判決を否
定している。第4に、いずれも 1995年URAAが発効する以前の商務省の行政決定につい
て当時の有効な相殺関税法規定を根拠に審査したものである。補助金残留問題の法的解決
もURAAの発効を受けて新たな局面を迎えることになる。以下、 URAA発効後の半IJ例を
取り上げて問題の解決方向を考察する。
第 3節 Delverde相殺関税事件
第 1、第2節で考察したとおり、 1995年 1月URAAが発効する前の部分残留論の司法
審査は謬着状態に陥った。民営化の事実的側面から見て、民営化の方法については大きな
争いがなかったが、民営化の内容について、国有企業の財産の売却と株式の売却をめぐっ
て、荷務省と企業側は別として、 CIT自体も大きく混乱していた。
相殺関税の法的要件から克て、民営化企業について補助金の存否を立証する義務を拒否
するために務務省が提示した主要論拠が徹窓的に検討されなかったD 民営化企業に賦課す
る相殺関税の実体的要件である補助金の判断基準について、取引対象の市場価格を反映し
た民営化の場合、原補助金の民営化企業内残留は認められないという CITの判断も有力な
法的根拠に裏付けられな.いまま URAAの発効を迎えた。
こうした中で、商務省は、それまでに民営化企業に補助金残留論を適用するという限定
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された枠から踏み出した。補助金を受けた民間企業同士の財産の売買取引にも部分残留論
を適用したのである。イタリアの Delverde事件はその最初の判例となる。本件の重要な
特徴は、URAAが発効後に発生した点である。URAAは従来の相殺関税法規定と異なって、
所有権変動と原補助金の関係を扱う 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定と、補助金の存否の判断
基準となる補助金の一般的定義に関する 19U.S.C.S 1677(5)(B)の規定を盛り込んだため、
法的議論にも新たな争点が表面化し、補助金残留論の司法審査の過程も新たな段階に入っ
た。
1. Delverde事件の背景と事実
(1) Delv白血のパスタ工場の買収
1991年、イタリアの民間会社Sangralimentiは、他の民開会社Delverde，SrLのパスタ
工場を買収する受け血として、新しい会社NuovaDelverdeを設立した1020
パスタ工場の売買取引の両当事者 (NuovaDelverdeとDelverde，SrL)はともに民間企
業であり、いずれも過去において政府の経営支配を受けたことはなかった 1030 Nuova 
Delverdeはパスタ工場以外に、 Delverde.SrLの商号、街標権など無体財産権を譲り受け
た。パスタ工場の買収後、 NuovaDelverdeは商号を Delverdeと変更し、パスタ工場を売
却した Delverde.SrLは厨有商号を NuovaDelverdeに譲渡したため、商号を MI.BAと変
更した。独立的会計機関は、 Delverdeのパスタ工場等の買収は独立当事者間取引によって
達成されてパスタ工場の市場価格を反映するものであると証明した104。
商務省は、パスタ工場を売却した Delverde，SrLは、 1983年から 1991年にかけて、イ
タリア政府から補助金を受けていたと認定した1050 Delverde，SrLに交付された補助金は
主にイタリア政府が提供したパスタ生産施設の現代化と拡充のための Law64に基づく工
業開発贈与で、あった。イタリア政府も原補助金の交付事実を認めた口
(2) 相殺関税調査の経過
1995年、商務省はイタリアのパスタ産品の輪入に対して相殺関税調査を開始した。調査
期間は暦年 1994年で、あった。 1996年6月3目、商務省は、イタリア製パスタ産品に対す
102 Pasta From Italy (1996)， pp.30290・30293.
103 Ibid. 
104 Ibid. 
105 Ibid. 
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る1:自殺関税の最終決定を公表した1060 それまでに、 CAFCが部分残留論を容認してきたこ
と107を受けて、商務省は部分残留論の立場を更に強く主張し、独立当事者間取引によるパ
スタ生産施設の売却自体は施設の元所有者に交付された原補助金を自動的に償却するもの
ではなく、 1994年にアメリカに総入された Delverdeの産品(原補助金で、兵体化された生
産施設で生産された)に相殺関税を賦課すると決定した。イタリアのパスタ生産者
Delverdeは、商務省の相殺関税決定を不服として CITに提訴じた。 1997年 12月 2目、
CITの判決が出された108。
(3) 主要な争点
(a) Delverdeの主張
パスタ工場を買収した Delverdeの意見は、今までの民営化企業の主張と基本的に異な
るもので、はなかった1090 Delverdeは、パスタ工場の買収取引は民間企業の間で行われた
こと、独立当事者間取引は取引対象物(パスタ工場)の市場価格を反映し原補助金の返却
機能を果たすことを強調した上で、商務省の相殺関税賦課の違法性を訴えた1100 しかし、
この時点で、 Delverdeは補助金の返却 (Delverdeにとって補助金が存在しないこと)を
主張する法的根拠を明確に示さなかった1110
Delverdeは、 URAAの所存権変更問題を扱う 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定112は国有企
業の民営化に適用する規定で、あって、商務省が純粋な民間企業同士の生産施設の売買取引
に適用することは不可能と主張した1130 つまり、民間企業同士の取引の場合、政府の介入
が全くないため、パスタ工場の売買は完全に独立当事者間取引で行われるので、買収者が
原補助金の利益を受ける可能性はないことが強調された。
(b) 商務省の主張
商務省は、依然URAA以前の法的議論に毘執し、 CITの判決を無効にした CAFCの判
106 Ibid. 
107 1nland 11; Saarstah111; British Steel1Il 
108 Delvredeよ
109 Ibid.， p.227. 
110 Ibid. 
111 Ibid. 
112 所有権変更と原補助金との関係を規定した 19U.S.C.~ 1677(5)(F)を後に詳細に検討
するD この規定の URAAへの導入過程の研究として、参照、 Codevilla(1995).この研究の
注目すべき点は、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)のURAAへの導入過程はアメリカ園内産業の議会
におけるロビー活動の産物と指摘したことである。
113， DeJwede 1，p.227. 
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決を引用しながら、補助金の影響と効果無視論、補助金交付後事項無視論を繰り返しただ
けである 1140
さらに、商務省は、 2点を挙げて 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定を自己の立場に有利に解
釈した1150 一つは、生産施設の売買が独立当事者間取引で、行われたとしても 19U.S.C.S 
1677(5)(F)の規定のもとでは原補助金の残留を推定できる権限を商務省が有するという点、
もう一つは、 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定は商務省が純粋な民間取引に部分残留論を適用
することを許容したものである、という解釈で、あった。つまり、本件のような民間企業向
士の生産施設の売実取引も、民営化とi司じく原補助金の残留を理由とする相殺関税の合法
性を覆す法的根拠にはなり得ないと主張した。
2. CITの審査 (Delvrede/) 
(1) 本件の争点
以上の腐務省と Delvredeとの対立からも分かるように、 1995年発効した URAAに所
有権変更問題を扱う 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定が追加されたため、本件における部分残
留論をめぐる法的問題として、 19U.S.C.S 1677(5)(F)の主旨に関する解釈論は避けられな
くなった。さらに、本件における部分残留論適用の事実的背景は民営化ではなく、民間企
業同士の財産売買取引であったため、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定は、商務省が部分残留
論を民間企業同士関取引に適用することを許容するか否かとし、う適用範囲の問題も一つの
論点として浮上した。
CITは、本件の争点を次のように設定した116。一つは、独立当事者間取引の場合、指務
省が常に原補助金が(民営化企業に)残留すると推定することは、 19U.S.C.~ 1677(5)(F) 
の規定に適合するか否か、もう一つは、商務省が部分残留論を民間企業同士関取引にも適
用することは妥当であるかどうか、である。前者は、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定の立法
主旨の問題であるが、後者は、当規定の適用範囲の問題となる。明らかに、 CITの設定し
た争点は、Delvredeが主張する独立当事者間取引の下で補助金が残留しないという法的争
点を直接カバーしていなし¥。この点については後に述べる。
114 Pasta From Italy (1996)， p.30298 ; Delvrede 1，p.227. 
115 Ibid. 
116 Delvrede 1， p .228. 
107 
(a) 19U.S.C. ~ 1677(5)(F)の立法主旨
URAAに追加された 19U.S.C.S 1677(5)(F)は、所有権変更に関して次のように規定して
し、る1170
外国の企業あるいはその生産施設の所有権の部分的または完全な変更が生じた場合、か
かる所有権変更が独立当事者取引 (arm'slength transaction)によって達成されたとして
も、所有権変更取引そのものとして、行政当局に対して企業の受けた過去の相殺可能な補
助金がもはや存在しないと決定することを要求する法的根拠にはならない。
CITは、 19U.S.C.S 1677(5)(F)を次のように解釈した。この規定の下で、商務省は独立
当事者間取引の場合においても原補助金が残留すると認定する権限を許容されるが、しか
し、原補助金がいつでも残留すると推定できる権限まで簡務省に付与していないことも明
らかであると述べて、商務省の解釈を牽制した1180 CITは、当規定のもとで商務省は事件
の具体的事実を調査するにあたって、最初から補助金の残留を推定するのではなく、所有
権変更をめぐる事情を慎重に検討することが要求される、と解釈した1190
CITは、 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定は商務省の権限濫用を牽制する意図を有するもの
であると述べ、その根拠として SAAを引用した1200SAAは、 URAAに関する行政機関の
説明文書であり、商務省が案件ごとの事実を検討し、適用する対策を決定する際、慎重に
権限を行使することを要求している。 CITは、権限の慎重な行使について URAAに明確
な文言がないが、少なくとも、具体的に如何なる状況下では補助金が残留し、逆に如何な
る状況なら残留しなし、かを商務省が検討すべきだと解釈した1210 CITは、独立当事者間取
引の場合、原補助金が常に残留すると高務省が推定することは当規定の主旨に反すると結
117 この規定の英語の原文は、次のようになっている。 Achange in ownership of al or 
part of a foreign enterprise or the productive assets of a foreign enterprise does not by 
itself require a determination by the administering authority that a past 
countervailable subsidy received by the enterprise no longer continues to be 
countervailable， even if the change in ownership is accomplished through an arm's 
length transaction. 
118 DeJvrede 1， p.229. 
119 Ib.id. 
120 3M (the Statement ofAdministration Action to the URAA). Delvrede 1，pp.229. 
1'2il Delvrede 1， pp.229. 
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論づけた122。以上のように、 CITは、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定のもとで、商務省は事
実関係を分析せずに原補助金の残留を推定できる権限を有することを否定した。
(b) 19U .S.C. S 1677(5)(F)の適用範囲
CITは、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定は、「外国の企業あるいはその生産施設の所有権の
部分的または完全な変更が生じた場合j と表現することにとどまっており、特定取引の売
り手と買い手の性格まで具体的に言及していないため、異なる解釈は可能であり、所有権
変更規定を固有企業の民営化に限定して適用するという議会の意図を確定できないと判断
した123。と同時に、 CITは、議会は明白に当規定は民営化とそれ以外のものを含む全ての
所有権変更問題に適用できると意図したと読み取ることは無理である、と解釈した1240
商務省、は、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定において f国有企業Jという用語ではなく、代
わりに「企業jあるいは「外国の企業Jという一般的用語が用いられたことは、当規定の
適用範簡に民間企業同士の取引が含まれるとし1う議会の意図の現れであると説得-的に主張
したのに対して、 CITは、当規定の「企業j と「外国企業j といった用語は、議会の代表
に f国有企業j の同義語と意識されていたはずであると反論した125。その根拠は、 1989
年のメキシコ石灰産品相殺関税事件以降URAAの制定まで、所有権変更問題と絡んで発生
した相殺関税問題の全てが国有企業の民営化に限られていたため、民間企業同士の取引は
当時の立法者の意識にはなかったということである1260結局、 CITはこの問題に関する明
確な判断を避けた。
(c) 19U.S.C. S 1677(5)(F)の適用範囲の判断方法
19U.S.C. ~ 1677(5)(F)の適用範囲が不明確な状況下で、商務省が民間企業向士の財産売
買取引に部分残留論を適用したことを受けて、その適用の合法性を判断する方法として、
CITは2点を検討することを提示した。一つは、部分残留論を民間企業同士の財産売買取
引に適用したことは、 URAAに追加されたほかの規定との適合性が得られるかどうか、も
う一つは、民間企業の財産売買取引と民営化との相違点が商務省の解釈に与えたインパク
122 Ibid. 
123 CIT は~ 1677(5)(F)の立法史を考察しても、当規定の適用範囲を明確に示す議会の意
図を確定することはできないと判断した。 DeJvrede1， pp .230・231.
124 Ibid. 
125 Ibid. 
126 Ibid. 
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トである 127。
第 1に、部分残留論の適用と 19U.S.C.~ 1677(5)(B)との適合性について、 CITは
Delvredeと省務省のやり取り 128をもう一度確認して、 Delvredeの主張は URAAに新規
追加された 19U.S.C.~ 1677(5)(B)の補助金の定義に合致すると判断した1290 CITは、
19U.S.C. ~ 1677(5)(B)は URAA以前の相殺関税法規定と異なって明確に利益の供与を補
助金存否の判断基準と位置付け、相殺関税賦課の先決的条件として受益者に利益が供与さ
れたことを明確に要求した(受益者利益説)ことを挙げて、 19U.S.C.~ 1677(5)(B)の規定
する捕助金の定義は WTO協定附属書SCM協定第1条1.1項(b)と一致することを強調し
た1300
URAAとSCM協定のいずれも叩j益Jについて明文で定義していないが、 CITは「被
交付企業に、政府の資金面で、の支援がなった状況(つまり市場条件、筆者注)より有利な
財務条件が与えられた場合、補助金による利益が存在するJとしづ商務省の主張を引用し
た1310
CITは、補助金存吾の判断基準を明確にした上で、公正な市場価格を反映する民間企業
の独立当事者間取引によって資産の売翼が行われた場合、元所有者が受けた補助金が、資
産買収者の支払った市場価格に反映されたかどうか、新所有者が利益を受けたかどうかを
商務省、が説明しなかったことを理由に、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の適用範囲に民間取引もカ
ノくーされるという商務省の主張を退けた1320
以上のCITの論証過程を通じて明らかにされたことは、 CITは、 19U.S.C.~ 1677(5)(F) 
の適用範囲の問題を解決するために、 Delvredeの主張が 19U.S.C.~ 1677(5)(B)に適合す
ることを認めて、商務省の部分残留論の本件における適用可能性を退けていることである。
第2に、 CITが検証したもう一つの論点は、民営化と民間企業同士の取引の相違点であ
った。民営化の場合、政府と国有企業は市場価値に反映されない損失を吸収する潜在的能
127 Ibid. 
128 Delvredeは パスタ工場の公正な市場価格を支払ったため、元所有者が受けた補助
金は返却されて、相殺可能な補助金はもはや存在しないと主張したのに対して、商務省、は、
Saf1rstahl11の判決を引用して、補助金による利益、あるいは(補助金の) r経済的影響J
の存否を立証する義務を相殺関税賦課の必要条件と Delvredeが推定していると退けた。
129 DeJvrede 1，pp.232. 
130 Ibid. 
]31 Ibid. 
132 Ibid. 
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力を有し、政策的自的から出発して売却対象たる国有企業とその財産を市場価格より低価
格で売却する可能性があるのに対して、民間企業は利益最大化の原則にしたがって行動す
る133。つまり、民間企業関士の場合、独立当事者間取引が自動的に成立し、必ず取引対象
の市場価格を反映するとしづ。両者の本質的相違は相殺関税調査にも大きな影響を与え、
商務省が部分残留論を自動的に民間企業同士の財産譲渡取引に適用したことは妥当ではな
い、と CITは指摘した1340
結論として、 CITは Delvredeが補助金を受けた元所有者からパスタ工場を買収するこ
とによって補助金を得たか否かを認定するにあったて、パスタ工場の売買取引をめぐる事
情を調査すると同時に、 URAAの規定に依拠しなければならないと判示し、本件を決着さ
せることなく商務省の決定を差し戻した。
3. CrTの審査 (Velvrede11) 
(1) 商務省の差戻し決定の要旨
商務省は CITの差戻し命令を受けて、指示した 5項目の内容を改めて調査したあと、
1998年4月2呂、差戻し決定を提出し、主な内容を次のようにまとめた1350
(a) 事実認定
本件において、商務省は部分残欝論を適用する際、事実関係、を慎重に検討していないと
いう CITの判断に反論し、全ての原補助金の残留と返却を自動的に決定していないこと、
民営化が原補助金に一定の影響を与えることを認めたこと、事実的要素として原補助金の
性格、補助金の額、補助金の交付時間、補助金の妥当な配分期間、売却時の企業の価値、
企業の買収価格と資産の価値などを検討した上で原補助金の配分額を決定したことを挙げ
て改めて論証した136。
CITは、一定の独立当事者間取引が原補助金の返却を判断する上で充分な根拠になりう
ることを商務省が否定したことは 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定に反すると判断したのに
対して、商務省は、 19U.S.C.!3 1677(5)(F)の主旨は商務省に所有権変更問題に対処する裁
量権を確保することにあると反論した137D
133 Ibid. 
134 Ibid. 
誌も Remand Determination: Pasta From Jtaly (1998)‘ 
136 Ibid. 
1幻 Ibid'.
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公正な市場価格を反映する取引は原補助金を返却させる効果を有するという Delvrede
の主張に対して、商務省、は、原補助金が残留すると推定する上で、独立当事者間取引とい
う事実的要因は無関係であり、かかる場合、市場価格の反映と無関係に売却価格だけを参
考にすればよいと主張した1380
部分残留論の下では、原補助金は常に残留すると商務省によって推定されていると CIT
が判断したのに対して、商務省は、全ての補助金を残留すると推定しておらず、原補助金
を事実に基づいて配分しており、場合によって完全返却の可能性もあると反論した1390
(b) 19U .S.C. S 1677(5)(F)の適用範囲
19U.S.C. S 1677(5)(F)の適用範囲について、議会の意図が唆味である点を挙げて、 CIT
が民間企業問土の取引への適用可能性を否定する立場に偏っていることについて、商務省、
は、 SAA、議会報告、 SAAにおける独立当事者間取引の定義等を挙げて、 19U.S.C.~ 
1677(5)(F)の適用範囲から民間取引を排除する意図を明確に証明できないと主張した1400
その上で、商務省の部分残留論を適用する裁量権の源は U.S.C.S 1677(5)(F)ではなく、
URAA以前の相殺関税法規定を実行する固有の権限であり、たとえ U.S.C.S 1677(5)(F) 
は民間企業の取引に適用不可能で、あったとしても、商務省の有する民間企業同士の独立当
事者間取引を処理する権限にほとんど影響がないと主張した1410
(c) 19U .S.C. ~ 1677(5)(B)の f利益Jの解釈
この問題に関して、商務省は以下のように回答した。
第 1に、 19U.S.C.~ 1677(B)(5)に規定する補助金の構成要素となる「利益Jについて、
商務省は、補助金が受益者に市場条件を超えた利益を与えて初めて相殺可能となることは
新しい問題ではなく、商務省の長期的実行の法典化にすぎないと主張した1420 商務省は、
相殺関税に関する実行権限を財務省から引き受けた後、政府の提供するプログラム(資金
供与)を市場基準と照らして利益存否を判断する立場を堅持し、受益者利益理論に基づい
て補助金の定義を精激化する努力143をしてきたことを挙げて、 CITの解釈に賛成する意図
138 Ibid. 
139 Ihid.， 
14.0 lbid.， 
14] lbid. 
142 Ibid. 
143 商務省が挙げたのは 1989のProposedRegulation，54 Fed Reg. pp. 22380-22383を
自ら提案したことで、あった。
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を明維に表明した1440URAA以前の相殺関税法規定は「利益jを列挙する145ことにとどま
り、 19U.S.C.S 1677(B)(5)が初めて一般的定義を盛り込んだことも認めた146。この点に限
って商務省と CITの解釈が一致することを確認できる。
第2に、味Ij益jの存否に関する商務省の解釈である。
商務省は、 CITが19U.S.C.1677(5)(B)の規定は買収者に直接的な利益が与えられたか否
かを要求すると解釈したことに反対し、「利益jとは補助金交付の時点で、の受益者の受けた
利益を意味すると限定し、利益の存否を決定する際、後発的事項と補助金の使用並びに影
響を検討することを相殺関税法規定は要求していないと主張した147。その根拠として、
19U.S.C.1677(5)(B)のもとで補助金の受益者に与える影響を栂殺関税の要件として解釈す
ることは、かかる影響の検討を要求しない相殺関税法規定の基本原則に重大な修正を迫る
ことになるとし、改めて商務省は補助金の影響と効果無視論を持ち出した1480 しかし、注
意してみると分かるのは、補助金の定義の「利益j としづ用語の解釈として、商務省は交
付時間を標準として判断されるべきという、それまでに提示されなかった時間的標準論を
打ち出していることである。
第3に、所存権変更の文脈における f利益j要件の役割について、商務省は、 URAA発
効の前後と関係なく、所有権変更の状況において売却された企業とその財産が補助金利益
の原始的な受益者であることを決定することだけが必要であり、所存権変更の時点、で補助
金が買収者に実際の利益をどの程度与えたかまで決定する必要は全くないと主張した1490
商務省は以上の解釈を補強するために、 CAFCの判決 (Saarstahl11とBrItishSteel 
11])に述べられた[相殺関税法規定は補助金の相殺可能性を決定する際、補助金の使用と
影響の検討を条件としていなしリとしづ文言を引用した150。更に、商務省は、いったん補
助金の存在を決定すれば、後は計算した補助金額を産品に配分し、配分年数を決定すれば
よいと主張した1510 ここの議論も過去の捕助金存在決定後の後発的事項無視論を繰り返し
14主 RemandDetermInatIon: Pasta From Italy (1998) 
145 例えば、贈与、市場金利より低金利融資、商業的考慮、に反する出資、優遇条件による
物品と役務の提供など。
141も RemandDetermInation: Pasta From Italy (1998) . 
147 Ibid. 
148 Ibid. 
149 Ibid. 
150 Ibid. 
151 Ibid. 
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ただけで、ほとんど新しい論点を示していない。
(d) 市場価格と原補助金の関係
商務省は、所有権変更について規定する 19U.S.C.1677(5)(F)の下においては、「独立当
事者間取引自体が自動的に原補助金を返却する効果を有しない可能性を示唆しており、か
かる取引の場合、補助金が残留すると認定することはほとんど不可能に近しリと CITが解
釈したことは、当規定に反すると主張した152。更に、 19U.S.C.1677(5)(F)の果たすべき機
能として、この規定は CITのSaarstahJ1の判決の極端な解釈(独立当事者間取引のもと
で原補助金は自動的に返却される)を牽制するものであり、 CAFCの Saarstahl11と
BrItIsh SteeJ 1万も CITのSaarstahJ1を無効にしたことを挙げた1530
(e) 民営化と民間企業同士関取引との関係
CITは、民営化を民間企業向土間取引と区別し、後者の場合、民営化と異なって、当事
者が利益最大化を求めて行動する結果、原補助金による利益を譲る可能性はないと指摘し
たのに対して、商務省は、部分残留論の下では所有権変更取引の性格を区別する必要がな
く、買収価格が市場価格より高いかあるいは安し1かは無関係な事項であると反論し、民営
化と民間企業同士関取引は異なるところなく、たとえ相違点があったとしても本件の係争
事項とは無関係であると反論した1540
さらに、商務省は、 CITが公正な市場価格を重要視するのは原補助金を所有権変更の時
点で再評価する必要があると考慮する結果であり、相殺関税法規定を実施する上で、市場
に起きた後発的事項と 補幼金被交付者が具体的に補助金をどのように使用したかについ
て立証する必要は全くない、とそれまでの主張を繰り返した1550
(2) CITの判決 (DelverdeI/) 
CITは商務省の差戻し決定を改めて審査し、 1998年9月25日、判決を公布した1560
(a) 商務省の差戻し決定の要点
CITは、高務省のRemandDetermination: Pasta From 1taJy (1998ノの要点を次のよ
うにまとめた1570第 Iに、相殺関税賦課の対象企業について利益の存否を判断することを
152 Ibid. 
153 Ibid. 
154 Ibid. 
155 Ibid. 
1'56 Delverde刀:
157 Delverdell， p. 315. 
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問題にしていないこと。第2に、利益の存否を補助金が交付された時点を基準に判断する
こと。第3に、資産を買収した企業に補助金が残留したか否かを決定する際、市場におけ
る後発的事項を考慮しないこと。第4に、商務省は原補助金が残留することを事実上推定
していること。
(b) CITによる争点の再設定
以上の内容を確認した上で、 CITは審査の争点を次のように改めて設定した158。商務省
が原補助金の交付時点を標準に利益の存否を決定し、(財産の)売却のような後発的事項の
発揮する機能を無視して利益認定を行ったことは、所有権変更規定と補助金定義の下で許
容されるか否か。
第1に、所有権変更規定 19U.S.C.1677(5)(F)との適合性について。
CITは、 19U.S.C.1677(5)(F)は適用範囲を明確にしていない以上、この規定を民間企業
同士の取引に適用する余地があることを認めた上で、議会は商務省の過去の実行(後発的
事項を考慮せずに補助金の残留を認定したこと)を認知し、原補助金の残留を否定する可
能性を許容する際、補助金の額が僅少で高務省の計算方法の下ではゼロに接近し、相殺不
可能になることを考慮したとすれば、所有権変更規定のもとで、荷務省が取引当事者の意
図を無視することは可能である、と判断した1590 その上で、 CITは、この解釈では
19U.S.C.1677(5)(F)に関する自然な読み方として無理があると言及しながら、商務省の過
去の実行及びこれに関して議会が認知していることを考慮すれば、商務省の解釈は許容さ
れる範囲内にとどまっていると判断した1600
第2に、 19U.S.C.1677(5)(B)の利益要件との適合性について。
CITは、相殺関税調査の対象産品の所有者を利益の存否の決定から完全に切り離すこと
は厄介なことであると指摘しながら、しかし、実行上の理由によりそうせぎるをえないと
述べて以下の三つの理由を挙げた1610 まず、将来の相殺関税を予想して買収価格を割引し
たことを裏付ける証拠を入手することはほとんど不可能であるため、過去の補助金による
経済利益を資産買収者が受けたかどうかを決定することは非常に困難であること。次に、
相殺関税を考慮して買収価格が害時!されたことを証明するのは不可能であること。最後に、
158 Delverde 11， p. 316. 
159 Ibid. 
160 Ibid. 
161 Ibid.， p.317. 
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最も重要なことは明確な基準が必要であること。さらに、 CITは、資産貿収者が商務省の
部分残留論を事前に知っていれば、買収交渉を行うときそれなりのパーゲ、ニングをするは
ずであるとした上で、この問題を明確に解決できる規定が存在しない以上、議会は問題解
決のために妥当な対策を採る権限を商務省に委ねたため、商務省の決定は妥当であると結
論づけた1620
(3) CIT判決の批判的検討
今までの CITの民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を判断する立場を一言で言え
ば右詮左往した不安定なもので、あった。 URAAが発効以前の判例において、企業財産の売
却による民営化が独立当事者間取引で行われたとしづ証拠が提示された場合、 CITは補助
金の存否を受益者利益説で判断し、完全返却論を支持してきた]63。しかし、民営化の内容
が株式の売却を含むかたちで複雑化したとき、 CITの考え方は混乱し、株式会社形態国有
企業の政府保有株式の売却か、それとも公共体形態国存企業の株式の売却かを識別するこ
となく、完全残留論を是認する判決を下したこともある164D
URAA発効後、補助金の定義が明確化され、 19U.S.C. S 1677 (齢、 (D)、(E)によっ
て受益者利益説が紛れもなし、かたちで明文化されたにもかかわらず、企業財産の売却(し
かも民間企業向士の取引)による所有権変更問題の審査においても CITの考え方は混乱し
たD その大きな原因は、 CITは、 URAAに盛り込まれた所有権変更問題を扱う 19U.S.C. 
S 1677(5)(F)の規定によって、商務省が民営化問題を処理する上で、議会の立法からどの
ぐらいの裁量権を容認されたかについて、法的に判断する自信がなかったと言えよう。
本件で問題となった所有権変更取引の対象は、 Saarstahl事件以上に単純な企業の生産
施設の売買で、あった。 Saarstahl事件と異なる点は、本件の場合、財産売却者側も民間企
業だった点であり、従って独立当事者間取引の性格は自然に成立すると判断しても差し支
えはなかった。 CIT自体もこの点を認めていた。
商務省の提示した差戻し決定からも分かるように、本件で商務省は、補助金残留論を擁
護する論拠として提示したのは、主に補助金決定後の後発事項無視論と補助金の使用と影
響の無視論で、あった。これ以外に持ち出したのは、補助金の存否決定の時間的標準論であ
る。この論拠も所有権変更取引の後発性を主張するものであった。 CITは Saarstahlと
162 Ibid. 
163 参照、本章第 1節。
164 参照、本章第2節。
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1nland Steell事件の持、本件とほぼ同様な事実のもとで商務省の論拠を退けていたのに、
なぜ本件において商務省、の説明に納得して逆にこれを認めてしまったのか。
CITの立場を動揺させた大きな要因は所有権変更問題を扱う 19U.S.C.1677(5)(F)の規定
であった。 CITは議会が 19U.8.C.1677(5)(F)の規定によって商務省に与えた権限をあまり
にも過大評価し、この規定を、所有権変更という特定の事情のもとで商務省の立証責任を
緩和するもの、と捉えた結果、審査の焦点が補助金の存否の問題から外れた。 CITは、補
助金の定義を明文化した 19U.S.C.1677(5)(B)の解釈を、あくまでも所有権変更問題を扱う
19U.S.C.1677(5)(F)の適用範囲の解釈問題を補強するこ次的な問題と位置付け、両者の関
係、に関する精察を失っていたといえる。それまで CITの判決を一貫して否定してきた
CAFCによる本件の審査は注目しなければならない判例となった。
4. CAFCの審査 (Delverde11刀
DeJverde11の審査で敗訴した DelverdeとDelverdeUSA， INC.は、 CITの商務省相殺
関税決定を是認した CIT判決 CDelvrede11)をCAFCに上訴した。 2000年 2月 2S、
CAFCの判決が公布された165。
(1) 主要争点
(a) Delverdeの主張
Delverdeは、パスタ工場をその有効耐用年数(12年)以内に買収したことを理由に、
原補助金(パスタ工場の売却者に交付された)が残留していると商務省が推定したことは
法律と事実の両方に反するとし、次の根拠を挙げて新たなディフェンスを展開した1660
第 1に、商務省は Delverdeに相殺可能な補助金が交付されたと結論する前に、イタリ
ア政府がDelverdeの生産施設の元所有者にではなく、 Delverdeに「資金面での貢献Jと
f利益Jを提供したことを 19U.S.C.S 1677(5)(B)に基づいて立証する責任を負う 167。
第 2に、 URAAの所有権変更問題を扱う 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定は、補助金が残
留すると商務省が推定することを禁止し、代わりに、資産売却をめぐる客観的事実を調査
することを要求している1680
165 Delverdeよ1
166 Ibid.， pp.1363・1364.
167 Ibid. 
168 Ibid. 
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第 3に、本件において、明らかに Delverdeが公正な市場価格を支払って資産を寅収し
たことは事実によって裏付けられており、商務省、は、 Delverdeが補助金を受けた元所有者
から生産施設を購入することによって直接的にも間接的にも「資金面で、の貢献jと均Ij益j
を受けた、と説明できる証拠を提示していなし、1690 19U.S.C. S 1677(S)(E)(iv)はbenefitを
「妥当な代償より少ない対価で提供されたものJと定義しており、商務省は Delverdeが
生産施設を買収するために支払った対価は妥当性を欠くと立証していなしリ700
明らかに、 Delverdeの主張においては所有権変更問題を扱う商務省の権限と関連する
19U.S.C. S 1677(S)(F)の議論が薄れて、その重点は、補助金残留の推定が補助金存否を規
定する 19U.S.C.S 1677(5)(B)に適合するかどうかという本質的な問題に移ってきた。
(b) 荷務省の反論
Delverdeの主張に対して、商務省は過去の論拠を繰り返すかたちで反論したl710
第 1に、補助金の新定義は、所有権の変更の後、補助金が継続して存在するか否かを改
めて評価することを要求しない。補助金の存否を補助金の被交付時点を標準に決定し、檎
助金交付後の事項を無関係としてきたことは商務省の長期的な実行である1720
第 2に、所有権変更に関する規定は商務省、に選択の余地を与えている。商務省、は
Delverdeが受けた嬬助金の計算に関連して、所有権変更に関する事実を検討している1730
第3に、 Delverdeが元所有者の補助金から利益を得ているか否かは、 Delverdeによる
補助金の使用と Delverdeに与える影響とに関連するだけで、先例となる CAFC判決
(SaarstahlIIとBritishSteelI/)は、所有権変更後の生産施設の実収者に競争優位を与
えたか否かを示す必要がないと判断している1740
本件は、 URAA発効後の商務省の部分残留論を CAFCが審理した初めての案件で、あっ
たため、 CAFCはし1かなる立場で問題解決に臨むかは最も注目された。
(2) CAFCの審査 (Delvrede/1刀
(a) 補助金存否の判断基準
CAFC'~ま、問題の複雑性を認めると同時に、民営化問題をめぐる行政決定及び司法審査
169 Ibid. 
170 Ibid. 
17] Ibid.， p.1364. 
172 Ibid. 
173 Ibid. 
174 Ibid. 
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の混乱状況を解決するために、何よりも法規定自体を先に検討することの重要性を指摘し
て、適用する法規定を確認、した1750
19U.S.C. S 1671(a)(1)の規定する相殺関税の基本的要件を確認した上で、相殺可能な補
助金の存否を決定するには補助金の定義を扱う 19U.S.C.S 1677(5)(B)の規定を根拠にす
るべきであると明示した1760
19U.S.C. S 1677(5)(B)は次のように規定している。
(B) 補助金の定義
(i) 政府(地方自治体を含む)による資金面での貢献の提供、
(i) 1994年 GATT第 16条の規定する何らかの形式による所得または価格の支持、
(出) 資金調達機関に支払いを行うこと、民間の実体に、通常政府が遂行する貢献、また
通常政府がとる措置と実質上異ならない実行を委託し、指示すること、
ω (i) (ii) によって利益をもたらしていること。(強調は筆者)
CAFCはこの規定を、商務省にとって、ある主体 (person)が補助金を受けたという結
論を得るためには、政府がかかる主体に (B)が列挙する「資金面の貢献j あるいは他の
行為によって「利益Jを供与したことを決定しなければならないと明確に解釈した1770
さらに、 URAAは、「資金面での貢献Jと「利益j について次のように規定している。
(D) 資金麗での貢献
ω 資金の直接的な移転(贈与、貸付、出資)、資金の直接的な移転の可能性を伴う措置、
又は債務を伴う措霞(例えば債務保証人
(話) 収入となるべきものを放棄し又は徴収しないこと(税額控除)、
(ii) 一般的な社会資本以外の物品又は役務の提供、
(iv) 物品を購入すること、
(E) 利益の供与
次の状況の下で、受取る企業に利益が与えられたとみなされる
ω 出資の場合:民間投資家の通常の投資慣行(危険資本の提供に関するものを含む)に
適合しない出資
(話) 融資(貸付)の場合:政府の貸付を受けているものが当該貸付に支払う額と、当該企
175 Ihid. 
176 Delvrede 111， p. 1365. 
177 Ibid: 
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業が市場で実際に同等な商業的貸付を受ける場合に当該商業的貸付に支払う額どの
間の差額
(泌) 債務保証の場合:手数料を調整した後、当該債務保証を受けている企業が政府によ
って保証されている貸付に対して支払う額と当該企業が政府による保証なしに同等
な商業的貸付を受ける場合に当該商業的貸付に対して支払う額との関の差額
(iv) 妥当な代価より低い価格での物品と役務の提供、妥当な代価より高い価格での物品
と役務の購入
1677(5)(C)は、次のように規定している。
補助金が痘接または間接に産品の製造、生産、輸出に与えられたか否かと無関係に、
補助金の存在を決定できる。補助金の存在を決定するにあたって、行政当局は補助金の
発揮する効果を考慮する必要がない。
CAFCは、以上の規定に基づいて、商務省がある企業が補助金を受けたと決定するため
には、直接または間接に Bに掲げられた政府の行為により、 f資金面での貢献j とそれに
よる「利益j を得たことを立証し、決定しなければならないと解釈した1780
(b) 1677(5)(F)の所有権変更規定
CAFCは、まず、この規定は独立当事者間取引による所有権変更を証拠として挙げるだ
けで補助金が償却(返却)されたと結論づけることを許すものではないと明確に述べたl790
と同時に、 CIFCは、所有権変更の達成方法が独立当事者間取引であるか否かと無関係に、
過去の相殺可能な補助金は引き続き相殺可能であると決定することを常に要求する、と当
規定を正反対に解釈することも許容されないと補足した180 (強調は筆者)。
CAFCは、所有権変更規定の趣旨について、むしろ単純にperse ruleの使用を禁止する
ものであり、所有権変更が生じた状況における補助金の存否を立証する特定の方法を指示
するものではなく、また、捕助金存否の半IJ断基準となる 19U.S.C.S 1677(5)(B)の例外を許
容するものではないと明確に述べた1810 つまり、ある主体が過去補助金を受けた主体
(person)の財産を買収した場合で、あっても、商務省は、かかる買収者が補助金の受益者
であるかどうかを決定する前に、法規定に例示された「資金面での貢献Jとそれによる味IJ
178 Delvrede 111， p.1366. 
179 Ibid. 
180 Ibid. 
181 Ibid. 
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益Jが直接または間接にもたらされているか否かを立証しなければならないことを意味す
る。
以上のとおり、 CAFCは、所有権変更に関する規定は補助金の定義を変更するものでは
なく、ある主体が 19U.S.C.S 1677(5)(D)と(E)に例示された「資金面での貢献j とそれに
よる「利益jを受けたことを立証してはじめて補助金の存在を決定できるとして、所有権
変更問題を扱う 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定と補助金の定義を明文化する 19U.S.C.S 
1677(5)(B)の規定との関係を明らかにした1820
(c) 部分残留論の違法性
以上の法規定の解釈を明らかにした上で、 CAFCは部分残留論の適法性を検討し、次の
ように分析したD
第1に、 CAFCは、商務省が部分残留論を適用する際、 DelverdeがURAAに列挙した
攻府の「資金面での貢献j とそれによる「利益」を直接または間接的に得たと決定したこ
とは全くなく、むしろ、 Delverdeは過去補助金を受けた主体 (person)の財産を買収した
ことだけを取り上げて、イタリア政府から補助金、つまり[資金面での貢献Jとそれによ
る「利益jを得たと結論的に推定している、と批判した183 (強調は筆者)。
第 2に、 CAFCは、商務省はDelverdeが補助金を受けたか否かを決定するにあたって、
Delverdeが公正な市場価格を支払って財産を入手したという客観的事実を無関係な事項
とみなし、また、 Delverdeが妥当な代価 (adequateremuneration)よりも少ない代価で
財産を得たと立証することなく補助金被交付企業の財産を買収したことによって
Delverdeが補助金を受けた、という perse ruleを採用したと指摘した上で、
19U.S.C.1677(D)と(E)に要求される特定の認定(資金面での貢献とそれによる利益の存
在)を怠ったことは相殺関税法規定と直接抵触すると結論した184。
第 3に、 CAFCは、商務省が所有権変更を無視しでもよい「後発的事項jあるいは「効
果j と性格づけたことは誤っていると明示した185。この点について、 CAFCは次の根拠を
挙げて反論した。
182 Ibid. CAFCは自ら行った解釈を補強するために狂ouseReport，H.R.No. 103・826(1)，
p. 110(1994¥ 1994U.S.C.C.A.N，pp.3773， 3882.と、 SenateReport， S.Rep.No. 103・412，
p.93: (1994)も同じ主旨であると引用した。
183 Delverdelll， p. 1367. 
184 Ibid.， p.1368. 
1'85 Ibid. 
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まず、議会が相殺関税法規定に所有権変更の規定を追加した事実は、後発事項無関係論
を否定する有力な証拠となる。つまり、所有権変更(民営化も含めて)は無関係な後発的
事項だと軽視できるなら、無関係な後発的事項を扱う規定をわざわざ相殺関税規定に追加
する必要はなかったはずである、とした1860 CAFCは、当規定は所有権変更後、原補助金
が新所有者の側面から見て引き続き相殺可能であるかどうかを決定する際、 perse ruleの
適用を禁止し、明らかに、所有権変更という特定の情況の下で、貿収者は補助金を受けな
かったと判断される余地が残ると解釈した1870
次に、CAFCは、所有権変更のような事実は、元所有者の受けた補助金に対して Delverde
が責任(相殺関税を賦課される)を有するか否かという問題を発生させる第 1次的な、し
かも唯一の事項(event)で、あるため、これを「後発的事項j と位置付けること自体は妥当で
はないと指摘した188。元所有者が補助金を受けた後に資産の売却が発生したことは事実で
あるとしても、ここで補助金の受益者とされているのは元所有者ではなく、 Delverdeであ
り、所有権の変更はDelverdeの立場から見ればもはや後発的事項ではないと補足した1890
最後に、 CAFCは、補助金の[効果jは被交付者が補助金から得た競争優位であると考
えられ、補助金のおかげで被交付者が安く生産し、販売することは可能であると述べた1900
以上の理由を述べた後、 CAFCは、商務省が事実関係を全面的に検討したならば、
Delverdeが入手した財産の代価を完全に支払って元所有者から利益を受けていないこと
を認定することも可能であれば、また逆な認定も可能であると付け加えた1910
(d) CAFCの過去の判決
CAFCは、本件において行った解釈は過去の判決と矛盾しないことを主張した1920CAFC
は、過去の判決について、当時はURAAによって修正される前の栂殺関税法規定に基づい
て所有権変更問題を審査したのであり、商務省の部分残留論が新しい棺殺関税法規定の下
で容認できるか否かに関して当裁判所は判断を留保していたと説明したゆえ CAFCは、当
186 Ibid. 
187 Ibid. 
188 Ibid. 
189 Ibid. 
190 Ibid. 
191 lbidc. 
192 Ibid.pp.l臼38合-1臼39弘.ここでで、いう過去の判決とはいうまでで、もなく、荷務省省、が先{例列として援
用してきた8aarst臼ahJ11了Iと 1nJand 11了I並びび、にBr刀it白ish8t白θeJ.刀1~にこおける CAFC の半申判|リj決決，のこ
とを指しているD
193 lbid. 
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時部分残留論を当裁判所が尊重した理由について、 URAA以前の相殺関税法規定の下では、
(補助金が)寅i医者の産品に競争上の優位または効果をもたらしたかどうか(実は補助金
の存否の判断基準、筆者注)について、商務省が立証義務を負うか否か自体が綬妹で、あっ
たと説明した1940
CAFCは、修正以前の相殺関税法規定とは対照的に、修正後の相殺関税法規定において
は当問題の暖昧な点が除かれ、明白になったと評価した1950URAAは例示された政府の行
為から、ある主体が直接間接的に資金面での貢献とそれによる利益を得たかどうかについ
て商務省が必ず立証することを要求し、所存権変更に関してし1かなる推定も許容していな
い、と CAFCは判断した196。結論的に、 CAFCは、修正以前の相殺関税法規定の畷味不
明な点はURAAによって完全に除去されており、部分残留論は、捕助金存否の判断基準と
なる URAAの明維な規定に反するものであると判示した1970
(e) 民営化と民間企業同士関取引との区別
CAFCは、国有企業の民営化と民間企業同士関取引は、性格的に完全に異なるものと指
摘した198。民間売却者が売却資産の最大市場価格を追究するのと異なり、政府(国有企業
を売却する場合)は様々な政策的目的、例えば、雇用、国防、政治的考慮、などを持ってお
り、これらの要素は民営化の条件に影響しうると示した。したがって、国有企業の民営化
のケースは必ずしも民間企業同士の取引に適用できるわけではないことを指摘した1990
CAFCは、 CITの判決を無効にした上で、商務省にDelverdeが補助金の交付された所
有者の資産を買収したことによって、イタリア政府から資金面での貢献とそれによる利益
を得ているか否かを、取引条件を含めた客観的事実を改めて調査した上で決定することを
要求して事件を差戻しすることをCITに指示した200。
(3) CAFCの判決に関する評価
本件における CAFCの立場をひとことでまとめれば、過去の立場を逆転させたことにあ
る。 URAA以前の判決において、 CAFCは一貫して商務省の部分残留論の立場を支持し、
CITの判決を取消してきたが、本件において、 CAFCは改正後の URAAの相殺関税法規
194 Ibid. 
195 Ibid. 
196 Ibid. 
197 Ibid. 
198 Ibid. 
199 Ibid. 
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定に基づいて、商務省の立場を否定すると同時に、 CITが下した商務省の立場を擁護する
判決を覆したD 主要な論点を次のように検討する。
第 1~こ、本件の核心的な争点は補助金の存否の問題であると明確に示し、商務省の部分
残留論の適法性を補助金の定義を規定する諸規定 19U.S.C.S 1677(5) (B)、(D)、(E)を
根拠に判断するとした上で、所有権変更と絡む相殺関税の法的妥当性を審査するにあたっ
て、修正後の相殺関税法規定を初めて解釈適用した。法的根拠を確立させたあと、商務省
の理論は独立当事者間取引による所有権変更としづ客観的事実を無視し、過去の原補助金
だけに着目して補助金の残留を推定していると批判した。
第 2に、所有権変更問題を扱う 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定と補助金の定義に関する
19U.S.C. S 1677(5)(B)の規定との関係を明確にした。 19U.8.C.S 1677(5)(F)はあくまでも
所有権変更とし1う特定の事情のもとで補助金存否の立誌に関する手続的要件を規定したも
のにすぎず、実体的要件となる補助金の存否の判断基準を規定する 19U.S.C.S 1677(5)(B) 
の例外ではないと判断した。
第3に、 CAFCは、商務省は原補助金の行方を論証する持、所有権変更のような事実は
無関係な要素であると一貫して堅持してきたが、所有権変更後の企業に着目して考えると
むしろ第一次的でしかも唯一の事実であると明確に判断した。所有権変更後の企業を主体
的に扱って補助金の存否を判断するという姿勢をさらに鮮明にさせたD
第4に、商務省は、 CITの判決を否定した CAFCの過去の判決を援用して部分残留論を
展開してきたが、 CAFCは、当時の唆味不明な相殺関税法規定のもとで商務省の権限を認
めざるをえなかった理由を説明し、 URAAの規定は補助金存否の判断基準を明確にしたた
め、過去の判決はもはや無効であると宣言した。 CAFCの判決が商務省の部分残留論の主
要な根拠を完全に退けて、補助金存否の判断基準を提供する 19U.S.C.S 1677(5)(B)、(D)、
(E)の解釈論を明確にさせたことは、 8年近く適用された部分残留論の違法性を判明す
る上で大きな貢献を残したと評価されよう。
しかし、 CAFCの分析と解釈にも疑問が残された。本件において、頭務省の部分残留論
を退けるために CAFCが展開した批判は、商務省が原補助金の存在だけを根拠に補助金の
残留を推定し、相殺関税被調査企業について、 19U.8.C.S 1677(5)(B)の規定する「資金面
で、の貢献Jと「利益Jの存在を立証することを怠っているという論点に置かれた。と同時
200 Delvel'de 111， p.1370. 
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に、Delverdeがイタリア政府から補助金を受けたか否かを判断する上で民間企業同士の財
産の売買取引を第1次的事実と克なすべきであると CAFCが指摘したため、本件では「資
金面で、の貢献j に相当する事実は民営化企業同士の取引であることは当然である。
問題は、政府の行為となる「資金面での貢献j という概念を民間企業同士の取引にあて
はめることはまず無理ということである。したがって、政府補助金で生産施設を導入した
民間企業が一定年数の操業の後、かかる生産施設を売却した場合、頑なに部分残留論を適
用するという商務省の対応は、最初から補助金・相殺関税問題として成立しえないと指摘
する余地が生まれてくる。所有権変更事実が民営化である場合、一方が国有企業と政府で
あるため、かかる問題は生じないだろう。
本件において、 CAFCは原補助金の源としてすでに立証された「資金面で、の貢献j を問
題にするのではなく、Delverdeが原補助金によって具体化された生産施設を市場条件より
有利な条件で入手したかどうかについて追及するだけでも問題は解決されたはずである。
第 4節 Delverde III以降の動向
1. Delverde III以降の商務省の動向
2000年2丹2日、 Delverde11の判決がCAFC(Delverde 1/)に却下された後、 CIT
はCAFCの指示どおり、 2000年9月 27日、事件を商務省に差し戻した。 CAFCは部分
残留論のそれまでの論拠をほとんど否定したため、 Delverde111の商務省に与えたインパ
クトは大きかった。特に、 URAA発効以前の CAFCの判例に依拠して部分残留論を進め
てきた商務省にとって、 URAAによる相殺関税法規定の修正を根拠に過去の判例の先例的
価値を CAFC自らほとんど否定したことは大きな打撃となった。商務省は CITの差戻し
命令を受けた後、 2000年 12月4日に改めて差戻し決定をCITに提出し、部分残留論に代
わって新たな論拠を提示した2010 以下、商務省の新たな対応を分析する。
(1) パスタ工場売買取引の性格
商務省は、 CAFCがDelverde11了において展開した法的分析について異議を主張しなか
ったが、本件の事実的根拠を構成するパスタ工場の所有権変更取引について、 CAFCが異
なる民間企業同士の生産施設の売買であると認識したことは誤りであり、本質的には株式
201 Delverde RedetermInatIon (2000) 
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の売却を構成すると主張した2020
商務省は、 CAFCの誤った事実認定(所有権変更取引が生産施設の売却を構成する)を
前提に行った以下の法的判断を受け入れないと表明した2030第 1に、所有権変更の結果生
まれる新しい生産者または輸出者に原補助金が残留すると商務省が推定したことは違法で
あること、第 2に、所有権変更の結果、原補助金の被交付企業と所有権変更後の企業とは
本質的に異なる実体 (persons)であるため、新しい生産者または輸出者に相殺関税を賦
課する前に、新しい生産者と輸出者が政府の「資金面で、の貢献Jから利益を得ているか否
かを改めて立証する(例えば買収価格が妥当な価格より低いなど)必要があること。
(2) 所有権変更取引前後の企業実体の同一性
以上のとおり、商務省は、 CAFCが所有権変更前後の企業実体が本質的に異なるという
前提に立脚したため補助金存否の立証義務を要求したと認識している。こうした認識から
出発して、商務省は、補助金を受けた実体 (person)が事実上、相殺関税調査の対象とな
るパスタ産品の生産者(輪出者)と異なるか否かを決定しなければならないと主張し、も
し二つの実体が異なるのであれば、原補助金 (originalsubsidy)が新しい生産者と輸出者
に残留しない可能性が残ると示し、新しい生産者(輸出者)について補助金の存否を立証
する必要性を承認した2040
逆に、商務省は、もし原補助金被交付企業と相殺関税調査の対象となる現生産者(輸出
者)とが実質上向じ実体である場合、かかる実体は原補助金から利益を受けていることに
なり、その輸出産品が原補助金を理由とする相殺関税の対象となる、と主張した205。さら
に、商務省は、相殺関税被調査企業と補助金被交付企業との実体同一性が成立する場合、
原補助金交付後の事実的変更が発生しなかったことになり、したがって、被調査企業につ
いても、法規定に要求される補助金存在の要件が満たされていると見るべきである、と捕
捉した2060
つまり、所有権変更の文脈においては、 f資金面での貢献Jと「利益jの存否は、所有権
変更前後の企業実体の同一性 (personrequirement)によって判断されるべきであり、特
に、相殺関税被調査企業が補助金被交付者の所有権変更以前の原始的実体 (theoriginal， 
202 Ibid. 
203 Ibid. 
204 lbid. 
205 lhid. 
206 Ihid. 
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pre-change-in・ownershipsubsidy recipient)であるか否かによって決定されるという 2070
商務省によれば、実体同一論が成立すれば、所有権変更後の企業実体についても、補助金
の存在を含む相殺関税の法的要件が自然に成立し、原補助金の未償却l分を時間的に配分し
て相殺するだけで済むことになる2080
(3) 企業向一性判断の諸要素
それでは、何を根拠に所有権変更前後の企業実体の同一性を判断するのか。商務省は、
所有権変更前後の企業の同一性を判断するにあたって、会社の所有権変更に伴う責任の継
承問題 (principlesof corporate successor ship)を処理するアメリカの園内法上の一般原
則を援用し、会社の名称(商号)と所有者が変更されるだけでは自動的に新しい法主体
(legal person)が生まれるものではないと示した2090 その上で、商務省は、商号と所有
者が変更しただけで実質的に新しい法主体が生まれたか否かを判断するために他の諸要素
を考慮する必要があるとして以下の内容を提示した2100
まず、所有権の変更 (changein ownership)が単なる株式持分 (shares)の売却によ
って達成された場合、売買契約上逆の内容を約束していない限り、株式取得者は、株式被
売却会社の継承者としてその会社の債務(売却当時の債務と潜在的な債務)に対して責任
を負わなければならないということは一般的に確立した原則である211。商務省は、株式持
分の売却による所有権変更の典型的な例として、資本(株式)市場における会社の株式の
公開売買を挙げた。株式持分の売却ではなく、会社の財産を売却した場合、売却者側と買
収者が企業実体として完全に異なることを主張した2120
株式売却と財産売却以外の所有権変更の状況下では、被売却会社の債務に対して買収者
が法的責任を負うかどうかは事実的な問題であり、特に、所有権変更後の会社が変更前の
会社の営業と同様な営業を実際に継続しているか否かの問題となってくると商務省は主張
した2130
商務省の挙げた考慮すべき要素とは、企業財産と責任の存続(continuationof assets and 
liabilities)、企業の一般的営業活動の存続(continuationof general business operation)、
207 Ibid. 
208 Ibid. 
209 Ibid. 
210 Ibid. 
211 Ibid. 
212 Ihid. 
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企業の生産施設の維持 (continuationof production facilities)、企業人員の維持
(continuation of personnel)などで、あった2140 これらの要素を検討した上で、商務省は所
有権変更後も会社が実際、に同じ営業(business)を維持していることを示すことができれば、
(原企業の)現在の又は潜在的な責任(相殺関税を賦課されることも含めて)を引き受け
なければならないと強調した215。本論文は、商務省のこの新しいディフェンスを 4要素理
論と名付ける。
(4) パスタ工場売却前後の企業の同一性
商務省は、実体同一論を提示したあと、本件の事実的側面となる民間企業問士の資産(パ
スタ工場)売買取引を次のように改めて整理した2160
1991年 3月以前、民間持株会社Sangralimentiは、 Delverde，SrL (Fara San Martino 
に立地するため FSMパスタ事業とも呼ぶ、商務省はi日Delverdeと呼んでいる)の所有す
るパスタ事業を獲得するために、新しい会社Delverdeを設立した。!日 Delverdeの中で、
パスタ生産事業は分離するかたちで、営業活動を行っていたが、独立した会社組織ではなか
った。
1991年 3月913. Sangralimentiは!日 Delverde社と仮民間契約を結び、当契約によっ
て、!日 Delverde社の生産設備と債務を Delverdeが引き受けることとなった。具体的に、
①FSMにあるパスタ工場、土地、建物、機械設備を含む財産、②泊 Delverde社の商標、
③現存在庫、④未決済勘定 (outstandingreceivables)、⑤銀行と他の信用機関に対する未
払いの債務、などが含まれる。
1991年 5月 18日、最終的売却契約が結ぼれて、仮契約を次のように修正した。①!日
Delverde社の非パスタ営業部門の抱える借金の返済責任の半分を Delverdeが引き受ける
こと。②!日 Delverdeの小麦供給先を Delverdeが引き受けること、③仮契約の!日 Delverde
から Delverdeが材料と在庫品を購入するという内容を取消すこと、④車とトッラクを契
約内容から除外すること、⑤1991年3月8日以前の時期と関連する一部債務の Delverde
への移転、⑥ノミスタ事業買収のため Sangralimentiが旧 Delverdeに支払いを行う日程の
変更、などである。商務省は、最終的売却契約に基づいてパスタ生産施設の売買は株式の
213 Ibid. 
214¥ Ibid. 
2'1，5 Ibid. 
216 Ibid. 
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交換 (stocktransaction)形式によって達成されたと主張した2170
商務省は、以上の取引事実を確認した上で、 Delverde(Nuovo Delverde)と13Delverde 
の関係を確認する作業に取り組んだ。しかし、!日 Delverdeが異なるビジネスラインから
構成されていることと、 FSMパスタ事-業は最初から!日 Delverdeの他の営業から独立した
会社組織ではないという事実は、商務省の所有権変更前の!日 Delverdeと変更後 Delverde
の同一性を主張する上で大きな困難をもたらした。
したがって、商務省は、FSMパスタ事業は独立した法的地位を有するものではなくても、
機能と地理的な面で|日 Delverdeの他の生産事業から分離された事業 (operation)である
という点を特に強調した218。つまり、所有権変更後、継続的営業実体 (continuousbusiness 
entity)が存在するか否かを検討する際、 i日Delverde全体を post.saleDelverdeと比較す
るのではなく、 FSMパスタ事業を post.saleDelverdeと比較することが正確であると主
張した2190 その上で以下のような比較検討を行った2200
第 1に、一般的営業活動の継続問題について、問題となっている取引のあと、 FSMパ
スタ事業の所有権が変更したとしても、事業の最も重要な側面は依然として変わることな
く存続している。工場設備と会社の本部が同じ場所にあること。!日 Delverdeと同じ商標
で、向じ生産設備を利用して同様な産品を製造販売していること。生産ラインの変更、新
設備の導入など一切行われなかったこと。
第 2に、生産施設の継続について、 1970年代初期からあった生産施設がそのまま維持
されていること。
第 3に、資産と債務の継続について、パスタ事業の所有権変更取引は財産の売却ではな
く、株式の譲渡 (saleof shares)であること。 Delverdeはパスタ事業に付属する財産と
事業に伴う責任を引き受けたうえで13Delverdeの商標権も引き受けたこと D
第 4に、人員の保持について、パスタ工場の売却に伴って数多くの人員が!日 Delverde
社から NuovoDelverdeに移動したこと。
217 商務省は、本件の所有権変更事実は民間企業同士の財産売買ではなく、株式の譲渡に
過ぎないと言及しながら、詳細な議論を展開しなかった。要するに 4要素理論で所有権変
更前後の企業実体の同一性を論証する上で十分であるのに、なぜ株式売却の論拠を同時に
取り上げるのか、明確な形で主張する 4要素理論とあやふやに言及される株式売却の論拠
はどういう関係にあるのか、商務省は明確な説明を避けている。
218 Ibid. 
219 Ibid. 
220 Ibid. 
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商務省は以上の分析を踏まえて次のような結論を得た2210売却後のDelverde(post-sale 
Delverde)は売却以前の FSMパスタ事業と完全に同一の実体 (person)である。売却後
のDelverde(post-sale Delverde)は実質的に!臼 Delverde社が所有する FSMパスタ事業
の継続である。 Delverdeは引き続き FSMパスタ事業売却前に旧 Delverde社に交付され
た補助金から利益を得ている。補助金が交付された当時の主体が変更しておらず、商務省
はnormalallocation methodology (民営化問題に対応する部分残留論ではなく、筆者注)
を原補助金に適用し、Delverdeに残留した原補助金の未償却分を相殺するために相殺関税
(7.330/0)を賦課する。
(5) 実体同一論の評価
Delverde 111の判決以降、商務省は、 URAAの相殺関税法規定における補助金の定義に
関して、 CAFCが展開した法解釈論に対して正面から挑戦することもなければ、 1993年
に作り上げた部分残留論を粘り強く主張することもなく、他の選択肢を選んだ2220 商務省
は企業実体の構成要素に着自して、所有権変更前後における企業実体の実質的同一性の理
論を打ち出した。実体同一論が確立すれば、原補助金を理由とする相殺関税の法的要件は
そのまま所有権変更後の企業に当てはまることになり、所有権変更後の企業について補助
金存否を立証する必要もなく、相殺関税を賦課することは可能となる。
商務省は、所有権変更前の企業と所脊権変更後の企業との実体問一性を論証する際4要
素理論を展開した。しかし、不可解なことに、 4要素理論と向特に、企業財産の売却の場
合は売却前後の企業が実質的に異なる可能性はあると認めたり、株式の売却の場合は売却
前後の企業実体は実質的同一であるため原補助金が株式被売却企業に残留すると主張した
り、かなり混乱したディフェンスを見せた。株式売却の論拠はは本章第2節でも考察した
とおり、 BSCの民営化問題の主要争点で、あった。しかし、商務省は、本件の所有権変更事
実について、 CAFCが行った事実認定(民間企業同士の財産の売翼)は誤りであり、実質
的には株式の交換である、と批判しながら、株式の売却による所有権変更の下で完全残留
論が成立するという路線を貫くことなく、 4要素理論を主要根拠に企業実体同一論を展開
した。
4要素の中で、補助金と完全に無関係な企業の人的要素を除けば、他の企業の生産施設、
221 Ibid. 
222 商務省は部分残留論の撤:廃について明確な意思表示を示さなかったが、この時点で部
分残留論はすでに撤廃されたと判!断できる。
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資産及び営業活動などは、企業の営業活動の物理的基盤で、ある財産を異なる側面から見た
ことに過ぎず、買収者はこれらの要素を継続的に維持する意図があってこそ、これらの所
有権を手に入れたわけで、争点としてはこれらの要素の市場価格を支払った上で入手した
かどうかが争われているため、理論的にも商務省の反論はほとんど成り立たないといわざ
るをえないc 商務省が国内企業法の理論(株式を譲り受けたほうがその企業の債務に対し
て責任を負う)を安易に相殺関税問題に適用したことは甚だしい誤りであり、実体同一論
に対する司法審査は自然に注目された。
2. Delverde 111以降の CITの動向
CAFCがCIT(Delverde 1])の判決の妥当性を審査している開に、フランスの民営化企
業を対象とする 2件の商務省の相殺関税決定223がCITによる司法審査を受けていた。この
2件の CITの審査が終了する前に、 Delverdellを否定した DeJverde刀了の判決が発表さ
れたことは、当時進行中の CITの審査にも大きな影響を与えた。商務省はすでに提訴され
ていた 2件の相殺関税決定について案件の差戻しを申請し、 CAFCの審理した Delverde
刀了の判決に対する反論を改めて練り直した上で差戻し決定を CITに提出した224。部分残
留論の適法性を争う他の当事者(民営化企業、国内企業)も、 Delverde111の判決の影響
を受けて、審査の争点を考え直した上でCITに改めて提訴した。
フランスの民営化企業に賦課する相殺関税とほぼ同時に、商務省はイタリアの民営化企
業にも相殺関税を賦課していた225。商務省は、これらの相殺関税決定を自主的に撤回し、
差戻し決定を行った2260 2000年 1月以降の新規の相殺関税決定(見直し決定も含めて)
にも DeJverde瓦I以降の新しいディフェンスを反映させた2270
Delverde 11了以降の CITによる司法審査は、商務省が改めて提出した差戻し決定及び
2000年 1月以降発表された相殺関税決定の適法性に集中されることになる228。以下、
Delverde刀T以降の CITによる司法審査の考察として、フランスの庖有企業Usinorの民
223 Steel Sheet and Strip from Franc (1999)， Steel Pla te from Franc (1999). 
224 GTS RedetermInatIon(2000)、AlleghenyLudlum RedetermInatIon (2000) . 
2も SteelPlate 台om1taly (1999)， StaInless Steel Plate from 1taly (1999). 
226 AST RedetermInatIon (2000) ，1LVA RedeterminatIon (2000) . 
227 ElectrIcal Steel From 1taly (2001). 
228 Delverde刀了以降、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を CITが審査した案件は
も性格τしている。 GTS(2002)、AJlegheny(2002)， 1LVA (2002)， Acciali 1 (2002)、Acciali11 
(2002). 
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営化事件、イタリアの国有企業ASTの民営化事件を取り上げる。 Usinorの民営化問題を
先に見ることにする。
(1) Usinor民営化事件
(a) Usinor民営化の背景及び事実
1998年 7月 13日、商務省はフランス、イタリア、韓国から輸入される鉄鍛産品を対象
に相殺関税調査を開始した229。相殺関税の調査期間が暦年 1997年であったo 1999年 11
月 17日、商務省は仮決定を発表した2300 1999年6月8日、相殺関税の最終決定231が発表
され、フランスの民営化企業Usionrの補助金率は 5.38%と決定された2320
商務省の1:自殺関税調査の対象とされたUsinorはフランスの固有企業であった。 1986年
までにフランス政府はこの企業の唯一の所有者であった2330 1987年、フランス政府は、
Usinorと他の鉄鍛国有企業 Sacilorを持株会社の経営支配権下に置いた2340 1991年、国
有銀行LyonnaisはUsinorの株式の 200/0を買収した2350
1995年夏から、 1996年、 1997年にかけて、フランス政府は株式の公開売却を通して
Usinorの民営化を実施した2360 1997年の末、 Usinorの82%の株式が民間投資家に取得
された237D 商務省は、株式の公開売却による Usinorの民営化という事実があったとして
も、民営化前後の Usinorは企業実体として変りはない(実体同一論)と主張し、補助金
率を改めて 7.720/0と決定した238。本件の事実をひとことでまとめれば、 Usinorは本来株
式会社組織を有する国有企業で、あったし、その民営化は単なる政府保有株式の売却によっ
て達成されたことである。
(b) CITの審査
Delverde刀了以降の高務省の薪たな立場を反映する実体同一論の要旨について、先にも
述べたとおり、四つの要素を参考して所有権変更前後の企業実体(固有企業と民営化企業)
229 Initiation oflnvestigation: Steel from Franc， Italy， Korea(1998). 
230 Preliminary Determination: Steel Sheet and Strip from Franc (1998). 
誌 1 Steel Sheet and Strip frOln Franc (1999). 
232 Ibid.， p.30776. 
233 Ibid. 
234 Allegheny Redetermination(2000) ，p.1'守.
誌も Steel Sheet and Strip from Franc (1999)， p.3077も.
236 Ibid.実体問一論の詳細な展開について、本節の 1を参照。
237 Allegheny Redetermination (2000ノ，p.17.残りの株式が当社の従業員と stable
shareholderに保有されたc
238 Allegheny (2002)， p.5. 
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の同一性を調査し、同一性が認められると所有権変更によって原補助金が残留したか否か
を立証することは不要となり、確認された原補助金を所有権変更後の企業に配分するだけ
で相殺関税を賦課できるという考え方である2390
i商務省、は実体罰一論を無修正のまま Usinorの民営化問題に適用した。つまり、商務省、
は民営化(政府保有株式の公開売却)前後の Usinorは企業実体として実質的に変りはな
いため、株式売却が市場価格で行われたか否か、さらに民営化された Usinorが補助金を
得たか否かを立証する義務が全くない、と主張した2400
民営化企業となった Usinorは、商務省の対応はDeJverde瓦Iに反すると反発し、独立
当事者間取引により、市場価格を反映した株式の公開売却という民営化事実を商務省が無
視して補助金残留を推定していると主張した2410 Usinorは、民営化の内容を分析するこ
となく、独立当事者間取引の証拠さえ提示すれば、完全返却論が成立できると信じ込んで
いた。
以上の紛争当事者の対立に踏まえて、 CITは本件の核心的な争点について、商務省の採
用した方法(実体同一論)はDelverde瓦Iの解釈した 19U.S.C. S 1677(5)(F)の主旨に適
合するかどうか、と設定した2420
CITは、 CAFCがDelverde刀了において展開した法解釈の主要論点、 perse rule1の禁
止、所有権変更取引の事実を調査する義務、所有変更後の企業について「資金面で、の貢献」
と問Ij益jの存在を立証する義務、などを再度確認した243上で、本件で、商務省が新しい
ディフェンスを導入したことは、民営化取引の事実を検証して、民営化後の企業について
行われるべき補助金存否の立証義務を回避していると批判した2440
具体的に、 CITは、民営化自体は民営化後のUsinorが補助金(資金面での貢献と利益)
を受けたか否かを、 19U.S.C.S 1677(5)(B)(D)(E)に基づいて立証する義務を発生させるた
め、商務省は民営化事実を検証した上で補助金存否を決定することを要求される、と判示
した245。最後に、CITは商務省の差戻し決定を取消したうえで、再び事件を差し戻した2460
239 Ibid.， p.12. 
240 Ibid. 
241 Ibid. 
242 Ibid.， p.13. 
243 Ibid.，pp.13・16.
244 Ibid.，p.17. 
245 Ibid.，p.18. 
246 Ibid.，p.20. Alleghenyα002ノと同時に進行していた他の案件においても CITは向様
133 
(2) ASTの民営化事件
Usinorの民営化問題とほぼ同時に、イタリアの民営化企業ASTも務務省の相殺関税の
見直し決定247をCITに提訴していた。 2002年6Ji 4日、 CITの判決が発表された248。現
時点で本件は民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を考察する最新の判例となる。
(a) 事実と背景
イタリアの国有企業 ASTの歴史を知る上で、イタリア政府の持株会社 IRIについて説
明することは重要である。 IRIは、イタリアの全ての国有鉄鋼企業を支配していた持株会
社 Finsiderを完全所有していた2490 Finsiderの経営支配を受け-ていた主要な事業会社は
Terniであった2500 1987年、 ElectricalSteelの生産設備を含めた Terniの財産が新設さ
れた会社TASに移転された2510 1989年、企業再編言十画の一部として、 TASなど主要事業
会社を抱える Finsiderが解散され、代わりに ILVAが設立された2520 TASの一部の債務
とElectricalSteelの生産設備を含めたほとんどの財産が ILVAに移転された。
1989年から 1993年にかけて、 LIVAはTerniに立地する特製鋼生産部門を含めたいく
つかの事業部門を所有していた。 LIVAは他の独立的操業を行う子会社の支配的株主であ
り、 LIVAグループを形成していた。 LIVAクツレープを所有していたのはIRIであった2530
1993年、IRIはLIVAグソレープの再編に乗り出し、その特殊鋼生産部門を分割してA8T8.1・.1
(有限会社)を設立し、炭素鋼板部門を分割して ILPを設立した。その後、IRIはA8T8.r.1 
を独立的な会社(会社形態を株式会社)に変更し、 ASTS.p.Aを設立した。 IRIは株式を
売却することによってASTS.p.Aの民営化を図った。 1994年民間企業KAIはA8TS.p.A
の株式を買収した。 Usinorの民営化と同じく、 ASTの民営化も本来株式会社組織を有す
る国有企業の政府保有株式の売却によって達成されたことは紛れもない事実である。
な立場を採用したのでここで繰り返さないことにする。詳綿は参照、 GTS(2002ノ，p.20 ; 
ILVAα002) ， p.8; AccIajj [iじ2002)，pp .16・19.
247 EJectrIcaJ SteeJ From ItaJy α001ノ. これは 1994年の相殺関税決定EJectrIcaJSteel 
F子om1taly白994ノを見直しするもので、あった。 ElectrIcalSteel From 1taJy (2001)の仮決
定 ElectrIcaJSteel From 1taly(2000)が発表される前に DeJverde刀了が発表されたため、
高務省は、実体同一論を仮決定と本件で問題となる最終決定に反映させた上で発表した。
248 AccIajj 11α'002) 
249 Ibid.， p.2. 
250 Ibid. 
251 Ibid. 
252 Ibid. 
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(b) 主要争点と CITの立場
本件においては、商務省の主張254、民営化企業 ASTの主張255、民営化前後の企業の比
較対象の設定256、実体同一論の結論への批判257、DelverdeIII~こ対する評価と法的根拠の
整理258、など一列の問題は Usinor民営化事件とほとんど同様な展開となっているため、
ここで繰り返さないことにするD しかし、注目に値する点として、 CITは商務省が民営化
前のASTの補助金を民営化後のASTが直接間接に受けているか否か立証する上で、民営
化前後の企業が実質的に問ーなのかどうかを考察する方法自体を是認したことである。
CITは主に以下の三つの理由を挙げた。
第 1に、実体|司一論の二段階方式 (two-stepmethodology)は相殺関税法規定の要求す
る補助金存否の立証責任に適合すること 2590CITは、本件の争点を、商務省の行った民営
化前のASTの補助金が民営化後のASTに残留するという決定が適法性を有するかどうか
にあると設定したうえで、所有権変更問題を扱う 19U.S.C.S 1677(5)(F)も必ずしも 2自に
わたって「資金面での貢献j と f利益Jの存否の立証を要求していないことを挙げて、補
助金残留論が妥当する民営化前後の企業実体が同一である状況はありうる、と解釈した2600
第2に、二段階方式(two-stepmethodology)はDelverd，θ刀了の先例に適合すること2610
CITが、 Delverde瓦fはperse ruleを禁止し、民営化取引の事実を調査した上で補助金
の行方を判断することを要求していると解釈した上で、商務省は民営化後の ASTに補助
金が残留すると自動的に推定しているのではなく、補助金被交付企業自体と当企業の株主
は実質的に異なることに着目し、株式の売却を根拠に企業向一性を主張したことは事実的
根拠に裏付けられるものと判断した2620CIT はさらに、株式の売却は原補助金被交付企業
の株主の性格を変更するものであり、企業実体そのものにし1かなる変更をもたらすことは
なく、したがって、補助金が返却されたという他の証拠が提示されない限り、補助金は新
253 Ibid.， p.3. 
254 Ibid.， pp. 8・10.
255 Ibid.， pp.19-20. 
256 Ibid.， pp.17・18.
257 Ibid.， pp.18・19.
258 Ibid.， pp.6・8，pp.11・12.
259 Ibid.， p.12. 
260 Ibid.， p.13. 
261 Ibid. 
262 Ibid.， p.14. 
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しい株主が所有する企業に残留することになると補足した2630 その上で、 CITは単なる企
業財産の売却は実体的に完全異なる企業を生み出すため、改めて補助金の存否を立証する
必要が生じると言及した2640
もう一つ注目するに値する点は、 CITは、二段階方式自体に賛成しただけではなく、民
営化企業は補助金返却を裏付ける証拠を提示しておらず、そもそも補助金と無関{係系な株式
の売去却IJを市場価格で
意味でで、あると明確に判|断折した点でで、ある2却65九。
第3に、 CITは、 2段階方式は国有企業の民営化という特定の状況のもとで補助金の行
方を決定する荷務省、の権限を逸脱するものではないと判断した2660結論的に商務省は民営
化後のASTが民営化前のASTの補助金を受けているか否かについてさらに立証する必要
があるとして事件を差し戻した。
(3) Delverde 111以降の CITの動向に関する評価
Usinor民営化事件の CITの判決は、商務省の実体同一論が 19U.S.C. ~ 1677(5)(F)と
Delverde 111の先例的解釈に反すると判断したのに対して、AST民営化事件のCIT判決は、
商務省の実体罰一論自体は違法ではなく、民営化取引の内容によって妥当可能な状況があ
りうるとして政府保有株式の売却の場合には補助金残留論が成立すると明確に示唆した。
CITにとって、株式の売却の場合に補助金残留論が成立すると主張することは新しい観点
ではない。本章第 2節で専門的に論じたとおり、 CITはイギリスの国有鉄鋼企業BSCの
民営化問題を審査したときにも同じ観点を採用した。問題は、 CITは民営化の内容を分析
する際、企業の財産の売却と株式の売却は、原補助金の行方にそれぞれ異なる結果をもた
らすと認識しただけで、同じ株式の売却の問題にさらに一歩踏込んで考えるとしづ姿勢を
示していないことである。その最大な証拠は、 CITがAST民営化事件において商務省の
実体同一論の妥当性に賛成するときに平気に BSCの判決を引用していることである2670
政府保有株式の売却を識別して分析するかどうかは、今後のアメリカの閣内司法審査によ
る補助金残留論の法的問題を解決する上でネックとなる論点である。
DelverdeよUにおいて、 CAFCが19U.S.C. ~ 1677(5)(F)と 19U.S.C. ~ 1677 (B)との
263 Ibid. 
264 Ibid. 
265 Ibid.)pp.15・16.
266 Ibid.)p.16. 
267 Ibid.) p.14. 
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関係を明確に解釈し、自IT者が後者の例外を許容するものではなく、所有権変更状況の下で
per see ruleの適用を禁止し、所有権変更の事実を慎重に検討することを商務省に要求し
ていると指摘したことにつき、 Delverde刀了以降の CIT判決は完全に賛成している。した
がって、アメリカ国内の司法審査によって民営化と絡む相殺関税の適法性の問題を解決す
る上で、少なくとも法律論的な側面においては問題解決の道が関かれたと言えるc 当問題
を解決する上で、取引対象物の市場価格の支払いを要求する受益者利益説の核心的地位が
確立されたことについて、商務省、 CIT及びCAFCの間で基本的コンセンサスが生まれた
カユらである。
民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を解明する上で、未解決のまま混迷するのは民
営化の内容と原綿助金の関係の課題である。商務省は実体問一論の 4要素理論を明確に放
棄し、企業の財産の売却と、政府保有株式の売却が原補助金の行方にもたらす影響を識別
して考える姿勢を取り戻して、さらに政府保有株式の売却をめぐる具体的事情を、ケース
パイケース(そもそも株式会社組織を有する固有企業の政府保有株式の売却による民営化
か、それとも公共体企業の株式会社化後の政府保有株式の売却による民営化なのか)で分
析し、補助金残留論の妥当な範囲は一部の民営化状況に限られているとしづ事実を受け入
れるべきであろう口
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第4章 GATTと補助金残留問題
1993年 1月、フランス、 ドイツ、イギリス 3カ国の民営化企業の特殊鋼産品に相殺関
税を賦課する商務省の決定が発表された後、 3カ国の民営化企業はアメリカの国内司法審
査による法的救済を求めると同時に、何年 5丹、 ECは蔚務省相殺関税決定の国際法上の
適法性を問題にして、GATTの補助金相殺関税委員会に申し立てた。ECは、 1947年 GATT
及び 1979年補助金協定の規定する相殺関税の法的要件を根拠に商務省の部分残留論の適
法性を追及した。本件は、補助金残留問題に関する GATTの判例1として唯一のものであ
る。
GATTに申し立てられたのは、イギリスの民営化企業 UESの特殊鋼産品に相殺関税を
賦課する商務省の決定で、あった。フランスとドイツの民営化企業に相殺関税を賦課する商
務省、の決定については、当時国有企業の原補助金の存在自体が争われたため、補助金の残
留問題として取り上げる必要はなかったえ
紛争解決に適用された補助金・相殺関税を規律する法規定は、具体的に、 1947年GAIT
第6条3、第 16条、と 1979年補助金協定の第1部、第2部で、あった。 1947年 GATT第
16条と 1979年補助金協定第2部は補助金の亘接的規律を、 1947年GATT第6条と 1979
年補助金協定第 1部は相殺関税の国際的規律を、それぞれ分担していた。
1979年補助金協定は、1947年GATT第6条と第 16条を精鍬化させるために、1979年、
東京ラウンドの結果成立した法的文書であるが、 GATT締約国の一部しかこの協定に参加
しなかった七
本章では、 1947年 GATTと1979年補助金協定に規定された相殺関税の法的要件を概
観した上で、 GATTによる補助金残留問題の解決過程を分析し、浮き彫りにされた主要な
法的論点を明らかにする。
1 GATT Panel Report (SCMl185). 
2 参照、、 GA'rTPanel Report (SCM/185) ，paras.81・108，163・218，219・250.
3 1947年 GATI第6条は、相殺関税の法的要件だけではなく、ダンピング紡止税の法的
要件をも規定しているが、本論文は、相殺関税の法的要件だけを意識して第6条を引用し
ている。
4 参照、日本関税協会 (1980)、「東京ラウンド交渉参加国、諸協定受諾状況一覧j、484
-487頁。アメリカと ECは双方とも 1979年補助金協定を受諾していたため、本件にお
いては当協定を適用して紛争を解決するには問題は生じなかった。
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第1節 GATTと相殺関税の法的要件
1. 1947年 GATT第6条
1947年 GATTは補助金・相殺関税を国際的に規律する初の多国間通高条約で、あった。
具体的に、相殺関税を規律していたのは第6条の 3項、 4項、 5項、 6項であり、 1995年
に WTO協定のF付属書 SCM協定が発効するまで、商務省の補助金残留論の適法性を追究
する上で、重要な法的基準として位置付けられていたD 第 6条 3項、 4項、 5項、 6項に
おいて、棺殺関税の法的要件(手続的要件と実体的要件)はどの程度整備されていたかを
まず検討する。
(1) 相殺関税の量的規制(課税限度)
一般協定第6条3項の第 l文は、次のように規定する。
いずれかの締約国の領域の産品で他の締約国の領域に輸入されるものは、原産国又は輸
出国においてその産品の製造、生産又は輸出について直接又は間接に与えられていると認
められる奨励金又は補助金(特定の産品の輪送に対する特別の補助金を含む)の推定額を
超える相殺関税を課せられることはない。
序章で触れたとおり、相殺関税は通常の関税と全く変らない貿易障壁であり、濫用され
ると保護主義の口実になる危険性を有する。第6条 3項の第 1文は f…輸入されるもの
は、…補助金の推定額を超える相殺関税を課されることはなしリと規定していることから、
認定された補助金の額以内に相殺関税の賦課を抑えることを要求した規定であると解釈さ
tしてし、る5D
第 6条 3項の第 1文は、 f奨励金又は補助金の推定額J以内に相殺関税を制限すること
を要求していることから、論理的に補助金存在の推定(認定)があって初めて相殺関税の
賦課が可能となることが推測される。要するに、補助金の額を確定できない限り、賦課し
た相殺関税が量的制限を守っているかどうか判明できなし、からであるD 第6条 3項の第 1
文の規定から相殺関税の量的制限以外の意図を読み取ることができないのは明らかである。
(2) 相殺関税の目的{機能〉的制限
第 6条 3項の第2文は、次のように規定する。
5 例えばv 参照、津久井(19:94)、2'58頁;McGovern(1986)，p.335 ; Dam(1970)，p.178. 
13H) 
「相殺関税Jとは、産品の製造、生産又は輸出について直接又は間接に与えられる奨励金
文は補助金を相殺する目的で課する特別の関税をいう。(強調は筆者)
第6条3項の第 2文で規定する相殺関税の目的的制緩から見て、輸入品の生産に与えら
れた補助金の相殺以外の目的で相殺関税を賦課しではならないと解釈することは妥当であ
る。相殺関税は補助金を相殺するための特別関税である限り、補助金の存在と額の認定が
先決的条件であり、補助金のような被相殺対象が存在しない限り相殺関税はありえない
と自然に理解できょう。
「本目殺Jとしづ用語の目的から克て、理論的に、棺殺関税を賦課する前に補助金が存在す
ることを条件とする以上、上記(1)のとおり、補助金の存否を立証する手続的要件が必要と
される。逆に解釈すると、補助金の存在を立証せずに相殺関税を賦課することは、「相殺J
ではなく、他のもの(例えば、偽装された保護主義)になる可能性が高いと理解できょう。
補助金の存否について何を娘拠に立証し、判断するのか。この点については明らかに明確
な規定が欠けている。
もう一つ注目すべき点は、第6条の第 1、第2文はともに、「産品の製造、生産又は輸出
について直接又は間接に与えられる奨励金又は補助金Jと規定していることである。この
点については後に議論する。
(3) 損害因果関係要件
第6条6項(a)は次のように規定する。
締約国は、他の締約患の補助金の影響が、自国の確立された留内産業に実質的な損害を
与え若しくは与える恐れがあり、又は自国の罰内産業の確立を実質的に遅延させるもので
あると決定する場合を除くほか、当該他の国の領域の産品の輸入について相殺関税を課し
てはならない白
第6条6項(a)は、補助金が輸入国内産業に与える実質的損害と因果関係の成立を相殺関
税当局が立証することを明確に要求し、相殺関税の手続的要件の重要部分となる損害・因
果関係要件を規定したとみることについて争いはない。それでは、何を根拠に実質的損害
の発生と因果関係の成立を立証するのか。この点についても実体的規定が欠如している。
第6条6項(a}は、 f補助金の影r響」が国内産業に損害を与えることを要求している以上、
補助金の存在が先に立証されない限り、損害と因果関係が成立することは不可能6であり、
6 つまり、論理的に、補助金という「因Jがない限り、損害という f果jの存在はありえ
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法的要件の先決的部分となる補助金の存在の立証責任を、二次的、従属的要素の損害・因
果関係より先に要求して然るべきで、あったが、この点についても第6条は不明確であった。
以上の考察から、第6条は相殺関税の手続的要件(立証責任と立証内容)の損害・因果
関係を一応明確に規定したが、補助金の存否を立証する責任を直接規定しなかった(論理
的に推測することは可能)といえる。他に、補助金の存否、実質的損害の発生及び因果関
係の成立を判断する実体的要件についても全く規定していないと結論できる。
第6条は随所「補助金j概念に言及しているが、その定義を規定する内容は全くないた
め、補助金の痘接規律を規定する 1947年 GATT第 16条の内容を調べる必要がある。
第6条の4項、 5項、 6項の (b)、(c)及び、7項は本論文の課題と直接関連性を有しない
ため、検討を割愛する。
2. 1947年 GATT第 16条
第 16条 A補助金一般の 1項は、次のように規定する。
締約国は、檎助金(なんらかの形式による所得又は価格の支持を含む。)で、直接又は間
接に自国の領域からの産品の輸出を増加させ又は自国領域への産品の輸入を減少させる
ものを許与し、又は維持するときは、当該補助金の交付の範囲及び性格について、自由の
領域に輸入され又は自国の領域から輸出される産品の数量に対して当該補助金の交付が
及ぼすと推定される効果について、並びにその補助金の交付を必要とする事情について、
書面により締約国団に通告しなければならない。その補助金が他の締約国の利益に重大な
損害を与え、又は与える恐れがあると決定された場合には、補助金を許与している締約国
は、要請を受けたときは、その補助金を制限する可能性について他の関係締約国又は締約
国自と討議しなければならない。
この規定は、 1955年に輸出補;助金に関する専門的な規定7が追加されるまで、捕助金を
直接的に規律する唯一の明文規定で、あった。
「補助金一般Jとしづ見出しが付けられているにもかかわらず、この規定から明雄な補
助金の定義を発見することはできない。補助金s定義の欠如は補助金概念の統一的解釈が不
可能であり、各締約;国が独自dこ解釈する裁量を有することを示唆する。
ないと考えられる。
7 本論文の課題と関連性を有しない輸出補助金に関する追加規定第16条Bの2項、3項、
4項."5;項iの検討は害IJ愛:する。
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当規定には「国内補助金j としづ用語が現れていないが、しかし、規律対象としては輸
出補助金だけではなく、国内補助金の国際貿易に与える影響も想定したことは明らかであ
る。これを裏付ける根拠は、「痘接又は間接に…自国の領域への産品の輸入を減少させるも
のj という文言である D 理論的に、輸出補助金には「恵国の領域への産品の輸入を減少さ
せるj効果と機能は全くないため、かかる機能を果たせるのは国内補助金しかないと言え
よう。つまり、補助金がなければ本来付けられたはずだ、った販売価格を、補助金のコスト
節約効果を利用してより安く設定することが可能となり、この低価格により国内需要を引
きつけ、輸入産品の園内市場における販売を減少させる現象が起こりうることを考えた規
定である。
第 16条における補助金を直接規律する方法(通報と協議)及び規律程度の強弱の問題
はさておき、ここでは相殺関税の法的要件について検討する。 1980年 1月 1日、 1979年
補助金協定が発効されるまでは、少なくとも国内補助金に対する相殺関税の法的要件の核
心的部分が空自の状態にあったと言える。なぜなら、理論的に補助金の存在一国内産業の
損害の発生一因果関係の確立という構図が成立したとしても、法的要件として成り立たな
し¥からである。つまり、補助金存否を判断する法的基準(補助金の定義が担うべき)が欠
如していたからである。
補助金存否の判断基準となる f補助金j としづ用語の定義について国際的合意が欠如し
ていたことによって、締約国の補助金政策に大きな裁量が残されたが、と問時に、棺殺関
税を賦課する輪入国の補助金存否を立証する裁量もそれなりに許されたことになる。した
がって、 1947年 GATTのもとでは相殺関税の国際的規律そのものが空洞化されていたと
言える。
しかし、輸出補助金の場合、相殺関税の要件をめぐる問題は、国内補助金ほど深刻では
なかった。1955年に追加された輸出補助金の規定から輸出補助金の定義を発見することは
できないが、しかし、幸いにも、 1960年に一部の GA'IT締約国の間で輸出補助金とされ
る8項目の輸出補助金の形態を例示することに成功しているえつまり、合意された 8項屈
の輸出補助金について、その存在を立証するための法的基準が一応整備されたことになる。
ただし、その適用範留は8項目の輸出補助金の形態を承認した国の間に限られることにな
る。
8 詳細は、津久井 (1994年)、 449頁参照。
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それでは、東京ラウンドにおける補助金・相殺関税の交渉は、相殺関税の法的要件を精
鍛化させる上でどの程度進展したか。この問題について次にように検討する。
3. 1979年補助金協定
1979年補助金協定は、 1955年に 1947年 GATT第 16条に輸出補助金を専門的に扱う
fB輸出補助金に関する追加規定2項、 3項、 4項、 5項jの追加に続く、 GATT時代の補
助金・相殺関税を規律する法規定の大規模な修正であったえ補助金の直接規律と祁殺関税
の法的要件とを別々に規定する 1947年GATTの従来のパターンを踏襲し、1979年補助金
協定もその第 l部に相殺関税の法的要件を、第2部に補助金の直接規律を、それぞれ規定
した100
(1) 相殺関税の法的要件
(a) 包括的規定
第 1部第 1条は次のように規定する。
第 1条 一般協定第6条の規定の適用(注略)
署名留は、いずれかの署名留の領域の産品であって他の署名国の領域に輸入されるもの
に対する相殺関税(注 4)が一般協定第6条の規定及びこの協定に定める条件により課され
ることを確保するため、必要な全ての措置をとる。
注4 r相殺関税jとは、一般協定第6条に定義するとおり、産品の製造、生産又は輸出
について直接又は間接に交付される檎助金(奨励金を含む)を相殺する呂的で課する
特別の関税をb、う。
この規定は、一般協定第6条をそのまま適用することを強く意識し、締約国が必要な全
ての措置を執って、棺殺関税を第6条及び本協定の規定に適合させることを義務付けてい
る。〈強調は筆者)
先に見たとおり、 1947年GATT第6条における相殺関税の法的要件はかなりの欠絡を
残していたため、相殺関税の法的要件の精微化11を考察する上で、 1979年補助金協定は第
9 1979年補助金協定の内容はかなり広範かっ複雑になっているが、ここで相殺関税の法
的要件を扱う=第E部と第2部を中心に分析する。第3部から第7部は触れないことにするD
参熊、外務省経済局『東京ラウンド協定集j](日本関税協会、 1980年)、 57司 115頁;東京
ラウンド研究会『東京ラウンドの全貌j]:(日本関税協会、 1980年)、 165-186真。
10 Jac長son，(19.，71j，pp，.28B-289. 
1] 特に相殺関税の法的要件のうち実体的要件となる補助金存否の決定基準を提供する補
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6条の既存規定よりどの程度進展したかが注目される。特に補助金の定義の問題が注目に
値する。第 1部の第2条は相殺関税調査など国内手続の問題、第 3条は当事国間の協議に
ついて、それぞれ詳しく規定しているが、検討を割愛する。
(b) 相殺関税の徴収と相殺関税当局の立証義務
第4条 1項は、相殺関税JI武課の法的要件が充たされた条件の下で相殺関税賦課に踏み入
るか否かについての輸入国の裁量、及び補助金額より小額な相殺関税を勧めることを規定
している120
第4条2項は、 1:自殺関税の限度を補助金額以内に制限するという、 1947年 GA1γr第6
条3項の第 1文の内容をそのまま踏襲している130
第4条3項は、相殺関税の無差別的賦課を要求している。それから、 4項、 5項、 6項、
7項、8項は、協議後も補助金が継続する場合の棺殺関税賦課と約束の問題を扱っている140
第4条の注目すべき規定は9項である。次のように規定する。
相殺関税は、損害を与えている補助金の交付に対抗するために必要な期間及び限度にお
いてのみ有効なものとする。調査当局は、棺殺関税の賦課を継続することの必要性につき、
正当な理由がある場合には、自己の発意に基づいて又は利害関係を有するいずれかの当事
者が検討の必要性を裏付ける実証的な情報を提出して要請するときにはその要誇に基づ
いて、検討を行う。(強調は筆者)
これはすでに行われた相殺関税決定(法的要件が充たされた)の見直しに関する規定で
ある。
拐殺関税の手続的要件から見て 1979年補助金協定がかなり詳細に規定したのは、第 2
条の国内手続(調査)に関する規定である。 f相殺関税はこの条の規定に従って開始し(注
路)、実施する調査に基づいてのみ課することができるJと規定しているため、相殺関税当
局が負わなければならない補助金存否の立証義務など一連の手続的要件を用意した規定で
ある150
損害発生を判断する実体的要件として具体的検討事項を詳細に列挙している 160 しかし、
助金の定義に焦点を充てて考察する。
12 1979年補助金協定第4条2項。
13 1~7'9 年補助金協定第 4 条 3 項。
14 1979年補助金協定第4条3項、 4項、 5項、 6項、 7項。
15 1979年補助金協定第2条。
16 1979年補助金協定第， 6~ 条。
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実体的要件の核心的な存在である補助金の定義は欠如したままである。
次に、相殺関税の実体的要件となる補幼金の定義を中心に第 2部の補助金を直接的に規
律する規定を検討する。
(2) 補助金の直接的規律
(a) 梼助金の通報義務
1979年補助金協定第7条は、締約国が負う補助金の通報義務を 1947年 GATT第 16条
より詳しく規定しているが、本論文の課題と関連性を有しないため、検討を省略する。
(b) 補助金に関する一般的認識
1947年 GATT第 16条においては、補助金の社会的経済的政策手段としての有用性に直
接言及する文言がなかった17が、 1979年補助金協定は、第8条1項において、補助金が社
会政策上及び経済政策上の重要なE的を達成するため、政府によって交付されていること
を認めると問時に、補助金が他の署名国の利益に悪影響を及ぼすことも認める、と賛否両
論的表現をしている180
第8条2項は、「この協定に合致しない方法による輸出補助金の交付をしない19Jと規定
しているが、第 9条は工業産品輸出補助金の例示表に掲げる 12項自の輸出補助金の交付
禁止に言及しているため、第 8条 2項の適用範囲は一次産品の輪出補助金に制限される。
このような輸出補助金を扱う規定をなぜ補助金に関する一般規定に挿入したかは不明であ
る。
第8条 3項は、補助金の交付により生じる悪影響を例示している。①損害(1947年GATT
第6条6項(a)と同義語)、②無効化又は侵害 (1947年 GA'IT第 23条の規定を継承してい
る)、③重大な損害 (1947年 GA'IT第 16条Al項の「重大な損害j と逐語的に同様であ
る)。相殺関税措置は①のみに対して発動できる。
17 1947年 GA'IT第 16条は、補助金の有する影響につき「自国の領域からの産品の輸出
を増加させ、又は自国領域への産品の輸入を減少させるJと表現しており、 f重大な損害j
があったとしても、補助金交付留としては、「補助金を制限する可能性Jについて討議する
義務を負うだけである。
18 伺じく 1979年補助金協定の前文も補助金の有用性と有害性とを併記して規定すると
向特に、棺殺関税の国際貿易に対する不当な妨害を回避する問題に言及し、アメリカと他
の交渉勢力関!の補助金規律と相殺関税濫用防止をそれぞれ求めた駆け引きと思惑を伺わせ
る。
19 反対解釈すれば、この協定の方法に合致すれば輸出補助金は交付してもよいというこ
とであ石一つまり、輸出補助金の使用を禁止していないのである。
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第8条4項には、上記悪影響②、③の発生の具体的な内容を提示している。補助金付き
産品の輸入国内市場への悪影響、補助金交付国国内市場における輪入代替と輸入妨害、第
三田市場における輸入代替と輸入妨害である。 1947年 GATTが補助金交付園内市場にの
み着目して補助金の影響を意識したのと比較すると、より具体的になっている。
(c) 輸出補助金の禁止
第9条は、一定の一次産品以外の産品に対して輸出補助金を交付してはならないという
一般的禁止の原則却を打ち出しているが、輸出補助金に関する一般的定義が合意されてい
ないため、禁止の効果は例示された 12項目の輸出補助金の範密にとどまると言えよう。
(d)一次産品輸出補助金の規律
GATT締約富国内の政治的圧力により、同じ補助金でも一次産品輸出補助金と工業産品
輸出金の国際的規律に大きな格差が存在するo1979年補助金協定の一次産品輸出補助金の
規定は、1947年GATT第 16条B3の基本方針を踏襲しているが、より精激化されている。
本論文の関心は工業産品の補助金問題に制限されているため、 1979年補助金協定第 10条
の検討を割愛する。
(e) 国内補助金の有用性
1979年補助金協定第 11条は、「国内補助金j とし1う痘接的表現を避けて、「輸出補助金
以外の補助金j としづ遠回りした表現をしている21D 第8条と閉じく、第 11条 1項は、国
内補助金の有用性を承認した上で、これが以下の政策的目標のために運用されると列挙し
ている。
① 特定の地域の産業上、経済上、及び社会上の不利な条件を除去すること。
② 特に、貿易政策及び経済政策の変化(貿易障壁の軽減を図る国際約束から生ずる変
化を含む)によりその再編成が必要となった場合において、社会的に受け入れ得る条件
の下での特定部門の再編成を促進すること。
③ 一般的に、雇用を維持すること並びに再訓練及び雇用の転換を奨励すること。
特に高度技術産業の分野における研究開発を促進するための経済計画及び経済政策を実
施すること。
20 1'947年 GATT第 16条B4の輸出補助金の条件付き禁止(国内販売価格より輸入国市
場への低価格販売)と対比される。
21 Jacksonは、第 11条を始めて明確な形で国内補助金に対する多国間規律を盛り込んだ
規定と評価している。 Jackson(1989)、258-59頁。
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④ 発展途上国の経済的及び社会的な関発を促進するための経済計画及び経済政策を実
施すること。
⑤ 過密、問題及び環境問題に対処するために産業を再配置すること。
(fj 園内補助金の有害性
1979年補助金協定は、上記国内補助金の有用性を列挙したすぐあとに、第 11条2項に
おいて、園内補助金の有しうる悪影響を挙げて、署名毘が他の署名国に与える悪影響を避
けるべき旨を明記しているD ただし、これも第8条と照じく賛否両論的表現にとどまって
し1る。
(g) 国内補助金の形態
1947年 GATTと異なるのは、 1979年補助金協定が明確に国内補助金の形態を提示して
いる点である。特に注目すべき用語は、第 1条3項の、 f1項に掲げられた政策目標は、
企業に有利な補助金を提供することによって実現されるJという文の「有利j としづ用語
である。一体何を基準に補助金の有利性を判断するかについて、第 11条 3項において不
明確である。第 11条 3項は国内補助金の形態として以下を例示している。
① 企業に対する政府の融資(婚与、貸付及び債務保証を含む)
② 政府による又は政府の融資を通じての公益的な便益の供与
③ 供給割当てその他役務及ひヲ包設(業務に必要なもの又は業務に資するもの)の提供
④ 研究開発計画に対する敬府の資金供与
⑤ 財政による奨励
⑤ 政府による株式を通じての資本参加
4. 小結
1947年 GA'ITの第6条、第 16条と比較すると、 1979年補助金協定は、第 1部におい
て相殺関税当局が負う立証責任及び立証内容を明確化し、実体的要件として損害・因果関
係の成立を判断するための具体的検討事項を規定してv相殺関税の法的要件を充実させた。
第2部で、は補助金の直接的規律を強化するために、工業産品輸出補助金の例示表の拡張 (8
項目から 12項、自)並びに例示範囲内の輸出補助金の無条件禁止、一次産品輪出補助金の
規律制度(禁止条件)の精微化、国内補助金の明文化と形態の提示など、大幅な規律強化
を達成したu したが勺て、 1979年補助金協定は 1947年GATTの第6条と第 16条を一歩
発展させたと評価できるQ
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しかし、相殺関税の実体的要件の構築に着目する限り、 1979年補助金協定にも重大な欠
陥が残されたと言わざるをえない。相殺関税の実体的要件の核心となる補助金の定義は依
然とじて明文化されることはなかった。実体的要件の中で、補助金の存否を判断すること
は第一次的であり、損害・因果関係の要件が充実されたとしても、補助金を判断する統一
基準(補助金定義)が欠如している限り、相殺関税の規律としては不十分であると言わざ
るをえない口
本論文の課題は、損害・因果関係の要件ではなく補助金の存否を判断する法的定義に着
目しているため、補助金の定義が明確化されていなし¥1979年補助金協定は補助金残留問
題を解決する上でどの程度機能するかが疑問である。それだけではなく、東京ラウンドの
補助金・相殺関税の国際的規律の交渉過程において、補助金を広範に直接的に規律したい
というアメリカの主張と、補助金の政策的有用性を強調し、 1:自殺関税の濫用を防止したい
という ECと発展途上国等の意見が激しく衝突し、 1979年補助金協定には賛否両論を併記
し(特に前文、第8条、第 11条)、玉虫色的な表現が濃厚に残されたため、法規定の解釈
と適用に大きな難題を残した。この規定の下で、補助金残留論の適法性をめぐる紛争を
GATTの紛争処理機関がどのように解決し、.どういう法的論点が提起されたかを考察する
必要がある。
第2節 1994年特殊鏑相殺関税事件
本節では、 GATTの紛争解決制度22の下で、第 1節で述べた相殺関税の法的要件を根拠
に、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を議論した GATTの唯一の判例を検討する 0
1994年特殊鋼相殺関税事件である230本件の事実的側面(民営化の内容と方法)について
22 GATTの紛争解決制度ほ本論文の課題と直接関連性を有しないため、詳細な検討を割
愛する。具体的には、本件は 1979年補助金協定の規定する紛争解決制度の下で行われた。
1947年 GATTと東京ラウンド各協定の規定する紛争解決制度は本質的な点(小委員会報
告の採択方法等)で大きな相違点はなかった。参照、岩沢雄可 (1995)、74-170頁。津
久井~1997)、301-30'6頁。
23 本件の紛争解決の経過は次のとおりである。 1993年2月 26日、 3月 29日から 30日
にかけて、フランス、 ドイヅ、イギリスの民営化企業に相殺関税を獄課する商務省の決定
(損害認定も含めて〉をめぐって、 ECとアメリaカは協議を行ったが、問題解決の合意が
得られずx 199s年 4月28日から 29目、 ECの要請に基づいて、引き続き GAITの補助
金棺殺関税委員会による調停が行われたが、依然、紛争当事国間で満足できる合意が得ら
れなかっーたD 参照、 GATTPanel Report (SCMI185)，para.1. 
148 
は、第2章の第 1節、第3章の第2節で詳しく説明したため、ここで繰り返さないことに
する。
本件における部分残留論と完全返却論の法的議論は二段階に分けて進められた。紛争当
事-国のアメリカと ECは、まず、 1947年GATTと1979年補助金協定における相殺関税の
法的要件(手続的要件と実体的要件)に関する各自の解釈論を展開し、次にイギリス国有
鉄鋼企業BSCの特殊鋼生産施設の現物出資による UESの設立に伴う原補助金の行方(残
留か返却)の問題を争った。
1.相殺関税の法的要件をめぐる論争
本件において、相殺関税の法的要件の解釈も二つの側面から議論された。一つは相殺関
税の手続的要件となる補助金存否の立証義務の問題、もう一つは実体的要件で、ある補助金
存否の判断基準となる補助金の定義の問題である。
(1) 補助金存否の立証義務
序章で触れたとおり、相殺関税の手続的要件の中で、補助金の存否を立証することは、
損害・因果関係要件の成立を立証するよりも先決的である。本件では 1947年GATTと1979
年補助金協定が相殺関税の手続的要件として補助金存否の立証義務について明確に規定し
たか否かが一つの争点となった。
(a) 1947年 GATT第 4条2項の解釈をめぐる対立
ECは、アメリカが 1979年補助金協定の下で補助金の存否を立証する義務を負っている
と主張し、その根拠として 1979年補助金協定第 4条2項24を挙げた。しかし、 ECによる
第4条2項の援用には条件が付けられていた。 ECは、第 4条2項を『条約法に関するウ
1993年 5月四日、 ECの小委員会設置要請 (1979年補助金協定第 17条3項)を受け
て、 6月4日開催された補助金相殺関税委員会の特別会議において、小委員会設置が決定
された。同じ会議において、オーストラリア、オーストリア、ブラジル、カナダ、日本、
スウェデ、ンの代表が紛争について意見を小委員会に表明する権利を留保した。会議後、ニ
ュウジランドも同じ意見表明の権利を主張し、受け入れられた。 1993年 8月 3目、 /J¥委
員会の構成と付託事項が決定された。 1994年 11月 15日、小委員会報告が提出されたが、
アメリカの反対により採択されなかった。参照、 GATTPanel Report (SCMl185)，para.2，3. 
24 1979年補助金協定第4条2項は 1947年GATTの第6条3項の第 1文を継承した条文
である。第4条2項の主旨は、補助金の存在が決定された後、賦課される相殺関税の上限
を補助金の総額以内に抑えることを要求する。論理的に補助金の存在が前提とされている
ことは鰐接的に読み取れる。
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ィーン条約j(以下、ウィーン条約と略記する)に基づいて解釈すれば、相殺関税を賦課す
るには輸入国の相殺関税当局による補助金の存否の立証が必要となる、と主張した。補助
金の存否の立証義務を主張する上で、なぜECはウィーン条約の解釈規則を援用するのか。
第4条2J頁に関する ECの以下の解釈は、ウィーン条約の解釈規則に頼らざるを得ない事
情を明らかにしている250
第 lに、 ECは、第4条2項を、「補助金の存在を立証しない限り相殺関税は賦課できな
しリとしづ推定の上に立脚させる必要があると主張した(強調は筆者)。第 4条 2項は相
殺関税の量的制限を扱う規定であり、そこから補助金の存否を立証する手続的義務を直接
読み取れないことは明らかである。 ECが補助金存否の立証義務の根拠を第 4条2項に求
めた最大の原因は、 1979年補助金協定に立証義務に関する直接的な規定がなかったためで
ある。特に、第4条の「相殺関税の賦課Jという項目に明確な規定がなかった。この点は
第 5章で検討する SCM協定第 19条 1項と対照的であるD
第2に、ECは以上の解釈を補強するために、第4条9項(見直し決定)と 1947年GATT
第6条 3項(第 2文、相殺関税の目的的制限)を引用している。 ECは、第 4条2項を第
6条 3項と合わせて解釈すれば、相殺関税が賦課される前に必ず補助金存否の立証が必要
であると主張した260
第3に、第4条2項と第 6条3項の解釈についてアメリカの立場を採用すると、相殺関
税の国際貿易に与える不当な妨害を牽制するとしづ協定の基本的機能が危うくされ、協定
の自的と趣旨に反すると ECは主張した270
後に論じるように、 ECは補助金存否の立証義務を主張する際、 1979年補助金協定第2
条の規定する「国内手続及び関連事項j を見落したのである。
アメリカは1979年補助金協定第4条2項に関するECの解釈を全く受け入れなかった口
アメリカは、第4条2項は補助金の存否の立証責任を扱う規定ではないと主張し、以下
の根拠を挙げて反論した。
第 Iに、アメリカは、 1947年 GATT第6条3項(第 1文)は「存在すると決定された
補助金の額Jを超えた相殺関税の賦課を制限する規定であり、 1979年補助金協定第4条2
項も同じく、決定した補助金の額を超えない範囲で相殺関税を制限することを要求する規
25 GATT Panel Report (SCM/185)， paras. 32， 33. 
2ti Ioid.， pata. 37. 
27 Ihid.， parCl. 38. 
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定であると主張した28。つまり、このこつの規定の趣旨は、相殺関税額を補助金の額と結
び付けて、相殺関税を量的に牽制するといった限定的な意味しか持たないという29。アメ
リカは、 1947年GATT及び 1979年補助金協定に規定されていない義務を要求する ECの
解釈を退けるべきであると小委員会に要求した。
アメリカは、第4条2項が協定の「相殺関税の賦課j という見出しのもとに位置付けら
れ、また、 1項30と3項目に挟まれる形で、法文が警かれていることを理由に、第4条2項は
あくまでも相殺関税の量的制限を要求する規定で、あって、補助金存否の立証義務と補助金
の計算問題にまで拡張することは不当であると説得的に論証している320
第2に、ECが強く主張している、 fもし第4条2項は補助金存否の立証義務と無関係で
あり、補助金の額以内に相殺関税を量的に規制していると解釈すると、相殺関税の国際貿
易に与える不当な妨害を防止するという 1979年補助金協定の自的が危うくなるj という
論点に対-して、アメリカは、第4条2項は「締約国は、存在すると決定された補助金の額
以上に相殺関税を課してはならなしリと規定しており、たとえ補助金の存否の立証義務に
ついて規定していなくても、国際貿易に不当な妨害を与える相殺関税を規制することは可
能であると反論した330
更に、アメリカは、他の規定も第 4条 2項と同じく、 1979年矯助金協定前文に掲げる
「招殺関税の国際貿易に対する不当な妨害の防止j という岳的を達成する役割を果たして
いると主張し、最も重要な規定として 1979年補助金協定の第 6条を挙げた340 アメリカ
は、第6条は実質的損害認定に関する詳細な要件を規定しており、実質的損害認定要件の
満足が相殺関税賦課の前提条件となる、と主張した35。実実的な損害認定なしに賦課した
相殺関税は国際貿易に対する妨害となり、更に、第6条以外に第2条 1項、第2条3項と
第 2条5項も、不当な相殺関税を牽制する効果を有すると主張した360
28 Ibid.， para. 39. 
29 Ibid. 
30 1979年補助金協定第4条1項は、補助金額より少額の相殺関税を賦課できる締約国の
自主権を規定している。
31 第4条 3項は花輪入国による相殺関税の無差別的賦課義務を要求している。
32' 唱GATTPanel Report (SCM/185)， para. 39. 
33 Ibid吋 para.，40. 
34 Ibid.， para. 41. 
35 Ibid. 
36 1979年補助金協定第2条 1項、第2条3項、第2条5項の解釈について、本章の第 I
節を参照。
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(b) 紛争当事国の法的主張の検討
ECはなぜアメリカの負う補助金存否の立証義務を主張するのかD この論点は部分残留
論を批判する上で、なぜ必要なのか。その原因は、部分残留論が一貫して民営化企業につい
て補助金存否の立証義務を否定してきたことにある。
第 1節で検討したとおり、相殺関税の量的制限 (1947年 GATT第6条3項の第 1文、
1979年補助金協定の第4条2項)、相殺関税の目的的制限 (1947年GATT第6条3項第
2 文、 1979 年補助金協定の脚注 4) 、損害因果関係要件 (1947 年 G~γr 第 6 条(a) 、 1979
年補助金協定第6条)から、相殺関税当局が補助金の存否を立証する義務を負うという解
釈を論理的に読み取れるが、直接的な明文規定がなかった。これは ECの立場を困難にし
た最大の原因で、あった。
第4条2項の解釈として、アメリカはECの法的主張に反論するには非常に容易で、あっ
た。第 4条 2項は、明らかに相殺関税の量的制限を主旨とする規定であったからである。
ただし、第4条2項は補助金存否の立註義務を要求しないという反論が成立したとしても、
1979年協定の規定する相殺関税は補助金存否の立証義務を要求しないとしづ結論を自動
的に導くことはできない。したがって、第4条2項の解釈をめぐって、アメリカが優位を
得たとしてもほとんど実際の法的メリットはなかったと言える。双方とも協定第2条1の
調査手続の規定を見落している。
問題は、 ECは第 4条2項を根拠に補助金存否の手続的要件を確立させたとしても、ア
メリカが主張する民営化企業について補助金の存否を立証する必要がないという論拠を退
けて、民営化企業に補助金が残留しない(完全返却)という論拠を立てることができるか
どうかである。 ECに必要とされていたのは立証義務の法的要件よりも、補助金の存否を
判断する法的根拠であるD
アメリカは補助金存否の立証義務を事実上否定していない。国有企業の原補助金の存在
を立証Lたこと!がこの点を裏付けている。問題は、原補助金の存在を正確に立証したこと
が、民営化企業について補助金の存否を立証する手続的要件を省いて補助金残留を推定す
る上で、十分な根拠になれるかどうかである。
(2) 補助金の必要条件と政府の f資金面での貢献j
相殺関税の手続的要件となる補助金存否の立証義務の争し、はさておき、 ECの主張が認
められたとしたら、何を基準に民営化企業について補助金の存否を判断するのか。あるい
は、何を根拠に原補助金が完全返却されて民営化企業に残留しないと主張できるのか。
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アメリカが原補助金の存否の立証義務を拒否することなく、受益者利益説を根拠に BSC
に交付された補助金の存在を立証した37のに対して、一貫して受益者利益説を反対し、財
政負担説を主張してきた ECは、なぜ原補助金の存在を争わなかったのか。この問題を後
に検討する。
(a) ECの主張
第 1節で考察したとおり、 1947年 GATIと1979年補助金協定は補助金の定義を明被
に規定していないことから、解釈論は必然的にウィーン条約の解釈原則を援用して補助金
の意味を探ることになる。
ECは、補助金の通常の意味を、 1979年補助金協定の文脈を尊重して解釈すれば、政府
による「資金面での貢献Jは補助金の必要条件になると主張し、次の法規定を文脈的根拠
として挙げたD
第 1に、 1947年GATT第6条3項はじ-与えられたと決定された補助金の額を超える
相殺関税は課せられることはなしリと明確に規定していおり、また、 1979年補助金協定第
I条は明白に 1947年GA'IT第6条3項に言及し、相殺関税の当該規定との適合性を要求
していることである38 (強調は筆者)。
第 2に、 1979年補助金協定の附属書となる「輸出補助金例示表j も、政府による「資
金面での貢献Jは補助金存在の必要条件であることを示唆する文脈的根拠になると主張し
た390 ECは、「輸出補助金例示表J~こ現れた“provision" 、 “delivery"、 “exemption"、
“remission"or“granf' by governmentといった用語を重要な根拠として挙げた40。しかし、
これらの政府行為を表す動詞は政府が何かを企業に与えたことを示唆すると解釈するのは
誤りではないが、政府の行為によって付与されたのが「資金面での貢献Jであると解釈す
るのは疑問が残ると言えよう。
(b) アメリカの反論
アメリカは"1'979年補助金協定には、 f資金面での貢献j は補助金存在の必要条件にな
るという ECの主張を裏付ける根拠はないと反論した。アメリカの反論は実定法の解釈と
しては単純明快なもので、あった。
37 GATT'Panel Report (SCM/185)， paras.163-218. 
38 Ihid.， pa:ra. 403'. 
39 IbI'<I. 
40 Ibid. 
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第 1に、アメリカは、補助金の定義について協定はわずかな方針しか提供しないと解釈
し、一般協定第6条3項と 1979年補助金協定第 1条の脚注4の規定を挙げた。アメリカ
が挙げたのは、一般協定第 6条3項の相殺可能な補助金は「直接又は間接にj与えられる
という文言と、 1979年補助金協定第 1条の脚注 4の棉殺関税を「産品の製造、生産又は
輪出について直j妾又は間接に与えられる奨励金又は補助金 (anybounty or subsidy)を相
殺する目的で課する特別の関税をいう j という文言で、あった。これらの規定は、相殺関税
を賦課する上で補助金を広義に解釈するべきことを示唆するものとアメリカは主張した410
第 2に、アメリカは、特に相殺関税を扱う 1979年補助金協定の第一部には、 f補助金J
としづ用語に関する適切な指針はなく、 1947年GATIと1979年補助金協定は f資金面で
の貢献j を規定していないと主張した420 アメリカは、ウルグァイ・ラウンドの補助金・
*自殺措置に関するダ、ンケノレテキスト43には「資金面での貢献jという用語が挿入されたが、
本件に適用される 1947年 GATTと1979年補助金協定には「資金面での貢献jのような
用語はないと補足した440
第3に、輸出補助金例示表の文脈的根拠について、アメリカは、当例示表は相殺関税問
題を扱う第一部に属するものではなく、むしろ第二部の第9条(輸出補助金の直接的規律)
と関連すると主張し、例示表は第 l部の下で生じる権利義務と無関係であり、協定第一部
と第二部はそれぞれ別々な問題を扱う規定であると主張した450 さらに、アメリカは、本
件で問題となる補助金は輸出補助金ではないことをも指摘し、1979年補助金協定において
補助金の統一的な定義がないことを説得的に論じ、 ECの主張を退けた。
(c) アメリカの反論に対する ECの批判
ECは、 1979年補助金協定には明文化された補助金の定義がないことを認めざるをえな
かったが、しかし諦めることはなかった。 1979年補助金協定の文脈から補助金の構成要素
を収集(glean)することは可能であると次のように更に詳しく議論した。
第 1に、 ECは、ウィーン条約第31条によれば、用語自体が十分明確ではなくても、協
41 para.43. 
42 para.44. 
43 当時ウルグアイラウンドの交渉は終盤を迎え、 SCM協定の条文草案に補助金の定義に
ついて f資金面での貢献j概念、を採用することで交渉国の意見がほぼ一致していた。この
点について第 5:章で詳細に検討する。
44 GATT Pane1 Ret'@J!t (SCMI185)， pa:raA4. 
45 Ibid.， piara.4S. 
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定の他の条文に依拠して解釈することは可能であると主張した46。第二部と輸出補助金例
示表の用語は、条文の解釈にとって全く援拠にならないというアメリカの解釈は強引すぎ
ると批判し、第一部と第二部は別々の事項を扱う規定であるとはいえ、条約文の解釈の際、
全体として考慮、されるべきだと主張した470
第2に、 ECは、 f補助金j としづ用語は協定に随所現れる以上明確な意味を有するべき
であり、締約国が任意に修正してはならないというべしかし、任意に修正したか否かを
判断する前に何らかの基準が先にあるべきことを考えれば、 ECがアメリカの解釈を「任
意な修正Jと非難するには無理があったと言える。
ECは、小委員会にウィーン条約第31条 1項の指示する補助金の自然な意味を判断する
ことを誇求し、補助金の自然な意味には、まず政府の「資金面での貢献Jがあること、次
に、かかる貢献によって受益者に利益をもたらすことを挙げた(強調は筆者)口利益が存在
しない状況の下で相殺関税を賦課することは単なる punitiveに過ぎず、相殺関税は
punitive actionsではなく、代価を支払わないで獲得した競争優位を相殺する措置である
と補足した(強調は筆者)490 
ECは、補助金の特定な意味について当事国間に合意が得られないため、辞書にある補
助金の定義を通常の意味として受け入れるべきであると主張し、特に「被交付民間企業の
利益となる政府の金銭的貢献(強調は筆者)Jを強調した500
(d) アメリカの反論
補助金の定義について、アメリカもウィーン条約の解釈に関する一般的な規則を援用し
て反論した。
第 1に、ウィーン条約第 31条1項と 2項の規定する条約の文脈(条約本文、前文、附
46 Ibid.， para.46. 
47 Ibid. 
48 Ibid. 
49 Ibid.， paras.47.48. 
50 E'Cは次の辞書を引;用して補助金の意味を主張した。 TheConcise Oxford Dictionary 
(8出 ed.1990)の f国家又は公的機関など産品の価格を維持するために交付された重金
:money"J ; Webster's Third New International DictionaryとBlack'sLaw Dictionary'6th 
ed. 1990)の「補助金は政府の企業に与えた金銭的支出であるん参照、 Inid.，para.60o 
これに対して、アメリカも異なる意味を示唆する辞書を挙げて反論した。例えば、 New
E ncyclop edia Britan'nica( 1984)、 Encyclopediaof Economics(l981)と Dictionaryof 
Business and EconQmic's by C. and D.Ammer(1984)を挙げて、補助金は政府の与える
moneyによる利益ではなく、 economicconcessionから発生する利益だと反論した。
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属書、関係合意と関係文書)による解釈。
前文及び1)村属蓄:について、アメリカは、 1979年補助金協定の前文の「補助金が貿易と生
産に有害な影響を及ぼすことのあることも認めJと「補助金の交付によって悪影響を受け
た生産者を権利及び、義務に関する合意された国際的な枠組みにおいて救済することを確保
するよう希望しJを挙げて、前文には相殺可能な補助金の定義はなく、言及された補助金
の影響は本協定第 l部の実質的損害を規定する第6条に現れていると主張した510
関係合意と関係文書について、援用できる根拠は存在しないとアメリカは主張し、具体
的な議論をしなかった520
第2に、ウィーン条約第 31条3項の条約の文脈とともに考慮するものによる解釈。
後にされた合意、後に生じた慣行、国際法の関連規則について、アメリカは、協定批准
後の実行として受益者利益説を一貫して採用してきたことを主張しながら、 ECが主張す
る豚肉事件のパネル報告を、後にされた合意、後に生じた慣行と位置付けることに反対し、
むしろ木材事件のパネノレ報告こそ、補助金定義と直接関連性を有するため後にされた合意、
後に生じた慣行とみなす出きだと主張した530
国際法の関連規員IJについても、アメリカは適用可能なものはないと主張し、具体的根拠
を挙げなかった540
第3に、ウィーン条約法条約第 31条4項の規定する「当事国が特別の意味を与えた用
語j と、第 32条の規定する条約の準備作業と条約の締結の際の事情のような解釈の補足
手段も、援用可能なものはないとアメリカは主張した550
相殺関税の実体的要件について、アメリカと ECは補助金の定義について国際法の解釈
規則に基づく議論をそれぞれ展開したが、議論は並行したかたちで、終わった。補助金が被
交付企業に「利益JをもたらすことについてECとアメリカ間に意見の対立はなく、 f利益j
の発生源となる政府行為をどう把握するかについて、従来の受益者利益説と財政負担説が
対立する構図が再び表面化しただけで、問題解決に程遠いもので、あった。[利益jを判断す
る基準について直接的な議論はなかった。「資金面での貢献Jと同じく、協定に「利益jと
いう用語がないからである。相殺関税の一般的解釈を具体的係争事項に適用し、どのよう
51 GATT Panel Report (SCMl185)， para.50. 
52 Ibid.， para. 51 
53 Ibid. 
54 Ibid. 
55 Ihid. 
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に議論展開したかを次に検討する。
2. BSCの生産施設の売却と原補助金の行方
ECとアメリカは以上のように 1947年GATIと1979年補助金協定の規定する相殺関税
の法的要件について一般的解釈論争を展開したあと、本件の事実に即して各自の解釈論を
援用して議論を行った。
(1) ECの完全返却論
(a) 相殺関税の手続的要件
以上述べたとおり、 ECは、相殺関税の手続的要件として、相殺関税を賦課する前に、
被調査企業について、補助金の存否を全ての関連事実の検討に基づいて相殺関税当局が立
証すべきだと主張し、生産施設の売却は原補助金に何の影響ももたらすことなく、つまり
生産施設のために支払った市場価格と無関係に原補助金が生産施設に残留するとし1う商務
省の推定を受け入れなかったD
ECは、以上の解釈論に基づいて、相殺関税の対象となる UESがBSCの補助金から利
益を得たかどうかを民営化事実に基づいて立証することにつき、アメリカが立証義務を怠
ったと具体的に主張した560 つまり、 BSCについて行われた補助金存在の立証は必ずしも
民営化企業UESが補助金を受けたと推定する十分条件ではないという。 ECによると、商
務省はUESが原補助金による利益を得ていると推定しただけで、民営化 (BSCの特殊鏑
生産施設のUESへの売却)の事実を検討した上でUESが補助金を受けたかどうかを立証
していないことになる570
なぜ原補助金の存否を立証するだけで UESが補助金を間接的に受けたと推定できない
のか。また、なぜ補助金存否の立証を UESの側面から行わなければならないのか。その
理由として、 ECは、相殺関税調査の対象企業が国有企業BSCではなく、 UESであると
いう単純な根拠をあげたのではなく、UESが独立当事者関取引と公正な市場価格の支払い
によって設立された独立的企業であることを強調した580 そして、商務省もこの点を認め
ていると補足Lた。
(b) 相殺関税の実体的要件
56 Ibid.， para，138 
57 Ibid. 
58 Ibid.， para.139. 
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さて、実体的要件から見ると、 1979年補助金協定に補助金の定義もない状況下で、 UES
に原補助金が残留するとしづ商務省の推定を退けて完全返却論を主張するために、 ECは、
UESが生産施設の公正な市場価格を BSCに支払ったため、補助金の利益は買収価格に反
映されるかたちで売却者に返却されて UESに残留しないと主張した590更に、民間企業が
公正な市場価格を支払っている限りでは、補助金を受けた固有企業の生産施設を寅収した
としても、補助金を交付されなかった企業の生産施設を実収したのと同様に、競争上の利
益(すなわち、補助金)を得ていると考えられないと補足した600
ECは、 UESが生産施設の公正な市場価格を支払ったことを根拠に、 UESに補助金並
びに競争上の利益が残留しないことを主張した。つまり、 ECは商務省の一貫した霊益重
利益説の立場を利用した。
ECは先例として、カナダ豚肉事件のパネノレにおいて、補助金を受けた養豚業者の豚を
豚肉加工業者が購入した場合、支払った購入価格が豚肉加工業者の他の商業的供給源から
の購入価格より安くなければ、豚肉加工業者は補助金を受けたと考えられないと認定され
たことを挙げた61。これは経済原理的には筋が通る議論であるが、取引対象物の性格の違
い(豚肉と国有企業の財産)を慎重に扱う必要がある。
ECの主張を次のようにをまとめることができる。つまり、商務省の補助金残留論は、
手続的に UESの側面から補助金存在の立証と決定をせずに推定するだけで、実体的に補
助金の判断基準に反して、相殺関税を賦課したことになる。この論点が成立すれば、補助
金残留論は貿易歪曲的な補助金の効果並びに不公正な競争優位の栂殺という相殺関税の目
的にも反するという ECの主張も説得力を持つようになる。
(2) アメリカの部分残留論
原補助金の存在についてのアメリカの立証と決定について ECが争わなかったため、ア
メリカの議論は民営化事実を無視するかたちで展開された。
第 1に、補助金の性格について、原補助金はuntied補助金であり、 BSCの全ての生産
施設に配分されることを挙げた汽アメ Pカは、原祷助金の利益はBSCの特殊鋼施設に浸
透し、補助金を時間的に配分することは法律に反しないと主張した。この点について法的
59 Ibid. 
60 Ibid.
J 
para.140. 
61 Ibid. 
62 Ibid.， para. 146:. 
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規定がないにもかかわらず、 ECも反論しなかったことはアメリカの主張するとおりであ
る。例えば、 1986年以前の BSCに交付-された補助金を 1993年の時点で商務省、が調査し
たことに ECが異議を唱えていないこともこの点を裏付けている口問題は、民営化という
後発的事実が発生した場合も時間的配分論が妥当するかどうかである。
第 2に、生産施設と産品の継続性について、アメリカが主張したのは、合弁企業 UES
が設立される前に特殊鋼施設で生産された特殊鏑製品は商務省の棺殺関税決定の対象とな
っていたこと、また、合弁会社設立後も特殊鋼は UESの同様な生産施設と労働者によっ
て生産されていることである630 この点も争う余地のない事実である。
第 3に、アメリカは生産設備が独立当事者間取引で実収されたことも認めている64D 認
めないのは民営化による補助金の返却効果で、ある。認めない理由について、補助金を受け
た企業が補助金で具体化された生産施設を他の企業に移管して(新会社の設立)、相殺関税
を逃避することを防止するためである、と説明している650 補助金で、調達した生産施設を
他社に譲って補助金を逃避することは理論的に可能であるが、問題は生産施設の移管方法
による。少なくとも新会社が補助金で具体化された生産施設をその市場価格より安い価格
で入手しなけsればならない。
第 4に、アメリカは、本件の係争事項を、独立当事者間取引による生産施設の売却は企
業と生産施設の受けた原補助金を完全に返却して原補助金の企業と生産施設への配分を自
動的に阻止することができるのかどうか、もし自動的に返却できなければ買収価格によっ
て原補助金がどの程度返却されるのか、と主観的に設定した660
上記の問題設定をした上で、アメリカは、民営化は全ての原補助金を自動的に返却する
機能を有しないと独断し、原補助金の返却に相当する買収価格を認めないという立場(完
全残留論)を廃止して妥当な新方法(部分残留論)を導入したことを正当化している670
第 5に、アメリカのもう一つの根拠は、補助金の存否は交付時点を標準に評価し、補助
金交付後に発生した補助金が企業に与えた競争優位あるいは市場効果を考える必要はない
というものである680 さらに、協定には補助金の一般的定義が存在しないこと、補助金計
63 Ibid. 
64 Ibid. pa:ra. 147. 
65. Ibid.，para. 146. 
66 Ibid.， para. 14'7. 
67 Ibid， 
68. Ibid.， p，ara. 149. 
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算に関する合意もないこと、相殺可能な補助金の決定を扱う規定に補助金の競争的 f効果J
という概念はないこと、当事国間に買収価格を考慮する合意はないこと、など一連の合意
がないことを強調した690
以上の完全返却論と部分残留論のやり取りは、第 3章で議論したアメリカ国内司法審査
において行われたものとほぼ一致している。問題はこれらの議論が 1947年の GATIと
1979年補助金協定のもとでし、かなる法的評価を受けるかである。次に小委員会の報告を検
討する。
3. 小委員会報告の分析
小委員会の認定も、付託事項と紛争当事国の争いに即して二段階に分けて行われた。ま
ず相殺関税の法的要件(補助金の立証義務と補助金存否の判断基準)の一般的な解釈論か
ら検討する。本論文の研究課題と関連性のない内容は検討しないことにする700
(1) 補助金存否の立証義務
第 1に、第4条2項の主旨について、小委員会は、用語の通常の意味と文脈的位置付け
(相殺関税賦課に関する規定)から見て、特に補助金存否の立証義務に関する規定とは認
めがたいと述べて、当規定は補助金(額の計算も含めて)が存在すると決定された後賦課
される相殺関税の上限の問題を扱うものであるというアメリカの解釈を支持した710
小委員会はさらに、締約国が補助金の額を超えて相殺関税を賦課した場合に初めて、第
4条2項違反と判断されるとし、う補足的な解釈を示した720
小委員会は、第4条2項の“thesubsidies found to exist"としづ文言は、当規定が「補
助金が存在すると証明されない限り、相殺関税は賦課されるλきで、はないJとしづ推定に
69 Ibid. 
70 民間金融基間の債権放棄問題 (para，372・404)、フラシス政府とイギリス政府の出資に
関する商務省決定の適法性 (para，431・521)、フランス政府の貸付に関する商務省決定の
適法性 (para，525・558)、国内産品に対する補助金の配分問題 (para，587自 609)、15年耐
用年数にわたる補助金の配分問題 (para，s10 -6'46) ..商務省 declining~ balance 
methodologyの使用問題 (para，647“ 675)、などである。
71 GATT panel report (SCM/185)， paras. 348・350.
72 小委員会はECの解釈に賛成しなかったが一定の理解を示した。 ECは 1979年補助金
協定第4条2項を広義に解釈して、正確に決定した補助金の額を超えて相殺関税を賦課す
ることを禁止する規定と理解している。第4条 2項のもとで、補助金存否の正確な決定に
ついて、 ECは実体的要件として f資金面での貢献j を、手続的要件として全ての関連事
実を、考慮すパきことを挙げている。 GATTpanelre.port (SCM/185) ，para. 351・
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立脚しているという ECの解釈を誤りであるとは判断しないものの、 f第 4条2項が補助
金の存在の決定を前提条件とするJことを根拠に、当規定を補助金存否の立証義務まで拡
張して解釈することは不当である、と述べた730
手続的要件の根拠について、小委員会は 1979年補助金協定第 2条の規定を挙げた740
第2条1項は fこの条の規定に従って開始し、実施する調査から得た証拠に基づいて行わ
れた補助金の存在決定と、補助金付輸入産品による国内産業の実質的阻害と因果関係の決
定がなされて初めて相殺関税を賦課できるj と規定している。
持殺関税当局の負う関連事実の調査並びに認定理由の提示義務は、第2条の基本的「調
査義務jから発生するので、小委員会は第4条2項の「存在すると発見された檎助金Jと
いう文言に基づくものではないと解釈した?にさらに、小委員会は、条約の規定を当該条
約の全体的文脈における特定の機能に照らして解釈することは条約解釈の基本的原則であ
ると補足した。
小委員会は 1979年補助金協定第 4条2項に関する ECの解釈を採用しなかった。小委
員会は当協定第2条1項を相殺関税の手続的要件の根拠であると挙げたが、この問題は付
託事項に含まれていないため、商務省の推定はこの手続的要件に適合するかどうかまで踏
み込む必要がなかった。
(b) 全ての関連事実の考慮義務と推定
小委員会は、補助金の存在を正確に決定する上で全ての関連事実を考慮することは議論
する余地がないと示し、この点について、 1947年補助金協定第 2条に規定する調査義務
が根拠となると述べた760
小委員会ほ全ての関連事実を考慮する点について、以下のよう解釈した1tT。
第 Iに、 1979年補助金協定の要件に適合する妥当な決定(つまり、相殺関税決定)を
行う上で、関連性を有する一定の事実が考慮されたか否かが重要である。この意味で特定
の事実が必要なのかどうかを決定するには、当協定の特定な規定の解釈を必要とする。
第2に、全ての関連事実を考慮することを、一定の事実に他より重要性を与えることと
区別することは重要である。特定の事件において、一定の事実が他より重要であるミとに
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ついて、紛争当事国間に争いがあること自体は、全ての関連事実が考慮、されなかったとい
う主張の十分な根拠にならない口
第 3に、 ECの申し立てた問題は、商務省が一定の事実を実際に考慮、したかどうかでは
なく、むしろ行った認定の中で事実をどのように考慮、したかの説明が妥当で、あったかどう
カ斗こある。
小委員会は、 ECの申し立てた事項に関する商務省の認定の結果が推定によって出され
たか奇かにつき、当事国間に意見の対立がある状況下で、この問題について一般的に意見
を述べることはできないが、商務省の認定は実際に推定に基づいて行われたかどうか、推
定を使用したことによって商務省の認定が協定に違反したかどうかを決定する必要がある
と述べた780
(3) 補助金存否の判断基準と「資金面での貢献j
小委員会は、付託事項は違法と申し立てられたアメリカの相殺関税について ECが挙げ
た特定の根拠 (1979年補助金協定第 4条 2項)に基づいて解釈と認定を行うことに限ら
れているため、補助金の必要条件及び f資金面での貢献Jといった係争事項と本質的に関
連性がない問題についてコメントすることはできない、と最初から「資金面で、の貢献jの
問題を審査事項から除外した790
(4) B8Cの補助金と UESへの残留
(a) 適用される法規定
小委員会は補助金の定義が欠如した状況の下で、 ECの提示した法的根拠、 1979年補助
金協定第4条2項の本件における適用性を否定したため、協定のどの規定を援用して補助
金残留論の適合性を判断するかが注目された。結局、小委員会は 1979年補助金協定第 1
条の脚注 4$0を基準に街務省の相殺関税決定の適法性を判断した。
まず、小委員会は脚注4を次のように解釈した。つまり、産品の生産に交付された補助
金が存在すると決定することは、当該産品に相殺関i税を賦課する前提条件である81。その
78 Ibid.~ para. 359・36'0ど
79 Ibid'. 
80 1979年補助金協定第I条脚控4は次のように規定している。「相殺関税j とは、一般
協定第6条第3項に規定するとおり、産品の製造、生産又は輸出について藍接又は間接に
交付された補助金(奨励金)を相殺する目的で課する特別の関税をいう。この規定は一般
協定第6条3項の第2文の内容を逐語的に踏襲している。 Ibid.paras. 413. 420. 
81 Ib:id. para. 4J3. 
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上で、小委員会は本件の争点を、アメリカに輸入された産品はUESが生産したため、 UES
の産品に補助金が交付されたことを商務省が正確に認定したかどうかを検討すべきである、
と設定したむ。具体的に、小委員会は、高務省が 1986年以前にBSCの産品に補助金が交
付されたことを正確に立証したとしても、特殊鋼生産施設の UESへの売却に伴って原補
助金がUESに残留したと認定したことがUESの産品に補助金が交付されたと認定するた
めの十分な根拠になりうるかどうかを決定しなければならないと判断した。このように問
題を整理した上で、小委員会は、補助金残留論を次のように分析した。
(b) 生産施設の市場価格の考慮
小委員会は、まず、商務省が特殊鏑生産施設を買収するために UESの支払った価格を
無視して 1986年以前にBSCの受けた補助金の一部がUESに残留したと認定し、原補助
金の行方を判断する上で売却条件を無関係な要素と位置付けたことを確認した830
次に、 1979年補助金協定のもとで、 UESの産品は UESが合弁企業設立以前に補助金
被交付原所有者(国有企業BSC)の生産施設を使用して生産した産品であると認定したこ
とは、 UESの支払った当該生産施設の質収価格を無視して、 UESの産品にも補助金が与
えられたと認定するための十分な根拠となりうるか否かを検討した840
小委員会は、商務省が本件の解決すべき争点、はBSCと特殊鋼生産施設の間にuntied補
助金を妥当に配分したか否かの問題であると主張したことを挙げて、 untied補助金の配分
の説明は補助金残留論を的確に反映できないとした上で、商務省は相殺関税認定において
配分という用語を明確に使用しなかったと述べた850
さらに、小委員会は商務省の説明に現れた矛盾を次のように指摘した86。小委員会は、
商務省がBSCの受けた補助金の untied的性格を補助金をBSCと特殊鋼生産施設の間に
配分できる決定的要素であると主張したのに、なぜ明確に補助金のuntied的性格を主張し
ないで、他に、 f企業に交付された補助金は推定的に、合弁企業の設立のために分割した生
産施設を含めた企業全体の資金運用と設備投資に使用されるj とディフェンスするのか、
82 Ibid. 
83 原補助金の行方を考える上で商務省の生産施設の売却と売却価格を無視するという立
場を端的に表現した原文は次のとおりである。“… when a company sells a productive 
unit， the sale， does nothing' to alter SllbSほiesenjOyed by that ptoductive unit." Ibid.， 
para.422. 
84 Ibid. 
85 Ibid. para.423.・
86 Ibid. 
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理解に苦しむ、と納得しなかった87。
第 3に、小委員会は、商務省が特殊鋼生産施設のために UESが支払った価格を考慮し
なければならないと指摘し、この点を考慮しないで UESの産品が補助金を受けた原所有
者の生産施設で生産されたことを挙げるだけで、UESの産品に補助金が与えられたと認定
したことは、十分な根拠に裏付けられたと考えにくいと判断した88。最後に、小委員会は、
BSCの補助金が UESに残留している結果UESの産品に補助金が交付されたとアメリカ
が認、定したことは、協定第 1条、第4条2項違反を構成すると結論した。
4.小結
本件は完全返却論と部分残留論が GATTのもとで対決した唯一の半IJ例であるが、 1947
年 GATT及び 1979年補助金協定が補助金残留問題を解決する機能を有するかどうかをテ
ストする最後の機会であった。
ECは、一貫受容してこなかった受益者利益説を根拠に補助金返却を立証しようとした
が、1947年 GATTと1979年補助金協定に明文化された受益者利益説を裏付けるための補
助金の定義はなく、援用した法規定のいずれも小委員会によって採用されなかった。
アメリカにとって、補助金の定義が明文化されていないことは、完全返却論を退けるこ
とを容易にしたが、他方で部分残留論を立証する有力な根拠もなかった。ある意味では紛
争当事者間の議論はかみ合わないまま進行した。
しかし、小委員会は明確にECの立場を支持し、部分残留論を否定した。 BSCの生産施
設を UESが市場価格で買収した事実を商務省が考慮、しなかったことを、部分残留論を否
定する上で決定的証拠と位置付けられながら、その理由を[全ての関連事実に基づいて得
られたものではなく、したがって、 UESの産品に補助金が与えられたという認定を裏付け
る十分な根拠とならないJと判断した。
この点について、全ての関連事実を考慮する義務に関する小委員会の立場を援用すれば
(本節 3(2)参照人関連事実の考慮と推定自体は問題ではなく、要するに事実と推定した
ことによって、実定法の規定に反する結果が発生したかどうかが問題である。したがって、
全ての関連事実を考慮作かったことは違法であったとしても、このことは補助金残留を
認定したことが違法であることと直接つながらないと思われるD 小委員会は、なぜ、民営
87 Ibid.， para. 424. 
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化の事実となる生産施設の市場価格を支払ったことを商務省が考慮すべき事実だと位置付
けつつ、それを考慮しなかったことを理由に UESの産品に補助金が残留したと判断した
ことを違法とするのかについて、説得的役拠を挙げていない
小委員会が部分残留論を否定する際〈受益者利益説を根拠にで、きないことは明らかであ
る。補助金の定義を構成する「利益Jとしづ用語は全く法規定にない上、付託事項にも含
まれていなしゅ=らである。「資金面で、の貢献jについて解釈を避けたのも向じ考え方の現れ
である。 ECが主張した「市場価格による特殊鋼生産施設の売却は必然的に原補助金残留
の可能性を排除するj という問題について、小委員会がコメントを控えたことはこの点を
裏付けている。本件は裁判j不能で、あったと判断する余地も残るが、それにしても小委員会
は完全返却論を支持して、部分残留論を否定する GATTの先例を残した。補助金残留問題
の法的解決の方向を追跡する上で、WTO協定附属書SCM協定の発効及び判例の動向を研
究することが重要な作業として残る。
88 Ibid.， para. 426， 4.2，7 
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第 5章補助金の法的定義と解釈論
第 3章と第4章で、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性問題に関するアメリカの毘
内司法審査の判例(以下、司法審査と略記する)と GATTの紛争解決の判例をそれぞれ考
察したD 法解釈論として、相殺関税の実体的要件の核心となる補助金の法的定義の明確化
は、補助金残留論の様々な論拠を批判する直接的な根拠で、はなかったが、完全返却論を確
立させる上で決定的に重要であることが判明された。
司法審査の半IJ例から見て、 URAA発効以前の司法審査過程において、当時の通高法の相
殺関税法規定における補助金の定義が不明確で、あったにもかかわらず、 CITは「受益者利
益説j的解釈論を展開し、民営化企業は民営化によって市場条件を超えた利益を受けなか
ったと判断し、補助金残留論を否定して完全返却論に賛成した。 CAFCも、 URAA発効以
前の部分残留論を容認した法的理由は補助金の定義の媛味不明さにより議会が商務省に与
えた権限を的確に把握するのが困難で、あったと説明し、逆に部分残留論を完全に否定した
法的根拠を URAAによる補助金の一般的定義の明確化に求めたo
GATTの判例から見て、補助金残留問題の紛争解決が不調に終わった原因は、 1947年
GATTと1979年補助金協定における相殺関税の手続的要件の唆味不明にあるのではなく、
実体的要件となる補助金の法的定義の欠如にあったといえる。アメリカは、小委員会報告
の採択手続をブロックしなくても、小委員会が行った法的解釈と認定を厳密に追及すれば、
それを覆す可能性は充分あったはずである。 GATTの判例は、補助金残留問題の完全解決
にとって、補助金の法的定義が重要な機能を発揮することを反面から裏付けている。
1995年、 WTO発足以降、商務省の民営化企業に相殺関税を賦課する勢いは衰退しなか
った。 GATTが徹底的に解決できなかった補助金残留問題は、 WTOの紛争処理機関に舞
台を移して争われることが必然的であった。
補助金残留問題の法的解決にとって、補助金の法的定義が重要な機能を発揮することを
考えれば、 WTO発足後の問題解決の進展を考察する上で、ウノレグ、アイ・ラウンド交渉の
‘結果成立した SCM協定における補助金の法的定義、及び相殺関税の法的要件の精綴化が
注目される。本章では、 SCM協定の基本的枠組みを分析し、補助金残留問題の解決の鍵
を握る補助金定義の解釈論を集中的に議論した判例を考察する。
166 
第 1節 SCM協定の概要
1. SCM協定の基本構造
SCM協定の基本構造は、補助金と相殺関税を規律する法規定をそれぞれ分けて配置す
る 1947年 GATTと1979年補助金協定の基本的パターンを踏襲している。当協定の核心
は、第 l部から第 5部までの内容によって構築されている1。補助金に関して WTO加盟国
が直接的に負う義務は第2、3、4、部において規定され、相殺関税を規律する規定を第
5部が担っている。第 1部は、補助金の概念を定義し、 SCM協定全体に基本概念を提供
する文字どおりの一般的規定となっている。ここでは SCM協定の内容を詳締に取上げな
いが、基本的な構造を鳥敵しておくことにする20
2.補助金概念の細分化
SCM協定の下で補助金概念の細分化傾向が見られ、特に注呂に値するのは補助金の分
類である30 SCM協定は、不完全ではあるが、補助金は政策的有用性と国際貿易に対する
有害性とを向特に内包するという従来の賛否両論的な争いの不毛な点を払拭し、国際貿易
に対して有害な補助金を政策的に有用な檎助金と区別して規律する姿勢を明確に打ち出し
た。 1979年補助金協定において玉虫色に映っていた補助金の外延は、 SOM協定のもとで
大幅に縮小され、有用性と有害性とを合わせて持つ国内補助金の範囲はイエロー補助金に
絞られたD つまり、 SCM協定は、特に 1979年補助金協定に濃厚に残された補助金の有用
1 Jackson (1997)， pp.291・293.
2 SCM協定の基本構造は次のとおりである。
第一部 一般規定{補助金の定義、特定性)<;第二部禁止される補助金{輸出補助金、
国内産品優先使用補助金) ;第三部 相殺措置の対象となる補助金;第四部相殺措霞の
対象とならなわ補助金;第五部相殺措置;第六部機関;第七部通報及び監視;第八
部開発途上加盟国;第九部経過措置;第十部紛争解決;十一部最終規定
これ以外に 7 件の附属書がある。~付属書 I 輸出補助金の例示表;~付属書 II 生産工程
における投入物3の消費に関する指針，;附属書II 輸出補助金としでの代替物に係る払戻制
度の決定に関する指針;附属:書IV産品の価額に対する補助金の総額の割合の計算;附薦
書V 著しい害に関Lする情報を収集するための手続;附属書VI 第 12条 6項の規定に基
づく現地調査に関する手続;附属書VII 第幻条2項 (a)に規定する開発途上国
3 補助金の有害性を有用性という基本的基準に基づいて、禁止補助金{レッド)、対応可
能な補助金{イエロ]に対応不可能補助金{グリーシ}と分類された。参照、 Jackson
(1997)'，pp.29!1・29.;2; WilcQx(1998)，pp 151・152.
16.7: 
性と有害性の「ご、った煮j状態を打破しただけではなく、それまでの輸出補助金と国内補
助金としづ単純な分類体系を更に発展させて、補助金の「善悪Jを識別する上で一定の境
界線をヲiし1た40 以下、この点について簡単に説明しておくことにする。
(1) 禁止補助金
SCM協定は輸出補助金5や国内産品優先使用補助金6が有する有害性を完全に肯定し、有
用性について争う余地を残さなかった。禁止補助金は無条件禁止となっている7。したがっ
て、レッド補助金とされている。輸出補助金はアダム・スミスの時代から非難されてきた
ものであり、 GATTの下では条件付とはいえ禁止の対象とされてきたため、 SCM協定の
下で無条件禁止に至ったことは特に驚くに値しない。国内産品優先使用補助金は、 GATT
の下では内国民待遇原則の適用対象で、あったが、現在では無条件禁止の対象となった。
国有企業に交付されて民営化企業に残留したと争われている補助金は、輸出補助金及び
国内産品優先使用補助金のいずれでもない国内補助金である。したがって、ここでは禁止
補助金の法的要件の詳細な検討を割愛する80
(2) 対応可能な補助金
(a) 悪影響
これは園内補助金を更に分類した結果である。対応可能9とは、これらの補助金について
相殺関税を賦課することもできれば、 WTOの紛争処理制度を利用して直接救済すること
もできるという意味である。しかし、禁止補助金と異なって、法的に規定された悪影響の
要件が充たされて始めて対応可能となる。
対応可能であるための法的要件は補助金の使用による悪影響の発生である。悪影響には
3種類あって、①他の加盟留の国内産業に対する損害10、②他の加盟国に与えられた利益
4 補助金の「善悪」の識別標準も大変興味深い問題であるが、今後の研究課題としたい。
5 SCM協定第3条 1項(a)。
6 SCM協定第3条 1項(b)口、
7 阿部 (1997)、28-29頁。
8 輸出補助金の法的要件の詳細な議論について拙稿参照、白 (2001)、121-132頁。
9本論文で f対応可能なJという用語を actionableの日本語訳とする。現在、 actionable
の日本語訳には若干の混乱が生じている。日本語の公定訳は「相殺措置の対象となるJと
なっているが、 actionao.le"はただ相殺可能か否かだけではなく、対象となる補助金をめぐ
って紛争が発生した場合、 WTOの紛争解決機関に申し立てることができるかどうかの意
味も含んでいるため、公定訳の正確性は疑われる。英文の原文は actionableであり、
counte:rvailahleではなし坊主らである。参照、外務省経済局 (1997)、514頁。
10 SCM協定第5条(a)。
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の無効化又は侵害11、③他の加盟国に対す著しい害12となる。つまり、 ¥VTO加盟国は補助
金による悪影響の発生を立証できれば対応できるということである130
相殺関税は①の悪影響だけに対応可能で、あると考えられる。しかし、補助金の有しうる
悪影響の中で、も③については、立証責任を転換することによって、補助金交付国を不利に
し、対応したい加盟国を有利にする立証条件を与えている 14。これを屋内補助金の中の f褐
色補助金j という 150
(b) 褐色補助金
補助金の額と交付形態などに著自し、 4つのものは著しい害があると推定できるように
なっている。
第 1に、補助金の総額が産品の価格の 5%を超える場合160
第 2に、産業の営業上の損失を補填する補助金170
第 3に、企業の営業上の損失を補填する補助金18。
第4に、政府に対する債務の直接的免除、債務の返済を補填する贈与190
補助金交付国は、上記4つの補助金が以下の影響のいかなるものも発生させなかったと
立証できれば、著しい害の推定を覆すことができる。
第 1に、輸入代替、輸入妨害20、第2に、輸出代替、輸出妨害21、第3に、価格低下、価
格上昇妨害、価格抑圧、販売減少220 補助金交付居がこれらの影響が発生しなかったこと
を立証するのはかなり困難であるため、著しい害の推定は容易に成り立っと論じられてい
る230したがって、褐色補助金は限りなく禁止補助金に近い補助金であると見られている叱
その政策的有用性についても議論の余地は非常に少ないと見るべきである。民営化企業に
11 SCM協定第5条(b)o
12 SCM協定第5条(c)o
13 阿部 (1997)、29'-30頁0
14 同上、 29-， 30頁。
15 JacksoI) (1997)， p.2'91. 
16 SCM協定第6条 1項(a)。
17 SCM協定第6条 1項(b)。
18 SCM協定第6条 1項(c)，。
19 SCM協定第6条 1項(d)。
20 SCM協定第6条 3項(a)o
21 SCM協定第6条3項:(b)o 
22 SCM協定第6条3項(c)。
23 阿部 (19H7)、29-30頁。
24 児玉 (198¥)、148'-149頁。
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残留したとされる補助金はこのカテゴリーに入るものが多いが、相殺関税を賦課するとき、
立証を必要とする悪影響は国内産業が蒙った損害及び因果関係に制限される。
(c) イエロ}補助金
国内補助金の中からこの褐色補助金とグリーン補助金を除いた後残るものがイエロー
補助金といえよう。イエロー補助金について定義はない。園内補助金から上記の悪影響が
発生すると対応の対象になるはずである。褐色補助金以外のものについて、対応国は悪影
響が発生したことを立証する義務を負う。つまり、園内補助金を問題にしたい WTO加盟
国は、輸入代替、輪入妨害輸出代替、輸出妨害価格低下、価格上昇妨害、価格抑圧、販売
減少など現象の発生と補助金交付との因果関係を立証することが求められる。
(3) 対応不可能な補助金
対応不可能25という用語も、相殺関税による対応、及び WTOの紛争解決制度で救済を
求めることの双方を意味する。1979年補助金協定における有用性のある補助金をさらに精
鰍化させたものである。対-応不可能とは、条件付きではあるが、これらの補助金に対して、
相殺関税の賦課と WTOの紛争処理制度を利用して救済を行うことができないという意味
である。具体的に研究開発補助金26、地域開発補金27、環境補助金28とあるが、それぞれ
の法的要件についてここでは詳しく検討しないことにする290
しかし、 SCM協定による補助金の分類について、ここで説明しなければならない重大
な最新動向がある。本論文は一貫して意識してきたとおり、補助金の国際的規律をめぐっ
て、従来アメリカと EC、日本などが対立してきた。 SCM協定による褐色補助金の規定と
グリーン補助金の規定は、明らかに補助金を厳しく規律したい側と補助金を活用したい側
との妥協の産物30であり、 SCM協定第 31条によって暫定的に適用されていた310
25 対応不可能な補助金の公定訳も上記対応可能な補助金の訳と同様な問題を抱えているo
non -actionableを公定訳は「相殺措置の対象とならなしリとしている D 参照、外務省経済
局(1996)、522真。
26 SCM協定第8条2項(a)。
27 SCM協定第8条2項(b)。
28 SCM協定第8条2項(c)。
29 参照、解説WTO(1996)、403-405頁。津久井(1998)、270“ 271頁。
30 SCM協定の交渉史の優れた研究として以下を参照、 McDonough(1993)，pp.840・957.
31 SCM協定第31条は次のように規定する。
第 6条 1項の規定並びに第8条及び第9条の規定(協議及び承認された救済措置、筆者
注)は、世界貿易機関協定の効力発生の日 (1995年 1月 1S、筆者注)から五年の期間
(1999年 12月31日まで、筆者注)適用する。(筆者注、補助金及び相殺関税に関する)
委員会は、この期間が経過する日 (2000年 1月 1日、筆者注)の遅くとも百八十日前ま
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1999年 12月 31日までに、 WTOの補助金及び、相殺関税委員会は、第6条 1項(園内補
助金の著しい害の推定問題を扱う)と、第8条及び第 9条の規定(グリーン補助金の使用
とそれに対する救済問題を扱う)について、 2000年 1月 1日から適用するかしないか、
適用するとしたら修正して適用するのかそれとも修正せずにそのまま適用するのかなど一
連の問題を討議してきたが、結局継続して適用することについてはコンセンサスが得られ
ず、これらの規定は2000年 1月 1日から失効することになった320
本論文は補助金概念の細分化と区別対応を積極的に評価してきたが、第6条 1項と第8
条、第 9条の継続適用に、 WTOの補助金相殺関税委員会が成功しなかったことを補助金
の国際的規律の後退と受け-とめている33。なぜ継続適用は不可能になったのか。これは研
究すべき興味深い問題である。
SCM協定による相殺関税の法的要件の手続的側面となる補助金の存否、損害・因果関
係の成立など立証義務の精徽化について、具体的に第6章で詳細lこ検討するが、以下では、
棺殺関税の実体的法的要件の核心となる補助金定義の解釈論について考察することにする。
第 2節 補助金の定義の解釈論
以上述べた補助金の分類は、補助金・相殺関税の国際的規律として重要な進展で、あった
と評価される。しかし、SCM協定の最大の貢献は補助金の定義を明文化したことである340
規律対象を確定して始めてそれを分類することが可能になるのであれば、補助金の定義の
明文化は、補助金を「色分け」する前提となったはずである o SCM協定は、補助金の定
義と補助金の特定性を規定する第 1部を f一般的規定Jと位置付けた上で、 SCM協定全
体のために統一的な法概念を構築した。定義の統ーにより長期にわたる補助金概念の分裂
状態に一応の終止符を打つことができた350
でに (1999年 7月4日までに、筆者注)、その後の期間 (2000年 1月 1日から、筆者注)
についてこれらの規定を現在のまま又は修正して適用するかしなかを決定するため、これ
らの規定の運用を検討する。
32 羽司、oAnnual Report (2001)， p.63. 
33 2000年 1月 1日以降の補助金・相殺関税の国際的規律は褐色補助金とグリーン補助金
の消滅という事実を勘案した上で考えなければならなくなる。詳細は参照、不公正貿易報
告書 (2002)、256-257頁。
34 補助金定義の法典化の重要性を評価する先行研究として次を参照。 Jackson(1997)， 
pp.293・300.Williams and Salembier (1998)， p.9. Waer and Vermulst (1999)， pp.19-20. 
35 例えば、第4章で議論したとおり アメリカは 1979年補助金協定第2部の補助金と、
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ところで、各国の補助金の定義をめぐる意見の対立36は容易に解消されるものではなく、
SCM協定における補助金の定義の明確化も相対的な程度にとどまった。ウルグアイ・ラ
ウンドで行われた補助金・相殺関税の国際交渉は、数々の概念を暖妹にし、あるいは定義
を回避したが、特に、補助金の定義を構成する「資金面で、の貢献j と「利益j のような重
要用語を定義することはできず、財政負担説と受益者利益説との対立は完全に解消されな
かったため、 WTO発足後の補助金・相殺関税の紛争解決の場で再燃してくることは必然
的で、あった。
1995年 1月 1日以降、 WTOの紛争解決機関に申立てられた補助金・相殺関税をめぐ
る数々の紛争37の中でカナダ航空機補助金事件38は、補助金の定義の解釈論を集中的に取上
げた判例として先駆的なものである390
本件は、カナダ政府が民間航空機産業に与えた融資や債務保証など様々な方式による資
金供与をめぐって発生したものである。 1997年 3月 10日、ブラジルはカナダ、政府の行っ
た資金供与は民間航空機産業に交付した輸出補助金で、あると主張し、カナダ政府に協議を
申し入れたが、問題解決に至らなかった。
1998年 7月 23日、 WTOの紛争処理機関において本件を審理する小委員会が設置され
た。 1994年4jJ 14日、小委員会の報告が提出されたが、カナダが上訴したため、上級委
員会の審理が必要となった。 1999年8月2日、上級委員会報告が提出され、 8月 20日採
択されて、本件は決着した。
1. 参照条文と本件の主要争点
SCM協定第 1条は補助金の定義について次のように規定する。さ
第 1部の相殺関税の対象としている補助金とは異なる概念であると主張したことを想起す
ることができょう D
36 McDonough(1993)のANNEX2は、補助金・相殺関税問題の交渉過程における各国の
提案と意晃の対立を争点、ごとに簡潔に整理している。
37 WTO発足後補助金・相殺関税をめぐる紛争として、カナダ航空機補助金事件以外の主
な紛争案件に次のものがある。ブラジノレのココナッツ相殺関税事件、カナダ酪農品事件、
インドネシア自動車補助金事件、豪州皮革補助金事件、ブラジル航空機補助金事件、アメ
リカ外国販売会社補助金事件、カナダ自動車補助金事件、アメリカの防腐炭素鋼板相殺関
税事件、及び本論文第 6章で考察する 1999年特殊鋼相殺関税事件と EC鉄鋼産品相殺関
税事件。
38 y¥寸oPanel Report (DS70) ; WTO AB Report( DS70). 
39 WTO発足後の補助金・相殺関税紛争を解決した多くの半1例におけるカナダ補助金事件
の位置付けと特徴について、参照、、川島 (2000)、43頁。
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第一部一般規定
第一条補助金の定義
1.1この協定の適用上、次の(a)の(1)および(b)の条件が満たされる場合には、補助金は、
存在するとみなす。
(a) (1)加盟国の領域における政府又は公約機関(この協定において f政府Jという。)が
資金面で貢献していること(強調は筆者)。すなわち、
(i) 政府が資金の直接的な移転を伴う措置(例えば、贈与、貸付及び出資)、資金の直接
的な移転の可能性を伴う措置又は債務を伴う措置(例えば、債務保証)をとること。
(i) 政府がその収入となるべきものを放棄し又は徴収しないこと(例えば、税額控除等の
財政による奨励)。注略
(註O 政府が一般的な社会資本以外の物品若しくは役務を提供し又は物品を購入すること。
(iv) 政府が資金調達機関に支払いを行うこと、又は政府が民間団体に対して、通常政府
に属する任務であってωから(品。までに規定するもののー若しくは二以上を遂行すること
若しくは政府が通常とる措置と実質上異ならないものをとることを委託し若しくは指示
すること。
(2) 1994年の GATT第 16条に規定する何らかの形式による所得又は価格の支持がある
こと。
(b) (a)の(1)又は(2)の措置によって利益がもたらされること。(強調は筆者)
第1条2項と第2条は、補助金の特定性に関する規定であるが、本論文の課題と関連性
を有しないため省略する。
上記の規定において、第 I条(a).(2)の規定する「所得又は価格の支持Jを除けば、補助
金の定義は二つの要素で構成されると考えることができるo i資金面での貢献“五nancial
contribution勺と f利益“bene島"Jである。しかし、二つの要素のいずれも定義されて
いない。 r資金面での貢献」については4つの具体的カテゴリー(i)、(ii)、(ii)、(iv)を例示
していあが、しかし、 f利益Jについては定義もなければ例示もされていなし¥。本件でカナ
ダは‘ f資金面での貢献jの意味について味Ij益jの解釈を行う際、間接的に財政負担説を
主張した400
40 序章と第3章において、補:助金の定義をめぐって、アメリカと EC、日本などの間で対
立してきた財政負担説と受益者利益説について若干触れたが、ここでさらに詳しく説明す
る。簡単に言えば、補助金とは政府の財政負担なのか、それとも、企業が受けた利益なの
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本件の争点は、 r(a)の(1)の措置によって利益がもたらされること“abenefit thereby 
conferred勺の解釈に絞られ、この中でも核心的な用語である「利益“bene白"J概念、の解
釈をめぐって紛争当事国が対立した。
2. r利益“bene五t勺の解釈に関するカナダの主張
上記のとおり、補助金定義の解釈をめぐる争点は「利益“bene邸りの意味に集中された。
「利益Jについて SCM協定において定義がないため、ウィーン条約法条約第 31条の条約
の解釈に関する規則に基づいて“bene品目の意味を解釈することには異議はなかったD
かという争いである。
財政負担説とは、政府が財政上の損失を蒙る場合にのみ補助金の源となる f資金面での
貢献jが存在するのであって、財政上の損失とならないような政府の行為は補助金の構成
要素となる「資金面での貢献Jに該当しないと考える立場である。財政負担説のいう[政
府が財政上の損失を蒙るJの意味について、政府系金融機関の融資の場合を例に説明した
ほうが便利である。例えば、政府系金融機関が 3%の金利で調達した資金を 2%で貸出した
場合、政府に 1%の財政負担が生じることになる。参照外務省経済局 (1996)、390頁。
さらに、政府系金融機関の調達金利が 2%、貸出金利が 3%の場合、財政負担が生じない
ため(むしろ金利差 1%の利益をあげている)、このような政府金融機関の融資活動は補助
金の源となる「資金面での貢献Jを構成することなく、したがって、補助金は存在しない
と説明されている。参照、外務省経済局(1996)、390頁。明らかに財政負担説のいう「政
府が財政上の損失を蒙るjの真意は、政府の財政収入の直接的損失を指している。経済学
の用語で言えば「明示的費用Jであり、「潜在的費用(機会費用)Jではない。参照、(マン
キュー (2000)、356-358頁。 r政府が財政上の損失を蒙るj ことを「機会費用Jと理解
した場合、財政負担説は受益者利益説と合流し、対立が解消されると説明されている。参
照、 Jackson(1997) ，p.295. 
受益者利益説とは、政府が損失を蒙っているか否かではなく、政府の行為(融資等)の
対象となる企業が政府以外の者(市場基準)による融資等を受ける場合と比較して利益の
存否を判断し、市場基準を超過する利益が発生していれば政府の行為が法概念、で、ある補助
金の源となる「資金面での貢献Jを構成し、したがって「補助金Jが存在すると考える立
場である。向じく政府系金融機関の融資活動を例に説明すると、資金の調達金利が 3%、
貸出金利が 2%、市中金利が 5%であると仮定すると、受益者利益説の立場から言えば、補
助金の年額は融資総額><3%となる(財政負担説だと融資総額X1%になる)。また、政府系
金融機関の調達金利が 2%、貸出金利が 3%、市中金利が 5%であると仮定すると、受益者
利益説の立場では補助金の年額が融資額の 2%となる。かかる場合、先に見たとおり、財
政負担説によれば補助金は存在しないことになる D
f資金留の貢献jを財政負担説で解釈すると政府に財政上の損失もたらさない一部の政府
の f資金面での貢献Jが補助金を構成する政府行為の範囲から除かれることになる。申立
ての対象となったカナダの措置のほとんどが政府財政負担を必要としない方式によって行
われた。財政負担説と受益者利益説とがそれぞれ主張する f資金面での貢献Jの範囲は相
互排斥的iで、はなく v後者が前者を包含している。つまり、財政負担説の主張する「資金面
での貢献jは必ず被交付者に利益(市場では得られなしサをもたらす。したがって、「資金
面での貢献J.(J)財政負担説が成立すれば、「利益j は必然的に生じることになる。
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カナダは、味Ij益J概念には二つの構成要素があると主張した410 つまり、政府による資
金面での貢献が①政府に財政的負担をもたらすこと、及び②その結果市場が提供可能な利
益を超える利益を被交付企業に提供したことが必要となる。この観点をカナダは次のよう
な三つの根拠を挙げて論証した。第 1に「利益“benefit"Jの通常の意味、第 2に、文脈に
よる根拠、第3に、 SCM協定の目的と意図である。順次説明する。
(1) “benefit"の通常の意味
カナダは“benefit"の辞書の意味は"advantage"であることを認めながら、第 1条 1項
(b)~こおいて、この定義をそのまま適用することはできないと主張した42。その主たる理由
は、 “advantage"の意味は広すぎるため、そのまま受け止めると補助金を通常の商業活
動から識別できなくなるという 43。カナダによれば、政府が企業と結ぶ通常の商業契約も
(その企業の競争相手と比べると)契約の相手となる企業に何らかの利益 (advantage)を
提供していることになる44。それでは“bene白"の意味をどこまで狭義に解釈する必要が
あるのか。カナダは用語の置かれた文脈と SCM協定の目的と意図、を検討した上で決め
るべきであると主張した。
(2) 法規定の文脈的根拠
カナダは、“bene五t"の意味を狭義に解釈するための法規定の文脈的根拠として、次の 2
点を挙げた。
まず、 SCM協定第6条 I項(a)と附属書IVl である。カナダは、 “benefit"をブラジノレ
が主張するように単純に「商業的または市場基準を超えて提供された利益“theadvantage 
given beyond commercial or market activitY"J と解釈することに反対した450 カナダは、
反対の理由として、 SCM協定のもとで補助金の額を計算する46にはこつの方法があること
を挙げた 470 一つは、第 14条の規定する市場条件を根拠にした受益者利益テスト
(market-referenced "bene五tto recipient" test)で、あり、これは補助金付き輸入品に賦課さ
れる相殺関税の額の計算基準である。もう一つは、 SCM協定第6条 1項(a)のもとで補助
41 ¥巧、oPanel Report (DS70) ，paras. 5.29， 9.98 
42 Ibid.， para. 5.30. 
43 Ibid. 
44 Ibid. 
45 Ibid.， paras.6.60， 6.148， 6.179. 
46 補助金の性質の議論についてカナダが補助金の数量的計算の規定を根拠に使ったこと
は論拠を無力化させた主な原因だと思われる。
47 "巧'0Panel Report (DS70) ，paras. 5.31・5.32.
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金の総額を決定するために、附属書 IVの l項が規定する財政負担テスト“costto 
government" testである。
カナダは、上記二つのテストはそれぞれ単独では、“benefit"の意味を明確化で、きないし、
また、“bene品"がどのような状況のもとで存在するかを決定する指針を与えることもでき
ないと述べた480 しかし、両方のテストをあわせると、ある政府措置が企業に“benefit"を
付与したと考えることができ、補助金を構成すると判断するために重要な文脈上の指針
(important contextual guidance)を読み取れる、とカナダは主張した49。
ブラジノレが主張するように、ひとつのテスト (bene邸テストと costテストのいずれか)
のSCM協定の全体的構造における働きを考慮、せず、に、第 14条の市場基準だけを取ると、
SCM協定を台無しにする恐れがあるとカナダは主張する。その理由として、“benefit"に
ついて“market-basedbenefit to the recipient"テストだけを基準にその存否を判断する
と、 SCM協定第 l条 1項(b)のもとで存在すると判断された補助金は、第6条 1項(a)のも
とではその額を評価できなくなる (novalue)からである、とカナダは主張している。
以上の理由に基づいてカナダが提示した解釈は、第 1条 1項(b)のもとで存在すると判断
された補助金は同じく第6条1項(a)のもとにおいても存在すると判断できることを満足す
る方法である50。つまり、補助金の存在を、二つのテストをともに満足するかたちで判断
するという考えである c いうまでもなく、外延から見て“advantage"のほうが“costto 
government"よりも広いため、後者が妥当することになる。結果的に、 SCM協定のもとで
規律される補助金の範囲は政府に財政負担をもたらすものだけに限られ、受益者利益説は
事実上拒否される。カナダの財政負担(財政損失)を必要としない補助金が法概念、として
の補助金の範囲から外れることになる。
次に、“bene品"の存否を costto goveTnmen tテストで判断しなければならないという結
論を補強するために、カナダほ、文脈的根拠として、 SCM協定F付属書 I輸出補助金の例
示表の(K)項の第一文を取り上げた。(K)項は、特定の輸出信用の提供を輸出補助金にあた
ると判断するための二つの構成要素を規定している510 一つは、政府が提供した輸出信用
が市場調達金利より低い金利で行われたかどうか、もう一つは輸出信用を実質的優遇条件
48， Ibid.， para:. &.3:3. 
49、:rhid.
50 Ibid.，para.5.34. 
51 参照"SDM協定附属書I輸出補助金の例示表 (K) 1項。
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で提供した否かである。カナダは、この規定は“bene創刊について二つのテストを同時に適
用して判断することを示唆するものである、と主張した520
(3) SCM協定の目的
カナダは、 SCM協定の自的は政府に財政負担をもたらし、企業に市場条件以上の利益
を与えることによって貿易を歪曲する補助金の後用を制限することにあると主張し、研究
開発支援を例に、政府が資金の回収を要求しないことは国際経済における歪曲効果が高い
と見て、ブラジルの解釈は SCM協定の目的に反すると主張した53。それでは、カナダの
財政負担説に対してブラジルはどのように反論したのか、次に検討する。
3. r利益j の解釈に関するブラジノレの主張
(1) r利益“benefit"Jの通常の意味
“bene白"概念の解釈について、ブラジノレは受益者利益説で対抗した。ブラジノレは、
“bene白"の意味を甚接解釈したのではなく、当概念の文脈に着目し、まず“abenefit is 
conferred"の通常の意味を次のように説明した540 ブラジノレは、辞書において、“confer"と
いう動詞は“grant"、 “bestow"または“give"を意味し、名詞“bene五tつま、 “advantage" 
または“somethingthat guards， aids， or promotes well being"を意味する、と説明した上
で、この中の“aid"は“togive help or support to"を意味する、と主張した550 ごれを根拠
に、ブラジルは、“advantage"は fもっと有利なまたは改善された立場及び条件“amore 
favorable or impToved position or conditionりを意味すると解釈し、カナダの表現を直接
引用して「市場における可能な利益を超える"aboveand beyond the market勺利益である
と補足した560
(2) 第 1 条 1 項の構造と“hene五t~'のι範囲
ブラジルは、、第 1条 1項の構造に着目し、 SCM協定第 1条 1項(a)は資金面で、の貢献の
源(政府行為〉を明確にしたが、第1条 1項(b)は資金面での貢献の結果発生する“benefit"
を要求すると解釈した57上でィカナダが「被交付企業にもたらした利益Jは“benefit"の存
52 ¥i司、oPanel Report (DS70) ，para.5.35. 
53 Ibid.， paras. 5.36・5.37.
54 Ibid.， para.5'.40. 
55 Ihid. 
56 Ibid. 
57 Ibidι吋para.5.41.
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否を判断するための基準であると認めながら、財政負担を重ねたことは余計な議論である
と批判した580
ブラジルは、 "bene色"概念、の範囲について、''benefit''を適当に狭義に解釈するというカ
ナダの主張に対して、ウィーン条約法条約は条約規定の用語の通常の意味を狭く解釈する
ことを要求していないと指摘した上で、もenefit"概念の広い定義は通常の商業契約も含め
てしまう危険性があるというカナダの主張を、そもそも商業契約(他の要素を備えない限
り)は SCM協定の禁止する補助金で、はないと退けた59。ブラジルは、さらに、カナダの関
心は SCM協定の禁止補助金の鎧毘に向けられており、補助金の主主主の問題から脱線した
と批判した600
(3) 財政負担説の文脈的根拠の批判
上記のとおり、“benefit"の意味を解釈するとき、カナダは SCM協定の二つの規定を文
脈的根拠として援用した。
第 1に、第6条 1項(a)
第三部 相殺措置の対象となる補助金
第五条悪影響
加盟国は、1.1及び1.2に規定する補助金によって、他の加盟国の利益に次のいずれの悪
影響も及ぼすべきではない。
(c) 他の加盟国の利益に対する著しい害
第六条著しい害
6.1次のいずれかの場合には、前条(c)に規定する著しい害は、存在するものとみなす。
(a) 補助金の総額が産品の価額の五パーセンを超える場合(注1) 
注 1 産品の価額に対する補助金の総額?の割合は、附属書IVの規定に従って算定する。
SCM協定付属書IV産品価額に対する補助金の総額の割合の計算(6.1(a) 
I、(6.1 (a)の規定の適用上ィ補助金の額については、補助金を交付する政府が負担する
費用により計算する(強調は筆者)。
財政負担説は上記の規定によって支持されるのか。ブラジノレの反論を見る。
カナダは、 costto governmentテストをとらないと、第 1条 l項のもとで認定された補
58 Ibid. 
59 Ibid. 
60 Ibid.，para.5.43. 
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助金は第 6条 1l妄及び1)持属書IVのもとで、額の計算が不可能になるおそれがあると主張し
た。これに対してブラジノレは、第 6条 1項及びF付属書 IVによる補助金の数量的把握はあ
くまでもsc:rvI協定第6条に規定する「著しい害 “serious prejudice" Jが生じたかどうか
を判断する複数の方法の一つに過ぎ、ないという事実を無視していると指摘したへその上
で、 benefitto the recipientテストを適用してある特定の措置が補助金を構成していると
確定されたときにも、第6条 1項(a)以外の被交付企業の受けた利益の範囲で補助金の影響
の性格を決める選択可能な規定を根拠として「著しい害jの存在を認定することができる
と主張した620
第2に、 SCM協定付震書 iのK項
SCM協定附属書 Iの (K)項はcostto governmentテストの法的根拠であるという解
釈に反論するために、ブラジノレは、附属書 Iの (K)項の趣旨は「政府の措置が補助金を
構成するか否かJとしづ問題より、むしろ「政府の措置が禁止される輸出補助金を構成す
るか否かj という点にあると指摘した630 補助金であると判断されたものは、必ずしも附
属書 Iの例示表に包含されるとは限らないこと、例示表の輸出補助金はすでに補助金を構
成するものと合意されたことを挙げて、附属書 Iが補助金の定義の問題と関連性を持たな
いと主張した640
(4) カナダの主張の自己矛震
ブラジノレは、カナダの政府文書から、「政府貸付による“bene釦"を決定するには一般的に
政府が財政負担を回収できるか否かによるが、しかし、このテストでは補助金の真実な効
果を必ずしも把握できるものではなしリ、「輸出者または輪入者にもたらす"bene創刊は、政
府保証のような必ずしも政府に財政負担をもたらさないという場合にも生じる可能性があ
る。かかる場合、 "benefit"は商業利率よりも低利による貸付であり、企業にとっては政府
の介入なしには入手不可能なものであるj としづ内容を引用し、カナダも受益者利益説の
立場を採っていると反論した650
61 para.5.45. 
62 lbid. 
63 Ibid.， para.5.44. 
64 lbid. 
65 Ihid.， pa;rasBA9， 5;A~t ;;与すダの政府文書は Revenu，eCanada's Special Import 
Meas町白人ctHandbookである。この文書はさらに、“bene品"を直接的なものと間接的な
ものに分けて、「直接的な資金提供と他の商業利益とは、意図された受益者である企業ある
いは産業に直接与えられるもので、ありミ産品の製造者に完全に贈与される資金はこれに当
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(5) SCM協定の目的
ブラジルは、カナダによる benefitto the recipientテストは SCM協定の目的と趣旨(貿
易歪曲的補助金の使用を禁止する)に反するという主張は、説得力を欠き不可解とした660
結論として、ブラジルは、第 1条 l項(b)の通常の意味、 SCM協定の文脈、目的と趣旨
のいずれも、“netcost to government"テストの法的根拠になることは不可能であり、政府
の資金面での貢献によって被交付企業が市場条件より有利なかたちで、なにかを得ている場
合、“benefit"の存在は認められ、したがって補助金の存在も判断される、と主張した670
4. 第三国の主張
(1) ECの主張
ECは、 "netcost to government"テストは“benefit"の存否の問題より、むしろ f資金
面での貢献Jの存否を判断する問題と深くかかわっていると述べて、小委員会は政府にも
たらす財政負担の問題をもっと綿密に検討すべきと主張した680 ECの提示した理由は、輸
出補助金と認定されたカナダ政府の措置は明らかに self-financingであり、政府に財政負
担を生じさせないというものである690
ECは更に、SCM協定第 1条、第 14条と附属書IVは交渉過程の“delicatelynegotiated 
compromise"を反映しており、小委員会と上級委員会はこの問題を慎重に扱うべきだと述
べて、「資金面での貢献Jとその結果もたらされる利益が等しくなるとき補助金は存在する、
と主張した(強調は筆者) 700 
ECが、附属書IVは"costto government"テストの文脈的根拠であり、前属書IVは第
14条と同じく補助金の総額を計算する有効な基準であると主張した点はカナダの立場と
同じである。しかし、 ECはカナダと異なって、附属書IはSCM協定第 1条の解釈と関連
性を有すると主張しなかった。
たるD 間接的な利益は直接生じるものではなく、企業が活動する経済環境を改善すること
によって企業のコスト水準を変える」と述べているD
66 Ibid.， para.546. 
67 Ibid.; para.5.50. 
68， P ara .95.カナダは “beine五eの解釈を通して間接的に財政負担説を主張した迂回作戦
と対照的に二E'Uのほう，が財政負担説をストレ日トに主張している。参照、、)1島 (2000)、
4.4 -48頁。
69 1bほ.
70 lbi:d." para.96;. 
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(2) アメリカの主張
アメリカは、 SGM協定第 l条 1項(b)の焦点は受益者にもたらす司Ij益“bene五t"Jにあ
てられており、補助金を交付する政府側ではない、と明確に指摘してブラジルと小委員会
の解釈を支持した71
5.小委員会報告の分析
SCl¥1協定第1条1項(b)項の「利益“benefit"J概念の解釈について、小委員会はカナダ
の主張を次のように退けた。
(1) “benefit"の解釈
(a) “benefit"の通常の意味
小委員会は、“bene五t"は明らかにあるかたちの利益 (advantage)を意味するだけで政
府財政負担の意味を有しないと指摘し、政府の「資金面での貢献jが均j益j をもたらし
たかどうかを決定する上で、「資金面での貢献jが受益者に対してかかる貢献がない場合の
主蓋よりも、もっと有利な立場を提供したか否かが重要であると解釈した72(強調は筆者)。
(b) “benefit"存否の判断基準
小委員会はさらに、資金面での貢献が存在しない場合の受益者の立場を決める唯一の論
理的根拠 (theonly logical basis)は皇室塁(market)であり、資金面での貢献が被交付企業
に対して市場において入手可能なものよりも更に有利な条件で何かを提供したならば、
f利益 (bene邸)Jつまり“advanta:ge"をもたらしたと解釈されるべきである、と述べた73
(強調は筆者)。つまり市場を参照基準として政府の f資金面での貢献Jをテストする方法
で利益の存否を決定するという意味である。
政府の「資金面での貢献jが被交付企業に“bene品"をもたらしたか否かを判断する上で、
なぜ市場を基準にしなければならないと解釈できるのか、また、その法的根拠は何なのか。
小委員会は SCM協定第 14条を挙げた。第 14，条は74、第 1条 2項の規定にしたがい、補
71 Ibid.， taras， 110・114.
72 WTO Panel Report (DS70) ，para.9.112. 
73 IbidJ. 
74 第十四条 補助金を受ける者の利益による補助金の額の算定
ζの部の規定め適用去、調査当局:が I::tの規定に従い補助金:を受ける者に与えられる利益を計算するために使用する
方法ほ二当該加盛留の圏内法令来ほ実施規長Jに規定する。また、加盟国ば、摺々 の事例についてこの方法を適用する
に当たって、透明性をもっEて実施し、かっ、適切1乙説明する。この方法は、次の指針に適合するものとする。
(a) 教府による出資怯、、その投質的決定が当該加盟菌め領域内の民間投資者の投資に関する通常の慣行(危険資本
の提供に関するものを含む':0)左適合しないものとみなすことができない限り、利益をもたらすものとみなしではなら
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助金を受ける者にもたらした利益を計算するガイドラインを規定している。このガイドラ
インは市場基準 (commercialbenchmark)を適用したため、政府による資金面での貢献
は、市場において取得可能な利益より有利なものを提供しない限り、 f利益がもたらされ
るJと考えられないことになる。
第 14条は、明らかにSCM協定第五部の相殺関税総額の算定のために適用される規定で
あり、商業基準的アプローチ (comnlercIalbenchmark approach)を採用する第 14条以
外にも補助金の総額を算定するテストがあるが、小委員会は、第 14条の[当局が第 1条 1
項の規定に従い補助金を受ける者に与えられる利益を計算するために使用する方法j とい
う内容に注思した750
(c) “bene品"の範囲
小委員会は、カナダの“bene五t"を“advantage"の通常の意味より狭く解釈すべきとい
う主張を支持できない理由は次のように示したD カナダが“advantage"を狭義に解釈する
理由は、政府の商業的契約(この種の商業活動も、契約の当事者となる企業に対し、当該
企業と市場競争している他のライバル企業と比較して“advantage"を与える、とカナダが
主張する)のような通常の商業活動(normalcommercial activity)を補助金の範囲から排除
するためであった。これに対して小委員会は、“bene鼠"の存否について商業基準を適用し
て判断する限り、カナダのいうような問題は生じないと退けた。小委員会は根拠として、
政府の通常の商業活動(normal[governmental]commercial activity)が真の意味における
高業活動 (normalcommercial activity)である限り、かかる活動が“bene品"、すなわち
“advantage"をもたらすとみなすことはできないことを挙げた760 さらに、小委員会は、政
府と結ぶ商業契約が市場における同等な商業契約より有利な条件をその契約の中で約束し
ない限り、政府のかかる活動は“bene品"をもたらしたとみなすことはできない、と補足し
ない。
(b) 政府による貸付けは、当該貸付けを受けている企業が当該貸付けに対して支払う額と当該企業が市場で実際に
同等な商業的貸付けを受ける場合に当該商業的貸付けに対して支払う額との関に差がない眼り、利益をもたらすもの
とみなしではならない。この場合において、科益は、これらのこの額の差額とする。
(c) 政府による債務保証は、当該債務保証を受けている企業が政府によって保証されている貸付けに対して支払う
額と当該企業が政府による保証なしに開等な街業的貸付けを受ける場合に当該高業的貸付けに対して支払う額との簡
に差がない限り、利益をもたらすものとみなしてはならない。この場合において、利益は、手数料の差を識整した後
のこれらのこの額の差額とする。
(d) 政府による物品若しくは役務の提供又は物品の購入は、当該提供が妥当な対価よりも少ない額の対価で行われ、
又は当該購入について妥当な対価よりも多い額の対価が支払われるものでない限り、利益をもたらすものとみなしで
はならない。対価の妥当性は、当該提供又は購入が行われる留における関係する物品又は役務についての市場の一般
盟主m<価格、品質、入手可能性、市場性、運送その他の購入又は販売の条件を含む。)との関連において決定される。
(強調は筆者)
75 羽司、oPanel Report (DS70)， para. 9.113. 
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た770
(2) 財政負担説の矛盾
小委員会は、“bene創刊概念に政府の財政負担の意味も含まれると解釈すると、第 1条 1
項(a)(l)に明確に規定されている状況(政府の財政負担がなくても資金面での貢献を構成す
るとされる)を f補助金Jの定義から排除する事態を招くおそれがあると指摘した780 特
に、第 1条 1項(a)(l)(iv)は、明らかに、政府が民間団体に対して第 1条 1項(a)(l)(I)から
(ii)までの f資金面での貢献Jを行うことを指示する状況下において純損失を蒙るのは政
府よりむしろ民間団体であるため、カナダの主張は第 1条 1項(a)(l)(iv)を無意味にする解
釈となると指摘した790 その理由として、第 1条 l項(a)に明記されている f資金面での貢
献jは自動的に(財政負担テストを満たすことができないため)第 1条 1項(b)項から排除
されることを挙げた800
(3) 法規定の文脈的根拠
第 1に、 SCM協定第六条 6.1(a)と付属書IVlについて、小委員会は、補助金の額の計
算はあくまでも資金面での貢献及びそれによる利益が存在すると判断された(補助金の存
在の確定)後に提起される問題であるとした上で、“benefit"の存否は必ず申し立てられた
補助金の額の計算の先に決定されるべきであり、補助金の計算に関する規定は補助金(利
益)の存在の決定と必然的に関連しないと解釈した810 さらに、小委員会は、附属書IVの
持つ文脈的関連性は第 14条と根本的に異なり、後者の規定は明らかに f第 1条 1項に従
う利益、ene血"Jの算定を扱うものであるのに、附属書IVの 1項はただ補助金の総額の
算定に言及するだけであり、明らかに第 1条 1項(b)の「利益jの計算の場合に適用されるも
のではない、と補足した820
第 2に、 SCM協定付属書1(輸出補助金の例示表)の(k)項について、小委員会は、 SCM
協定附属書 1(輸出補助金の例示表)の(k)項は輸出補助金の存否を決定する場合に適用さ
れる規定であり、 SCM協定第 1条 1項の補助金の存否を決定するためのものではないと
76 Ibid. para. 114. 
77 Ibid. 
78 Ibid.， para. 9.115 
79 Ibid. 
80 Ibid. 
81 Ibid.， para.9.116. 
82 Ibid. 
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明示した83。
以上のように小委員会は、カナダの援用した法規定が財政負担説を裏付ける文脈的根拠
になる可能性を全面的に否定した。
(4) SCM協定の目的と意図
小委員会は、 SCM協定にはその自的と意図を明文化する規定はないため、目的と意図
に過度な重要性を求めることは賢明ではないと指擁した上で、政府財政負担を回避するこ
とは SCM協定の補助金に対する国際的規律の目的でないと解釈した840 さらに、 SCM協
定の自的と意図は、政府介入が国際貿易を歪曲するかあるいは歪曲する恐れがあるという
前提に立)押していると補足した850
以上のように、小委員会は、カナダが一貫して主張した“bene白"について政府の財政負
担説で、解釈する根拠を全て否定した上で、次のように結論的に解釈した860
被交付企業 (recipient)に対し、政府の資金面での貢献が適切な市場基準と比較して利
益を供与し、すなわち、被交付企業が市場において取得可能なものよりも有利な条件で利
益を供与した場合、政府または公的機関による「資金面での貢献Jが「利益Jを供与した
ことになり、したがって SCM協定第 l条 1項の意味する[補助金Jを構成すると判断さ
オFしる870
6. 上級委員会報告の分析
本件では、小委員会報告が公布されたあと、カナダが小委員会の認定を不服として上級
委員会に申し立てたため、紛争解決機構 (DSB)が上級委員会報告を採択する段階を経て
最終的決着が得られた。上級委員会に申し立てられた小委員会が行った法的認定及び解釈
論のほとんどが“benefit"の意味と適用に関するもので、あった88。
83 Ibid.， para.9.117. 
84 Ibid.， para.9.119. 
85 Ibid. 
86 Ibid.， para.9.120. 
87 Ibid。
英文による原文は次のとおりである。 a“financialcontribution" by a government or 
public body confers a“bene五f'，and therefore constitutes a“subsidy" within the 
meaning of Article 1 of SCM Agreement， when it confers an advantage on the 
recipient relative to applicable commercial benchmarks， i.e.， when it is provided on 
terms that are more advantageous than would be available to the recipient in the 
market. 
88 WTO AB Report (DS70)， para.148. 
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(1) “benefit"の解釈
(a) “bene品"の通常の意味
上級委員会は、“bene五t"の辞書の意味は“advantage"、 “good"、 “gift"、 “profit'J、あ
るいはもっと一般的に“afavorable or helpful factor or circumstance"を意味する用語で、
あり、これらの用語と詩句は“bene五t"概念の趣旨と本質を知る上で重要な機能を果たすと
述べて、小委員会の解釈を支持した890
(b) “benefit"の実在性
上級委員会は、“bene劇"は抽象的に存在するものでなく、必ず受益者あるいは受取人に
よって享受されるべきものだと示し、理論的には、ある主体(法人であるか自然人である
か)が実際になにかを受け取ったときにはじめて“benefit"が存在すると考えられる、と解
釈した上で、“bene創刊概念はその背後に必ず受取人(補助金の場合は被交付企業、筆者注)
が存在することを示唆すると補足した900
さらに、第 1条 1項(b)の着目点は受取人(受益者)に置かれており、その反対である交
付者(政府)ではないことは法規定の文脈から明らかであり、“confer"という用語の通常
の意味はこの点を裏付けていると指摘した910“confer"の意味は“give"、冶rant"、“bestow"
であり、“thereby"としづ用語を受けて、“conferred"を受身的に表現しているため、なにか
が受取人にもたらされたことを問題にしている、ということが自然に理解できると説明し
た920カナダの主張する“costto government"は“benefit"を考える一つの方法であるとい
う見方は第 1条 1項(b)の通常の意味と相容れないとして退けた。
(2) 文脈的根拠
上級委員会は、 theguid'elines set forth in Article 14 apply to the calculation of the 
“bene五tto the recipient conferred pursuant to paragraph 1 of ArticJe 1"と強調して、
SCM協定第 l条 1項 (b)及び第 14条における“bene邸"概念、は共通する意味を有すると
判断した930
(a) 第1条 1項の全体的構造
上級委員会は、第 1条 l項は二つの独立的要素で、構成され、第 1条 l項(a)は政府の資金
89 Ibid.， para.153. 
90 Ibid. 
91 Ibid. 
92 Ibid. 
93 Ibid.，para.155. SCM協定第 14条の内容も参照。
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面での貢献を、第1条1項(b)は資金面での貢献が被交付企業に利益をもたらしたか否かを、
それぞれ規定し、「政府の財政負担は第 1条 1項(b)の規定する忍溢の存否と関連性を有す
るj というカナダの解釈は第1条 1項の全体的構造を無視していると批判し、小委員会の
解釈に賛成した940
(b) “beneお"の比較的意味合い
上級委員会は、“bene品"は比較的な意味合いを含むという小委員会の解釈を支持して、市
場が“benefit"存否を判断するための妥当な比較の基準を与えると述べて、政府の資金面で
の貢献が有する貿易歪曲可能性は、被交付企業が市場において入手可能な利益よりも有利
な条件でf資金面での貢献jを受けたかどうかを検証することによって判断されると明確に
解釈した950最後に、上級委員会は、 F付属書IVも“benefit"の問題と無関係であるという小
委員会の解釈を支持して、小委員会の行った、 SCM協定第 1条 1項(b)の“benefit"という
用語の解釈は誤っていないと判断した96。
7.小結
本件は補助金定義が明文化された直後の判例であり、長期的に対立してきた財政負担説
と受益者利益説との確執を決着させたため、補助金の定義を解釈する上で重要な先例を残
したD
カナダは、財政負担説を主張するために、 「利益」が「資金面で、の貢献j の財政負担と
等しくなるときに始めて認められるという議論を展開して、文脈的な根拠を提示したが、
小委員会に認められたものはなかった。政府の財政負担(財政収入の損失)を発生させる
f資金面での貢献jは、改めて立証する必要もなく、かかる資金面での貢献を受ける企業
に必ず市場条件を超過する「利益Jをもたらすため、カナダの「資金面での貢献j と f利
益Jとが等しくなるとき「利益」が認められるという議論は同義反復に過ぎないと批判さ
れよう。
カナダの主張は、補助金の定義を f補助金は資金面での貢献であるj と定義しでも解決
できたはずの問題である。したがって、ウルグァイ・ラウンド交渉において、アメリカ等
は「利益Jという用語を補助金の定義に挿入しただけでも受益者利益説をほぼ確立させる
94 Ibid.， para.156. 
95 Ibid.， para.157. 
96 Ibid.， para.161. 
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ことができたと言える。財政損失を蒙らせる「資金面で、の貢献Jからは必ず利益が生じる
ため、 「手Ij益j という用語をわざわざ挿入する必要はなし、からである。 r手u益j という用
語を挿入した限りでは、財政負担以上の源(資金面での貢献)から発生する「利益j を要
求したと解釈するための理論的基盤が構築されたことになる。
[資金面で、の貢献jが被交付企業に「利益jをもたらしたか否かについて、被交付企業
がかかる貢献を受けなかった状況、つまり市場条件をスタンダードにして「貢献j を検証
し、市場スタンダードを超えたなら「利益jありと決定し、市場スタンダードと向様ある
いはそれ以下の場合だ、ったら f利益Jの発生を否定する、という小委員会の解釈は適切な
判断であると評価できる 法的摂拠として第 14条を援用したことも疑問をいれる余地は
全くないと思われる 上級委員会が展開した解釈の最大の貢献は「利益j を受ける対象を
法人か自然人かであるということを明確にした点である。
本件における補助金の定義の受益者利益説による解釈論の確立によって、完全返却論の
確立にも道が関かれたことになるが、法解釈論の先例的価値の具体的援用について第6章
で詳しく議論する。
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第6章 WTOと補助金残留問題
1995年 1月WTOの発足後、アメリカは民営化企業に補助金残留論を適用する政策に屈
執し続けた。第 3章第 3節で考察したとおり、 1996年、議務省は民営化及び民営化企業
だけではなく、民間企業同士の財産売買取引にまで部分残留論の適用を拡大した。
第4章で見たとおり、 1994年特殊鋼相殺関税事件で 1947年 GATIと1979年補助金協
定を法的根拠に、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性が争われたが、辛うじて部分残
留論を違法と認定した小委員会報告もアメリカによってブロックされたため、問題の法的
解決は不可能で、あった。
第5章で述べたとおり、ウルグ、アイ・ラウンドにおける補助金・相殺関税交渉の結果成
立した SCM協定は、補助金と輸出補助金のような重要概念明文化、及び相殺関税の手続
的要件の精綴化を実現したことにより、補助金・拐殺関税の国際的規律が大幅に強化され
たD
補助金の法的定義の重要な構成要素となるほIj益j概念、の解釈もカナダ航空機補助金事
件で明確化された結果、歴史的懸案となっていた補助金の定義をめぐる財政負担説と受益
者利益説との対立も基本的に解消され、受益者利益説の地位が確立された。また、 GATT
とは対照的に、ネガティブ・コンセンサス方式の導入による決定手続における自動性の向
上などWTOの紛争処理制度も大嬬に強化、改善された。
本章では、民営化企業に賦課する棺殺関税の適法性をめぐる紛争を解決した羽寸Oの2
つの判例を研究する。一つは、 ECは、 GATTのもとで解決されなかった 1994年特殊鋼相
殺関税事件の争点、となった部分残留論を改めて WTOの紛争解決機関に提訴した。本件を
1999年特殊鋼棺殺関税事件と呼ぶ。本件は、部分残留論の法的妥当性を SCM協定の規定
を根拠に争った初の判例である。本件では、民営化と民営化企業といった事実的な側面は
1994年特殊鋼相殺関税事件とほぼ変わらないが、しかし、部分残留論の適法性を判断する
法的根拠が大き〈変化している D もう一つは、 1999年特殊鋼相殺関税事件の終結後 4ヶ
月経過した2000年 11月 10J3" ECは、 EC加盟国6カ国の民営化企業に棺殺関税を賦課
していた商務省の決定を WTOに申し立てていたo 2002年7月31司、 WTO紛争解決小
委員会の報告が発表されたa これをEC鉄鏑産品相殺関税事件と呼ぶ。この 2件は、民営
化企業に賦課する相殺関税の:問題を解決した¥VTOの判例として先駆的ものであり、今後、
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類似の問題を解決して行く上でその先例的価値が注目される。
第 1節 1999年特殊鋼相殺関税事件
1.前提的諸問題
(1) 国有企業BSCと民営化企業BSplc 
本件の事実関係、について、第 2、第 3、第 4章で詳しく説明したため、ここでは簡潔に
触れることにする。 1986年、イギリス国有鉄鋼企業BSCは、特殊鋼生産施設を分割して
現物出資を行い、他の民間企業GKNと共同出資するかたちで合弁企業UESを設立した。
1988年9丹、イギリス政府はさらにBSCを株式会社化 (BSplc)し、周年 12月、 BSplc
の株式を公開売却することによってBSCの完全民営化(私有化)を実現した。 1995年 3
月21日、 BSplcがGKNの所有する UESの株式を完全翼収した結果、 UESがBSplcの
完全子会社となり、 UESの商号もBritishSteel Engineering Steels (BSES)に変更さ
れた。
本件で栂殺関税の調査対象とされたのは民営化企業BSplcとその子会社BSESである。
相殺関税調査の対象産品は同じく特殊鋼で、あったoBSCの受けた原補助金と民営化の方法
などについては、第 3章、第4章ですでに述べたとおりである。
(2)部分残留論の継続的適用
1994年特殊鋼棺殺関税事件で、 1993年 1月の民営化企業UESに相殺関税を賦課する
蔀務省の原始的行政決定lが GATTに申立てられた。本件は、かかる原始的相殺関税決定
に関す石年次見直し決定の法的妥当性を争ったものである。
1993年I月のUESの特殊鋼産品に相殺関税を賦課する原始的行政決定が行われたあと、
商務省、 UESとBSplc(BSES)が生産、輸出する特殊鋼の相殺関税率を決定した 6件の
年次見直し'を行った。
1回目の年次見直しは、 1994年4月 15日に開始されたため (SCM協定発効以前)、本
件で申立ての対象とされなかった。
5，回目の年次見直l2は、 1998年4月 24日に開始され、小委員会常置要誇以後の 1999
1 Ca:rTai1 Steel Produe，l;s企'omthe Uni・tedKingdom (1993) . 
2 Adm'inÍstrati:ve Jle}vì}Jw.~ Carb(JJl SteelProducts from the UnIted Kingdom臼999). 
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年 10月 1 日に終結したため、本件の申立ての対象にはならなかった。同じく 6回目の年
次見直しも、 1999年4月 30日に開始され、小委員会設置要請以後公布されたため、申立
ての対象とされなかった。
本件で申し立てられたのは2回目、 3回目と 4回目の年次見直し決定であり、それぞれ
1995年、 1996年、 1997年に開始された。 UESとBSESはこれらの年次見直しの被調査
企業で、あった。
1995年の年次見直しは、暦年 1994年の輸入を調査対象とし、 1995年4月 14日に開始
この見直し決定の中で蔚務省は、 UESが生産しされ、 1996年 11月 14日に終結された。
た特殊鋼産品の補助金率を1.69%と決定したえ
1996年の年次見痘しは、暦年 1995年の輸入を調査対象とし、 1996年4月 25日に開始
この見直し決定の中で、高務省、は、見直しの期間され、 1997年 10月 14日に終結した4。
にUES自体が BSESに変更した事実を考慮して、それぞれ異なるこつの補助金比率を決
定した。 1995年 1月 1日から 1995年3月20Sまでに UESの生産した特殊鋼産品の捕
助金率を 2.40%と決定し、 1995年3月21日から 1995年 12月31日の問における BSES
が生産した特殊鋼産品の補助金率を 7.350/0と決定した。
1997年の年次見直しは、暦年 1996年の輸入を調査対象とし、 1997年4月29日から開
この見直し決定の中で、商務省はBSESの生産始され、 1998年 4月 15日に終結したに
した特殊鋼製品の補助金率を 5.28%と決定した。
紛争処理の経過(3) 
1998年6月 12自、ECは、アメリカが 3年連続する年次見直しの中で、民営化企業UES
と BSESの特殊鋼産品に相殺関税を賦課すると決定したことについて、協議要請 (DSU
を申し入れた60第4条、 1994年 GATI第22条 1項、 SCM協定第 30条の規定により)
1998年7月29日、ECとアメリカは協議を行ったが、両国とも満足する結果が得られず、
協議は失敗に終わった。
1999年 1月 14日、 ECはDSUの第4条と第6条、 1994年GATT第 23条、 SCM協
定第 30条に依拠し、上記係争事項を解決する小委員会の設置を要請したIo 1999年 2月
Administrative Review: Carbon Steel Products from the United Kingdom (1996). 
Administrative Review: Carbon Steel Products from the United Kingdom (1997). 
Administrative Review: Carbon Steel Products from the United Kingdom (1998) . 
WTO document V¥庁IDS138/1.
WTO documents WTIDS138/3 and WTIDS138/3/Corr.1. 
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???
17日、紛争解決機関 (DSB)が会議を開き、小委員を設置することを決定した。この会議
で、紛争当事国は小委員会に標準的な付託事項を与えることに同意した。
1999年 3丹 16呂、小委員会の構成が決定されたo ブラジルとメキ、ンコは、第三国とし
て紛争処理に参加することを決めた。
1999年 10月6日、小委員会は、紛争当事国に中間報告を提出した。 1999年 11月 22
日、小委員会は最終報告書を紛争当事国に提出した。 1999年 12月23日、小委員会報告8
が公布されたが、アメリカは小委員会報告の認定と法解釈を不服として、上級員会に上訴
した。 2000年5月10S、上級委員会報告9が公布され、 6月 7S、小委員会報告と上級委
員会報告が採択されて、本件は最終的に決着された。
2. SCM協定と完全返却論
(1) 主要法的論点
第4章で述べたとおり、 1994年特殊鋼相殺関税事件において、 ECが 1947年 GATIと
1979年補助金協定を根拠に部分残留論を批判して、完全返却論を論証することは(相殺関
税の手続的要件及び実体的要件のいずれの側面からも)かなり困難で、あった。当時の小委
員会が ECの援用した法的根拠を一つも認めなかったこともこの点を裏付けている。本件
でも ECの完全返却論の立場は過去と変らなかった100 問題は、 SCM協定のもとでECが
確実な法的根拠を援用して完全返却論を確立させることができるかどうかである。
ECの法的議論は次の三つの論点に集約される11。第 1に、商務省の部分残留論はSCM
協定第 10条に違反する、第 2に、部分残留論の適用結果、補助金の額を超えた相殺関税
の賦課はSCM協定第四条4項に違反する、第3に、部分残留論はSCM協定の目的と主
旨に反する。
ECの法的議論の核心的な内容は第 1に集約されている。第 1の論点は第 2、第 3の論
点といかなる関係、を持つかはさておき、第 1の法的根拠となる SCM協定第 10条の規定を
8 WTO panel report (DS 138) . 
9 明司'0AB report (DS138) . 
10 ECの法的議論は主に以下の文書にまとめられている。 A'ITACHMENT1.1 ; 
A'ITACH島但NT1.2 ; A'ITACHMENT 1.3 ; ATTACHMENT 1.4 ; ATTACHMENT 1.5 ; 
ATTACHMENT 1.6 ATTACHMENT 1.7 .この中で、 ATTACHMENT1.1は核心的な文
書であり、他はATTAuHMENT1.1を補完するものである。
11 ATTACHMENT' L 1， para.817 99， 101. 
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分析する。
SCM協定第十条 1994年の GATTの第六条の規定の適用
加盟国は、いずれかの加盟国の領域の産品であって他の加盟国の領域に輸入されるもの
に対する棺殺関税が 1994年の GATT第六条の規定及びこの規定に定める条件に適合して
課されることを確保するため、必要なすべての措置をとる。(本論文と関連性のない規定
は省略した)
以上のとおり、 SCM協定第 10条は、相殺関税を賦課する加盟国に包括的な義務を課し
た規定である120 輸入国の賦課する相殺関税が第 10条違反を構成するか否かを、第 10条
自体を根拠に判断できないことは明らかである。問題となる相殺関税が第 10条違反を構
成するかどうかを判断するには、相殺関税が f1994年 GATT第 6条の規定j及び「この
協定 (SCM協定、筆者注)Jに規定する金金に適合して課されることを確保するため、必
要な全ての措置をとる義務を、相殺関税を賦課する加盟国が媛行したかどうかにつき確認
することが前提となっている(強調は筆者)。
第 10条の規定から二つの法的論点が生まれる。まず、 i1994年ガット第 6条の規定j
とSCM協定は、相殺関税の法的要件としてどのような「条件」を要求したのか。次に、
要求された法的「条件j に相殺関税を適合させるために加盟国がとるべき「必要な全ての
措置j とは何を意味するのか。相殺関税の法的要件となる「条件j が充たされていれば、
「必要な全ての措置jがとられたと認められる可能性は高い。問題は相殺関税の必要な法
的 f条件jの適合性が疑問視される場合、「必要な全ての措置Jとしづ文言はどのような機
能を発揮するかである。
ある加盟国の相殺関税が第 10条違反を構成すると主張する加盟国は、問題となる相手
国の相殺関税につき、 f1994年 GATT第6条の規定jあるし1はSCM協定の要求する「条
件j に適合性のなし、かたちで賦課されたと主張しなければならない。格殺関税賦課国も同
じ f条件jを援用してディフェンスするだろう。したがって、第 10条違反を論証するに
は、相殺関税の法的要件を定める i1994年 GATT第 6条の規定j とSCM協定の規定の
検討が先決的である。
明らかに、 i1994年 GATT第6条の規定Jは 1947年 GATTの第6条13を継承したも
12 SCM協定第 10条のこの文言は 1979年補助金協定第 1条の文言を逐語的に継承して
いる。参照、第4章第 1節 20
13 1947年 GAT'F第6条3項の第 1文を 1979年補助金協定の第4条2項が、第 2文を第
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のである。したがって、 1994年GATT第6条を根拠に部分残留論の違法性を検討しでも、
1994年特殊鋼相殺関税事件の議論を重複することに過ぎない。本件でECは、完全返却論
の合法性を論証し、部分残留論の違法性を主張する根拠として 1994年GATT第6条を援
用しなかったため、問題となる相殺関税の当規定適法性の問題も付託事項に含まれなかっ
た。したがって、法的議論はSCM協定を中心に展開されることになり、問題は、 1947年
GATTと1979年補助金協定とは対照的に、 SCM協定が相殺関税の法的要件をどの程度整
備したかである。この問題自体は第5章で論じられたが、本章の目的は、民営化企業に賦
課する相殺関税の適法性を論議する上で、 SCM協定の関連規定は具体的にどのように適
用解釈されるのかを検討することである。
(2) SCM協定における補助金存否の立証義務
相殺関税の手続的法的要件として、相殺関税当局には補助金の存在、国内産業の実質的
損害の発生、補助金付き輸入と損害発生両者間の因果関係の成立を立証し決定する義務が
要求される。 1947年 GATTはこの手続的要件を明確に規定しなかったが、 1979年補助金
協定には間接的に反映された。手続的要件について、 SCM協定は明確な規定を盛り込ん
だ。
手続的要件の中でも、補助金の存在の立証と決定は他の要件(損害・因果関係)より先
決的であると序章で述べた。 ECは、相殺関税の第 10条適合性を確保するための手続的要
件として、加盟国の相殺関税当局は必ず相殺関税被調査企業(民営化企業)について繍助
金の存否を立証しなければならないと主張し、 SCM協定第四条 1項の規定を根拠に挙げ
た。
SGM協定第十九条 相殺関税の賦課及び徴収
19.1 加盟国は、協議を完結させるために妥当な努力を払った後、補助金の存在及び額に
つき-並びに当該補助金の交付を受けた産品の輪入が当該補助金の及ぼす影響により損害
を与えていることにつき最終的な決定を行った場合には、当該祷助金が廃止されない限り、
この条の規定により相殺関税を課することができる。(強調は筆者)
第 19条 I項の内容は、 f協議努力j と「補助金廃止Jという用語を除いて、相殺関税の
手続的要件(立証責任と立証内容)を明確に規定している。つまり、第 1に、補助金の存
1条の注4が、それぞれ逐語的に継承している。 1994年特殊鋼事件に援用された主な法規
定はこの二つの条文で、あった。参照、第4章第2節。
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在(額の計算も含めて)、第 2に、国内産業の実質的損害の発生、第 3に、補助金付き輸
入と損害荷者間の因果関係の成立、といった 3点の立証と決定である。
相殺関税の手続的要件として、民営化企業を主体として扱わない部分残留論を批判する
上で、相殺関税当局に補助金存否の立証義務を明確に要求した第 19条 1項の規定は EC
にどのぐらい法的利益をもたらしたかを考察する必要がある。
ECは、第四条 1項のもとで、加盟国は相殺関税被調査企業について補助金の存否及び
補助金の額に関する立証と決定を行って始めて拐殺関税を賦課することができると解釈し
た140 ECによれば、補助金存否の立証義務を履行することは相殺関税賦課の先決的条件で
あり、補助金の存否について立証と決定を行わずに相殺関税を課することは、第 19条 1
項の規定に違反する結果を招くことになる 150 アメリカも補助金の存否を立証し、決定す
ることを行わずに相殺関税は賦課できるとは主張していなし 10 つまり、補助金存否の立証
義務を拒否していない。したがって、この点について異議がないと考えられる。
第 19条 1項に基づく ECの主張のポイントは アメリカは民営化企業と無関係な国有
企業に補助金が存在したことを立証したことのみをもって、原補助金の存在を根拠に民営
化企業に補助金が残留すると推定したことは違法であること、つまり、相殺関税被調査企
業(民営化企業)と無関係な実体(富有企業)について行った補助金存否の立証は、現在
の被調査企業(民営化企業)について補助金の存否を立証する義務を否定する根拠にはな
らないという点である 160
ECの主張を本件に却して説明すれば次のようになる。商務省が部分残留論を適用して
BSplclBSESとUESの産品を対象に相殺関税調査を行う際、 BSplclBSESとUESが補助
金の利益を実際に受けたかどうかを立証せず、 BSCの受けた資金面での貢献と利益が
BSplclBSESとUESに残留すると不当に推定していることである。
第 19条 1項は、相殺関税当局に補助金の存否の立証及び決定作業を必ず相殺関税調査
を受けた企業に着目して行うことを要求していることは当然である。しかし、第 19条 1
項は補助金の存否を立証する際、どのような立証方法なら妥当であるかまで規定していな
いし、推定を禁止する規定でもない。推定自体は違法ではなく、推定の結果得られた結論
が問題とされるべきである。
14 ATTACHMENT 1.1， para. 9. 
15 Ibid.， paras. 100-101. 
16 Ibid.， para. 101. 
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問題は、何を根拠にして民営化企業を国有企業と無関係な独立した企業(法人)だと判
断できるのか。これは第四条 l項にカバーされる問題ではない。アメリカは民営化企業
を無視する客観的根拠を提示できれば、原補助金の存在を理由に、 ECの主張する第 19条
1項違反としづ結論を退けることも可能である。この点はアメリカの主張する国有企業は
民営化企業と本質的に同じであるというデ、イフェンスとつながっているため、アメリカの
主張を検討する際に詳しく論じる。
民営化企業が国有企業の財産を市場価格で買収したことは、第 19条 1項の規定する f既
に存在すると立証された補助金が廃止されたことJに相当し、相殺関税賦課の停止を誇求
できる理由になると、 ECが主張したことは、民営化企業について補助金の存否を立証せ
ずに相殺関税を賦課したという EC自らの主張と矛盾する。
第 19条 1項は、あくまでも相殺関税被調査企業について補助金の存在が決定された状
況において、補助金が廃止されれば相殺関税の賦課を停止するとの旨を要求した規定であ
る。例えば、国有企業について補助金が存在すると決定された後、当国有企業に交付され
た補助金が廃止されれば、当企業に賦課する棺殺関税も停止させるべきである。
ECは、民営化企業について補助金の存否を立証せずに相殺関税を賦課したと批判して
いるため、そもそも廃止されるべき補助金も存在しないはずであり、ここで補助金廃止論
を展開することは、逆に民営化企業について一度補助金の存在が決定されたことを認めて
しまうことになろう。
国有企業と民営化企業の同一性の問題はさておき、 ECの民営化企業独立論が成立する
という前提に立って議論を進める。相殺関税調査当局が第 19条 1項の手続的義務を履行
して補助金の存否の立証作業を行うには、補助金の法的定義に基づくことになる。補助金
の定義については、第 5章第 2節において一般的法解釈論として詳細に論じたが、 ECは
民営化及び民営化企業という特別な状況を、補助金の定義の解釈論とどのように結び付け
たのかについて、考察しなければならない。
(3) 補助金存否の判断基準
(a) BSCの f資金面での貢献j とBSplcの「利益j
1994年特殊鋼本自殺関税事件の時、 ECが直面した苦しい立場と対照的17に、本件におい
17 補助金の定義を主張するために 1979年補助金協定第 4条 2項の解釈を無理に行って
小委員会に否定Jされたことを想起せよ。
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て、 ECは、原補助金が民営化企業に残留するのか、それとも政府(あるいは国有企業)
に返却されのるかを、 SClVr協定第 1条 1項の規定する補助金の定義を様拠に判断するべ
きだと明確に主張することができた180
第5章で詳細に論じたとおり、 SCM協定第 1条 1項のもとで、政府による「資金面で
の貢献Jがなされた結果、被交付企業に味Ij益jがもたらされるのであれば、補助金は存
在すると法的に判断することができる 190 また、利益の存否は f資金面で、の貢献j が提供
された条件を市場条件と比較考意することによって判断される。この点に関してはアメリ
カも賛成する。問題は国有企業の f資金面での貢献j と民営化企業の受けた利益との関係
を処理する上で、受益者利益説の適用は許されるかどうかである200
ECは、イギリス政府が BSCに資金面での貢献を与え、また、過去の資金面での貢献
がBSCに利益をもたらし、 BSCにとって補助金が存在することを否定していない。第 3
章と第 4章で述べたとおり、 ECは、国有企業の受けた「資金面で、の貢献Jによって国有
企業の財産を買収した民間企業に F利益Jをもたらしたと推定することに反対し、国有企
業の財産に浸透した利益は売却者である国有企業(あるいは政府に)に完全に返却された、
と主張してきた210
このような独立当事者間取引により市場価格が支払われたとしづ事実を根拠にして、国
有企業の受けた「資金面で、の貢献Jによる「利益jが民営化企業に残留すること否定する
18 ATTACHMENT 1.1， para.102. 
19 Ibid.， para.103.詳細な議論は第5章参照。
20 SCM協定の規定した補助金の法的定義の構成要素となる「資金面で、の貢献Jと味IJ益J
の関係に即して、民営化企業に対する棺殺関税措置を通常の相殺関税措置と比較すれば次
のような特徴が見られる。後者の場合、例えばA国政府が国有企業Bに「資金面での貢献j
を与えたとする。 Bにとって補助金が存在するか否かを決定する際、 A国政府の「資金面
での貢献jが市場基準を超えたか否かを検討するだけで済む。前者の場合、例えばa国政
府が国有企業bに f利益j をもたらす f資金面で、の貢献j を与え、その後、 bを民営化し
て民営化企業dが設立されたとする。 bの受けた「資金面での貢献Jがbに「利益j をも
たらしたことは認められる。問題は、 bに与えた「資金面で、の貢献jがdに「利益Jをも
たらしたかどうかである。
以上の例に即して ECの立場を説明すれば、政府のf資金面での貢献jがbに利益をもた
らしたかどうかを判断する基準、すなわち市場スタンダードを、 dが利益を受けたかどう
かを判断するときにも適用すべきであるということである。つまり、受益者利益説の民営
化企業における適用である。「資金面での貢献Jがすでに存在すると認められているため、
民営化企業の側面から補助金存否を議論する際、もはや頑なに f資金面での貢献」の要件
に拘る必要もなく、直接利益の存否だけを検討すれば済むのではなし、かとしづ議論も提起
しうるが、，この点については上級委員会報告を検討する第5節で取り上げることにする3
21 AT'FAGHMENT 1.1， paras.111-116. 
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立場は、民営化企業に賦課する相殺関税問題の発生当初から ECが守ってきた立場であり、
新しい論点ではない。要するに、市場価格を支払って国有企業の財産を買収した事実を、
民営化企業内の補助金残留の否定、換言すれば、原補助金の完全返却を主張する法的根拠
と結び付けることができるかどうかが問題である。
(b) r利益J存否の判断基準と原補助金の返却
本件において、「資金面で、の貢献」の存在に関して異議がないため、 ECにとっては、民
営化企業が固有企業の受けた「資金面での貢献j による「利益Jを間接的に受けたか否か
を立証する作業だけが必要となる。
ECは、政府の「資金面で、の貢献Jによる「利益j の存否の判断の基準は市場条件(唯
一の筏拠)であるとするカナダ航空機補助金事件の小委員会と上級委員会の解釈22を法的
根拠として引用した230 r利益j の法的解釈を提示したあと、 ECにとっては、国有企業の
民営化の結果、民営化企業は補助金定義の要求する利益、つまり、市場条件を超える利益
を得ていないことを論証することが重要な作業となった。
第3章と第 4章で詳細に論じたとおり、 ECの民営化企業が市場条件を超える利益を得
ていないこと、つまり公正な市場価格を支払った上で設立された(あるいは民営化に参加
した)ことを主張する根拠は、民営化の達成方法となる独立当事者間取引である。
本件のおいても、 ECはBSCとGKNの共同出資による UESの設立、 BSCの株式会社
化とBSplcの設立は独立当事者間取引によって達成された点を繰り返して強調するのは当
然であった。具体的に次のような内容を ECが主張した240
まず、市場条件と比較して見れば、市場価格で国有企業の財産を買収した民間企業は、
いかなる意味においても有利な条件に恵まれたことはない。次に、政府から補助金を受け
た企業の財産と、補助金を受けなかった企業の財産とが同じ市場価格で売却されるなら、
企業財産の寅収者にとって、いずれの企業の財産を買収しでも合理的だと考えられる。さ
らに、企業財産の売却者が入札者を不公正に優遇するなど、企業財産の市場価格より安い
価格で買収した事実があると立証されない限りは、民営化企業に補助金の法的定義に要求
22 参照、第 5章第2節。資金面での貢献がなかった場合、(補助金の)被交付者の置かれ
る条件を決定できる唯一の論理的根拠を提供できるのは市場である。したがって、資金面
での貢献が、被交付者の市場における利用可能な条件より更に有利な条件で提供された限
りにおいて、「利益Jを提供しているとみなされる。
23 ATTACHMENT 1.1， para.109. 
24 Ibid.， para. 110. 
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される市u益Jがもたらされたと考えられない。
以上の ECの展開した議論は次のようにまとめることができる。つまり、 BSCの民営化
によって、民営化企業 UESとBSplcは補助金を得ていなし、。その法的根拠は、民営化が
独立当事者間取引で達成されたため、原補助金は市場価格に反映されるかたちで返却され
る結果、民営化企業にとって SCM協定第 1条 1項(b)の規定する補助金(市場条件を超え
た利益)はあり得ないということである。つまり、民営化は独立当事者間取引で達成され
たとしづ客観的証拠を、補助金の法的定義の f利益j 要素と結び付けたのである申
(4) 相殺関税の目的と第 19条4項違反
なぜ、 ECは相殺関税の呂的及び第四条4項違反の問題を第 10条違反と別に項目を立
てて議論したのかについては意味不明である250 10条の「ー・この規定に定める条件Jとい
う文言は第 19条4項の規定を包含したはずであり、したがって第 19条4項違反の主張も
第 10条違反の論証過程に取り入れて行うべきである。
SCM協定第 10条の注36(1947年 GATT第6条第 2文を継承)及び 1994年 GA'IT協
定第6条3項(実は第2文)を根拠に、相殺関税の目的は補助金を相殺しあるいは無力化
(中和)-するとしづ解釈は通説となっており、これに反対する意見はない。
民営化企業が原補助金による利益を受けなかったこと(返却)を説得的に論証できれば、
部分残留論による民営化企業に賦課する相殺関税は「相殺j という目的違反を構成すると
いう結論が自然に導かれるので、さらに第四条 4項違反の問題を議論することが不要と
なる。そもそも、昨日殺j とは、一定の補助金の額があって初めて「相殺jが成り立っと解
釈されるのであるから、補助金がゼロなのに相殺関税を賦課したことは補助金の額を超え
た相殺関税賦課を構成する、としづ議論はナンセンスである。つまり、補助金が 1である
のに1.5の相殺関税を獄課したことは違法であるとしづ議論は、補助金の限度を超えた違
法な相殺関税の問題として成立するが、補助金がOであるのに 1の相殺関税を賦課したこ
とを、補助金額を超えた相殺関税の問題と同一視することはできない、ということである。
前者は、確認された補助金の額を超えた相殺関税の賦課という「量jの問題であるのに、
後者は補助金が存在しない状況下で相殺関税を賦課したという「質」的な問題である。
第 19条4項は 1947年 GATT第6条の第3項第 1文を継承した条文であり、相殺関税
当局は決定した補助金額以内に棺殺関税を賦課する限りでは、違法とはされない。先にも
25 Ihid.， parasi.19・29.
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見たとおり、 ECは部分残留論を批判するとき、民営化企業について補助金存否の決定を
行わずに相殺関税を賦課していると論議をしているにもかかわらず、同時に認定した額以
上の相殺関税を賦課したと批判することは、逆に、高務省が補助金認定を行ったことを承
認することになりかねない
相殺関税の量的制限 (1994 年 G~γr第 6 条 3 項第 1 文)及び相殺関税の目的的制限 (1994
年 G~γT 第 6 条 3 項第 2 文)の関係、も検討を必要とする。昨日殺」という用語の意味に照
らして考えれば、決定した補助金額を超えて相殺関税を賦課しない限り相殺関税の「相殺J
という目的違反を構成しないと解釈できる。換言すれば、相殺関税の栂殺という自的を守
っている限りでは、認定された額以内に栂殺関税を制限したと解釈できるなら、両者は同
義反復になり、別々に項目を立てて議論する必要は全くないと言えるだろう。
以上の ECの行った第 10条違反を論証する過程において、決定的な論点は部分残留論
のSCM協定第 1条違反を明確に主張した点である。その中でも、「利益jの解釈、つまり、
利益の存否を判断する市場スタンダードを民営化(本件の場合は国有企業 BSCの特殊鋼
生産施設の売却)と結び付けて、 UESが市場価格を支払ったうえで、取引対象物たる生産
施設を買収したことは市場スタンダードに合致し、法概念としての補助金の意味する f利
益Jが UESにもたらされていなし、、としづ結論を導いた部分が重要である。 したがって、
ECの完全返却論が SCM協定のもとで妥当に評価されるか否かを決定する上で、「利益J
判断の市場スタンダードの確立並びに民営化取引の市場スタンダードの満足が決定的であ
った。
3. SCM協定と部分残留論
本件でアメリカの展開した論点も、第 4章と比較して変りはなかった。完全返却論を
直接批判するのではなく(例えば、受益者利益説の解釈論と民営化取引の独立当事者間取
引的性格の承認)、部分残留論を立てる議論に集中した260 問題は、 SCM協定から具体的
規定を援用して、部分残留論の妥当性を擁護する各論点を正当化させることができるかど
うかである。
26， アメリカの主張は以下の文書に反挟される。 ATIACHMENT2.1 ; ATIACHMENT 
2.2' ; ATTAGHMENT 2.3 ; ATTACHMENT 2.4 ; ATTACHMENT 2.5 ; ATIACHMENT 
2.6; ATTACHMENT 2.7; ATIACHMENT 2.8.この中で、 ATIACHMENT2.1は核心的
なものであり他はATTACHrvIENT2.1を補足するものである。
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(1) 補助金存在決定の時間的標準
アメリカは、 SOM協定第 l条 1項は補助金の存否を判断する法的基準であること、つ
まり、相殺関税当局の行った補助金認定の法的妥当性を第 1条 1項の規定を根拠に判断さ
れることには異議はないと明確に表明した270 しかし、民営化企業に賦課する相殺関税の
SOM協定適合性を主張するために、アメリカは第 1条 1項を部分残留論に有利な方向で
解釈した。
アメリカは、相殺関税調査当局が SOM協定第 1条 1項に基づいて補助金の存在を決定
する(本件では特に補助金決定の先決的要件となる「利益J存在の決定)にあたって、補
助金が交付された〈資金面での貢献がなされた)時点を基準に、補助金存否の決定を一度
だけ行えば十分であると、アメリカは繰り返して強調してきた280
補助金存在一回決定論は、民営化企業に賦課する相殺関税の問題が表面化した当初から
アメリカが主張してきた古い論点であるが、1947年GATTと1979年補助金協定の中から、
アメリカはこの論点を裏付けるような法規定を発見できなかった290
本件では、アメリカは、 SOM協定の実定法上の根拠として、第 1条 1項の条文が現在
形で警かれていることに着告し、民営化企業について補助金を立証する(アメリカに言わ
せれば不要な 2呂田の決定になるだろうが)義務を拒否する一回決定論を確立させたかっ
たのである30。アメリカは重要な法的根拠として取り挙げたのは、SOM協定第 1条1項(a)(l)
とω(2)の {'thereI8.ぺと(b)a bene五tおtherebyconferredの“18……conferred"で、あっ
た。
アメリカはさらに、補助金額の計算を扱う第 14条の規定も同じ根拠を提供できると主
張した31。アメリカによれば、第 14条は、相殺関税当局が補助金の存否を立証したあと、
それぞれの政府の行為(資金吾での貢献)が行われた持の市場条件を尺度に補助金の額を
27 ATTACHMENT 2.1 para.5.特に「利益j の解釈について f受益者利益説jの創始者
であるアメリカとしてはこれを正面から否定するわけにはし、かなかった。第5章で議論し
たカナダ航空機補助金事件のアメリカの第三国としての立場を想起せよう。
28 Ibidηparas. 9，19， 109， 118.この他にも、高務省は補助金は交付された時から額が固定
さる、あるいはいったん決定した補助金を改めて立証する必要がない、と主張したが、い
ずれも新しい議論ではないc
29 1994年特殊鋼相殺関税事件当時、 1947年 GAT1'と 1979年補助金協定に補助金の定
義に関する規定がなかったことは、アメリカが補助金存在決定の時間的標準を禄拠づける
規定を援用できなかい原密だったことは明らかである。
30 ATTAGH1¥認N'I'2..1， para. 108. 
31 Ibid.， para.125. 
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計算することを要求している320
補助金決定時間的標準理論の要旨を次のようにまとめることができる。補助金の存否の
決定は資金面での貢献がなされた当時33の政府行為と市場基準との対照によって行われる。
商務省は、固有企業に交付された原補助金の存否の立証作業を当時の政府行為が発生した
時間的標準(例えば、本件の国有企業BSCの場合、資金面での貢献が行われたのは 1986
年以前)で、行った以上、民営化企業について原補助金の存否を立証することはもはや不要
である。
時間的標準理論の核心は、原補助金の立証と決定を理由に、民営化企業について要求さ
れる補助金存否の立証手続を省略して、部分残留論による推定のために妥当の余地を残す
という点にある。国有企業に交付されたとすでに立証された原補助金から民営化企業が補
助金を得たかどうかを立証することは、同じ原補助金の存在を2回にわたって立証してい
るように見えるが、問題は、 2回目の補助金存否の決定が霞有企業ではなく、民営化企業
について要求されている点にある。つまり、 BSCに補助金が存在することを 2回も行うと
しづ議論とは異質なものである。この議論も結局、民営化企業を国有企業から独立した主
体として扱えるかどうかとしづ議論に帰着する。
(2) SCM協定第27条 13項
アメリカは、部分残留論をデ、イフェンスする法的様拠として SCM協定の中で唯一民営
化に言及した第27条3項を援用した340 第27条3項は、アメリカが SCM協定第 1条 1
項と第 14条以外に発見したもう一つの文脈的根拠である。第27条 3項は、相殺関税の手
続(第五部で規定される)に関するものではなく、 SCM協定第三部の下で補助金を申し
立てる (WTOの紛争処理機構を利用して問題解決を図る救済規定)問題を扱う規定であ
る。
アメリカは、第27条13項は、原補助金は依然として対応(相殺関税の賦課と WTO紛
32 Ibid.， paras.126， 167. 
33 本件の事実に即して言えば、 1986/1987年以前の国有企業BSCに交付された原補助金
の立証作業を 1995年、 1996年あるいは 1997年の時点で改めて行う必要がないというこ
とである。
34 SCM協定27.13は次のように規定する。
債務の直接的な免除及び社会費用を負担するための補助金の交付(形態のいかんを問わず、政府収入
の放棄その他債務の移転を含む7が開発途上加盟国の民営化計画と直接結びついている場合には、第三部
の規定は、当該補助金については適用しない。ただし、当該民営化計額及び当該補助金の双方が限られた
期拐に適用され、かっ、委員会に通報されていること並びに当該民営化計画が最終的に関係企業の民営化
をもたらすものであることを条件とする。
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争解決制度による救済)可能であり、また国有企業の民営化以降の民営化企業にも原補助
金が配分可能であるという一般的規則を強く示唆した規定である、と主張した350
第27条 13項について、国有企業の原補助金を意識して原補助金の時間的配分と相殺可
能性を示唆したとしづ解釈が成立したとしても、具体的案件における相殺関税賦課の直接
的な根拠にはならない。アメリカの解釈の妥当性は第27条 13項の主旨を確認して初めて
認められるべきである。
(3) 補助金の受益者:企業説と施設(産品)説
民営化が相殺関税の法的要件に与えたインパクトから見て、国有企業の生産施設が民営
化後も継承されることとは対照的に、最大の変化となるのは企業の変更(本件でアメリカ
は認めないが)、つまり民営化企業の設立である。 ECが相殺関税調査の対象企業(民営化
企業)が補助金の受益者と位置付けられるべきだと主張したのに対して、アメリカは、SCM
協定のもとで棺殺関税当局が相殺関税を賦課する際、被調査企業が補助金の受益者である
ことを決定する義務はないと主張して、次のように反論した。
アメリカによれば、民営化により企業の所有者が変わっただけで、補助金が浸透した生
産施設には変化が生じないため、改めて被調査企業について「利益j を決定する必要はな
し、とし1う360
アメリカは、補助金の受益者として、企業と生産施設のどれが決定的要素になれるかに
ついて、明確な法規定はないが、決定的要素と考慮されるのは所有者ではなく、生産施設
であると主張した370 更に、国有企業を継承した民営化企業は補助金受取企業(国有企業)
と実際上変わらないため、所有権変更後は二西宮の「利益J決定を行う必要はない、とア
メリカは捕捉した380
補助金の受益者が生産施設であると主張した上で、アメリカは、相殺関税の基本的要件
として、第 1~こ、補助金が必ず産品の製造、生産、輪出に関して与えられていること 39 、
第2に、 SCM協定の規定する補助金付き輸入産品によって国内産業が蒙る損害の発生、
35 ‘ ATτ~ CHME'NT 2.1~ p:ata.151-160. 
36 Ibid.， para.lS1. 
3:7 Ibid. 
38 Ibid. 
39 アメりカは、法的根拠としてS.cM協定第 10条、第四条 4項、 1994年 GATT第6
条3項を挙げている。
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を挙げた400 アメリカはさらに、第1の要件が着呂しているのは受取企業ではなく、産品
であることを法規定が裏付けるとして、 1994年 GATT6.3条41、SCM協定 10条42、SCM
協定 19.443を挙げた。
アメリカは、これらの規定はいずれも相殺関税の対象産品に焦点をあてており、相殺関税
は補助金の受益者ではなく、産品に課されるべきことを示唆し、被調査企業となる産品の生
産者と輪出者が補助金の原始的受取人であるか否かを問題にしていないと主張した4440
(4) 補助金の時間的配分と補助金決定後の後発的事項
この論点も部分残留論の発生当時から主張されてきたものである。アメリカは SCM協
定の規定からこの観点を直接支持できる規定を援用できなかったにもかかわらず、一つの
重要な論点として位置付けた。
アメリカは、民営化企業に原補助金による「利益jがもたらされなくても相殺関税は賦課
可能だとは主張していなし 10 民営化取引を考慮しないアメリカの本意は、国有企業に交付
された原補助金の時間的配分45の有効性を守ることにある。補助金の時間的配分の SCM協
定適合性を堅持することはアメリカにとっては重要で、あった。しかし、補助金の待問的配
分の問題については、 1947年 GATTと1979年補助金協定並びに SCM協定のいずれにも
40 ATτーACHMENT2.1， para.189. 
41 No countervailing duty shall be levied on any product of the territory of any 
Member imported into the territory of another Member in excess of the amount equal 
to the estimated bounty or subsidy determined to have been granted， directly or 
indirectly， on the manufacture， production or export of such product in the country of 
origin or exportation. The term "countervailing duty" shall be understood to mean a 
special duty levied for the purpose of offsetting any‘subsidy bestowed directly or 
indirectly upon the manufacture production or export of any merchandise. (イタリッ
ク体でアメリカが強調)
42 Members shall take al necessary steps to ensure that the imposition of a 
countervailing duty on any product of the territory of any Member imported into the 
territory of another Member is in accordance with the provisions of Article VI of 
GATT 1994 and the terms of this Agreement. (イタリック体でアメリカが強調)
In an accompanying footnote， itadds: 
The term "counterVailing duty" shall be understood to mean a special duty levied for 
the purpose of 0首settingany subsidy bestowed directly or indirectly upon the 
ma:nu1acture prodl:1ction or export of any merchandise， as provided for in paragraph 3 
of Article VI of GATT 1994. 
43 No countervailing du句Tshall be levied on any imported product in excess of the 
am.ount of fhe sU'hsidy found句、exist，calculated in terms of suhsidization per unit of the 
subsidized aNd.e玄ported、:f>Toduct.(イタリック体でアメリカが強調)
44 ATTACHMENT 2.1， pata. r9'6. 
45: ATTAGHME:l¥r' 2.1， paras..140・141and 144・146.時間的配分の説明について序章の
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明確な規定がないにもかかわらず、これに反対する意見はほとんど見られない。問題は、
商務省が時間的配分論を根拠に民営化企業にも補助金利益が配分されるべきだと主張する
際、民営化を無視できる理由を説明することが必要とされるD
アメリカは、民営化を単なる f補助金決定後の後発的事項j と位置付けて、これを考慮、
しないことは SCM協定に違反しないと主張した460 この点について、アメリカの国内司
法審査の Delverde111の判決において、 CAFCは、民営化を原補助金決定後の後発的事項
であると見るのではなく、むしろ民営化企業に着目して、民営化は民営化企業にとって第
一次的出来事と位置付け、商務省の主張を退けたが、この問題について小委員会がどのよ
うな判断をするかが注目される。
それでは、 SCM協定のもとで展開された完全返却論と部分残留論の議論について、紛争
処理機関がどのような認定を行ったかを次に検討するo
4.小委員会報告の分析
小委員会は、標準的付託事項を受けて、商務省の行政見直し決定によって賦課された棺
殺関税の SCM協定第 10条と第四条4項の適合性について法的認定を行う前に、主要参
照条文となる第 10条の関連規定を確認した470
小委員会は、 SCM協定第 10条は、加盟国の賦課する相殺関税につき、 1994年 GATT
第6条と SCM協定に定める条件に適合させることを確保するために必要な全ての措置を
取ることを要求する規定であり、相殺関税が 1994年 GATTとSCM協定に定める条件に
適合しない場合は第 10条違反を構成する、解釈した480 以下、小委員会が行った相殺関税
の第 10条適合性に関する解釈と認定を考察する。
(1) 補助金存否の立証義務
ECは第 19条 1項と 4項に基づき、アメリカが UESとBSplcfBSESの生産した特殊鋼
産品に相殺関税を賦課する前に、当該産品の生産に直接又は間接に補助金が交付されたこ
とを決定する義務を負うと主張してきた。このため、小委員会は第 19条 1項の解釈を行
う必要があった490
第 E節及び第2章の第 2節を参照。
46 ATTACHMENT 2.1， paras.109， 127. 
4マ 以下、小委員会の解釈と認定の出典を¥iVTOPanel Report(DS 138)と引用する。
48 Ibid.， paras..6.45， 647. 
49 本件は、WTO発足以降の民営化企業に賦課する椅殺関税の適法性を争った最初の判例
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SCM協定第四条 l項の規定について、小委員会は、相殺関税賦課の前提条件として、
第 1に、輸入産品の生産に関して補助金の存在とその額について必ず最終決定を行わなく
てはならず、第2に、補助金付き輸入による国内産業の損害発生並びに因果関係、の立証が
不可欠であると解釈した500 本件にとって損害・因果関係の問題は争点とならないため、
小委員会の認定は補助金の存否の立証問題に集中された。
小委員会は、第 19条1項以外にも、 SCM協定第 19条 4項、 1994年 GA'IT第 6条 3
項、 SCM協定第21条 1項目、第 10条注 1(SCM協定英文原文ではFootnote36)などの
規定を取り上げて、これらの規定は全て矯助金が存在しない限り相殺関税が賦課されるべ
きではないとしづ前提に立脚していると解釈した520 相殺関税の賦課を手続的に拘束する
基本的要件を解釈した上で、小委員会は、アメリカは相殺関税を賦課する際、輸入産品の
生産について直接的または間接的に補助金が交付されたことを立証する義務を負っている
と確認した530
1994年、 1995年、 1996年の特殊鋼に賦課する相殺関税決定の見直し決定が以上の基本
的要件に適合するか否かを、補助金存否の判断基準に照らして検討することが必要である
と小委員会は判断し、実体的要件の検討に移った540
であるが、民営化問題を考慮せずに一般的な観点から見ても、相殺関税の判例として先駆
的と位置付けられるものである。WTO発足後、相殺関税の賦課件数(特にアメリカの 1980
年以降発動した栂殺関税措置を念頭において)は GA'IT時代と比較して急激に減少した。
例えば、アメリカの相殺関税調査{牛数だけを見ても、 1985年 1月から 1995年6月までに
206件(農産品 24件を含む)あったが、 1995年7月から 2000年 6月までは 40件(農産
品5件を含む)であった。
1995年1月から 2002年7月現在、相殺関税の適法性をめぐる紛争案件は9件に上るが、
この中で紛争処理が終了したのは2件だけである。ブラジノレの乾燥ココナッツ相殺関税事
件と本件である。相殺関税措置の被申立国から見ると、ココナッツ事件と小麦グ‘ルテン事
件以外は全てアメリカが被申立国となっている。
相殺関税の対象産品から見るとココナッツ、小麦グ、ノレテン、木材と鉄鋼産品となるが、
9件の中で 6件が鉄鋼産品に賦課する相殺関税案件に占められている。鉄鋼産品の格殺関
税6件の中でも 5件が民営化企業に対するものである。参照、不公正貿易報告書 (2001)、
111頁と、不公正貿易報告書 (2002)、562-585頁。
50. ¥寸oPanel Report (DS138)， para. 6.50. 
51 第21条 1項は次のように規定する。
相殺関税は、損害を与えている補助金に対処するために必要な期間及び限度においての
み効力を有する。
52 WTO Panel Report (DS138)， paras.65.1・65.6.
53を Ibid.，para. 65.7.小委員会はアメリカもこの義務を認めたことを確認している。羽司庁、O
Pa初てヨ1
54 Ihid." P'、ara.6.57.
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(2) 補助金存否の判断基準
小委員会は、補助金存否の判断基準がSCM協定第1条に規定されていることを確認し、
第 1条 1項の規定を asubsidy exists if a "financial contribution" by a government or 
public body confers a "benefit"と簡潔に要約した550 つまり、補助金の存否は、 f資金面で
の貢献j による「利益Jの存否を根拠に判断される。 ECの申立ての核心は、商務省が富
有企業BSCに与えられた「資金面での貢献」から民営化企業UESとBSplclBSESとが「利
益j を得たか否かについて立証をせずに、原補助金の残留を推定するだけで棺殺関税を賦
課したことは違法であるとした点に置かれている。
(a) 資金面での貢献
民営化の影響を受けない通常の相殺関税問題56と異なっ℃、本件では、 ECの申立てから
「資金面での貢献Jの存否は争点にならないことが明らかにされた口したがって、本件の
争点は国有企業BSCに直接与えた「資金面での貢献j から UESと BSplc!BSESとが間
接的に「利益j を得たか否かに集約された。具体的に、小委員会は、 1994、1995、1996
年にアメリカに輸入された UESとBSplclBSESの産品に補助金が交付されたという務務
省の認定が法的妥当性を有するかについて集中的に検討した。
(b) r利益j存否の判断基準と WTOの先例
小委員会は、問題解決にとって司j益J概念の妥当な解釈が決定的要素であると強調し、
SCM協定第1条1項の「利益J用語に関するカナダ、航空機補助金事件の小委員会の解釈57、
55 Ibid. 6.58. 
56 通常の相殺関税問題の場合、「資金面での貢献jの存否が先決的に重要である。補助金
の存否はあくまでも「資金面で、の貢献Jによる「利益」の存否に基づいて判断されるため、
補助金の源となる政府行為を構成する f資金面での貢献Jが発生しない限り、司j益jの存
在はありえなし1からである。
57 小委員会はカナダ、航空機補助金事件の小委員会報告から特に次のような解釈を引用し
た。 Theordinary meaning of "bene五t"clearly encompasses 80me form of advantage. In 
order to determine whether a financial contribution (in the sense of Article 1.1(a)(i) 
confers a "hene五t"，I.e.， an advantage， it i8 necessa巧Tto determine whether the 
韮nancialcontribution places the recipient in a more advantageou8 position than 
would have heen the case but for the五nancialcontribution. In our view， the only 
logical hasis for determining the position the recipient would have been in absent the 
financial contribution Is the market. Accordingly， a financial contribution will only 
confer a“henefit"， i.e.， an advantage， if it is provided on terms that are more 
advantageous， than those (terms) that would have been available to the recipient on 
the mar ket." V¥寸oPanel Report (DS138) ，para. 6.64. 
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小委員会の解釈に賛成した上級委員会の意見却を引用した。
小委員会は、カナダ事件の小委員会報告と上級委員会報告は「先例拘束性j を有しない
ことを認めると同時に、紛争案件の先例的解釈は「羽寸O加盟国間の正当な期待を創造し、
他の紛争と関連性を持つ場合には考慮、されるべきJと述べて日本酒税事件小委員会報告を
引用した590
小委員会は、上記WTOの先例の解釈に賛成すると述べた上で、利益存否の決定は、受
領者あるいは受益者(論理的には必ず法人かそれとも自然人、あるいは personの集団で
ある)が、市場における潜在的な受領者と受益者(市場競争の相手、筆者)から見て取得
可能な条件より有利な条件で f資金面での貢献Jを受けたか否かによって決定されるべき
だと解釈した60口
さらに、小委員会は、上記の補助金(利益)の解釈論を相殺関税の特別な文脈に適用し
て、相殺関税は産品の生産に与えられた補助金(利益)を相殺するものであると解釈した610
したがって、産品の生産に「利益jが与えられたか否かを判断する前提が産品の生産者が
取得可能な市場条件によって「資金面で、の貢献Jを受けたか否かを判断することである。
小委員会は、 1994年、 1995年、 1996年に、アメリカに輸入されたUESとBSplclBSES
の特殊鋼産品の生産に利益が与えられたか否かを決定するためには、 UES と
BSplcIBSES(被調査産品特殊鋼の生産者)にそれぞれ利益が与えられたか否かを決定する
ことが必要であると強調した620 つまり、企業に利益があることを決定した上でその生産
58 小委員会はカナダ航空機補助金事件の上級員会報告から特に次のような解釈を引用し
たり A 'benefit' does not exist in the abstract， but must be received and enjoyed by a 
beneficiary or a r，θcipient. Logically， a "bene五t"can be said to arise only if a person， 
natural or legal， or a group of persons， has in fact received something. The term 
'benefit'， therefore， implies that there must be a recipient. 
We also believe that the word 'bene五t'，as used in Article 1.1(b)， implies some kind of 
comparison. This must be so， for there can be no 'benefit' to the recipient unless the 
室nancialcontribution' makes the recipient 'better of' than it would otherwise have 
. been， absent that contribution. In our view， the mar]玉etplaceprovides an appropriate 
basis for comparison in determining whether a 'benefit' has been 'conferred'， because 
the trade-distorting potential of a '五nancialcontribution' can be identiE五iedby 
deterll1ining whether the recipient has received a '宮E工nancia叫1c∞ont仕nぬbut式iぬorぜ1ピ， on terms 
m。ω:re:D伝avoωraめ:h制，le
5印9 1白bidι.，fiおO∞。ωtri∞。t旬e7吟8，Japan-Taxes on Alcoholic Bev刊erag伊es，WTIDS8/ABIR，WTIDS101 
ABIR， WTIDSI1/AB/R， 4 October 1996， p.14. 
60~ W'TO Panel Report (DS138) ，para.6.66. 
61 Ibid.， paras. 66.7 -66.8. 
62 Ibi:d.， para.6.69. 
207 
と産品に利益が浸透することを推測できるという論旨である。小委員会は、補助金存否を
判断する上で企業が主体的、第一次的要素であることを明確にし、生産施設と産品が補助
金の受益者であるとしづ解釈はあくまでも補助金の存在が決定された後に可能になると指
摘した630
(3) 企業活動の継続性と補助金認定義務
アメリカは、民営化企業 (UESとBSplcIBSES)について利益の存否を立証する義務を
拒否する理由として、 UESとBSplclBSESの生産活動はBSCの生産活動64と本質的に同
ーであり、 BSCとUES及び BSplclBSESも企業としては全く同じであるため、 UESと
BSplclBSESに利益が付与されたかどうかを改めて認定する必要がないと、一貫して主張
してきた。
小委員会は、利益の存否を決定する上で、 BSCとUES及びBSplclBSESを明確に区別
して扱うことは極めて重要であると示し、その理由は、 UESと BSplclBSESの設立をも
たらした民営化取引において、民営化企業が BSCの生産施設の市場価格を支払って寅収
したことにあると強調した650
小委員会は、 BSCが生産施設を無代価66 (政府が提供した市場基準に反する「資金面で
の貢献Jにより、筆者注)で入手したことを根拠に商務省が利益の認定を合法的に行った
としても、 UESとBSplclBSESがそれぞれ生産施設を公正な市場価格を支払って買収し
た事実により、原始的決定はUESとBSplclBSESにとってもはや効力を失うことになる
63 Ibid. 
64 第 3章第4節で議論したとおり、 2000年2月、 CAFCの判決 CDelverde1刀が発表
されたことを受けて、商務省は改めて部分残留論を適用した相殺関税決定に対する見直し
を行い、企業の事業活動向一論の代わりに、他の理由を挙げて国有企業(あるいは財産を
売却した企業)は民営化企業と実質的に同一であるとしづ実体(企業)同一論を展開して
更にディフェンスした。
65 WTO Panel Report (DS138)， para.6.70. 
66 この点について小委員会はさらに次のように補足した。
The term "bene:fit" e笠ectivelyrepresents the portion of a "financial contribution" that， 
oy refむehceto a market benchmark， the recipient gets for "free". This is the portion 
of a "firtancial contribution" that， by reference to a market benchmarks， the recipient 
has not "p:airl for". In the case of "benefit" conferred by untied， non -recurring 
"finanefal con仕ib凶ions"，the United States presumes that such "benefit" is used to 
hen~fit futl!1re prσ<Iuction through investment in productive assets. In this sense， the 
bene:ficI!ary of utrtied， non-recurring "五nancialcontributions" is deemed to have 
acqu;ired、produetive:assets for "台ee". The European Communities has not disputed 
th，:is apP'foach in respeet of "benefit" to BSC. WTO Panel Report(DS 138)の脚注80参照。
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と補足した670
小委員会は、 UESとBSplclBSESの設立並びに企業資産の所有権変更という事実は、
商務省に対し、 BSCではなく UESとBSplc!BSESの生産した特殊鍛に補助金が存在する
か否かを改めて検討する義務を発生させ、特に、 1985/1986以前の BSCに与えられた資
金面での貢献から、利益が継続して存在しているか否かをアメリカ商務省が検討すべきで
あり、 BSCの側面からではなく、 UESとBSplclBSESの側面から立証する必要があると
強調した680
(4) untied，非反復的 (non-recurring)補助金の反証不可能性
アメリカが民営化企業について改めて利益の存否を立証する必要性を否定してきたもう
一つの根拠は、企業所有権の変更と関係なく、 untied，non -recurring r資金面で、の貢献j
から継続的に利益が発生するとしづ反証不可能な推定である。この点に対して、 ECは、
このような推定は反証不可能であるものではないと対立してきた690
小委員会は、明確にECの立場を支持し、 untied，non-recurring r資金面での貢献Jか
ら継続的に利益が発生するとしづ推定は UESとBSplclBSESの設立をもたらした所有権
変更の事実によって退けられ、民営化が達成された状況の下で UESとBSplclBSESにそ
れぞれ継続的利益が存在するかどうかを立証する必要が生じると判断した700
(5) 補助金決定の時間的標準
小委員会は、アメリカが民営化企業について補助金(利益)認定を拒否することを正当
化するために iSCM協定第 1条 1項(b)の下で、 f資金面で、の貢献jがなされた時点での利
益の決定が要求されるにとどまる71J と解釈したことに対して、この解釈はSCM協定第 1
条 1項(b)の妥当な解釈に反すると退けた720
小委員会は、現在形が使われたことにつき、これは単に相殺関税当局が実施する調査と
見直しの関連期間において f資金面で、の貢献」と「手Ij益Jの要件が必ず存在することを意
味するだけであると解釈した730 小委員会は更に、現在形は、補助金の存在の問題につい
67 Ibid.， para. 6.60. 
68 Ibid.， para. 6.70. 
69， Ibid.， para， .6.71. 
70 Ibid. 
71 アメリカの詳細な議論について、第3節 1参照。
72 WTO Panel Report (DS138)， para. 672. 
73 小委員会は更に次のように補足した。 Onlythen will that investigating authority be 
able' to conclude， to the satisfaction of Article 1.1 (and Article 21)， that there is a 
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て、これを「資金面での貢献」がなされた時点を基準に決定するか否かの問題ではなく、
また、「資金面で、の貢献jと「利益」に関する原始的決定をその後改めて見直す74必要があ
る否かに関するものでもないと述べて、時間的標準論を退けた750 アメリカが SCM協定
第 14条を根拠に、補助金利益決定の時間的標準論(一回決定論)を補強した議論も小委
員会に退けられた760
(6) SCM協定第 27条 13項の解釈
アメリカは、原始的「資金面で、の貢献jがなされた後の一定の時点で民営化のような事
情の変更が生じた場合、補助金による昧Ij益jを改めて認定計算する必要があるという EC
の主張に反論するために、第 27条 13項は「民営化前の補助金は依然と対応可能であり、
後続する民営化企業の産品に配分することは可能という一般的ルールを示唆する」と主張
した770
小委員会は、第27条 13項はSCM協定第三部の適用範囲から開発途上加盟国の民営化
計画の下で、行われかっ当該民営化計画と直接結びついている補助金を除外するための規定
であるとした上で、第27条 13項の適用範囲が限定されているため、当規定を「資金面で
の貢献j による「利益Jの供与(本件では、明らかに開発途上加盟国の民営化計画の枠組
みの下で行われておらず、かつ、当該民営化計画と直接結びついていなし¥)に関して、 F
れを一般的結論を下すための文脈的根拠として援用することは無理であると述べた78D
小委員会は、「利益Jに関する自らの解釈について、し、かなる意味においても、企業所有
権変更以前の「資金面で、の貢献」を必然的に non-actionableにするものではなく、一定
の企業所有権変更に関して、所有権変更以降、妥当な「利益J決定を行えば、所有権変更
以前の「資金面で、の貢献j は依然として対応可能であることを意味するにすぎない、と解
釈した790
"financial contribution"， and that a "benefit" is thereby conferred (強調は小委員会). 
Ibid.， para. 6.73. 
74 小委員会は、相殺関税賦課決定後の見直しに関する規定は SCM協定第21条 1項、 2
項、 3項に規定されていると指摘した。 WTOPanel Report (DS 138)脚注830
75 Ibid.， para. 6.73 
76 Ibid.， para. 6.74 
77 Ibid.， para. 6.75.詳細な議論は第3節 3を参照。
78 Ibid.， para. 6.76. 
79 Ibid. 
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(7) 補助金の受益対象
アメリカは「手Ij益Jの受益者が特定の法人格又は自然人に制限されないことを様拠に、
改めて国有企業の「利益j存在の決定を検討する必要性を否定し、 UESと BSplclBSES
について「利益jが存在することを特に決定する義務はないと主張した80口
小委員会は、「利益」としづ用語に拐するカナダ補助金事件の上級委員会報告“benefit'
does not exist in the abstract， but must be received and enjoyed by a bene五claryor a 
recipient"を引用して、主体 (thepersons)が産品を製造、生産並びに輸出するという事
実を考慮せずに、補助金を産品の製造、生産と輸出に与えられているものと解釈すること
に反対し、特に、アメリカが主張する「第 1条 1項自体としては誰がまたは何が補助金利
益の受益者であるかについて言及していなしリという主張は誤りであると批判した81。小
委員会は更に、アメリカの「利益Jを決定する方法 (approach)は極端に抽象的であり、
製造、生産と輸出自体に与えられた資金面での貢献が、製造、生産と輸出自体が市場にお
いて取得可能な条件より有利な条件で与えられたか否かを決定することは不可能であると
指摘した820
結論として、小委員会は、 f資金面での貢献Jが行われた以降のある時点において企業の
所有権変更(民営化)が発生したとしづ状況下で、 UESと BSplclBSESの側面から f利
益jが継続して存在するかどうかを立証する義務を拒否するというアメリカの主張を否定
した830
(8) 原補助金と UESと BSplclBSESの「利益j
以上のように、小委員会は本件で補助金存否の判断基準の中でも最も重要な争点となる
「利益jの解釈を展開した上で、民営化のような事情の変更があったにもかかわらず、民
営化企業について原補助金の利益の存否を論証することを拒否するためにアメリカが提示
した一連の様拠を次々と批判し、これらを完全に退けた。続いて、小委員会は民営化の事
実的側面に「利益Jの解釈を適用して特殊鋼の生産者である民営化企業に実際に利益がも
たらされたかどうかを検討した。
80 Ibid.， para. 6.77.詳細な議論は第3節4を参照。
81 Ibid. 
82 Ibid.， para.6.78. 
83 Ibid.， para.6.79. 
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(a) 民営化企業の利益存否の判断基準
小委員会は、以上の「利益jに関して展開した解釈論に基づいて、 UESとBSplclBSES
について「利益j の認定を行う場合も市場を基準にすることを強調し、特に、 UESと
BSplclBSESは市場条件より有利な条件で「資金面で、の貢献j を与えられたか否かを決定
する必要があると述べた840
小委員会は、本件の法的争点を決定する基本的事実を次のように改めて確認した。第 1
に、 1986年、 BSCが特製鋼生産施設を UESに市場価格で売却したこと、 1988年 12月
のBSCの完全民営化(株式会社 BSplcの設立)も務業的考慮に反しないことを商務省が
認めていること。第 2に、相殺関税調査期間(暦年 1994年、 1995年、 1996年)にアメ
リカに輸入された特製鋼を生産した生産施設をUESとBSplclBSESは市場価格を支払っ
て入手したこと。小委員会は、以上の基本的事実を根拠に、 1985/1986以前の BSCに与
えられた「資金面で、の貢献jは、関連する調査期間において、 UESと BSplclBSESに「利
益j をもたらしていないと判断した。
(b) 産接的 f資金面での貢献j と間接的「資金面での貢献j
小委員会は、 1985/1986年までに BSCの受けた「資金面で、の貢献j は、特殊鋼の生産
企業UESとBSplclBSESの補助金を決定する問題と無関係ではなく、国有企業に与えら
れた untied，non -recurring r資金面での貢献jが、民営化企業にとって間接的な「資金
面で、の貢献j を構成しうることを認めた850
小委員会は、国有企業に与えられた untied，非反復的 (non-recurring) r資金面での貢
献j がなぜ民営化企業の間接的な「資金面で、の貢献j になり得るのかにつき、次のように
解釈した860 第 1に、 untied，非反復的 (non-recurring) r資金面での貢献Jがその企業の
生産施設に具体化された(設備投資)と考えられる。第2に、民営化企業が生産施設を獲
得した時、民営化企業は入手した生産施設に浸透していた「資金面での貢献j を間接的に
獲得したことになる。
小委員会は、 BSCが直接受けた「資金面での貢献jは、 UESと BSplclBSESとの間接
的「資金面での貢献jを構成する、と推定可能だと認めたが、しかし、この事実だけでは、
1985/1986年以前 BSCに付与された untied，非反復的(non-recurring) r資金面での貢
??
?
? ?????????? ? ?
， ? ?
??????? ?
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献jが必然的にUESとBSplclBSESの「利益Jを構成するとは解釈できない、と判断し
た870
小委員会は、国有企業に付与された「資金面での貢献」につき、 UESと BSplclBSES
が市場条件より有利な条件で獲得したと認定しない限り、 f利益jの存在はあり得ないとし
た上で、 UESとBSplclBSESが、公正な市場価格を支払わないで BSCの生産施設を獲
得した場合、利益存在の認定は可能である指摘した880 小委員会は、生産施設の公正な市
場価格を支払った以上、 UESとBSplclBSESに間接的に交付された untied，非反復的
(non -recurring) r資金面で、の貢献Jが、これらの実体(民営化企業UESとBSplcIBSES)
に吋Ij益」を付与したとは考えられないと結論した890
(c) 会社所有者の出資と企業の財産
売却された生産施設の公正な市場価格をUESとBSplclBSESの新所有者ではなく、民
営化企業の資金で支払うことが必要であるとアメリカは主張したが、小委員会は、アメリ
カの論拠は無意味でしかも形式主義的であり、公正な市場価格を反映する独立当事者間民
営化取引の文脈において企業とその所有者を区別して扱うことは、「利益jの存否を確認す
る上で不要であると批判した900
アメリカの主張を退けるために小委員会は更に次のように述べたヘ商業原員1と適合し
かっ公正な市場価格を反映する独立当事者間取引によって民営化が達成された場合、民営
化企業の所有者(投資者、筆者注)は最大利益の追求者であり、民営化企業は利益をあげ
ることによって投資収益を投資家に還元しなければならない。かかる状況の下で、企業所
有者が支払った(企業買収)価格は民営化企業自体が支払ったことにはならないという主
張は誤りである920 小委員会は、企業を所有者(出資者)と区別する方法は郵務省自体の
立場と矛盾すると指摘し、高務省の過去の認定を援用して反論した930 企業と所有者を区
別しない過去の方法をなぜ本件で適用しないかという小委員会からの質問を受けたとき、
アメリカはほとんど理由を提示できなかった940
? ???
? 。
?????
??????
? ?? ? ? ? ? ?
? ?
?
??
??
? ?? ?
?
?? ??? ????
??? ? ? ?
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(9) 小委員会報告の結論と勧告
以上の検討を経て小委員会は次の結論を得た。商務省が、 1985/1986以前イギジス政府
がBSCに与えた「資金面で、の貢献jによる「利益Jは、 UESとBSplclBSESに残留し、
引き続き利益を供与していると認定(推定)したことは、 SCM協定第 1条 1項(b)の「利
益jに関する誤った解釈によるものである95。商務省は UESとBSplclBSESについて利
益の存否を十分論誌できておらず、 UESとBSplclBSESによる特殊鋼生産に補助金が交
付されたと認定することを怠った960
小委員会は、 SCM協定 19.1、19.4、 21.1と、 10条注 (1)に規定する協定の呂的と趣
旨を確認した上で、補助金の存在を決定することは相殺関税賦課の先決条件であり、輸入
産品の生産に補助金が交付されたことを決定せずに相殺関税を賦課してはならないと強調
した970
小委員会は、アメリカは三つの行政見直し決定において、 1994年、 1995年、 1996年ア
メリカに輸入された特殊鏑産品の生産に直接又は間接的に補助金が交付されたことを立証
せずに当該産品に相殺関税を賦課したことは、 SCM協定第 19条 1項、第 19条4項、第
21条 1項と、第 10条注(1)に規定する協定の目的と趣旨と適合するものではない、高
務省の斌課した棺殺関税はSCM協定 10条違反を構成すると結論した980最後に、小委員
会は、商務省が 10条の規定を遵守し、上記の措置を SCM協定に適合させることを勧告し
た。
5.上級委員会報告の分析
1999年 12月23司、本件の小委員会報告が提出された。 2000年 1月 27日、アメリカ
は小委員会の認定と解釈を上級委員会に申し立てる意思をDSBに伝えた。2000年3月 13、
上級委員会の審理が正式に開始され、2000年 5月10司、上級委員会報告99が提出された。
周年6月7日、上級委員会報告が採択されて本件は一応終了した。
(1) アメリカの上訴意見
(a) 小委員会認定の違法性
95 Ibid.， para.6.85. 
96 Ibid. 
97 Ibid. 
98 Ibid.， paras.6.86 ，_7.1. 
99 WTO AB repQrt (DS138). 
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アメリカは、小委員会の法的解釈と認定の中から主に 2点について不服を申し立てた100c
一つは、相殺関税の手続的要件として、民営化企業UESと BSplclBSESに継続的に利益
が存在するかどうかを改めて立証する義務を商務省が負うとする小委員会の認定は違法で、
ある。もう一つは、実体的要件として、 UESとBSplclBSESは BSCの原補助金から利
益を得ていないと認定したことは違法である。
(b) アメリカの法的根拠
アメリカの、小委員会報告に対する批判、及び上級委員会に提示した法的根拠は新しい
ものではなかった101。主に、第 l条 l項と第 14条を様拠とする補助金利益の存在決定の
時間的標準(資金面での貢献と補助金交付がなされた時間)、 SCM協定第27条13項の文
脈的被拠による原補助金の相殺可能性、原補助金の存在の決定を民営化後再検討する義務
の拒否、補助金の受益者は企業ではなく生産施設(産品)であることなど、いずれも/1、委
員会審理段階で展開したディフェンスを繰り返しただけである。
(2) ECの意見
ECは、アメリカが民営化の客観的事実を無視し、相殺関税調査の対象となる民営化企
業に檎動金が残留することは反証不可能であると推定したことは SC1¥tl協定に違反すると
主張し、小委員会の行った法解釈と法的認定とを支持するよう上級委員会に求めた1020
(3) 上級委員会の認定
(a) 争点の確認
上級委員会は、アメリカの上訴意見に基づいて法的争点を次のように集約した1030
第1に、所有権変更によってUESとBSplclBSESが利益を得たか否かを商務省が行政
見査しの中で検討する義務を負うと小委員会が認定したことは SCM協定に適合するかど
うか。
第2に、 BSCの「資金面での貢献j から、 UESとBSplclBSESが利益を得ていないと
小委員会が認定したことはSCM協定に適合するかどうか。
(b) 行政見直しと第 21条
上級委員会は、本件で申し立てられた商務省の相殺関税決定は最終決定ではなく行政見
100 Ibid.， para.11. 
101 Ibid.， paras.12・19.
102 Ibid.， paras. 22・29.
103 Ibid.， para. 43. 
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査し決定であると示したうえで、行政見直しを規律するのはSCM協定第21条であると解
釈した1040
第二十一条 相殺関税及び約束に係る期間及び見直し
21.2 当局は相殺関税の賦課を継続することの必要性につき、正当な理由がある場合には、
自己の発意に基づいて又は、確定的な栂殺関税の賦課の白から合理的な期間が経過してい
るときは、見直しの必要性を裏付ける実証的な情報を提供する利害関係を有する者の要請
に基づいて、見査しを行う。利害関係を有する者は、相殺関税の賦課を継続することが補
助金を相殺するために必要であるかないか若しくは再発する可能性があるかないか又は
これらの双方について検討することを当局に要請する権利を有する。当局は、この 21.1
の規定に基づく見査しの結果、相殺関税を維持する正当な理由がないと決定する場合には、
直ちに相殺関税を撤廃する。
上級委員会は、この規定を根拠に、相殺関税を継続して賦課するときに見直しを行う義
務を相殺関税当局が負うと解釈し、見蓋しの主要内容は補助金が継続的に存在するか否か
にあるとし、補助金の継続的存在が相殺関税の継続的賦課を必要とする前提条件であると
位置付けたI050 上級委員会は、見直し義務につき、これを第 21条 1項の規定する「相殺
関税は、損害を与えている補助金に対処するために必要な期間及び限度においてのみ効力
を有するJとしづ基本精神を保証する手続的メカニズムと位置付けたり
(c) 補助金の立証義務を拒否する根拠
アメリカは、民営化企業に原補助金が残留することを推定するだけで、民営化事実に基
づいて原補助金の存否を検討する手続的義務を一貫して拒否してきた。上級委員会は以下
のようにアメリカの主張を検討した。
第 1に、利益の受益対象の問題について、上級委員会は、アメリカが主張するように第
10条脚注 1と1994年 GATI第 6条 3項は、確かに「産品の製造、生産又は輸出につい
て直接又は間接に交付される補助金j と規定していると認めた上で、しかし、これらの規
定はSCM協定第1条1項(b)の要求する「利益jは生産活動に与えられていると解釈する
104 相殺関税の手続的要件として、最初の決定に適用される第 19条 1項ではなく、行政
見憂しを規定する第 21条 2項を適用すべきであると指摘したことは上級委員会の審理が
小委員会と異なる点であるが、しかし、上級委員会は、第 19条 1項を適用したことは特
に罰題ではないという立場を採っている。
105 羽寸oAB Report (DS138) ，para. 53. 
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ことを許すものではないと明確に表明し、小委員会の認定を支持した106。更に、この点を
補強する有力な根拠として、第 14条の規定とカナダ補助金事件の上級委員会報告の認定
を援用した1070
第2に、補助金存在決定の時間的標準について、アメリカが、 SCM協定第 1条 1項、
第 14条、第27条 13項を引用して、 aninvestigating authority must demonstrate the 
existence of “benefit" only at the time the “financial contribution" was madeと主張し
たことに対して、上級委員会は次のように述べた。まず、第 1条 1項は資金面での貢献が
行われる時間を扱う規定ではなく、第 14条、第 27条 13項もアメリカの主張の文脈的根
拠にはならないと述べて、小委員会の立場をそのまま繰り返したl08。次に、第 21条 1項
と第 21条 2項のもとで、相殺関税当局は最初の相殺関税決定の見直し義務を負うことを
挙げた。
上級委員会は、第 21条 2項の下で見直しを要求する利害関係者が補助金の返却、また
は撤廃、更に補助金がもはや存在しないといった情報を提供したとき、相殺関税当局には
これを無視する裁量権はなく、検討する義務を負うと解釈した1090
更に、上級委員会は、 untied，non -recurring “自nancialcontribution"から利益が継続
的に存在すると推定することは可能であるが、しかし反証不可能な推定はあり得ないと述
べたI100本件の場合、民営化の結果、民営化企業UESとBSplclBSECが設立されたため、
相殺関税当局は、民営化に関する情報に基づいて「利益jが発生したか否かを検討する義
務を負うべきという小委員会の立場を支持した1110
上級委員会は、小委員会の認定について一つの論点112を支持しなかった。第 21条 2項
106 Ibid.， paras. 57.58. 
107 i利益Jは抽象的に存在するものではなく、必ず受益者又は受取人に受取られるかあ
るいは享受される。論理的に、自然人または法人 (person)、あるし、はこれらのグソレープ
が実際に何かを得たとき、 f利益Jがもたらされたと言える。したがって、「利益Jという
用語は必ず受益者が存在することを示唆する。第 5章第2節参照。
108 WTO AB Report (DS138) ，para. 60. 
109 Ibid.， paras. 62. 
110 Ibid. 
111 Ibid. 
112 小委員会は次のように認定している。相殺関税調査あるいは見直しを行う際、調査当
局は必ず対象調査と見産しの関係、期間において f資金面での貢献j と司j益j が存在する
ことを立証しなければならない。相殺関税調査当局が「資金面での貢献Jの存在とそれに
よる切り益Jの発生を決定して始めて SCM協定第 1条 1項の要件を充たしたと結論でき
る。 WTOPanel Report (DS138)， para. 6.73. 
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のもとで相殺関税決定の行政見直しを行う場合も、常に原始的相殺関税調査と同様に、「資
金面での貢献Jとそれによる弓Ij益j の存在を決定するべきだとする小委員会の解釈で、あ
る1130相殺関税の賦課をもたらした原始的相殺関税調査と行政見直しを区別することは重
要であるとしたうえで、上級委員会は、原始的棺殺関税調査を行う場合、調査当局はSCM
協定の規定した相殺関税の全ての条件が充たされたと立証しなければならないが、行政見
直しの場合、必ず利害関係者が提出した問題を検討し、あるいは自己の発意に基づいて見
直しを行う場合は正当な理由を検討するべきだと補足した1140
(d) 民営化企業の利益
アメリカが、 UESとBSplclBSESが利益を受けたことを否定した小委員会の認定を訴
えたことにつき、上級委員会は、アメリカも問題となる民営化が独立当事者間取引によっ
て達成されたこと、及び民営化企業の投資家が生産施設の公正な市場価格を支払ったとい
う事実を認めたことを挙げて、小委員会の認定を全面的に支持したI150
(e) 上級委員会の結論
以上の検討を経て上級委員会は次のように結論を下した1160
1995、1996、1997年の年次見直しの中で、民営化によって UESとBSplclBSESが利
益を受けたか否かをアメリカ商務省が検討するべきだとする小委員会の認定を支持する。
本件の事実に基づいて、 BSCに与えられた f資金面で‘の貢献j から民営化企業UESと
BSplclBSESは利益を得ていないとする小委員会の認定を支持する。最後に、上級委員会
は、 DSBに対して、アメリカが本報告が賛成する小委員会の認定を受けた措置をSCM協
定の義務に適合させるように要請することを勧告した。
6.小結
本件は、 WTOの紛争処理機関に申立てられた、民営化企業に賦課する相殺関税の適法
性を争った初めての案件である。長期的に対立してきたEC(完全返却論)とアメリカ(補
助金残留論)は、 SCM協定を説得的に解釈し、各自の主張を正当化する有力な法的根拠
を引き出せるかどうかが注目された。以下、 SCM協定の規定する相殺関税の法的要件(手
????? ? ?
??????? ???? ??
?????
?
? ?
?
?? ????? ?? ? ? ? ???
???
????
? ?
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続的、実体的)の解釈論を中心に、 EC、アメリカと明司、Oの紛争処理機関が、それぞれ展
開した議論を批判的に検討して見たい。
本件で、は民営化の事実的側面についてほとんど争う余地はなかった。民営化の内容は、
第 1章第2節で論じた最も単純な国有企業の財産の売却(生産施設による現物出資)であ
った。その原因は、本件で商務省の相殺関税調査の対象にされたのが特殊鋼産品だ、けで、あ
ったことにある。 1988年の BSCの完全民営化は係争事項に含まれなかった。
民営化の方法について、 ECの主張する BSCとG五Nによる合弁企業UESの設立は独
立当事者間取引によって達成され、したがって、民営化の取引対象物の市場価格を買収者
が支払ったという論点に対して、アメリカは正面から対立しなかったため、完全返却論の
客観的証拠は容易に確立された。残る議論はほとんど法的論点をめぐって展開されること
になった。
(1) ECの完全返却論
棺殺関税の手続的要件について、 SCM協定の第 19条 1項は、相殺関税調査当局が被調
査企業について補助金の存否を立証する義務を負うと明文化したため、 ECは、アメリカ
の提示した根拠に一々反論することなく、 SCM協定の第 19条 1項を直接援用して、アメ
リカが民営化企業について、補助金の存否を立証する義務を負うべきだと直接主張した。
国有企業の民営化としづ特別な事情のもとで、第四条 1項の規定する補助金存否の立証
責任を回避することが可能かどうかについて論証する責任をアメリカ側に負わせた。実際
上、アメリカの展開した議論のほとんどが立証責任を逃避するためのものであった。
実体的要件に関しては、民営化企業が補助金を受けたか否かについて、 ECは、国有企
業 BSCの受けた過去の f資金面で、の貢献j を認めたため、あとは「利益j が存在しない
ことを立証するだけで済むことになった。 ECは、民営化の独立当事者間取引による達成
並びに取引対象物の市場価格の支払いといった客観的証拠を利益存否の判断基準と直接結
び付けること(カナダ補助金事件の受益者利益説の援用)によって、民営化企業が民営化
により補助金の法的定義の意味する昧IJ益j を得ていないこと(返却)を容易に論証でき
た。
皮肉にも受益者利益説の宿敵であった ECは、本件では SCM協定の補助金定義、及び
カナダ補助金事件で確立された受益者利益説の最大の f受益者Jとなった。市場スタンダ
ードによる利益存否の判断基準が確立されたことは、 ECの完全返却論が成り立つ決定的
根拠となった。
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(2) アメリカの補助金残留論
本件において、アメリカは新しい論拠を一つも展開できなかった。古い論拠を補強する
ために取り上げたSCM協定第1条1項の法文の現在形、及び第27条13項が規定する原
補助金の民営化後相殺可能性のような一見新しく見えた法的根拠も説得力を有するもので
はなかった。これ以外は従来の論拠の繰り返しにとどまった。原補助金の存在をECが認
めているため、アメリカの展開した補助金決定の時間的標準論、補助金決定後の後発事項
無視論、補助金受益対象企業生産(財産)論、国有企業と民営化企業営業同一論は、いず
れも、民営化企業について行うべき補助金存否の立証義務を拒否し、また、同時に民営化
企業に原補助金が残留すると推定する「一石二鳥」を狙うもので‘あった。アメリカはSCM
協定から法的根拠を一つも発見できなかった。補助金の定義が確立された状況下でECの
主張に反論することはほぼ不可能であった。本件において、受益者利益説の最も熱心な提
唱者であったアメリカがSCM協定から得たメリットは皆無と言える。
(3) 小委員会と上級委員会の解釈と認定
小委員会は、民営化企業を主体的に扱う ECの立場を支持し、 SCM協定第 19条1項は
補助金存否の立証責任を規定すると解釈したため、立証責任の拒否、補助金の残留の推定
というアメリカの立場を批判する作業を、容易に展開することができた。原補助金の立証
結果を民営化企業に適用して補助金残留を推定するというアメリカの立場を退ける主な根
拠として、民営化が独立当事者間取引によって達成されたという事実だけに着目した。小
委員会は、アメリカの提示した各論拠を徹底的に分析するべきで、あった。
小委員会にとって、民営化企業に補助金が残留しないという ECの立場を支持すること
は非常に簡単であった。BSCの財産売却が独立当事者間取引によって達成されたという客
観的証拠を、「利益j存否に関するカナダ補助金事件の解釈論と結び付けるだけで十分であ
った。
上級委員会報告は次の 2点について小委員会報告を修正した。一つは、民営化企業に賦
課する相殺関税の適法性を検討する場合、 f資金面での貢献」の要件を一々検証することは
不要であること、もう一つは、本件は棺殺関税の見宜し決定を申立てたため、第 19条 1
項ではなく、見直し義務を規定する第 21条を法的根拠にアメリカの立証義務を追及する
ことであった。
民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を検言すする場合は、 f資金面での貢献Jの要件を
一々検証することは不要であるという論点について、意見が分かれると考えられる。補助
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金が民営化企業に残留したか否を立証する上で、民営化事実を第一次的事項と位置付ける
以上、民営化事実が現行法の規定する「資金面で、の貢献j の一つにあたることを説明して
はじめて補助金の立証が可能となる。つまり、政府による企業の売却、国有企業の資産分
割、政府保有株式の売却を直接「資金面で、の貢献」と位置付けて、かかる「資金面での貢
献Jから民営化企業が「利益j を得ているか否かを立証すれば済むことになる。小委員会
は、過去の「資金面で、の貢献jから現在の民営化企業に f利益Jがもたらされていないと
いう議論を展開したが、過去の資金面での貢献に拘泥しすぎている。しかし、問題となる
所有権変更が民営化ではなく、民間企業同士の取引になる場合、上級委員会の意見は妥当
すると考えられる。
棺殺関税決定の見直し決定の適法性を追及するとき、第 21条に基づくべきだという上
級委員会の修正意見は形式論的で説得力を欠けていると批判されよう。第 21条はあくま
でも補助金の存否など相殺関税の法的要件が確立された相殺関税決定の見直しを要求する
ための法的規定である。本件では、形式的に見て、申立てられた相殺関税決定が確かに相
殺関税の見直し決定であったが、しかし、これらの見直し決定は民営化企業については、
補助金が存在するか否かを争っている性格のものであり(つまり、 1993年の原始的決定の
適法性を認めて見直しを要求していなし¥)、民営化企業から見れば原始的相殺関税決定に相
当すると考えられなければならない。上級委員会の修正意見は本件の決着にとってほとん
ど無意味なもので、あったと言えよう。これ以外に、上級委員会は小委員会の解釈と認定を
完全に支持した。本件では、受益者利益説の価値は、補助金残留論を退ける根拠とされた
のではなく、完全返却論を支持するために重要な機能を発揮した。
第 2節 ECの鉄鋼産品拐殺関税事件
1999年から、民営化企業に賦課する棺殺関税の適法性問題を解決する動きは活発化する
ようになる。 2000年 2月2日、 8年近く適用された蔀務省の部分残留論を全面的に否定し
たCAFCの判決(DelverdeI1刀が公布された117。それから9カ月経過した同年 11月 10日、
117 国際的に見て、 1999年 12月23日、 WTOの紛争解決小委員会は 1999年特殊鋼相殺
関税事件の最終報告を発表した。 2000年5月 10司、同事件の上級委員会報告も提出され
て、 6月 7日、両報告とも紛争解決機関によって採択されている。この判例の最大な貢献
は部分残留論の SCM協定違反を明確に判明したことにある。
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EC加盟国6カ国の民営化企業が生産、輸出する鉄鍛産品に相殺関税を賦課していた 14件
の商務省決定の適法性を追及するために、ECはアメリカに協議要請を申し入れた11802001
年4月までに、 ECとアメリカとの間で 2回にわたる協議が行われたが、双方とも満足で
きる結果は得られなかった。同年8月8日、 ECは羽寸Oの紛争解決機関に小委員会設置
を要請し、 9月 10日、小委員会が設置され、標準的付託事項が付与された。 2002年7月
31日、小委員会の報告が公布された119。現時点で本件は、民営化企業に賦課する相殺関税
問題に関する羽寸Oの最新判例となる。
1.民営化の事実
本件を 1999年特殊鋼産品棺殺関税事件と比較する限りでは、それよりはるかに複雑な
もので、あった。 ECがWTOの紛争解決機関に申し立てた商務省、の相殺関税決定は 12件に
上る1200 この中で、 6件が原始的相殺関税最終決定121、2件が行政見直し決定122、4件が
サンセット・レピ、ュウ決定123で、あった。 12件の務務省決定は、 6ヶ国の民営化企業 10社
と7品目の鉄鋼産品をカバーしている。ここで、輸出国と相殺関税の対象産品及び民営化
企業に基づいて整理する。
(1) フランスの民営化企業に相殺関税を賦課する商務省の決定124
118 協議要請の段階で、 ECは 14件の商務省相殺関税決定を取り上げていたが、 14件の
中で一つが中止され、もう一つが反復的 (recurring)補助金に関するものであったため、
その後、小委員会の付託事項から除外された。したがって、小委員会の付託事項の対象と
されたのは 12件の相殺関税決定であった。参照、明司、oPanel Report(DS212)、脚注30
119 羽巧、oPanel Report (DS212). 
120 12件で問題となる民営化の共通の特徴は、いずれも政府は国有企業及びその所有権を
完全に売却していること、つまり、完全民営化である。参照、羽司、oPanel Report(DS212)， 
para.2.3. 
121 6件の原始的棺殺関税最終決定は次のとおりである。 StainlessShθet and Strip in 
CoJ] from France (1999)二 Cut-to・LengthCarbon Quality Steel Plate from France 
(1999)二 StainlessSteel Wire Rod from Italy (1998) ; Stainless Steel Plate In C01JS 
from Italy (1999); Stainless Sheet and Strip in CoIl from Italy (1999) ; Cut-to・Length
Carbon Quality Steel Plate from Italy (1999) . 
122 2件の相殺関税見直し決定は、 Cut-to-LengthCarbon Steel Plate企'Om Sweden 
(1997)、ヒGrainOrIented ElectrIcal Steel from Italy (2000)であっTこロ
123 4件のサンセット・レビュウ決定は次のとおりである。 Cut-ω-LengthCarbon Steel 
Plate from the United Kingdom (2000) ; Corrosion-resIstant Carbon Steel Flat 
Products from France (2000) ; Cut-to・LengthCarbon Steel Plate from Germany 
(2000)二 Cut-to・LengthCarbon Steel Plate from Spain (2000) . 
124 フランスの民営化企業を対象とする商務省の相殺関税決定は 3件あった。その中で、
StaIn1ess Sheet and Strip in C01J from France (1999)ヒCut-to-LengthCarbon Quality 
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棺殺関税対象産品 StainlessSheet and Strip in Coiiの生産と輸出企業は、
UsinorSacilor S.A (Usinor)の完全子会社UgineS.A.であった。認定された UgineS.A. 
の繍助金率は 5.38%で、あった1250
Usinorの民営化について、第 3章第 4節でも説明したが、ここで小委員会の認、定した
事実を街潔にまとめることにする1260 1995年、フランス政府は国有企業 Usinorの民営
化に着手する。 Usinor(その株式も含めて)の価値を評価するために、独立機関となるフ
ランス民営化委員会 (FPE)が設置された。フランス民営化委員会は、民営化の対象企業
を評価するにあたって、次の方法を採用した。①民営化の対象となる会社の株式価格を他
の欧州鉄鋼企業の株式価格と比較する、②流動資産の保有状況 (liquidityflows)の評価、
③会社の再評価純財産価値の見積り、となる。民営化委員会の評価意見に基づいて、経済
金融大庄が出資者に売却する株価を設定した。と同時に、 Usinorは新株を発行して増資を
図った。 1995年、発行株式の公開売却のあとフランス政府は 9.8%のUsinor株式を保有
した。 1996年、 1997年も Usinorの民営化が続行され、 1998年になると、フランス政府
は全ての保有株式を手放しした。
問題となった非反復的 (non-recurring)補助金は、 1980年代にUsinor Sacilor (U sinor) 
に交付されたものであった。商務省は、相殺関税調査期間の 1997年に原補助金が依然
Usinorに残留すると主張し、部分残留論を適用して Usinorの補助金率を 5.380/0と決定し
ていた。民営化企業Usinorは、 1995年から公正な市場価格を反映する独立当事者間取引
による株式の公開売却 (arm'slength， fair market value sale of shares) によって(国有
企業)Usinorの民営化が達成された、と主張した。
2000年 10月 1日、 Usinorは、高務省の相殺関税最終決定を CITに提訴した。訴訟進
行の途中、商務省は案件の差戻しを CITに要求し、 Delverde1了の CAFC判決の影響を
考慮、した上で改めて差戻し決定127をCITに提出した。商務省は部分残留論を撤回して代わ
りに実体同一論のデ、イフェンスを展開したが、 2002年 1月 4目、 CITは実体同一論を退
Steel Plate fトvmFrance ( 1999)の 2件は、原始的相殺関税最終決定であり、
Corrosion -resistan t Carbon Steel Fla t Products 企vmFrance (2000) は、サンセット・
レビ、ュウ決定であった。
125 WTO Panel Report (DS212)， para.2.5. 
126 Ibid.， paras. 2.5包.14.
12i Allegheny Redetermination (2000). 
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ける判決を下している 1280
相殺関税対象産品 Cut-to・LengthCarbon Qualitv Steel Plate129の生産企業は Usinor
とGTSIndustries S.A.(GTS)となるが、 Usinorの民営化についてすでに見てきたので、
ここでは GTSの民営化を説明する。 Usinorが民営化される時点で、 GTSは、 Dillinger
に 100%所有される株式会社であった。と同時に、 UsinorはDillingerの親会社 DHSの
株式を 70%所有していた。 1995年7月、フランス政府は、 Usinorの株式を 90.2%公開売
却した後、 1996年4月、 UsinorはDHSの株式保有を 70%から 48.75%に減らした。商
務省は、 GTSが Usinorの経営支配を脱したことを認めたが、原補助金はそのまま GTS
に残留すると主張した。
2000年4月7日、 GTSは商務省の相殺関税決定を CITに提訴したが、 8月24日、 crT
は商務省の相殺関税決定を差戻し、商務省に Delverde1了の判決の本案件に与える影響を
検討することを指示した。商務省は、差戻し決定の中で実体何一論を展開し、民営化企業
Usinorの新しい株主が独立当事者間取引によって会社(国有企業 Usinor)の公正な市場
価格を支払ったことは原補助金に如何なる影響ももたらすことはないと主張した。商務省
は民営化前後の Usinorは同じ法主体 (person)であると主張した。 2002年 1月24日、
CITは、実体同一論が URAAに違反すると判示した1300
相殺関税対象産品 Corrosion-resistantCarbon Steel Flat Productsの生産者は同じく
民営化企業 Usinorであるため、民営化の事実について重複して説明しないことにする。
当産品に対する補助金率も 15.13%であった。
(2) イタリアの民営化企業に相殺関税を賦課する商務省の決定
本件で取り上げられたイタリアの民営化企業に祁殺関税を賦課する商務省、の決定は 5
件あった1310
棺殺関税対照産品 StainlessSteel Wire Rodの生産と輸出企業は CASである。商務省
128 Allegheny Ludlum (2002). 
129 当鉄鋼産品の相殺関税調査期間は 1998年であり、問題となる原補助金は 1980年代
Usinorグループ (GTSは当グ、ループの一員)に交付されたものであり、商務省の認定し
た補助金率は、それぞれ、 Usinorの5.56%と、 GTSの6.86%であった。
130 GTS (2002). 
131 この中で、 StainlessSteel J.sre Rod 企omItaly 臼998人 StainlessSteel Pla te in 
Coils 企omItaly 臼99!))、StainlessSheet and Strip in CoJ1s 企omItaly (1999ノ、
Cut-to-Length Carbon Quality Steel Plate 企omItaly臼999ノの 4件が原始的相殺関税
最終決定であり、 GrainOrienled Electn.cal Steelα'000ノは相殺関税見直し決定であっ
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はCASの補助金率を 22.22%と認定した。問題となった補助金は、国有企業ILVAグルー
プに交付されたものであった。 CASは当グループの一員であった。
1990年代の初期までに、CAS(Cogne Acciai Speciali S.r.l.)は国家持株会社IRI(Istituto 
per la Ricostruzione Industriale)に所有され、その後、 IRIのsubholdingcompanyとな
る、 FinsiderS.p.A、DeltasiderS.p.A、ILVAS.p.Aに所有されていた。 1992年 12月
31日、CASの株式は国有企業CogneS.p.Aに100%所有された。この日から CASはCogne
S.p.Aの生産施設を引き受けた。 CASの株主の公開募集が行われたが、 10社が CASの株
式を買収することに興味を示した。1993年 12月27日、CogneS.p.AとGE.VAL.S.p.Aと
の関に、 CASの株式を 100%売買する契約が結ぼれた。株式の売却価格は、 1992年の独
立的専問機構が評価した CASの株式の価格よりも高くついた。
相殺関税対象産品 StainlessSteel Plate in Coilsの生産者と輸出企業は AST(Acciai 
Speciali Terni S.p.A.)であり、 ASTの補助金率が 15.160/0と認定された。 1993年9月、 IRI
はILVAグループの核心的営業部門の民営化計画を承認し、ILVAの特殊鋼生産部門を独立
させて株式会社ASTを設立し、抹式の 100%をIRIが所有した。 AST株式を公開売却す
る情報開示と ASTの財産評価が行われた後、 IRIは 19社の買収申請を受けたが、 1994年
7月 1413、IRIと持株会社KAIとの聞で、ASTの株式を 100%買収する契約が結ばれた。
本件の基本的事実について、 ASTとイタリア政府及びECは、会社の民営化は 1994年公
正な市場価格を反映する独立当事者間取引で達成された、と主張した1320
1999年 6月 10日、 ASTは商務省の相殺関税決定を CITに提訴したが、 2000年 8月
14自、 CITは案件を商務省に差し戻し、 Delverde111の判決の影響を考えることを指示し
たことを受けて、商務省は CITに提出する差戻し決定の中で実体同一論を展開した。 AST
は、実体同一論を主張した商務省の決定133を引き続き提訴した結果、 2002年 2月 1日、
CITは商務省の決定を退けた1340
栂殺関税対象産品StainlessSheet and Strio in Coilsの生産と輸出企業はASTであり、
補助金率は 12.220/0と認定された。本件で問題となった補助金の一部は ILVAグループに
交付されたもの、一部は TASlTerniに交付されたもの、残りは ASTの民営化過程におい
た。
132 取引の内容が企業そのものの売却なのか、それとも株式だけの売却なのか、不明であ
る。
133 AST Reditermionation (2000). 
134 AST (2002). 
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て行われた債務免除であった。 ASTの民営化について、すでに見てきたとおりである。本
件も、 StainlessSteel Plate in Coilsに対する相殺関税決定と伺じく、 CITの審査を受け
ている。
相殺関税対象産品 Cut-to・LengthCarbon Qualitv Steel Plateの生産者と輪出者は
ILVA (ILVAS.p.A)である。 ILVA(ILP)の輸出産品の補助金率は26.12%と認定された。
1993年、 ILVAの炭素鋼生産部門が独立した株式会社 (ILPS. p .A.) として設立され、そ
の株式がIRIに 100%所有された。 ILP株式の公開売却が行われる際、 11社の民間機関投
資家から買い注文があったが、 1995年 3月 16日、 IRIとPiva Acciaioとの間で、 LIPの
株式を売却する契約が結ぼれた。本件も CITにおいて係争されている。
上記6件の棺殺関税決定の適法性について、商務省は、民営化前後の企業実体が同一で
あるかどうかを十分検討せずに部分残留論を適用した限りでは WTO協定と適合性を有し
ないことを認めた1350 つまり、務務省は部分残留論自体の違法性を認めたが、実体同一論
を適用すればこれらの相殺関税決定は必ずしも WTO協定に違反すると言えない、と主張
した。
相殺関税(行政見直し決定)の対象産品 GrainOriented Electrical Steelの生産と輸出
企業はAST(Acciai Speciali Terni S.p.A.)であり、補助金率が 14.25%と認定された。
ASTの民営化はすでに見たとおりである。問題となった原補助金の一部が ILVAグループ
(ASTがその一員)に交付されたもの、一部がTAStrerniに与えられ、一部が民営化段階
で債務免除としてASTに直接交付されたものである。当行政見直し決定は、 Delverde111 
の判決以降、実体同一論が形成された後行われたため、直接実体同一論が適用された。こ
の決定も CITの審査を受けている。
(3) スウェーデンの民営化企業に相殺関税を賦課する蕗務省の決定
相殺関税(行政見直し決定)対象産品 Cut-to・LengthCarbon Qualitv Steel Plateの生
産と輸出企業はSSAB(SSAB Svenskt StalAB)であり、問題となった補助金は国有鉄鋼
企業SSBAが民営化される以前に交付されたものである。 SSABの補助金率は1.91%と認
定されていた。
SSBAの民営化は 1987年から開始され、 1994年に完成された。 SSBAの民営化は3段
階 (1987年、 1989年、 1994年)に分かれて進められた。 1987年、スウェーデン政府は
135 羽寸0，Panel Report (DS212). para.2.29 
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保有する SSBA株式の3分の 1を、 6社の機関投資家 (institutionalinvestors)に売却し
た。 1989年、スウェーデン攻府は SSBAの株式を引き続き売却し、株式保有を 47.80/0ま
でに減らした。その直後、 SSBAの株式は株式市場に公開された。 1994年2月 16日まで
に、スウェーデン政府は SSABの株式を完全売却した。民営化後の SSBAの株式は30000
以上の分散株主に所有されたD
(4) イギリスの民営化企業に棺殺関税を賦課する商務省の決定
相殺関税(サンセットレピュウの肯定的決定)対象産品 Cut-to・LengthCarbon Qualitv 
Steel Plateの生産と輸出企業はBSplc(British Steel plc)であり、認定された補助金率
は120/0であった。 BSplcは、 1988年国有鉄鋼企業BSCの民営化(公共体国有企業の株式
会社化及び政府保有株式の売却)後の民営化企業であり、問題となった補助金は民営化以
前に BSCに交付されたものであった1360
(5) ドイツの民営化企業に相殺関税を賦課する商務省の決定
相殺穏税(サンセットレピュウの肯定的決定)対象産品 Cut-to・LengthCarbou_ Steel 
E註包の生産と輸出企業は Dillinger社であり、認定された補助金率は 14.840/0であった。
サンセットレピュワの対象となった原始的相殺関税最終決定は 1993年に行われたもので
あるo Dillingerの民営化問題について、第3章第 1節で説明したとおり、ここでは繰り返
さないことにする。
(6) スペインの民営化企業に相殺関税を賦課する商務省の決定
相殺関税対象産品 Cut-to・LengthCarbQIl Steel Plateの生産と輸出企業はAceraliaAS 
社であり、認定された補助金率は 38.8601であった。サンセットレビュウの対象となった
原始的相殺関税最終決定は1993年に行われたものであった137。問題となった補助金はCSI
(Aceralia ASがその一員)に交付されたものであった。 CSIの所存者は国有企業のAIE
(Agencia lndustrial del Estado)であった。 CSIの民営化の第 1段階として 30%の株式
が売却され、第2段階として、さらに 10-25%の株式が売却され、第3段階として 1998
年までに、残りの株式が全て民間投資家に売却された。
136 本論文では、 BSCの民営化問題をすでに取り上げたため、ここで詳しく見ないことに
する。参照、第3章第2節、第4章第2節、第6章第 1節。
137 Cut-to・LengthCarbon Steel Plate from Spain (1993) . 
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2.紛争当事国の主張
前述のとおり、本件で問題となった 12件の商務省相殺関税決定の 7件が 2000年 2月
(Delv，θ'rde 111の判決が公布される)以前に発表されたため、当然、部分残留論が適用さ
れていた。 2000年 2月以降発表された 4件の相殺関税決定も、商務省、の実体同一論が正
式に披露される 138以前のものであったため、部分残留論が適用されていた。したがって、
実体同一論が直接適用されたのは、 2001年 1月に発表された 1件の相殺関税行政見度し
決定だけである1390
アメリカは、部分残留論の明司O協定 (SCM協定)違反を事実上認めた140ため、紛争
の争点は実体同一論141の SCM協定適法'性に当てられることになる。本件は、 WTOの紛
争処理の場で、商務省の実体同一論の適法性が問われた初めての判例である。
本件でECが展開した論拠を一言でまとめれば、目新しいものがなかったということで
ある。 ECは、新しい経済実体142 (new economic entity)について、補助金の存否を立証
138 Delverde Reditermionation (2000)は、 2000年 12月 4日に CITに提出された。
139 GraIn OrIented Electrical Steel from ltaly (2001). 
140 先にも見たとおり、アメリカは、民営化前後の企業の同一性を実体同一論に基づ、いて
判断することなく部分残留論を適用した限りでは、部分残留論はwro協定違反を構成す
ると、 wroの紛争処理の場で、部分残留論の違法性を明確に認めたo したがって、アメリ
カのディフェンスの重心が実体向一論の適法性を論証することに置かれることになる。参
照、 WTOPanel Report (DS212)， paras. 2.29， 2.30，2.56，3.6. 
141 ここで、実体同一論の要旨を簡潔に整理する。補助金は法主体 (Legalperson)に内
在するものである。民営化は単なる会社の所有者の変更に過ぎず、民営化後の生産者
(post-privatization producer)が民営化以前の生産者と比較されて、新しい異なる法主
体に変更していない限り、国有企業について最初に行った原補助金が存在するという立証
結果は民営化によって変更されることはない。輸入国は、国有企業に交付された非反復的
補助金 (non-recurring subsidies)の未償却分を民営化企業 (privatizedproducer)に配
分して相殺することは妥当である合民営化が公正な市場価格を反映する独立当事者間取引
によって達成されたという証拠から必然的に民営化企業に(原補助金による)利益が残留
しない(返却)としづ結論が導かれるものではない。民営化前後における生産者の法主体
性の同一性を判断する実体同一論の根拠が重要な論点となるが、商務省は、①一般的営業
活動、②生産施設、③財産と債務、④人員など4要素の同一性を根拠に判断すると主張し
た。今までのところ、実体同一論のもとで、補助金返却の認定が得られたケースは見られ
ない。本件の注自に値する点は、アメリカは実体(会社)同一性を判断する 4要素理論を
ほとんど展開することなく、会社と所有者は異なる別々な存在であることに力点を置き、
会社の所有者つまり所有権の変更はそれ自体として必ずしも自動的に生産者の法主体性
(Legal personality)に変更をもたらすものではないという論拠を前面に出してきた点で
ある。
142 post-transaction entityとも言われるが、 ECは、民営化(企業所有権変更)以降新
しく誕生した民営化企業とその所有者(民営化企業の投資家)の両方を含めるものと考え
ている。
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するにあたって、所有権変更(民営化)の条件143を調査した上で決定するべきであり、商
務省の実体同一論も部分残留論と同じく、所有権変更の条件を無視したものであり、民営
化企業について補助金が残留すると決定したことはSCM協定第1条、第 10条、第 14条、
第 19条、第21条に違反する、と主張した144
以下、 ECとアメリカがそれぞれ展開した法的主張について、両者の問に存在する主要
対立点に絞って整理するD
(1) 民営化と補助金存否の立証義務
ECは、民営化は国有企業にとって根本的な変化であり、民営化企業について補助金の
存否を改めて立証する必要性を引き起こす事実であると述べた上で、補助金存否を立証す
るにあたって、新しい企業実体の法主体的性格の同一性ではなく、民営化が独立当事者間
取引によって達成されたか否かを検討するべきであると、強調した1450
アメリカは、民営化事実が民営化企業について補助金存否を改めて立証する義務を引き
起こすという ECの主張に反対しなかったものの、しかし、現在の生産者(民営化企業)
が所宥権変更前の原補助金を交付された国有企業と同様な企業実体(legalentity)と判断
されれば、改めて要求される立証責任は果たされたことになる、と反論した1460
(2) 民営化ケースにおける「利益Jの受益者(recipient)
(a) SCM協定における「利益Jの意味
ECは、「手Ij益Jの意味について、改めてカナダ航空機補助金事件の解釈を繰り返しただ
143 ECは、問題となる民営化の事実的側面を調査するにあたって、民営化の達成方法と
なる独立当事者間取引だけを把握すればよいと考えている。したがって、民営化が公正な
市場価格を反映する独立当事者間取引によって達成されたことを立証さえすれば、民営化
事実の調査として十分であると理解される。 ECは、原補助金が民営化企業に残留したこ
とを主張する唯一の方法は、補助金で、具体化された財産の市場価格が支払われなかったこ
とを立証することである、と強調している。
144 これ以外に、 ECは、 1999年特殊鋼相殺関税事件の小委員会報告と上級委員会報告の
先例を引用しながら、アメリカはこれらの報告の精神に反して、固有企業に交付された補
助金は常に民営化後の企業実体 (post-privatizationeconomic entity)に残留するという
新たな反証不可能な推定を作り出しており、部分残留論と同じく WTO違反を構成する、
と批判している。参照、、 WTOPanel Report (DS212)， paras. 4.2， 4.3. 
145 ECは、民営化企業について補助金存否を立証するにあたって、公正な市場価格を反
映する独立当事者間取引の証拠を調査する必要性の法的根拠は、補助金存否の判断基準を
規定するSCM協定第1条と第14条であると主張する。参照、WTOPanel Report (DS212)， 
paras. 4.3， 4.4. 
146 WTO Panel Report (DS212)， para. 4.5. 
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けである 1470 しかし、所有権変更の原補助金に与える影響の評価について、 ECは、非反
復的 (non-recurring)補助金から発生する利益の存否を自然人あるいは法人に着自して考
えるべきであり、「利益Jは生産施設に帰属するものではないと主張した上で、輸出産品が
補助金を交付された自然人あるいは法人によって生産されなくなったとき、現在の生産者
が原補助金の利益を受けているか否を改めて調査する必要が生じる、と強調した1480 改め
て要求される利益存否の立証は必ず SCM協定の規定する市場基準に基づいて行われるべ
きである、と 1999年特殊鋼相殺関税事件の上級委員会報告を引用している。新しい所有
主竺に補助金が残留するとしづ結論を裏付ける唯一の根拠は、全ての生産施設の市場価格
を支払わなかったという証拠を提示することである、と主張した1500
アメリカは、「利益Jは自然人あるいは法人(会社)に与えられたものであると ECの解
釈を歓迎した。アメリカは、企業の所有権変更によって原補助金が返却可能であることを
否定しないが、補助金被交付企業の所有権変更が公正な市場価格を反映する形で達成され
ても、補助金が自動的に返却されたと結論できる根拠は SCM協定には存在しなし吃指摘
した上で、ある会社が補助金を交付されたあと、会社の所有者が変更されたとしても会社
そのものが変化しておらず、当会社はもはや原補助金から利益を得ていないことを意味す
るものではい、と主張した151。 アメリカも 1999年特殊鋼相殺関税事件の上級委員会の
報告から有利な解釈を引用して、実体同一論を補強している1520
147 ECは、カナダ航空機補助金事件の上級委員会が SCM協定第 1条 1項(b)の「利益j
の意味について、その着眼点は補助金交付者である政府ではなく、受益者 (recipient)に
置かれていること、 f手IJ益Jの受益者になるのは自然人、法人、あるいは団体 (groupof 
person)であると解釈したことを引用している。参照、明司、oPanel Report (DS212)， para. 
4.6.4.8. 
148 羽司、oPanel Report (DS212)， para 4.8. 
149 ECは補助金の受益者は、自然人と法人であると言及しながら、新しい所有者という
概念を併用していることは、会社とその所有者を区別しないという立場の現れである。
150 WTO Panel Report (DS212)， paras. 4.8， 4.11. 
151 アメリカは、補助金被交付会社(国有企業)の新しい所有者が公正な市場価格を支払
ったことによって、なぜ会社自体の補助金も抜き取られる (extracts)結果になるのかを
ECが説得的に論証していないと指摘している D アメリカは、民営化(所有権変更)後必
ず考慮しなければならないのは、民営化によって相殺関税対象産品の新しい生産者が生ま
れたかどうかという問題である、と強調する。参照、 WTOPanel Report (DS212)， paras. 
4.10. 4.12. 4.15. 
152 アメリカは、補助金は法人 (legalperson)に与えられたものであるという上級委員
会の解釈を引用し、補助金は法人(会社)から抜き出されるか、あるいは法人自体が消滅
しない限り、それを交付された法人に残留することを意味すると主張する。参照、 WTO
Panel Report (DS212)， para 4.13. 
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ECは、アメリカの主張する補助金が法人から抜き出される (extract)か、取り上げら
れる(takeout)ことがない限り返却にはならないという観点は、補助金をそれによって具体
化された生産施設から抜き出すことを意味し、これ自体先例の意味する補助金の受益者
(recipient)は法人であると言う解釈に反すると、反論した問。
(b) アメリカの「異なる法主体 (distinctlegal person)概念」
アメリカは、 1999年特殊鋼相殺関税事件の上級委員会の解釈154を引用しながら、上級
委員会が小委員会の行った補助金返却認定を支持した理由は民営化という特定の事実によ
って BSCと完全異なる会社UESが誕生したことに注目した結果であり、所有権変更及び
公正な市場価格の支払を重要な根拠にしていないと主張し、補助金は必ず相殺関税の対象
産品を生産及び輸出する自然人あるいは法人に与えられたものであり、法人の同一性を重
要視する実体問一論はSCM協定に適合するとし、う立場をさらに補強した155。
さらに、アメリカは、会社の所有権変更は自動的に異なる新しい法人(legalperson) 
を作り出すことはできないし、所有権変更が行われた後、現在の生産者が原補助金から利
益を受けているか否か、所有権変更が新しい法主体を作りだし、補助金を停止させたかど
うかを、利害関係者の提示した証拠に基づいて判断する、と補足した1560
ECは、所有権変更と言う事実こそ民営化企業について補助金の存否を改めて立証する
必要を生じさせた主要原因であると主張した上で、アメリカは「所有権変更Jをそれと全
く異なる f新しい法主体のj の創造としづ概念と混同しており、上級委員会の先例は利益
を受ける自然人と法人を相殺関税調査の対象となる輸出産品の生産者と同一視していない
と、反論した1570
(c) SCM協定の解釈適用における国内会社法の原則
アメリカは、会社と所有者との区別は現実的であり、無視されるべきではないとした上
で、民営化企業の株主が国有企業を買収するために政府に支払った(国有企業の)市場価
格は、国有企業に交付された補助金を返却するものではないと主張する1580 会社と会社所
153 Ibid.. Dara 4.14. 
154 カナダ航空機補助金事件の上級委員会解釈の先例を踏襲して補助金は必ず相殺関税
の対象産品を生産する自然人あるいは法人に受取られるという解釈。参照、 WTOPanel 
Report (DS212)， para. 4.16. 
155 Ibid.， paras 4.16，4.17，4.20. 
156 Ibid.， para. 4.22. 
157 Ibid.， paras. 418，4.23. 
158 アメリカは、 SCM協定の交渉参加者は会社と所有者が異なるという事実を意識して
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有者を区別する会社法の原則に基づいて、会社所有者ではなく、補助金を交付された会社
が自ら補助金を返却しない限り、補助金の返却は認められないというアメリカの観点に対
して、 ECは、相殺関税は会社法における会社と所有者との区男IJの原員IJと関係なく賦課で
きるものであり、その理由として、利益の受益者となるのは経済実体 (economicentity) 
であり、相殺関税の調査対象とされる輸出産品の生産者ではないことを挙げた1590
(d) “same person"対“sameactivity" 
EC は、“sameperson"という用語は偽装された“sameactivity"を意味するものであり、
実体同一論は民営化の条件 (termsof sale)を無視する点で部分残留論と同じである、と
非難している160
ECは、実体同一論は相殺関税調査の対象となる生産者について補助金存否の立証を行
うことを避けて、民営化取引前後の会社の財産と営業活動の同一性に着目していると指摘
した上で、実体同一論のもとで、所有権変更後の企業 (post-transactionentity)が全財
産を処分し、他の商標を使用し、他の労働者を雇用して、他の産品を生産しない限り、相
殺関税から逃れることはできないと批判した1610
アメリカは、補助金が財産に内在し、財産そのものを売却しない限り補助金は返却され
ないという ECの理解は実体同一論を歪曲しており、補助金は法主体 (legalperson)に
内在し、財産の売却と株式の売却の補助金に与える影響は完全に異なると反論した(強調
は筆者) 1620 
(3) 19U.S.C.1677(5)(F)のWTO協定適合性
ECは、 1677(5)(F)16:3の規定は、商務省が利益の存否を市場基準で判断するという SCM
いたこと、 1999年特殊鋼相殺関税事件の上級委員会は補助金の被交付者は法主体 (legal
person)であり、法主体の所有者、経済的実体 (economic)ではないという解釈は確立し
ていることを強調する さらに、会社が相殺関税を賦課されることを国内法の不法行為か
ら生じる責任と対比して、相殺関税に対する会社の責任は国内法上の不法行為の責任に類
似していると補足している。明司、oPanel Report (DS212)， paras. 4.24， 4.27， 4.30， 4.32， 
4.38. 
159 Ibid.， paras. 4.25， 4.28， 4.31， 4.33. 
160 Ibid.， para. 4.40. 
161 Ibid.， paras. 4.40， 4.42， 4.44. 
162 アメリカは会社と所有者との相違を主張する議論を展開するにあたって、紛争処理の
全過程において終始、法人とその所有者という一般的的概念に固執し、より具体的な概念
である「株式及び株主j に言及することは非常に稀であった。 Ibid.，4.43. 
163 URAA 19U.S.C.1677(5)(F)の解釈論に関する詳細な議論は第3章第3節で展開された
ため、ここで繰り返さないことにする。
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協定の基本原則に基づ、いて、公正な市場価格を反映する独立当事者間取引によって民営化
が達成された場合、民営化以前国有企業に交付された補助金が民営化企業に残留しないと
結論することを妨げるものであるため、 1677(5)(F)自体はSCM協定第1条1項(b)、第 14
条、及びWTO協定第 16条4項に違反すると主張した164。これに対して、アメリカは、
原補助金は民営化企業に利益をもたらすかどうかの問題について、 1677(5)(F)は具体的な
解決の方法を命令する性格のものではなく、当規定は商務省に民営化問題を解決する裁量
権を与えただけであり、民営化のような所有権変更はそれ自体原補助金は相殺不可能であ
ること、あるいは相殺可能であることを指示するものではないと、反論している 1650
3.小委員会報告
(1) 主要問題と審査内容
小委員会は、本件の主要問題は、 SCM協定のもとで国有企業の民営化に関する法的評
価、さらに正確に言えば、 12件の国有企業の完全民営化とかかわる相殺関税決定の法的評
価であると示した1660 具体的に本件の争点、は、公正な市場価格を反映する独立当事者間取
引による民営化の達成は、非反復的 (non-recurring)補助金の未償却を返却 (extinguish)
することができるかどうかにある、と設定した1670
小委員会は審査の内容として、相殺関税の毘的と法的要件、民営化による所有権変更と
いう状況下でSCM協定の意味する「利益Jの存否を決定することである、と述べた上で、
「利益jを受ける対象 (towhom the benefit accrues)の決定、「会社の所有者にもたらす
利益Jと「会社自体にもたらす利益Jとを区別して扱う理由、民営化が達成された状況下
の利益の存在を確立させる根拠、といった問題を検討することにした1680
(2) SCM協定における相殺関税賦課の目的と条件
小委員会は、相殺関税賦課の目的について、補助金の影響を本自殺するものであり、補助
金による資源の非効率的な配分及び市場歪曲に対応するものではないと明示した1690相殺
関税の法的要件について、小委員会は、補助金の存在、損害の発生、因果関係の成立とい
164 '"庁oPanel Report (DS212)， paras. 4.73，4.74. 
165 Ibid.，para.4.75. 
166 Ibid.，para.7.39. 
167 Ibid.， para.7.39. 
168 Ibid.， para.7.40. 
169 Ibid.， paras. 7.41，7.42. 
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った基本的前提に触れただけである 170。
(3) r利益J存在の意味
小委員会は、「利益」について SCM協定は定義をしていないが、味!J益Jは抽象的に存
在するものではなく、必ず自然人、法人のような受益者 Cbeneficiaryor recipient)に受
取られ、必ず受取主体 Crecipient)があることを意味するとしづ上級委員会の解釈を引用
した1710 さらに、 1994年 GATT第 6条 3項、 SCM協定第 10条脚注 36の規定する「補
助金は産品の製造、生産又は輸出について直接又は間接に交付されたものJという内容を
認めるが、この規定から SCM協定第 1条 1項(b)の意味する市Ij益jは必ずしも生産施設
に与えられたものと解釈することはできない、と補足した1720
(a) 所有権変更(民営化)状況における利益の受益者 (recipient)
小委員会は、民営化(所有権変更)と絡む相殺関税をめぐる紛争において、利益の受益
者 (recipientof benefit)を決定するために関連実体 (relevantentity)を確定すること
は重要な問題であるとしたうえで、補助金は法的主体(legalperson)である会社に交付
されたものであり、会社の所有者あるいは株主自体に直接与えられたものではないという
商務省の解釈を認めると明示している 1730
小委員会は、民営化の状況における利益存否及び利益の受益者の決定と関連する主体を
確定する上で、商務省、の採る立場を改めて整理した174上で、 SCM協定の文脈において、
会社とその所有者を区別することは妥当ではない、と明確に示した175。小委員会の提示し
た根拠は、 SCM協定は利益の存否を決定する問題に言及するにあたって、会社とその株
170 Ibid.， para.7.43. 
171 Ibid.， para.7 .45. 
172 小委員会は、司j益jは会社の生産施設に内在するという観点を否定した 1999年特殊
鋼相殺関税事件の上級委員会の解釈を引用している。参照、 Ibid.，para. 7.46 
173 Ibid.， para. 7 .48. 
174 商務省の観点は次のとおりである。会社自体とその所有者(株主)を異なるものとし
て扱う。利益(補助金)は法主体(会社)に内在するものであり、会社の所有者が変更さ
れても依然とその会社に残る。民営化は会社の所有者を変更させることがあっても、自動
的に生産者の法主体性に変更をもたらすものではない。国有企業と民営化企業は同じ法主
体(legalperson) である限りでは、国有企業に内在する利益は引き続き民間所有者
(shareholders)に所有される法主体(民営化された生産者)に残留し、したがって、民
営化は会社に存在すると立証された補助金に影響を与えることはない。会社の所有者のポ
ケットから出された資金を会社の支払ったものと見るべきではない。参照、 Ibid.，
para.7.49. 
175 小委員会は VVTO加盟国の国内会社法の観点から、会社とその株主が区別されている
ことを認める。参照、 Ibid.，para. 7.50. 
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主を区別して扱うことに触れていないという 1760
小委員会は、さらに、 SCM協定 1条、 10条、 14条は、 “recipient"あるいは “benefit 
to recip ien t"、 “producer"と言及するだけであり、 SCM協定の「利益j概念、は国内商法
に基づいて確立された営業の法的構造(legalbusiness structure、つまり、会社と所有者
の関係、筆者注)から独立した無関係なものであり、その根拠は SCM協定の関心は補助
金交付の同種産品を生産する国内企業に与える悪影響を特定する問題に置かれている、と
説明する1770
会社とその所有者(株主)との不可分性について、小委員会は、産品の生産と輸出は生
産者(会社)が所有者(株主)の経済的利益を追求する目的のために行われるものであり、
補助金は生産者の生産と輸出能力を改善すれば必然的に利益率に影響を与え、株主に配分
される利益を大きくする、と述べている 1780
小委員会はこの立場を補強するために、次のように補足している。会社の価値は株主の
ために利益を作り出す能力によって決められる1790補助金交付によって会社の利益創出能
力が増強されるなら、補助金の価値が会社の全体的市場価格に反映される 180。投資家が会
社を市場価格で貿収した特、買収価格に会社に交付された利益(補助金)が含まれる 1810
市場基準に基づいて利益の存否を決定するにあたって、会社にもたらす利益と会社の所有
者(株主)にもたらされる利益を区別して扱う必要はない1820
小委員会は会社とその所有者を区別して扱わない先例として、 1999年特殊鋼相殺関税事
件の小委員会報告を引用した1830 さらに、小委員会は商務省自ら会社とその所有者を区別
して扱わないと主張していたことを援用して反論したl840
以上の議論を展開した上で、小委員会は次のように結論するo SCM協定の利益存否の
決定としづ文脈において、会社とその所有者を区別して扱う必要はなく、会社と所有者は
結合して、利益の受益者 (recipient)たる法主体(legalperson)、すなわち生産者を構成
176 Ibid.， para. 7.50. 
177 Ibid. 
178 Ibid. 
179 Ibid.， para. 7.51. 
180 Ibid. 
181 Ibid. 
182 Ibid. 
183 Ibid.. Dara 7.52. 
184 1993注部分残留論の妥当性を主張して国内鉄鋼産業の立場(会社と所有者を区別す
る)を批判するとき、商務省は同様な論拠を展開したことがある。参照、、 Ibid.，para. 7.53. 
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する1850 商務省の観点は会社とその所有者の関連性を無視することになり、民営化によっ
て変るのはまさにこの関連性である、と小委員会は強調する。小委員会によれば、 SCM協
定は利益の受益者 (recipientof bene五t) と言及するとき、相殺関税調査の対象産品の生
産者と輸出者となる会社とその所有者の結合状態を意味することになる1860
小委員会は、商務省が民営化前後の企業実体の同一性を判断するために挙げた4点の要
素は全て関係企業の生産施設に関連するものであり、明らかに利益を生産活動及び財産と
結び付けており、投資家に利益を還元するとしづ生産活動の基本的目的を軽視していると
批判する1870 最後に、小委員会は、棺殺関税調査は、 SGI¥tI協定に基づいて誰が受益者で
あるかを特定するにあたって、補助金付きと非難される産品を輸出する生産者(会社と所
有者)に着目するべきである、と明確に示した1880
(b) 利益の存否の判断基準
小委員会は、利益は市場条件としづ判断基準から見て、受益者 (recipient)が代価を払
わずに手に入れた資金面での利益という先例の解釈を引用している 1890 この点に限って、
紛争当事国聞に争いもないため、詳しい議論は不要であった。
(4) 民営化の特別な事情
小委員会は民営化の特別な事情について、以下の 3点から検討している。
(a) 特別な所有権変更
小委員会は、民営化企業の新しい所有者(投資家)の投下資本の回収及び営利目的の達
成は、企業自体の営業成績と不可分の関係にあること、民営化企業は所有者に投資利益を
返報する義務を負うことを強調しただけである 1900
(b) 民営化はSCM協定の適用条件の再検討義務を発生させる根拠になれるか
小委員会は、民営化は民営化企業について補助金存否を改めて立証する義務を引き起こ
すことについて紛争当事国はともに同意しているが、しかし、立証内容の面で意見が分か
れることを確認しているI910
185 Ibid.， para. 7.54. 
186 Ibid.. para. 7.54. 
187 小委員会は、利益は生産活動ではなく、法主体(会社とその所有者の両方を合わせて)
にもたらしたものと解釈した先例を引用している。参照、、 Ibid.，para. 7.55. 
188 Ibid.， para. 7.56. 
189 Ibid.， paras. 7.58，7.59，7.60. 
Ibid.， para. 7.60， 7.61， 7.62. 
191 ECは、民営化の独立当事者間取引による達成と市場価格の支払を立証すればよいと
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小委員会は、民営化は国有企業の財産と株式のための支払を含むと合理的に仮定するこ
とができるとした上で、かかる支払は必然的に民営化企業は無代価で何かを得ることは不
可能であることを意味する、と述べている1920 さらに、小委員会は、 1999年特殊鋼相殺
関税事件の上級委員会は臨務省が主張するとおり、民営化前後の主体の相違と生産活動の
相違を根拠に民営化企業について立証義務を要求していないと、商務省の観点と異なる先
例の読み方を示している 193
(c) 民営化生産者は原補助金から f利益j を得たか否か
小委員会は、政府が国有会社(生産者)に補助金を交付すると、補助金による利益は畏
営化される国有企業の公正な市場価格(売却)に反映される、したがって、民営化によっ
て国有企業が有する全ての生産施設及び財産 (goodw出)などの公正な市場価格が支払わ
れたなら、原補助金は必ず返却されたと推測すべきであり、原補助金が引き続き全ての株
式と財産(補助金で具体化されたものも含めて)の公正な市場価格を支払った民営化企業
(会社とその所有者を含めて)に利益をもたらしていると認定できない、と補助金残留論
があり得る余地を否定している 194。さらに、小委員会は、民営化企業(生産者)は、市場
取引(民営化)を通して全ての財産を入手し、もはや代価を払わずに得ているものは存在
しないので、補助金の意味する利益を受けていると言えない、と補足する 1950
上記の理由を示した上で、小委員会は、実体同一論の主張する会社と所有者(株主)の
区別、株主が利益を得なかったとしても、民営化前後の会社実体が本質的に同ーである限
り、国有企業に交付された補助金はそのまま民営化企業に残留するという観点に同意で、き
ないと、明確に示した。
結論的に、小委員会は、実体同一論は SCM協定に違反する根拠としてまず、民営化の
条件 (thecondition of privatization)を検討しないこと郎、次に、民営化が独立当事者
主張するのに対して、アメリカは所有権変更後の民営化企業は国有企業より異なる法主体
(legal person)に変化したかどうかを立証するだけで済むと確執する。参照、 Ibid.，para. 
7.63. 
192 小委員会はさらに、かかる支払が独立当事者間取引による公正な市場価格を反映する
なら、民営化企業は利益を得ていないことを意味する、と補足している。参照、 Ibid.，para. 
7.65. 
193 Ibid.， paras. 7.67， 7.68，7.69，7.70. 
194 Ibid.， 
195 Ibid.， paras. 7.72， 7.76; 7.77，7.78. 
196 Ibid.， para. 7.18.小委員会のいう民営化の条件は主に民営化の達成方法を意味する。
例えば、小委員会は次のように述べている。 Infailing to examine the condi tion of thθ 
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筒取引で達成されても、民営化前後の企業実体が同一である限り原補助金が残留するとい
う反証不可能な推定を覆して、民営化企業は補助金を受けることなく、補助金は返却され
たという結論が得られない、といった点を挙げている 1970
以上の議論を踏まえて、小委員会は、民営化問題に査面した場合、民営化企業(会社と
所有者)が原補助金から利益を得ているか否かを決定するために、輸入国は必ず民営化の
条件を検証し、しかもこの検証作業は民営化前後の企業の同一性(民営化企業が固有企業
と異なるか否かを要求する)と無関係に行わなければならない、と述べている 198。その上
で、小委員会は、独立当事者間取引による民営化の達成としづ事実によって、民営化企業
(会社と株主)は入手したものの市場価格を支払い、したがって、国有企業に与えられ過
去の資金面での貢献からし1かなる利益(市場条件を超える)も受けていないとしづ結論が
必然的に導かれなければならない、と結論する。小委員会によれば、原補助金からの利益
が民営化企業に残留しうるという反証可能な推定を覆す上では、民営化の独立当事者間取
引による達成としづ証拠を提示しさえすれば十分である、ということになる。
以上のとおり、高務省、の原始的相殺関税最終決定の適法性について小委員会の行った認
定と法解釈を見てきたが、行政見直決定とサンッセトレピ、ユウ決定についても同じ議論が
展開されたため、ここで繰り返さないことにする 1990
(5) URAA1677(5)(F)のWTO協定適合性問題
先にも見たとおり、 ECは、 1677(5)(F)は商務省、が民営化と所有権変更後、補助金の存否
を立証することなく相殺関税を賦課することを許容している限り、 WTO協定に違反する、
と主張した2000 これに対して、アメリカは、 1677(5)(F)は原補助金が民営化企業に利益を
与えるか否かについて如何なる指示(命令)あるいは方法を示唆するものではないと反論
concerned privatization， namely whether they occurred at arms length and for fair 
market value， the United Sates had not first determined whether the privatized 
producers had received any benefit， pursuant to the SCM Agreement，合omthe prior 
financial contribution(subsidization).強調は筆者、参照、 para.7.86.
197 Ibid. 
198 Ibid. 
199 行政見直決定とサンセットレピュウの SCM協定適法性についても、小委員会は、利
害関係者が民営化の独立当事者間取引による達成としづ証拠を提示した場合、アメリカは
民営化企業(生産者)はもはや利益をもたらされていないと結論をする義務を負い、民営
化の条件を検討する義務を拒否することはSCM協定第 21条 1項、 2項、 3項違反を構成
すると判断したa 参照、 Ibid.，para. 7.98， 7.114. 
200 Ibid.， para. 7.118. 
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した201。この問題について、小委員会は次のように分析している。
小委員会は、まず、商務省が 1677(5)(F)をWTOに適合する形で適用することが実際に
可能なのかどうか、という問題設定をした202あと、国有企業の寅収者(会社と民営化生産
者の株主)が公正な市場価格を支払った以上、原補助金による利益は当然支払価格に含ま
れることになり、民営化企業は SCM協定の意味する補助金を受けていないと結論しなけ
ればならない、と公正な市場価格の支払としづ証拠を絶対化させて置く 203。つまり、小委
員会は、民営化が独立当事者間取引によって達成され、公正な市場価格を反映したなら、
輪入国(の相殺関税当局)は、原補助金が民営化企業に残留することなく、完全に政府に
返却されたとしづ結論に達しなければならない、と要求する204。
小委員会は、 1677(5)(F)の読み方として、この規定は取引対象物の公正な市場価格を反
映する独立当事者間取引を、補助金存否を判断する決定的要素と位置付けていない205ため、
商務省に実体同一論を選択できる余地を残している、と認識している206。小委員会は、商
務省は行政裁量権を WTO協定に適合する形で運用できるなら、公正な市場価格を反映し
た独立当事者間取引による民営化の達成としづ証拠が提示される限り、民営化企業は国有
企業に交付された補助金から如何なる利益も得ていないとシステマテックな結論
(systematic conclusions)に達しなければならない、と独立当事者間取引の証拠力を強調
している2070
さらに、小委員会は、 1677(5)(F)立法史208、Sん生の解釈209、法規定の話的210、司法解釈
211を考察して、次のような結論を得た。 1677(5)(F)は事実上、商務省が公正な市場価格を
::;現り、小委員会は、公正な市場価格を反映する独立当事者間取引による民営化の達
成としづ証拠が提示された状況下で、 1677(5)(F)を WTO協定に違反しない形で適用でき
る余地はありうるのかどうかを検討することにした。また、小委員会は、公正な市場価格
を反映する独立当事者間取引による民営化の達成としづ事情のもとで、 1677(5)(F)の適用
は必然的にSCM協定に違反すると言えるかどうか、と言い方を変えて強調している。Ibid.，
para.7.137. 
203 Ibid.， para. 7.129. 
204 Ibid. 
205 Ibid.， para. 7.134. 
206 Ibid. 
207 Ibid.， paras. 7.138. 
208 Ibid.， paras. 7.14 -7.142. 
209 Ibid.， paras. 7.143 -7.144. 
210 Ibid.， paras. 7.145 -7.146. 
211 Ibid.， paras. 7.147 -7.154. 
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反映する独立当事者間取引によって達成された場合においても国有企業に交付された補助
金が民営化企業に残留することなく政府に返却されるという結論に達することを禁止する
規定であり、つまり、商務省は当規定に従う限り、 WTO協定 (SCM協定)に違反しない
形で行政裁量権を行使することは不可能という 2120 つまり、問題となる民営化がいかに独
立当事者間取引で達成されようと、民営化取引の価格がいかに公正な市場価格であろうと、
商務省は常に国有企業に交付された補助金が民営化企業に残留すると認定するしかない、
と断言している2130
以上の事実認定と法解釈を経て、小委員会は次の結論を下した。 6f'牛の原始的相殺関税
決定について部分残留論 (gammamethodology)を適用したため、原補助金から民営化
企業が利益を受けたか否かを立証することを怠ったことになり、 SCM協定第 14条、第 19
条 1項、第 19条4項、第 10条違反を構成する2140 2件 (1件が部分残留論を適用し、他
の 1f牛が実体罰-論を適用した)の行政見直し決定について、相殺関税決定後発生した民
営化が独立当事者間取引によって達成されて公正な市場価格を反映したかどうかを検討し
なかったため、民営化企業について補助金存奇を立証できおらず、相殺関税を継続して賦
課する法的要件を規定する第21条 1項と第 21条2項に違反する。 4件のサンセットレピ
ュウ (4件とも部分残留論を適用)について、民営化の事実(独立当事者間取引)を検討
しなかったため、相殺関税の撤廃が補助金及び損害の存続又は再発をもたらす可能性があ
るかどうかについて立証することを怠ったことになり、 SCM協定第 21条 1項、第 21条
3項違反を構成する。結局、本件で申立てられた商務省の相殺関税決定は全て違法とされ
たのである。
4. 主要論点の検討
(1) 民営化事実に関する認識
本論文は、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性問題を処理した重要半u例(アメリカ
の国内司法機関の判例と GATT'VVTO紛争解決機関の判例)を網羅的に研究してきた。
問題となる民営化の事実関係に着目してすでに研究した判例と比較すると、本件の有する
212 Ibid.， para.7.55， 7.156. 
213 Ibid. 
214 Ibid.， para. 8.1. 
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最大の特徴は今まで問題となった民営化のケースをほとんど内包していることである215
0
国有企業に交付された補助金の民営化後の行方を判明する上で、民営化の内容(売却対象)
と達成方法(独立当事者間取引)を分けて考えるとし、う本論文の一貫した立場から言えば、
本件で問題となる民営化(輸出国 6カ国、民営化企業 10社)の複雑性が、紛争当事固と
WTOの小委員会にどの程度注自されて、如何なる議論が交わされるかは興味深いことで
あった。残念ながら、これだけ複雑な民営化の具体的ケースが羅列されながら、法的議論
の中で、民営化事実の分析はほとんどされていない。法的論点の批判的検討をする前に、相
殺関税の賦課対象となった民営化企業を単位に、問題となった民営化を図216で表現し、そ
の特徴を示す作業が必要となろう。
1. Ugine S.A 
|フランス政府l 一一炉
2. GTS 
|フランス政府l 一一砂
3. Usinor 
|フランス政府l 一一砂
4. CAS 
|イタリア政府| → 
5. AST 
!イタリア政府! → 
6. 1LP 
lイタリア政府|一+
7. SSBA 
lusinor| 一+ kytine，}S4 
11Jsinorl 一歩 国→ 回illinge寸+
iusin'orl 
面目→ 区LVA21牛+ !Cogne S.p・叶+
国→ 画宣(ILVAグループから独立)
圏一+ 園 (ILVAグループから独立)
lスウェーデン政府| 一+ 極函
匪量
極通
215 本論文第 3章で研究したイタリア Delverde社のパスタ生産設備の売却は民間企業向
士の取引であり、 Delverde111によって問題解決されている。第2章で研究したメキシコ
国有企業Sonocalの民営化問題も 1989年の時点で解決されている。この 2件は本件にカ
ノくー されていない。
216 矢印は会社と所有者の関係を表している。文字による説明は本節 1参照。
217 国家持株会社、つまり事業を展開する株式会社形態国有企業の株式を保有し、経営支
配を行うだけで、自ら具体的事業を展開しない会社である。
218 企業グ、ノレー プで、あるD
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8. BSC 
iイギリス政府i→函 |政府所有株式会社BSplq I民間所株式会社BStlq
9. Dillinger 
|ドイツ政府I_. ~illinge~ 
10. Aceralia AS 
iスペイン政府i→ 垣ド 陸自一+
以下、 1999年特殊鋼相殺関税事件(以下、特殊鋼事件とする)の民営化の内容と比較し
ながら、本件の民営化の内容的特徴を説明する。民営化の内容(売却の対象)から見て、
特殊鋼事件はかなり単純なケースであったと言える。 BSCとGKNは共同出資して株式会
社UESを設立する際、 BSCの特殊鋼生産部門が現物出資の形で UESに投下された。特
殊鋼生産施設の一部が原補助金で具体化されたものであるとし、う事実について異議がなか
ったため、特殊鋼生産施設の公正な市場価格が評価される代わりに BSCがUESの株式を
保有したことを明らかにするだけで、UESは市場条件を超える利益を受けなかったと容易
に説明することができた。問題となる補助金が取引対象物(特殊鋼生産施設)と一体化さ
れていたからである。
しかし、本件の事実関係はかなり複雑化しているD 問題となった民営化のほとんどが株
式の売却と言う事実を含めており、いずれも単純な資産の売却にとどまるものではない。
民営化の事実がほとんど株式の売却から始まっていることを考えれば、遠山教授が研究し
たとおり、公共体形態国有企業を採用したイギリスと異なって、欧州大陸の国有企業は早
くから株式会社形態を採用していたことは事実である。単純な資産の売却と比較して、株
式会社形態国有企業の政府保有株式の売却による民営化の有する最大な特徴は、取引対象
物(株式)と補助金で具体化された財産が一体化していないことにある。この点は、法的
議論を複雑化させた最大な原因であろう。
(2) 民営化のケースにおける f利益j の受益者
カナダ航空機補助金事件で、「手lj益j存否の判断基準が問題とされて、利益は「資金面で
の貢献Jの市場基準を超えた分であることは明らかにされたが、本件では、利益の付着主
体、つまり、誰が利益の受益者になるのかと言う問題は大きな争点となった。
219 企業グループで、ある。
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アメリカは、「手IJ益Jの受益者、つまり利益が付着する主体を法人(会社)であると主張
したことは、法人，である会社とそれを設立者(投資家)である所有者を区別し、所有者の
変更しかもたらさない民営化を、会社に内在する補助金の行方の考察と無関係な事項と位
置付けて、補助金残留論を論証する上で必要な解釈論で、あった。
SCM協定においてほIj益jが定義されていないため、カナダ、航空機補助金事件の上級委
員会が「利益jについて、「自然人または法人に与えられたものであるJと解釈したことは
アメリカの都合に合う先例となった。補助金は企業の財産の一部を構成して初めて企業の
費用構造に影響を与えることを考えれば、補助金は会社所有者が出資義務を履行した後の
会社に付着するというアメリカの考え方は正確なものと評価される。アメリカによれば、
会社に内在する補助金は、会社から抜き出されない限り返却にはならないこととなる。し
かし、アメリカのいう「抜き出すj としづ用語は、会社の財産に具体化されてしまった補
助金を物理的に取り上げるとしづ意味ではなく、会社に内在する市場条件を超える利益の
消滅という点に置かれていたと考えるべきである。
ECも先例による「利益jの明確な解釈を容認せぎるを得なかったため、アメリカは利
益の受益者を会社であると考えているのではなく、利益は会社財産に付着するものと主張
していると誤解し、補助金は財産に付与されたものではないという 1999年相殺関税事件
の議論を繰り返す以外はディフェンスできなかった。
小委員会は先例を意識してアメリカの「手Ij益Jに関する解釈に同意しながら、民営化の
ケースにおいて利益を法人に付着したものと考えるアメリカの立場を否定できる有力な根
拠を提示できなった。
(3) 格殺関税における会社と所有者間関係の処理
先にも見たとおり、アメリカは、「未Ij益Jを法人(会社)に付着したものと捉え、利益は
その法人(会社)に出資した所有者の変更と無関係な存在であると主張した意図は、株式
の売却のような民営化の場合、会社の所有者が変わるだけで、補助金が付着しているとさ
れる会社自体にいかなる変更も生じないため、補助金はそのまま会社に残留することを論
証することで、あった。
ところで、アメリカの論証はかなり抽象的で、しかも形式論的になっている。例えば、
アメリカは、 1999年特殊鏑事件の上級委員会が BSCとUESは完全異なる企業であると
判断したことを反対解釈して、民営化前後の会社が同じであれば補助金は民営化企業に残
留すると安易に先例を援用している。具体的に、相殺関税の被賦課対象を特定する上で、
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なぜ利益を会社に付着すると解釈し、会社と所有者は区別して扱わなければならないのか
なぜ民営化によって会社の所有者だけが変更したと主張できるのか、会社の所有者だけが
変更したことは立証されたとしても、必然的に所有権変更前後の会社の同一性が維持され
ると結論できる理由は何なのか220。また、会社の同一性が維持されていることから補助金
残留論が必然的に導かれると言えるのだろうか。アメリカはほとんど説得的な根拠を挙げ
ていなし、。したがって、会社に交付された補助金は会社所有者と無関係であるとしづ主張
に対して、小委員会は、会社は所有者(投資家)のために生産をしているのに、なぜ無関
係のなかと反論している。
会社に付着した補助金が会社の所有者の変更と無関係に会社自体に残留するというアメ
リカの論拠が説得力を欠くことはさておき、 SCM協定の相殺関税問題の文脈において、
会社とその所有者を区別して扱う必要がなく、両者を一体化させて考えるべきとしづ小委
員会の観点の根拠もかなり脆弱になっている。例えば、会社は所有者の経済的利益を追及
するために輸出をしていると言う議論はそうである。問題は、会社と所有者は利害的に無
関係、であることを証明できる証拠もいくらでもある。例えば、相殺関税を株主に賦課する
ことはできないこと、会社債務を株主に向かつて直接請求できないこと、株主に交付され
た補助金は会社に無代価で、流れる221ことはありえないこと、などである。
相殺関税の文脈において会社と所有者を区別して考慮することは不要であるという観点
を補強するために、小委員会は、 SCNI協定の問題関心は補助金付き産品と同種産品を生
産する競合企業に与える悪影響に置かれており、相殺関税調査は補助金付きと非難される
産品の生産者(会社とその所有者)に着目するべきだと述べているが、損害を発生させる
主体は補助金交付を受けた生産活動の担い手となる会社であり、補助金を利用して生産費
用を抑えて本来設定すべき価格より低価格を設定するのはまさに会社内部で行われるとい
う経済学の基本的事実を忘れている。
以上見てきたとおり、アメリカの展開した会社と所有者相異論は実体同一性の 4要素理
220 アメリカは実体同一論を最初打ち出したとき、民営化前後の会社実体の向一性を 4要
素で判断し、ほとんどの場合実体問一論の結果が得られ、したがって、補助金残留論が導
かれると主張していたが、本件では4要素の論拠をほとんど提示することなく、会社と所
有者の棺異点にカ点を置いて議論している。
221 毅子会社について会社と株主の関係であると考えられるが、かかる場合、子会社の事
業はもはや親会社の事業と統合されている状況(同じ会社実体)にあり、一般的に論じる
会社と所有者の関係、の例外であると言えよう。
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論より進歩していると評価されるが、補助金残留論を裏付ける根拠として綿密さは欠けて
おり説得力を有しないD それに反対する ECと小委員会の議論も同じく説得力を欠けてい
る。
(4) 公正な市場価格を反映する独立当事者間取引の証拠力
本件において、 ECと小委員会の立場は驚くほど一致していることは明らかである。い
ずれも民営化と錯綜する相殺関税の問題が発生すれば、輸入国は必ず民営化の条件、つま
り公正な市場価格を反映する独立当事者間取引を調査することを力説している。民営化を
取引内容(売買対象)と達成方法に分けて考慮する限り、補助金が取引対象物の中に完全
に含まれている場合(例えば、会社自体の売却、会社財産の売却)、 ECと小委員会の議論
は当然成り立つ222。しかし、原補助金で具体化された財産など本来取引対象物に含まれる
形で行われる民営化取引以外に、民営化の呂的を実現する取引(株式だけの売買)があり
うるというアメリカの問題提起の前で小委員会は麻療しているように思われる。その最大
な証拠は、独立当事者間取引を事実調査の唯一の内容であると断定している点に現れる。
補助金で具体化された財産の公正な市場価格による売却が行われた場合(財産の代金を企
業が支払ったか、企業の所有者が支払ったかを問う意味はない)、完全返却論的な結論が導
きかれることをアメリカも明確に認めている。
本来本件で争点として、すでに 1999年特殊鏑相殺関税事件の先例において明確化され
た論点を繰り返すのではなく、民営化の複雑な内容に者自した具体的な分析が要求された
はずだが、残念ながら、アメリカは法人と所有者の分離のような抽象論に終始し、株式会
社形態国有企業の政府保有株式の売却といった明確な議論を展開しなかった。
本件で問題となる民営化が原補助金の行方に与えうる影響について、筆者なりに次のよ
うに整理する。フランス国有株式会社 Usinorの政府保有株式の売却の結果、補助金が返
却されたと結論することはかなり苦しいと考えられる。特に、 GTSの場合、 GTSの親会
社Dillingerの親会社がDHSとなっており、さらにDHSの親会社がUsinorとなってい
る。フランス政府がUsinorの株式を売却することで、 GTSの補助金が返却されるとは到
底考えられない話しである。
222 補助金は企業の価値の増加に貢献し、補助金で具体化された財産を含む企業(あるい
はその一部財産)が公正な市場価格で売却された場合、買収者に補助金は残留しないとい
う結論は 1999年特殊鋼相殺関税事件で完全解決された課題であり、もはや繰り返す必要
もないと言える。要するに、本件で問題となる民営化の複雑性から見て、それが補助金を
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イタリアの国家持株会社 IRIの経営支配を受ける多数の事業会社の民営化について、
CASをGE.VAL一社に売却しているが、売買取引の対象は CASそのものなのか、株式の
売却だけなのか、さらに調査する必要がある。 ASTとILPはグ、ループの事業を独立させ
た上で売却しているが、 ILVJ生ク守ループに対する補助金交付の後で、株式会社が設立されて
いるなら、そもそも補助金があったかどうかをさらに調査する必要があるであろう。
SSBAとAceraliaASの民営化は文句なく政府保有株式の売却であり、小委員会のまと
めた事実以上の証拠が提示されない限り、完全残留論は妥当であろう 2230 BSCは公共体形
態国有企業を株式会社化した後の政府保有株式の売却になるため、同じく株式の売却と言
って、安易に完全残留論の結論を下せない。 Dillingerは新設される会社に現物投下された
ため、市場価格が成立している以上、完全返却論が妥当であろう。
含めた企業の公正な市場価値の反映と安易に言えるかどうかである。
223 本論文第2章で研究したとおり、商務省は過去完全残留論的結論を出した先例がある。
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終章 民営化企業に賦課する相殺関税の適法性
本論文は、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を究明することを研究課題に設定し、
国有企業の民営化と交錯する相殺関税の問題が初めて表面化した 1989年のメキシコ石灰
産品相殺関税事件から、 2002年7月 31日、 EC鉄鋼産品相殺関税事件の WTO紛争処理
小委員会報告が発表されるまで、 10数年間に蓄積された重要判例を網羅的に研究し、補助
金残留論(アメリカ)と完全返却論 (EC)とがそれぞれ主張する法的論拠を考察してきた。
以下、現行法 (URAAの相殺し関税法規定と SCM協定)の規定する相殺関税の法的要件
及び民営化事実の双方を意識しながら、補助金残留論と完全返却論とがそれぞれ有するメ
リットと欠点を総括的に分析、評価した上で、民営化企業に賦課する相殺関税をめぐる紛
争の解決方向を示し、論文を締め括ることにする。
第 1節補助金残留論の総括的評価
序章で論じたとおり、 GATT.WTOによる相殺関税の国際的規律の基本的方法は、次の
プロセスを必要とする。まず、相殺関税の法的要件を厳密に規定しておくことである。次
に、相殺関税の1武課をめぐって紛争が発生したとき、法的要件に基づ、いて問題、となる具体
的相殺関税の適法性を判断し、違法性が確認された場合、輸入国にこれを廃止することを
要求する。相殺関税の国際的規律の実効性を確保する上では、相殺関税の法的要件を厳密
化することが常に重要な課題となる。
理論的に相殺関税の法的要件は、手続的要件として、補助金の存否、国内産業の蒙る実
質的損害の発生、補助金と実質的損害両者間の因果関係の成立といった客観的内容の立証
責任と、実体的要件として、上記立証内容(補助金、損害・因果関係)を判断する具体的
法的根拠を必要とする。民営化企業にi賦課する相殺関税の適法性も、適用可能な法律の規
定する法的要件に基づいて判断されなければならないし
ECが完全返却論を確立させる上で、相殺関税の法的要件の核心となる補助金存否の判
1 しかし、本論文の課題は特に補助金存否の判断基準と立証責任に集仁ドされ、損害・因果
関係要件の問題は本研究の範囲から除外される。
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断基準(URAAとSCM協定における受益者利益説を反映した補助金の法的定義)は決定的
機能を発揮したにもかかわらず、アメリカはあえて補助金の法的定義に関する受益者利益
説による解釈論を正面から争うことなく、むしろ、受益者利益説を反映した補助金の定義
は商務省の長期的な慣行を法典化したものに過ぎない、と認めている2。したがって、原補
助金が民営化企業に残留するのか、それとも政府(国有企業)に返却されるのかという結
果論をめぐるアメリカと ECの対立は、核心的な法的論点〈補助金存否の判断基準)以外
に様々な論点を内包する形で複雑化して行った。
以下、アメリカが補助金残留論を主張するために提示した様々な論拠に関する法的評価
をまとめる。
1.非反復的 (non-recurring)補助金の時間的配分論
序章で詳細に説明したとおり、民営化後、それ以前に国有企業に交付された補助金が民
営化企業に残留すると主張して相殺関税問題を提起し得る事実的根拠は、非反復的 (non
-recurr・ing)補助金で呉体化された生産施設など国定資産の耐用年数の長期化とそれに伴
う減価償却期間の長期化に相応して、相殺関税n武課可能な期間も長期化することにある。
この事実的根拠に限つてはアメリカと ECは対立していない。
国有企業が補助金を交付された後、独立当事者間取引による民営化の達成のような後発
的事情の変更が生じない通常の場合、相殺関税被調査側が補助金の返却を裏付ける有力な
証拠を提示できない限り、非反復的 (non叩 recurring)補助金で具体化された生産施設の
耐用年数が切れるまで、補助金を時間配賦する形で被交付企業の産品に相殺関税を賦課す
る慣行は認められよう。現在の SCM協定と URAAにおいても、この問題に関する呉体的
な規定がないにもかかわらず、この慣行自体に反対する意見は見られないし、今後も黙認
された慣行として援用されよう。したがって、補助金残留論と完全返却論の双方にとって
は、この論拠自体は法的に有利になることもなければ、不利になることもない。
2 アメリカは、民営化と錯綜する相殺関税の問題が表面化した当初から、民営化の事実に
某づ、いて受益者利益説による補助金存否の判断基準を適用することを拒否したのではなく、
両93年、部分残留論を導入してから、これを拒否するようになる。参照、第 2章第 1節、
第 3章第4節、第 5章第 2節。
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2.補助金決定後の後発的事項無視論
アメリカは、国有企業について原補助金の存否を正確に立証して、相殺関税決定を行っ
た後、民営化のような後発的事演を考慮に入れて改めてすでに決定した補助金の額を評価
する義務を負わないと一貫して主張した。つまり、国有企業の原補助金の存否を立証さえ
すれば、後は原補助金を民営化企業の産品に配分するだけで相殺関税を賦課できる、とい
う主張である。
第 3章第 1節で論じたとおり、 ECは、補助金の額を改めて計算することを求めてもい
なければ、立証された補助金額を超えた金額を相殺したと非難しているわけではない30
ECは、むしろ民営化企業(相殺関税の被調査対象とされる)について補助金の存否を問
題にしているため、理論的にも後発事項無視論は的を外している。
後発事項無視論の有するもう一つの欠点は、後発事項を無視するのに、なぜ民営化取引
対象物の価格のような事項を参照して一部返却を認めるのかという、部分残留論の抱える
自己矛盾である。法的に見て、 URAAとSCM協定(第 21条)は、いずれも補助金決定
後の見直し義務を明確に要求するため、後発的事項を無視することを容認するというより
も、むしろ補助金決定後の事情の変更によって補助金が消滅あるいは減少する可能性を示
唆しており、後発事項無視論を退ける有力な法的根拠となっている。
民営化が補助金決定後の後発的事項になるかどうかの問題に戻るならば、例えば、 1986
年以前に補助金を交付された国有企業が 1988年に民営化され、その後、 1993年以降に補
助金の存否を立証しているのに、なぜ民営化を補助金存在の決定後の後発的事項だと位置
付けることができるのか。正確に言うなら、アメリカは補助金交付後の後発事項を無視で
きると議論しなければならないが、補助金交付後の事項を無視して補助金の存否を立証で
きるという法的根拠はほとんど論証されていない。
この問題はさておき、さらに、相殺関税調査の対象とならない国有企業から見れば、民
営化の客観的事実が後発的事項になることは確かであるが、しかし、民営化企業(現実に
相殺関税調査の対象となる企業)について考えれば、民営化は後発的、二次的ではなくむ
3 アメリカは部分残留論を適用したとき、国有企業について立証した原補助金の額を超え
て相殺したのではなく、一部の返却を認めたため、より少ない金額を相殺したと論じてい
る。ここのポイントは、相殺関税賦課の対象は国有企業なのか、それとも民営化企業なの
かである。国有企業に着目して考えるなら、部分残留論の結果、決定した原補助金の額よ
り相殺される金額は少ないと言えるかもしれないが、民営化企業に着目した場合、補助金
の存否が立証されていないのに相殺関税を賦課したことになる。
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しろ第一次的事項である。この問題について、民営化のケースではないが、同じ部分残留
論の適法性を争った Delverde事件の CAFC判決 CDelverdθ 刀刀は、民間企業同士の財
産売買取引は財産を買収した企業にとって後発的ではなく、第一次的事項であると明確に
判断した九この理論を民営化に適用すれば、民営化自体が民営化企業について補助金の存
否を判断する上で第一次的事項と位置付けられなければならない。したがって、民営化企
業の補助金存否を民営化の事実に基づいて立証する義務は避けられなくなる。 CIT、CAFC、
GATT'v¥寸Oの紛争処理機関のいずれもこの論拠を退けてきたが、理論的に有力な批判を
展開することなく、民営化の独立当事者間取引による達成を主な根拠としている50
3.補助金の存在決定の時間的標準論
この論拠は後発事項無視論と 1)ンクされるかたちで展開されていた。後発事項、無視論の
力点は、民営化企業に補助金が残留すると推定するために民営化という事実を無視する点
に置かれているが、時間的標準論は国有企業について行った原補助金存否の立証結果の法
的有効性を強調している。
この論拠の要旨は、原補助金の存否について補助金交付当時の市場基準を参照して立証
しさえすればその後は改めて立証する必要はない、という意味である。換言すれば、問題
となる補助金の存否を一度決定すれば、それ以上立証する必要がないという考え方である。
補助金を交付当時の市場標準で決定するという議論自体に問題があると思えない。例えば、
1986年の政府が行った「資金面での貢献Jによる長期貸付(金利は 1%とする)が補助金
を構成するかどうかを判断する際、当然ながら 1986年当時の市場基準(例えば市中金利
を2%とすると、 2%-1%=1 %X融資総額は補助金)に照らして判断する。しかし、補助
金交付時あるいは「資金面での貢献j の発生時ではなく、相殺関税の賦課する時点(例え
ば 1995年の市中金利)で補助金の存否を判断することになると、市中金利が変動してい
れば重大な誤差が生じうる6。この意味で、アメリカの主張する時間的標準論はむしろ積極
的に評価されてもよい。
しかし、問題は、民営化という事情の変更があったにもかかわらず、原補助金の行方(民
4 参照、第 3章第 3節。
5 参娘、第 3章第 1節、第3節、第4章第2節、第6章第4節、第 5節。
6例えば、市中金利が変動して 2%から 3%になったとすると、補助金は 3%-1%=2%に
なり、市中金利が下がって 1%になったとすると、 1%-1%=0になって補助金は存在しな
いことになる。
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営化企業に残留するのか、それとも政府に返却されるのか)を論証する上で、時間的標準
論が依然として妥当するかどうかである。民営化は民営化企業にとって第一次的事項であ
ることを考えれば、当然ながら、民営化が行われた時点で民営化企業が補助金を受けたか
どうか(残留か返却か)を判断しなければならない。つまり、国有企業の補助金存否の時
間的標準は民営化企業にそのまま適用できると一律に言えないのである。したがって、
1999年特殊鋼事件の小委員会及び上級委員会が、時間的標準論のために提示された法規定
の文脈的根拠 (SCM協定第 l条、第 14条の現在文による表現)を退けたことは適切であ
ったと評価できる7。
4.補助金存在決定後の補助金の使用と効果無視論
民営化企業に賦課する相殺関税の適法性をめぐる紛争の中で、アメリカが繰り返して強
調したのは、補助金の存在を立証した後、補助金が被交付企業に競争優位を実際に与えた
かどうかを立証する義務を負うことなく相殺関税を賦課できる、という論拠であった。
URAAの相殺関税規定、 1979年補助金協定及びSCM協定のいずれも、直接にこの問題を
扱う規定はないが、相殺関税の基本的要件(補助金の存否、損害発生、因果関係の成立)
以上に、相殺関税当局に加重要件を課さないという慣行が確立している。しかし、アメリ
カは原補助金が民営化企業に競争優位をもたらしたかどうか(実際は補助金の存否の問題
であるが)の議論を、補助金の使用と効果の問題(国有企業に交付された涼補助金に着目
して論じる場合一応筋が通るが)と混同している。
原補助金の行方の問題を民営化企業のほうから見れば、むしろ補助金の存否を問うこと
であり、基本的要件が成立した上で加重要件を排除するための補助金の使用と効果の立証
責任の問題にはならない。民営化企業について補助金の存否が立証されれば、当然ながら
補助金が民営化企業に実際に競争優位をもたらしたかどうかを立証する必要もなく、相殺
関税を賦課することができる。
5.補助金の受益対象企業生産(施設)論
アメリカは、民営化のような企業の所有権変更が発生した場合においても、補助金の受
益者が企業の生産(財産)であり、民営化以前補助金で具体化された生産施設は民営化以
7 参照、第 6章第4節、第 5節。
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降も継続して生産活動に活用されるため、企業の生産に与えられた補劫金を相殺すること
は当然成立すると主張してきたに
カナダ航空機補助金事件で、上級委員会報告は、補助金は企業の生産ではなく、企業(法
人)自体にもたらした利益であると明確に解釈した。したがって、民営化企業に相殺関税
を!賦課する場合、民営化企業について補助金の存否を立証することができれば、民営化企
業の生産に補助金が与えられたことも当然に推澱できる。
相殺関税は生産に与えられた補助金を相殺する特別な関税であると解釈すること自体は
問題ではないが、まず生産の主体たる企業について補助金存否の立証を行うことが必要と
なる。アメリカは国有企業を主体的に扱って原補助金の存否を立証したように、民営化企
業を主体として扱わなければならない。補助金残留論の挙げた法規定の文脈的根拠を
WTOの紛争処理機関が否定したことは積極的に評価されよう九
以上の 5点の論拠は、 1993年7月から 2000年 12丹までに、アメリカ(具体的に商務
省)は民営化問題に対応する基本理論として位置付けてきた、いわゆる部分残留論を支え
る具体的根拠であった。この他に、補助金残留を推定できる法的根拠として、 URAAから
は19U.S.C.S 1677(5)(F)lOを、 SCM協定からは第27条 13項目を、それぞれ直接引用した
8 引用した実定法の根拠は、 1947年GATT第6条3項の第2文、 1979年補助金協定第
1条の注4及びSCM協定第 10条の注36の規定である。逐語的にこれらの条文の内容は
共通しており、次のように規定する。「棺殺関税Jとは、産品の製造、生産又は輪出につい
て直接又は間接に交付される補助金を相殺する目的で課する特別の関税をいう。先にも見
たとおり、民営化企業に賦課する相殺関税問題を可能した基本的原因は、補助金で具体化
された鉄鏑産業の耐用年数の長期化にあることについて、アメリカと ECはともに認めて
いる。したがって、補助金を生産施設に浸透し、生産活動を優遇するものと理解すること
自体は問題ないと思われる。しかし、補助金が生産施設に浸透するため、民営化企業が補
助金で具体化された生産施設で操業している以上、補助金も残留すると主張することは、
補助金が内在する生産施設の市場価格を支払うことによって、補助金が金銭的形で返却さ
れる可能性を否定したことになる。したがって、補助金は生産施設に内在するという議論
は、補助金存否の法的判断の根拠として不十分である。
9 参照、第6章第4節、第5節。
10 URAA 19U.S.C. S 1677(5)(F)は、民営化など所有権変更問題を専門的に扱う規定であ
るが、最初に商務省はこの規定を根拠に独立当事者間取引を無視して補助金残留を推定で
きる権限を主張した。 CITとCAFCは、 19U.S.C.s 1677(5)(F)の立法目的はむしろ perse 
ruleの適用を牽制することにあると解釈して務務省の主張を退けている。参照、第 3章第
3節、第4節。
11 SCM協定第 27条 13項は、開発途上国の民営化の枠組みのもとで行われる補助金の
交付を対応可能な補助金から除外する規定である。アメワカはこの規定を反対解釈して、
原補助金は一般的に桔殺可能という根拠を引き出したかったが、 WTOの紛争処理機関に
退けられている。参照、第 6章第4節、第 5節。
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が、いずれも失敗している。
以上のとおり、アメリカが部分残留論をディフェンスするために工夫した各論拠はいず
れも、国有企業の原補助金の存在に関する正確な立証結果を法的根拠にしながら、民営化
の事実(内容と達成方法の両方)に基づいて、民営化企業について補助金の存否を立証す
る義務を拒否し、原補助金の民営化企業内の残留を反証不能と推定するものであった120
2000年 1月の CAFCの判決 (De]vlθ'raθf刀〉と 2000年6月に採択されたWTO紛争解
決小委員会(上級委員会も含めて)報告は、部分残留論のもとで提示された様々な根拠が
原補助金の民営化企業内残留を裏付ける有力な根拠になることを完全に否定した13ことを
受けて、アメリカも部分残留論の SCM協定違反を認めざるを得なかった。部分残留論は
もはや自然消滅したため、今後の類似の紛争解決の方向を模索する上で参考価値はほとん
どないと言ってよい。したがって、補助金残留論を評価する上で、部分残留論消滅以降の
紛争の焦点及び新しく登場する理論に注目することは重要となってくる。
6.実体罰ー論(same person methodology) 
第 6章の第 2節で考察したとおり、アメリカは部分残留論を無条件で放棄したわけでは
ない。アメリカは、民営化(所有権変更)前後の企業14 (会社、法人)の同一性を検証せ
ずに部分残留論を適用した限りでは、部分残留論はWTO協定(SCM協定)違反を構成する
ことを認めて、実体同一論の根拠を提示すれば、部分残留論を適用した相殺関税決定は
SCM協定に適合すると結論できる、と主張した。
部分残留論に代わって新しいディフェンスとして登場したのは、実体同一論 (same
person methodology)である。その要旨は、民営化前後の企業の同一性を、①企業の生産
施設の継続性、②営業活動の継続性、③財産と債務の継続性、④人員の継続性、といった
4要素で判断し、民営化前後の企業実体、つまり、民営化企業と国有企業は本質的に同一
企業実体(法人)であると判断されたとき、国有企業に補助金が交付されたという立証結果
12 民営化の事実を考慮に入れて部分残留論(取引対象の市場価格と関係なく原補助金の
残留額を計算する)を導入したというアメリカのディフェンスも、民営化取引の対象とな
る国有企業並びにその財産の市場価格を客観的に評価するものではなく、主観的に補助金
の残留額を計算したため、民営化事実を無視するための偽装に過ぎないものであった。
13 注意を必要とする点は、補助金決定後の後発的事項無視論を除いて、 WTOの紛争処理
委員会とアメリカの可法機関 (CITとCAFC)のいずれも、こられの論拠そのものを否定
していないことである。
14 民営化前の国有企業と民営化後の民営化企業。
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を、民営化企業にそのまま適用して相殺関税を賦課する、という理論である 150
実体同一論の根拠として提示された、企業財産、営業活動、生産施設と債務、人員とい
った 4要素理論は原補助金で、具体化された企業財産の物理的問一牲に着眼したものであり、
民営化取引の対象物を単位に民営化前後の企業実体を考える以上、如何なる民営化であろ
うと実体同一論が成立し、補助金が残留する結論が導かれる 160 4要素理論は、民営化の
内容を無視する点で本質的に部分残留論と同じく、民営化企業の投資家が取引対象物の市
場価格を支払ったという事実をクリアできる論拠ではない。 2002年になると、実体向一論
の4要素理論は、ほとんどの CITの判決によって退けられている九
第6章第2節で取り上げた EC鉄鋼産品相殺関税事件でアメリカの実体同一論をデ、イフ
ェンスする根拠が変わってきた点は注目に値する。当事件で、民営化前後(所有権変更)
の企業(会社)実体の同一性を論証するとき、アメリカは、 4要素理論にほとんど触れる
ことはなかった180
アメリカは、補助金の受益者(付着主体)が法人(会社)であると主張した上で、会社
と所有者は異なる性格の存在という事実を強調し、単なる所有権の変更は会社自体に変更
をもたらすことなく、したがって、会社に内在する補助金も会社所有権変更後の会社にそ
のまま残留するという、会社と所有者相異論を展開している。したがって、補助金残留論
に対する法的評価も、実体同一論をディフェンスする会社と所有者相異論に焦点を絞って
展開されなければならない。
アメ 1)カの会社と所有者相異論は2つの論点から構成される。まず、補助金の受益者(会
社)の特定である。つまり、補助金の受益者は会社であり、補助金は会社に内在すること
を強調する。次に、会社と所有者は異なる存在であることを強調する。会社と所有者は異
15 参照、第 3章第4節。
16 本質的には、 4要素理論は部分残留論の根拠のーっとして挙げられた補助金受益対象
企業生産(財産)論と変るものではない。
17 注意を必要とする点は、 4要素理論は補助金残留論を裏付ける説得性を欠けるという
ことは必ずしも実体同一論自体が成立たたないという結論の十分条件になれないことであ
る。参照、第 3章第 4節。
18 アメリカは明確な形ではいないが、 4要素理論も静かに放棄されたと判断される。な
ぜなら、 4要素理論で民営化前後の企業実体の同一位を文句なく判断できる状況下で、会
社と所有者椋異論をわざわざ持ち出すことは全く余分としか言えないからである。アメリ
カは4要素理論で民営化前後の企業実体同一性を論証できたとしても、民営化企業に補助
金が残留することを説得的に説明する自信がなかったため、他の根拠を探したと理解され
よう。
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なることを主張する意図は、所有者の変更(民営化)という事実から、補助金の行方の問
題を切り離すことである。つまり、会社(法人)の所有者が変っても、会社所有者と無関
係な存在である会社に内在する補助金は如何なる影響も受けないという理論である。会社
と所有者相異論の最大の欠点は、補助金の残留を論証する上で形式論的であること、また、
この理論を具体的民営化の内容に却して実証していないことである 19。
第 2節完全返却論の総括的評価
補助金残留論の様々な論拠の有する欠陥、あるいはメリットはともかくとして、補助金
が民営化企業に残留するという推定の結果に対して、補助金が民営化企業に残留しない、
あるいは存在しない(返却された)という反論を相殺関税被賦課側が行わなければならな
い。以下、 ECの提示した主要論拠に即して完全返却論を総括する。
1.補助金存否の判断基準と補助金の定義
ECは、補助金残留論が主張する民営化企業に原補助金が残留するという推定的結論を
覆すには、補助金存否の判断基準となる補助金の法的定義に依拠して議論を展開した。民
営化企業に補助金が存在しないこと(返却)を主張する ECの論証過程は、補助金が存在
するという問題に反証するかたちで行われた。補助金の存否はその法的定義によって判断
されるため、 ECは補助金の定義(受益者利益説)に基づいて、アメリカの原補助金の民
営化企業内残留という結論に反論し、完全返却論を論証したことは法律論として非常に的
確であった。
ところで、補助金の法的定義の明文化は、 GATT'WTOによる補助金・相殺関税の国際
的規律が直面した最も国難な課題であった。この点は補助金の法的定義をめぐる二つの理
論の対立に現れている。つまり、受益者利益説と財政負担説との対立である。 ECは財政
19 注目に値することは、問題となる民営化の内容が企業財産の売却ではなく、政府保有
株式の売却である場合、アメリカは部分残留論の論拠に触れることもなく、株式の売却は
補助金の行方と無関係な事項であり、原補助金は完全に民営化企業に残留すると過去の判
例において主張したことがある。アメリカは、政府保有株式の売却による民営化の場合、
なぜ補助金は民営化企業に残留可能なのかについて、まとまった論拠をほとんど示してい
ない。しかし、これはあくまでも論誌の厳密程度の問題にとどまり、補助金残留論が成立
する余地は全くないと結論する根拠にはならない。参照、第2章で議論したスウェーデン
鉄鏑事件、第3章第2節で論じたBSCの民営化問題。
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負担説の最も熱心な提唱者であったにもかかわらず、補助金の返却を論誌するときに受益
者利益説に依拠した20。したがって、補助金の定義に関する受益者利益説による解釈論の
確立は法律論の核心的な論点となった。
2.受益者利益説の法典化と解釈論
受益者利益説は法律論として完全返却論を確立させる上で決定的に重要であったが、し
かし、補助金の法的定義の明文化及び受益者利益説の解釈諭の確2立はあまりにも遅かった。
WTOとURAAが発効する以前、受益者利益説の法典化とf解釈論が確立されていなかった
ため、 ECが補助金の完全返却を法的に論証する上で極めて困難であったことは、受益者
利益説の重要性を反面から裏付けている21。
SCM協定第 1条は補助金の法的定義を明文化したが、補助金概念、を支えるこつの重要
構成要素、つまり、「資金面での貢献Jと味Ij益j は不明確なままであった。 SCM協定に
おいて「資金面で、の貢献Jの定義は規定されていないが、具体的項目が列挙されたため、
一応の判断基準が認められる。したがって、「利益J存否の半日断基準は補助金の定義の解釈
を明確化させる上で鍵を握る課題となった。
幸にして、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性をめぐる紛争がWTOの紛争解決機
関に持ち込まれる前に、カナダ航空機補助金事件で補助金の定義の解釈論が重要な争点と
20 財政負担説は、政府の財政収入の損失分(間違いなく被交付企業の利益になる)だけ
を補助金と認める考え方である。 ECは、財政負担説で補助金の政府への返却を説明しよ
うとすれば、 f政府の蒙った財政損失(国有企業の受けた補助金)が取り戻されたjという
反対解釈をするしかないだろう。しかし、「取り戻されたJという返却のプロセスを如何に
して説明するかが問題となる。イギリスを始めとする欧州各国の政府は民営化を市場メカ
ニズム、つまり売却という手段を通して行った以上、 ECには、「返却Jという結論を「売
却Jというプロセスと結び付ける工夫が必要で、あった。 ECが財政負担説をとる立場に徹
底して、原補助金の存在を否定することは可能であっただろう力、第 1章で論じたとおり、
1986年以前に国有企業に交付された補助金は、財政負担説で判断したとしても補助金を構
成することには問題はなかった。例えば、倒産寸前に陥って立ち直る見通しがほとんどな
い企業に投資した資金は贈与と伺然のもので、政府が財政全員失を蒙ることが明らかであっ
たからである。
21 1994年特殊鋼相殺関税事件は、 1947年 GATTと1979fJ三補助金協定における補助金
の法的定義の欠如状況下で発生したものである。 ECはSCM協定の発効を待つことなく、
1979年補助金協定のもとでさえ受益者利益説を主張した。 しかし、 1979年補助金協定の
もとでは明確な法的根拠がなかったため、完全返却論の確立は困難であった。アメリカの
国内可法審査を見ても、受益者利益説を法典化したURAA以前の桔殺関税法規定が畷昧不
明なため、 CITとCAFCは補助金残留論を退けて、完全返却論を是認することはできず、
URAAの発効を待って初めて明確な法的判断を下すことができた。
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して取り上げられ、歴史的懸案となっていた受益者利益説と財政負担説の対立に決着が付
けられていた。カナダ航空機補助金事件の最大の貢献は、補助金の存否は政府の行う「資
金面で、の貢献Jを市場基準で判断し、企業がかかる「資金面での貢献」によって市場基準
を超過した利益を得ているなら補助金は存在すると判断され、逆に子Ii場条件を超過した利
益を得ていなければ補助金の存在は認められない、と明確な形で受益者利益説を確立した
ことである220 1999年特殊鋼相殺関税事件で、 ECは、受益者利益説の解釈論を的確に援
用し、涼補助金の民営化企業内残留を否定すると河持に完全返却論の論証に成功した。問
題となる民営化の内容が国有企業の財産の売却である限り、 1999年特殊鋼相殺関税事件の
先例的地位は確立されたと考えられる。
しかし、掴有企業経営の深刻化及び民営化の潮流が到来以前に、財政負担説に確執して
補助金政策を運用してきた ECが受益者利益説を選択したことは、過去の補助金政策から
脱却するものと評価されると同時に、民営化企業の利益の保護という一時的、現実的な打
算に過ぎないと疑われる側面を残した23。今後、民営化に伴う補助金残留問題だけではな
く、補助金の国際的規律全般において、 ECは受益者利益説を正面から受容しなければな
らない
3.受益者利益説と完全返却論
受益者利益説とは、補助金の源となる政府行為たる f資金面での貢献」が政府に財政負
担(財政収入の流出)をもたらしたかどうかとは関係なく、かかる「資金面での貢献j を
市場スタンダードで判断し、資金面での貢献によって、これを受け取った企業が市場にお
いて入手可能なもの以上の利益を得たか否かを基準に補助金の存奇を決定するという考え
22 参照、第 5章第 2節。
23 ECの受益者利益説の選択が利己主義に誘導されたものと疑われる理由は、 ECは自己
利益にかなうときに限って受益者利益説を選択的に利用した点である。例えば、第5章で
説明したとおり、カナダ補助金事件のときでさえ、 ECはカナダと共同戦線を組んで財政
負担説を側面から支持していた。なぜECがカナダの立場を支持したのか。その理由は、
ECにとってブラジルを敗北させることが実益的であったからである。ブラジルの短距離
輸送用民間航空機の主力企業である Embraerの市場占有率の飛躍的拡大 (1995年から)
と同時に、イギリスの生産する同種の飛行機の販売が続落していた。カナダ補助金事件と
1999年特殊鋼相殺関税事件の紛争処理は同時進行しなかったとはいえ、前後に大きな時間
的ずれがないにもかかわらず、特殊鋼相殺関税事件で受益者利益説を主張した ECは、矛
盾した立場で「南部作戦j を展開していたといえる。皮肉にも Embraerも民営化企業で
あった。参照、 Stehmann(1999) ，pp. 98 -100. 
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方である。
受益者利益説は財政負担による市場基準を超えた利益の発生を当然に認めるほか、財政
負担を発生させない一部の政府行為(資金面での貢献)から企業に市場基準を超過した利
益をもたらすことを問題にしている。したがって、受益利益説にとって本質的に重要なの
は、企業にもたらされる利益の存否を市場基準で判断することである。市場条件以上の利
益の存在が決定されさえすれば補助金存在の判断は自然に導かれる。
ECは、受益者利益説を法的根拠に補助金返却論を展開する過程で、民営化企業に賦課
する相殺関税の背景にある補助金被交付国有企業の民営化という複雑化な事実を尊重した。
補助金残留論が常に民営化事実を迂回するという消極的な姿勢と比較して、 ECは、原補
助金は民営化企業に残留しないことを論証する上で、民営化を第一次的客観的事実として
捉え、民営化が民営化企業に市場条件を超過した利益をもたらしていないこと、つまり、
民営化によって原補助金が返却されたことを論証した方法論は支持されるべきである。
4.独立当事者間取引と完全返却論
ECは、民営化が民営化企業に市場条件以上の利益をもたらしていないこと、つまり、
民営化企業に補助金が存在しないことを論証する上で、民営化が公正な市場価格を反映す
る独立当事者間取引によって達成されたという客観的事実を決定的証拠にしたことは批判
される余地はほとんどない。
独立当事者間取引の要旨と法的意義について簡潔に振り返ると、独立当事者間取引は無
関係な主体同士が自己利益を最大化する目的で取引に参加したことを意味し、その法的な
意義は、売買の当事者間で取引対象物の市場価格が成立し、買収者が売却者に公正な市場
価格を支払って、取引対象物を入手したことが法的に認められる、という点である。
ECは、独立当事者間取引は取引対象物の公正な市場価格を反映するという国内法の原
則を民営化と錯綜する相殺関税問題に適用し、政府と民間投資家との間で国有企業の財産、
政府保有株式などを対象とする売買取引が成立した結果、民間投資家が政府に取引対象物
の公正な市場価格を支払ったことを、説得的に論証した。つまり、民営化企業の投資家(所
有者)は政府に市場価格を支払って取引対象物(企業の財産、政府保有株式)を寅収した
こと、市場価格を基準に判断する以上、民営化企業(民間投資家含めて)は市場条件を超
過する利益を受けていないと明j決に説明している。
アメリカは、独立当事者間取引は取引対象物の市場価格を反映するという国内法上のー
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般原則を認めており、また、ほとんどの具体的事件において、問題となる民営化が独立当
事者間取引によって達成されたという事実を争わなかった。 CIT、CAFC及びWTOの紛
争解決機関のいずれも、公正な市場価格を反映する独立当事者間取引が完全返却論を裏付
ける有力な証拠となることを支持した。今後の補助金残留問題をめぐる紛争の法的解決に
とって、この証拠は補助金残留論を覆す上で重要な機能を発揮し続けるであろう 240
5.民営化の内容と独立当事者間取引の証拠力
本論文で研究した全ての判例において、民営化の内容が如何なるものであろうと、 EC
は一貫-して民営化が独立当事者間取引によって達成された以上、補助金返却と言う結論は
必ず導かれなければならないと主張してきた25。しかし、アメリカは、民営化企業に賦課
する相殺関税問題の最新動向を反映する EC鉄鋼産品相殺関税事件で、会社とその所有者
は完全に異なる存在であり、補助金は法主体である会社に交付されたものであるため、民
営化によって国有企業の所有者だけが変更された場合、新しい民間所有者が公正な市場価
格を支払って会社の所有権を獲得したとしても、会社に内在する補助金に如何なる影響も
もたらすことなく、補助金は民営化企業に残留する、という会社と所有者相異論を展開し
た。当理論は、民営化自体を補助金と無関係な事項と見なし、民営化取引対象物に補助金
が含まれないとしたことは、それまでと全く異なる性格のディフェンスである。これに対
して、 ECは、相殺関税問題の文脈において会社と所有者を分離する必要はなく、両者を
結合させて考えるべきという反論を展開したが、本論文はこれをディフェンスとしてほと
んど成立しない、と批判したお。
本論文は、民営化と錯綜する相殺関税の法的問題を解決する上で、独立当事者間取引の
証拠力を民営化取引の対象物に補助金が含まれるケースに限定すべきだと考えてきた。つ
まり、補助金で具体化された国有企業の財産が売却されたとき、独立当事者間取引の証拠
24 しかし、 CITとCAFCは、問題となる所有権変更が独立当事者間取引で達成されたか
どうかを判断するとき、国有企業の民営化は民間企業同士の取引と同一視できない側面が
ありうると指摘していることから考えれば、アメリカの国内需法審査の場で民営化に伴う
補幼金残留問題を解決するとき、完全返却論者が更なる厳密な立証責任を要求されること
が予想される。
25 特に、第6章第2節で取り上げた EC鉄鋼産品相殺関税事件で、 ECの独立当事者間取
引の証拠カに対する過信が極端な程度に達した。簡単に言えば、補助金返却論の最大な欠
点は、民営化の内容を分析せずに独立当時者間取引の証拠力を絶対化していることにある。
26 参照、第6章第2節。
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が提示される以上、完全返却論の成立を認める。今日では、アメリカもこの点を明確に承
認している。問題は、補助金の行方と無関係な民営化、つまり、アメリカの会社と所有者
相異論を裏付できる具体的民営化が存在するかどうかである。本論文は、民営化が政府保
有株式の売却によって達成された場合、株式の売却と国有企業の財産に内在する補助金と
はそもそも無関係で、あり、かかる民営化の場合、独立当事者間取引は補助金返却を裏付け
る証拠力を有しないと主張する。
第3節 補助金残留問題の解決方向
民営化企業に賦課する相殺関税の適法性をめぐる紛争は、法律論の核心的論点となる補
助金の法的定義の受益者利益説による解釈論が明確な形で確立された後も依然と勝着の泥
沼を脱出できない状態にある。その主要な原因について、 ECは、民営化を具体的に分析
することなく、民営化の独立当事者間取引による達成という証拠を絶対化し、あらゆる民
営化の状況下で補助金返却論を主張する。他方、アメリカは、部分残留論がWTO紛争処
理機関27とアメリカ国内司法機関28の両方によって否定されたあと、実体伺ー論をディフェ
ンスする 4要素理論を撤回したが、その代わりに、会社と所有者相異論という形式論に終
始し、依然民営化の具体的内容に即した補助金残留論を展開できていないため、完全返却
論を説得させることに成功していなしユ。したがって、民営化企業に賦課する相殺関税をめ
ぐる紛争の当事者は、いず、れも問題解決の糸口を見出していない。
さらに不思議なのは、 WTOの紛争処理機関mと一部の CIT判決30も、独立当事者間取引
の証拠力を過信して、民営化の内容に全く自を向けない形で補助金残留論を退けて補助金
返却論を支持している。
本論文は、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を究明するにあたって、国有企業の
経営形態にまで踏込んだ上で、民営化を内容と方法31とに分けて分析する。さらに、民営
27 1999年 12月の小委員会報告の提出、 2000年5月の上級委員会報告の提出、及び2000
年6月の両報告の採択。
28 CITは早くも 1995年の段階 CSaarstahl事件、 BSC事件)で部分残留論を否定して
いる。 CAFCは、 2000年2月Delverde刀7の時始めて部分残留論を退ける。
29 WTO Panel Report (DS123). 
30 2002年 1月から 3月までの CIT判決。
31 本論文では、民営化の独立当事者間取引による達成を民営化の方法と捉えている。補
助金返却論は民営化の内容(本論文では売却の対象と捉えている)を分析せずに、達成方
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化の内容の中から補助金の行方と関連するものと、そうではないものを識別する作業を行
った上で法律論32と証拠論33を展開し、原補助金の行方を判断するアフローチこそが問題解
決の方向である、と一貫して主張してきた。
民営化直前の国有企業の標準的経営形態は法人体企業であった34ことは事実であり、法
人体企業はさらに公共体形態国有企業部と株式会社形態国有企業36と具体的に分かれてい
たことも事実である。今日では、国有企業の経営形態と関係なく、国有企業財産の売却に
よる民営化の場合、原補助金は完全返却されるという結論に異議を挟むものはもはや存在
しない。したがって、紛争解決の方向を模索する作業も、政府が国有企業の所有権を民間
投資家に譲る場合の原補助金の行方を検討することに絞られるべきであると考える。
国有企業の民営化後の理想的な経営形態が基本的に民間所有を主導とした株式会社にな
ることは紛れもない事実である。この意味で、株式会社形態国有企業の民営化は公共体形
態国脊企業の民営化より、手続的作業が一部省かれることになる37。すなわち、政府保有
株式を売却するだけで民営化が達成されうる。
しかし、公共体形態国有企業の民営化は公法によって設立されたため、これを民営化す
るには私法(商法)に基づいて株式会社に転換することは不可欠な一歩となる。完全民営
化を実現するには、さらに政府保有株式を民間投資家に売却することが必要とされる。政
府保有株式の売却という事実だけに着目した場合、両者は全く同じであるが、国有企業の
原補助金の行方に関する判断は簡単ではない。結論を先に述べれば、株式会社形態国有企
業の民営化の結果は補助金残留論になるが、公共体形態国有企業の民営化の場合、補助金
返却論が導かれる余地が残っている、ということである。
それでは、まず、なぜ株式会社形態国有企業の政府保有株式の売却による民営化の場合
は、補助金残留論という結論が導かれるのか。以下の概念を分析しながら理論的に説明す
法(条件と言っているが)だけに着目して議論を進めている。
32 補助金の定義に関する受益者利益説による解釈論。
33 民営化の独立当事者間取引による達成という証拠の有効性。
34 参照、第1章第1節。
35 典型はイギリスである。
36 典型はフランス、イタリア、 ドイツなどである。
37 政府は株式会社形態国有企業を解散して、改めて最初から株式会社を設立することも
理論的に可能であるが、それを行ったとしても、事実上会社設立作業の重複に過ぎないこ
となる。
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株式会社形態国有企業と民間株式会社は、同じ商法の規定する株式会社の法的要件を充
たして設立されたものである以上、本質的に同じであると考えられる。異なるのは、株式
の所有者が政府なのか、民間投資家なのかという点だけである。
株式会社とは、出資者(社員、株主、投資家とも言う)が所有しようとする株式の引受
価額(投資家が約束した投資金額)を限度とする出資義務を負う 39にとどまり、会社の債
権者に対して直接返済責任を負わない会社である。補助金問題を考える上で、株式会社を
理解するポイントは次のとおりである。
まず、株主の有限責任の意味合いである。有限責任とは、株主が約束した出資金額を実
際に会社に払い込めば、会社が倒産してもすでに出資した金額以上の資金を犠牲にしてま
で、会社債権者を救済する義務を負わなくてもよいということである400 つまり、引受価
額を限度として責任を負うということである。逆に考えれば、会社が倒産して出資金額が
毘収不能になっても、法律上回収不能となった出資金額を取り戻す権利を主張する余地は
なく、投下資本の回収を諦めなければならないということである41。この原則によって、
株式会社(財産が基本になる)が株主から完全に独立した人格(法人格)を有することに
なる。会社の立場から考えれば、会社財産は会社所有者(株主)から完全に独立されたも
のとなる。補助金はこの法主体(会社)の有する独立財産に内在するものである。
次に、株式会社を理解する上で、株式という概念を理論的に理解することが決定的に重
要である。簡単に言えば、株式はそれを所有する株主(社員、投資家、つまり会社にお金
を出した人)の会社に対しでもつ法律上の地位42のことである。有限責任という概念の重
38 株式会社と株式という基本概念に関する理解は蕗法学だけではなく、経営学、経済学
の理解も一致している。参照、足立(1998)、3頁。阪野 (1996)、61-63頁。小椋(1998)、
75 -77頁。
39 約束とおり実際にお金(引受価額)を出す義務。参照、加藤(1994)、112-122頁。
白川 (1991)、28-37真。貞松 (1994)、1-3頁。
40 会社債権者の担保となるのは株主が払い込んだ資金をベースとする財産である。参照、
41 株式会社に投資するものはこの点を覚悟した上で意思決定をしているはず。参照、坂
田(1999)、104頁。竹内 (2001)、88頁。河本 (1994)、35頁。
42 この地位(権利義務の融合体)は、株主が会社に出資したことを代価に得たものであり、
この地位を有する最大の意味を単純化すれば、会社に対して利益(配当)を誇求できるこ
とである。株式(この地位を具体的に表現するのが株券である)を会社に返却して最初に
投資したお金を払い戻してもらうことは法律上許されないため、この地位を止めたかった
ら、株主はこの地位(株式)をほしがる他のものに売るしかない。参照、脚注 39、40、
42の文献。
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みは株主と会社とを分離するほうに震かれているが、株式という概念の主旨は会社と株主
の繋がりを強調する。株式という株主の地位は均等に細分化された43割合的単位44で表され
ている。以上の分析から、株式会社そのものと株主は、完全に別々な存在45であることが
理解できる460
それでは、補助金と株式会社の株主の地位(株式)とどのような関係にあるのかを考察
しよう。株主が出資義務を履行したあと、払い込まれた資金によって会社の財産的基盤が
確立するであろう。鉄鋼産業の場合、会社に機関(取締役会など)の指揮監督のもとで、
経営者は株主の支払った資金を利用して、製鉄施設、工場、原材料を購入し、さらに会社
の雇った労働者を管理して操業を始めるであろう。経営者と労働者のような会社の人的要
素を取り除いた後、会社に財産だけが残ることは明らかである。
政府の補助金交付の目的を考えると、補助金は基本的に会社の財産を構成することにな
る。例えば、会社の生産施設の技術能力の増強を図るために交付された補助金は、高性能
の機械設備の購入に使用されるであろう。ここで、会社に交付される補助金は会社の財産
的基盤の一部を構成することになる。民営化企業に賦課する相殺関税の是非をめぐる紛争
43 例えば、 1株は 500円を出資したことを意味すると決定すれば、発行した株式を一律
に500円にするだろう。 1株 500円の株式と 1株600円の株式が同時に存在すると、同じ
1の株式から発生する権利(地位の強さ)は紛らわしくなるだろう。
44 1株は 1議決権を意味し、利益配当、(会社解散、清算時の)残余財産も株の数に応じ
て分配される。株主の持っている株式の数によって権利の割合が決められるので、株主の
会社に対する割合的地位と言われる。例えば、 10万株を発行した株式会社の株を 1株しか
持っていない株主は、 10万分の lの割合で会社の利益分配を請求できることを意味する。
特 別々な存在とは、あくまでも会社と株主の権利義務が分離された領域があることを意
味し、会社(法人)と株主との関係は完全に切断されたという絶対化した意味ではない。
例えば、株式会社と株主とが関連性を有する側面として、会社の収益性と株主の利益の一
致がある。必ず分離される領域として、例えば、会社の納税義務、会社の債務は、会社の
株主に及ばない。税務署は株主の株式収益によって支払うべき所得税を、会社に請求でき
ないであろう。相殺関税の相殺対象となるのは会社である。株式会社の株主ではない。株
主の変更は相殺関税から逃れる理由にならないであろう。
46 ちなみに、株式会社形態国有企業の貸借対照表(バランスシート)から見る株式と補
助金の関係次のとおりである。資産=調達資金、補助金はコスト払わずに取得した財産。
資産 調達資金
広窃1 I銀行借入金(負債)I 
機械設 I I社債(負債)I 
原材料I I株主の出資(自亘資本)1=株式(株主政府が所有)
事務用設備I I資本準備金(自己資本)I 
郵便貯金と金庫I 1手雌準備金(自己資本)I 
瀕臓
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において、補助金残留論が主張する国有企業の鉄鋼施設の耐用年数の理論そのものに対し
て補助金返却論が異議を挟まないこともこの点を裏付-けている。
会社は機械施設を購入する資金を民間投資家から調達47しようとすれば、資本コストを
資金提供者に支払う約束をしなければならない。政府が補助金(返済を求めない資金)を
企業に交付する形で、機械施設を購入する目的が達成された場合、会社は資本コストを払
わずに操業することになる。このような状況下で、会社とは別人格である株主が、株式の
売買によって交替したとしても、会社の財務構造に如何なる変更(財産の増減など)もも
たらすことなく、会社は操業を続けることができょう。株主の変更は、すでに株式を有す
る株主が他のものに株主の地位を譲ることを意味する。つまり、株式を手に入れた代価(引
受価額)を、株式を買う相手(新株主)から回収することになる。この場合、株式の売買
価格は会社の収益性に左右されるが、補助金まで含めて返却する効果を有すると考えるこ
とはできない。株式会社の補助金が株式の売買の際、好材料となってそれなりに株価が高
く付くから、補助金は新株主によって元の株主に返却されるという発想はあくまでも仮説
にすぎないといえよう。補助金交付と会社の収益性は必然的に正比例に連動するものでは
ないし、株価の評価の主要指標となる会社の収益性を影響する要素は他にも多く存在する
からである。言うまでもなく、新株主は補助金交付された会社の株主になることによって、
補助金の恩恵を間接的に受けていると考えられるが、また逆も可能である。例えば、補助
金交付を受けた会社の株式を購入することによって、会社が相殺関税を賦課されることが
株式の価格に悪影響を与えるなら、株式の価格が下落するであろう480
株式会社形態国有企業も株式会社である限り、株式の売買と補助金の関係を考える上で、
以上のように理解することは無難であるといえよう。民間投資家(個人と機関を訪わず)
が株式を保有するのと対照的に、政府が株式を完全に持っているという面で異なるだけで
ある。国有企業の経営形態として株式会社制度が導入された理由は、株式会社の有する株
主(政府)と会社(国有企業)との権利義務の完全分離を図って、企業に自主性(株主で
ある政R守の管理からの脱却)を持たせて、経営を立て直すことにあったであろう。
ところで、なぜ公共体形態、国有企業を株式会社化した上で、政府保有株式を売却する場
合は、株式形態国有企業の政府保有株式の売却が原補助金にほとんど影響を与えないとい
47 色々な資金調達のルートがありうる。銀行からの借入、社債発行、新株発行など。
48 ここで議論する補助金と株価の関係は純粋に推測的なものである。
264 
う結論(残留)と反対の結論が得られるであろうか。その理論的根拠を説明しなければな
らない。
公共体形態国有企業を株式会社化するということは、国有企業の財産を基盤(現物出資)
に株式会社を設立するということを意味する。株式会社の設立は少なくとも二つのことを
意味する。一つは、法的に要求される様々な手続をこなして法人格を形成する過程である490
もう一つは、株式会社の営業活動を遂行する上で必須の財産的基盤(会社債権者に対して
i唯一引当となるもの)を構成する出資を、株主が確実に履行することである。
ゼロから資金を調達して設立される株式会社の設立と比較して、公共体国有企業を株式
会社化することの有する特徴は、会社設立に必要な出資:民営化を待つ国有企業の財産(現
物)が用意されており、ただ財産評価と株式発行の手続を履行するだけで済むことである。
補助金の行方を考える上で、決定的に重要なのは、国有企業の員オ産の一部を構成する補助
金による財産を発行する株式に反映させたかどうかである。
国有企業の財産+補助金で異体化された財産=国有企業の全財産という式が成立するこ
とを前提とすれば、国有企業の全財産を評価対象とする発行50株式数は、必ず補助金で具
体化された財産を株式評価対象から除いた財産を評価対象として発行した株式数より多く
なる。例えば、国有企業の財産が 10000円あるとし、さらに補助金で具体化された財産が
2000円あるとする。 12000円を評価対象に発行する株の数は必ず 10000円を評価対象に
発行した株式の数より多くなるはずである51。公共体国有企業の全財産を評価してそれに
相当する株式が発行される形で株式会社の設立が完了した後、そもそも原補助金による財
産が直接に株式と交換されたため補助金はもはや存在しないこととなり、政府が保有する
株式(政府は補助金で具体化された財産を会社に支払うことを代価に入手した)を民間投
資家に市場価格で売却したことは、元来の投資を新株主から回収することになる。
会社の側面から見れば、会社の財産となる株主の投資(国有企業の財産)を得るために、
株式を政府に渡したため、補助金を得ていないことになる。しかし、政府が株式会社設立
49 例えば会社の定款の作成、商号の選定、会社登録など、会社の財産と直接関連しない
手続的作業。
50 会社が政府の財産を引き受けて代わりに株式を渡すことを意味する。
51 株式の均等に細分化されるという性格を守る以上、 l株の発行価額をどのように設定
しようとこの結論が得られる。例えば、 1株を 100円で発行したとすると、 12000円では
120株発行できるのに、 10000では 100株しか発行できない。政府が補助金で具体化され
た財産を株式発行の対象に含めたなら 20株を多く売ることによって、補助金を回収した
ことになる。
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のi際、原補助金で具体化された財産を株式発行の対象に組み入れず、現物を会社に渡すか
わりにそれに相当する株式を求めなかったならば、補助金が残留することになるであろう。
補助金残留論は、現物(国有企業の財産)の公正な市場価格による評価及び評価対象に
原補助金による財産の部分を組み入れたことを覆す証拠を提示しない限り、完全返却論を
認めなければならないであろう。向じ理論的根拠に基づいて、株式会社形態国有企業の民
営化の場合でも、原補助金で具体化された財-産52を基盤に新たな株式を発行して、他の民
間投資家に売却し、これによって回収される資金が民営化企業53ではなく政府に支払われ
たならば、補助金返却論の結論が得られることになる。本論文では、株式会社国有企業の
政府保有株式だけを売却するかたちで民営化が達成された場合、完全残留論的結論が妥当
であると主張している。
以上の分析を踏まえて、今後の民営化企業に賦課する相殺関税をめぐる貿易紛争を解決
して行く上で参考となる基本的指針を示して見ょう。
第 1に、原補助金の行方(政府への返却かそれとも民営化企業内の残留)を判断する法
的根拠として、アメリカの国内司法審査及びWTOの紛争処理の判例において受益者利益
説による補劫金の法的定義 (URAAの補助金の定義と SCM協定の補助金定義は逐語的に
同文化している)の解釈論が確立されているため、民営化企業に相殺関税を賦課する輸入
国の相殺関税当局は、民営化取引をめくる事実を厳密に検証し、民営化企業が民営化によ
って市場条件を超えた利益を得ているか否かを立証しなければならない。したがって、法
律解釈論的に見て、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を判断する上で、これから解
決を必要とする課題は基本的に存在しないと言える。
第 2に、相殺関税被賦課側にとって、民営化企業が市場条件を超過した利益を得ていな
い、つまり、原補助金は返却されたと結論する上で、民営化が独立当事者間取引によって
達成されたという誌拠は依然重要であるが、しかし、原補助金で、具体化された財産が民営
化取引の対象に含まれない民営化もあるという事実(政府保有株式の売却)を素直に認め
て、独立当事者間取引万能論を撤回しなければならない。
第 3に、民営化前の国有企業の経営形態と無関係に、民営化の内容が単純な国有企業の
52 原補助金で具体化された財産の価額を商務省が知っているはず、しかも補助金返却論
も認めている。
53 原補助金で具体化された財産を対象に発行した株式を売却して得た収入を会社が受取
ったら、補助金が再び会社に戻ったことになるであろう。
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財産の売却、あるいは企業の全財産の売却が行われた場合、輸入国の相殺関税当局が相殺
関税被賦課側の行う独立当事者間取引による民営化の達成という立証結果を覆すことがで
きない限り、民営化企業に相殺関税を賦課することは違法とされよう。
第 4に、本来株式会社組織を有する国有企業の政府保有株式だけが売却され、株式を買
取る新しい株主から政府が出資した資本を回収して、国有企業の所有権を譲るかたちで民
営化が達成された場合、企業の財産の一部を構成する補助金の行方はそもそも企業の株式
の売却並びに株主の変更と無関係であるため、原補助金は民営化企業に完全に残留するこ
とになり、相殺関税の賦課が法的に認められよう。かかる場合、独立当事者間取引の証拠
は不要であり、なぜ政府保有株式の売却は補助金と無関係なのかについては棺殺関税当局
が立証責任を負う。アメリカは、会社と所有者相異論のような抽象的な議論ではなく、本
論文で提示した株式会社に着目した具体的なディフェンスを展開するべきである。
第 5に、公共体形態、国存企業は補助金で具体化された財産を含めた企業の全財産を基盤
に株式会社化(財産の評価と株式発行)された上で民営化が達成された場合、そもそも補
助金が存在しない会社の民営化と向じく、民営化後の会社に補助金が残留するという問題
はありえないだろう。しかし、注意すべき点は、株式会社化された国有企業の株式を個人
投資家ではなく、機関投資家(企業)が買収した場合、株式売買の公正な市場価格が成立
したか、否かは問題とされる。国有企業の株式を市場価格以下で畏収した場合、買収企業
は補助金を交付されたことになる。
第 6に、株式会社組織を有する国有企業の民営化の場合であっても、発行済み株式と同
時に、原補助金で具体化された企業の財産に基づいて新しい株式を発行した上で民営化を
達成したならば、上記公共体形態国有企業の民営化と同じ結論が得られよう。
現在、欧州諸国の国有企業の民営化はかなり進んでいるが、展開開発途上国と市場経済
移行国の民営化はこれから本格化を迎える段階にある。補助金残留問題をめぐる貿易紛争
は、欧米関対立という単純な構図からさらに開発途上国と市場経済移行国を巻き込んだ複
雑な構図に発展してきでいることは事実である。今後の補助金残留問題をめぐる紛争の未
然の防止、及び類似の紛争の同様な論点を一々重複議論することを避けて、確立した先例
の価値を十分生かして問題の迅速な解決を図るために、現在進行中の羽寸Oの貿易自由化
交渉を利用して、 SCM協定を改善し、精織化作業の一環として本論文で得た結論を明文
化することを提案する。
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付言
本論文の完成後も、 WTOの紛争解決機関とアメリカの国内司法機関の両方において、
民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を解決する活動が続行している。とくに、本年9
月末以降、 CITの司法審査のケースにおいて、問題となる民営化が株式会社形態国有企業
の政府保有株式の売却によって達成された場合、商務省の会社と所有者相異論を支持する
判例がみられ、本論文の提示した問題解決の方向に即した動向であると思われる。
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